
公益社団法人全日本病院協会会長殿

個 情 第 24 9 

医政発 0301第 41号

令和 4年 3月 1 日

個人情報保護委員会事務局長

（公印省略）

厚 生 労 働 省 医 政 局 長

（公印省略）

医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンスの一部改正について（通知）

医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いを支援するために、

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンスj

（平成 29年4月 14日付け個情第 534号・医政発 0414第6号・薬生発 0414第

1号・老発 0414第1号個人情報保護委員会事務局長・厚生労働省医政局長・医

薬・生活衛生局長・老健局長通知別添。以下「ガイダンスjという。）を作成し、

その周知を図っているところです。

今般、個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律（令和 2年法律第

44号）及びデ、ジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令

和3年法律第 37号）の一部が令和4年4月 1日に施行することに伴い、ガイダ

ンスの一部を改正し、別紙のとおり各都道府県知事宛てに通知しましたので、御

了知いただくとともに、傘下会員に対する周知方よろしくお取り計らし明晶、ま

す。
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各都道 府 県 知 事 殿

別紙

個 情 第 24 8 号

匹故発 0301第 40号

薬生発 0301第 22号

老発 0301第 11

令和 4年 3月 1 日

個人情報保護委員会事務局長

（公印省略）

厚生労働省医政局長

（公印省略）

厚生労働省医薬・生活衛生局長

（公印省略）

厚生労働省老健局長

（公印省略）

医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンスの一部改正について（通知）

医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いを支援するために、

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンスJ

（平成 29年4月比日付け個情第 534号・医政発 0414第6号・薬生発 0414第

1号・老発 0414第 1号個人情報保護委員会事務局長・厚生労働省陸政局長・医

薬・生活衛生局長・老健局長通知別添。以下「ガイダンス」という。）を作成し、

その周知を図っているところです。

今般、個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律（令和 2年法律第

44号。以下「令和2年改正法Jとしづ。）及びデジタノレ社会の形成を図るための

関係法律の整備に関する法律（令和 3年法律第 37号。以下「令和3年改正法」

という。）の一部が令和4年4月 113に施行することに伴い、ガイダンスの一部

を下記のとおり改正しましたので、貴職におかれましては、貴管内の関係機関・

関係団体等に対する周知等よろしくお取り計らい願います。

また、貴管内市区町村（指定都市、中核市、保健所設置市及び特別区等を含む。）

に対しても、併せて周知願います。
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記

1 ガイダンスの一部改正について

ガイダンスについて、別添 1の新旧対照表のとおり一部改正を行い、別添2

のとおりとすること。

2 改正の概要

令和 2年改正法及び令和 3年改正法を踏まえ、新設された制度の解説や用語

の整理等、所要の改正を行うもの。

な改正事項は以下のとおり。

く令和2年改正法関係＞

0 仮名加工情報、漏えい等報告等について、事業者に求められる事項の

解 説等

く令和 3年改正法関係＞

0 医療分野・学術分野の規律を統一するため、国公立の病院、大学等には

原尉として民間の病院、大学等と同等の規律が適用されることとなること

を踏まえたガイダンスの適用関係の明記

0 学術研究に係る適用除外規定について、一律の適用除外ではなく、義務

ごとの例外規定として精微化されることを踏まえた、学術研究に係る例外

規定に関する解説の追記等

くそのf也＞
0 下記の事務連絡等において示した内容の反映

「新型コロナウイルス感染症に係る匿療機関間での個人情報の共有の

際の個人情報保護法の取扱いについてJ（令和 2年4月 28日付け厚生労

働省医政局総務課事務連絡）

「地域医療情報連携ネットワ｝クにおける同意取得方法の例についてJ

（令和2年 3月 31日付け厚生労働省医政局総務課事務連絡）

「公益目的による個人情報の取扱いに係る例外規定の運用の明確化J

に関する「「個人情報の保護に関する法律についてのガイドラインJ及

び「個人データの漏えい等の事案が発生した場合等の対応についてJに

関する Q&AJ の更新（令和 3年6月）

3 施行期日

令和4年4月 1日
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別添 1
0医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス（平成 29年4月 14日付け個情第 534号・医政発 0414第6号・薬生発 0414

第1号・老発 0414第 1号個人情報保護委員会事務局長・厚生労働省医政局長・医薬・生活衛生局長・老健局長通知別添）新！日対照表

（下線の部分は改正部分）

改正後 改正前

目次 自次

本ガイダンスの趣旨、目的、基本的考え方 本ガイダンスの趣旨、目的、基本的考え方

（略） （略）

II 用語の定義等 II 用語の定義等

1. 個人’情報（法第2条第 1項） 1. 個人情報（法第2条第1項）

2. 個人識別符号（法第2条第2項） 2.個人識別符号（法第2条第2項）

3. 要配慮個人情報（法第2条第3項） 3.要配慮、個人情報（法第2条第3項）

4.仮名加工情報（法第2条第5項） （新設）

（削る） 4.個人情報の匿名化

5. 匿名加工情報（法第2条第6項） 5. 壁名加工情報（法第2条第9項）

（削る） 6.倍人情報データベース等（法第2条第4項）、錨人データ（法第2条

第6項）、保有個人データ（法第2条第7項）

（削る） 7.本人の同意

（削る） 8.家族等への病状説明

III 本ガイダンスの対象となる事業者の種別と法の適用関係 （新設）

N 医療・介護関係事業者の義務等 田 医療・介護関係事業者の義務等

1. 医療・介護関係事業者の義務等にかかる各種定義（法第16条） （新設）

2. 医療・介護関係事業者における取組 （新設）

3.利用目的の特定等（法第 17条通第 18条） 1.利用目的の特定等（法第 15条、第 16条）
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4. 不適正な利用の禁止（法第 19条）

5.利用目的の通知等（法第21条）

立←個人情報の適正な取得、個人データ内容の正確性の確保（盗塁え♀

条、第22条）

ヱム一安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督（法第 23条～第25 

条）

8.漏えい等の報告等（法第26条）

9.個人データの第三者提供（法第2-7条）

1 0. 外国にある第三者への提供の制限（法第28条）

よユニー第三者提供に係る記録の作成等（法第29条）

よえ←第三者提供を受ける際の確認等（法第30条）

1 3.保有個人データに関する事項の公表等（法第32条）

1 4.本人からの請求による保有鱈人データの開示（法第33条）

1 5. 訂正及び利用停止（法第34条、第35条）

よ立ムー開示等の請求等に応じる手続及び手数料（法第37条、第38条）

1 7.理由の説明、事前の請求、苦’需の対応（法第36条、第39条～第

4♀会）

v ガイダンスの見直し等

（略）

I 本ガイダンスの趣旨、目的、基本的考え方

1. 本ガイダンスの趣旨

本ガイダンスは、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15年法律第57 

（新設）

2.利用目的の通知等（法第 18条）

立ム一個人情報の適正な取得、個人データ内容の正確性の確保（盗装よヱ

条、第 19条）

i←安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督（法第20条～第22 

条）

（新設）

立←個人データの第三者提供（法第23条）

6.外国にある第三者への提供の制限（法第24条）

ヱムー第三者提供に係る記録の作成等（法第25条）

主ムー第三者提供を受ける際の確認等（法第26条）

9 ..保有個人データに関する事項の公表等（法第27条）

1 0.本人からの請求による保有個人データの開示（法第28条）

1 1.訂正及び利用停止（法第29条、第30条）

1 2. 開示等の請求等に応じる手続及び手数料（法第32条、第33条）

1 3.理由の説明、事前の請求、苦情の対応（法第31条、第34条～第

立立会）

N ガイダンスの見直し等

（略）

I 本ガイダンスの趣旨、目的、基本的考え方

1.本ガイダンスの趣旨

本ガイダンスは、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15年法律第57 

号。以下「法」という。）を踏まえ、「個人情報の保護に関する法律について｜号。以下「法」という。）を踏まえ、「個人情報の保護に関する法律について

2 
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のガイドライン（通期編）J （平成28年個人情報保護委員会告示第6号。以｜のガイドライン（通則編）」（平成 28年個人情報保護委員会告示第6号。以

下「通関iガイドライン」という。）を基礎とし、法第6条及び筆2会の規定 ｜下「通則ガイドライン」という。）を基礎とし、法第6条及び室主主の規定

に基づき、法の対象となる病院、診療所、薬局、介護保険法に規定する居宅 iに基づき、法の対象となる病院、診療所、薬局、介護保険法に規定する居宅

サービス事業を行う者等の事業者等が行う恒人情報の適正な取扱いの確保に｜サービス事業を行う者等の事業者等が行う個人情報の適正な取扱いの確保に

関する活動を支援するための具体的な留意点・事例等を示すものである。 i関する活動を支援するための具体的な留意点・事例等を示すものである。

なお、本ガイダンスは医療・介護関係事業者における実例に照らした内容｜ なお、本ガイダンスは医療・介護関係事業者における実例に照らした内容

であるため、本ガイダンスに記載のない事項及び関係条文については通則ガ｜であるため、本ガイダンスに記載のない事項及び関係条文については通員ljガ

イドライン、「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（外国 ｜イドライン、「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（外国

にある第三者への提供編）J （平成28年個人増報保護委員会告示第7号）、 にある第三者への提供編）J （平成28年個人情報保護委員会告示第7号）、

「個人情報の保護に寵する法律についてのガイドライン（第三者提供時の確 i「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（第三者提供時の確

認・記録義務編）」（平成28年個人情報保護委員会告示第8号） ~ r個人f害報｜認・記録義務編）」（平成28年個人J情報保護委員会告示第8号）亙立「個人

の保護に関する法律についてのガイドライン（仮名加工情報・匿名加工情報 i情報の保護に関する法律についてのガイドライン（匿名加工情報編）J （平成

鍾よ」（平成28年個人情報保護委員会告示第9号。以下「仮名加工情報・匿 I2 s年個人情報保護委員会告示第9号）をそれぞれ参燕されたい。

名加工情報ガイドラインj としづ。）及び「個人情報の保護に関する法律に

ついてのガイドライン（認定個人情報保護団体編）J （令和3年個人情報保護

委員会告示第7号）をそれぞれ参照、されたい。

2. 本ガイダンスの構成及び基本的考え方

（略）

3 

2. 本ガイダンスの構成及び基本的考え方

（路）

~ 
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3. 本ガイダンスの対象となる「臣療・介護関係事業者Jの範囲 3.本ガイダンスの対象となる「臣療・介護関係事業者」の範囲

本ガイダンスが対象としている事業者の範囲は、①病院、診療所、助産所、 本ガイダンスが対象としている事業者の範圏は、①病説、診療所、助産

薬局、訪問看護ステーション等の患者に対し直接医療を提供する事業者（以 l所、薬局、訪問看護ステーション等の患者に対し直接亙療を提供する事業者

下「医療機関等」とし寸。）、②介護保険法に規定する居宅サービス事業、介 l（以下「医療機関等Jという。）、②介護保険法に規定する居宅サービス事

護予防サーピス事業、地域密着型サービス事業、地域密着型介護予訪サーピ｜業、介護予防サービス事業、地域密着型サーピス事業、地域密着型介護予防

ス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、及び介護保険施設を経営す｜サーピス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、及び介護保険施設を

る事業、老人福祉法に規定する老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設を経｜経営する事業、老人福祉法に規定する老人居宅生活支援事業及び老人福祉施

営する事業その他高齢者福祉サーピス事業を行う者（以下「介護関係事業者」｜設を経営する事業その他高齢者福祉サービス事業を行う者（以下「介護関係

という。）であって、法第16条第2項に規定する個人情報取扱事業者として｜事業者Jという。）であり、いずれについても、個人情報保護に関する他の

の規律の全部又は一部の適用を受ける者（法7.lll表第二に掲げる法人及び独立 i法律や条例が適用される、国、地方公共団体、独立行政法人等が設置するも

行政法人労働者健康安全機構（病院の運営の業務に限る。）を含む。）であるの｜のを除く。ただし、医療・介護分野における個人’情報保護の精神は同一であ

ただし、国、地方公共団体、独立行政法人等、地方独立行政法人が設量する｜ることから、これらの事業者も本ガイダンスに十分記慮することが望まし

医療機関等又は介護関係事業者であって、値人情報取扱事業者としての規律｜い。

の適用を受けない者も、医療・介護分野における個人’情報保護の精神は同一

であることから、本ガイダンスに十分配慮することが望ましい。

※ 個人靖報取扱事業者としての規律の全部又は一部の適用を受けない者

にあっては、法第2条第 11項に規定する行政機関等としての規律の適

用を受けることとなるため、個人情報保護委員会が公表する公的部門ガ

イドライン等も参照する必要があるの詳細は田を参照されたいの

また、地方公共団体又は地方独立行政法人が設置するものについては、

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法簿（令和3

年法律第37号。以下「整備法」という。）第51条の規定の施行の日ま

では法及び本ガイダンスの適用はないが、整備法の趣旨に鑑みれば、施

行前であっても本ガイダンスに十分配慮することが望ましい。

4 
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なお、検体検査、患者等や介護サービス利用者への食事の提供、施設の清｜ なお、検体検査、患者等や介護サービス利用者への食事の提供、施設の清

掃、医療事務の業務など、底療・介護関係事業者から委託を受けた業務を遂｜掃、医療事務の業務など、産療・介護関係事業者から委託を受けた業務を遂

行する事業者においては、本ガイダンスのEヱムーに沿って適切な安全管理措｜行する事業者においては、本ガイダンスのl!L±ムーに沿って適切な安全管理措

置を講ずることが求められるとともに、当該委託を行う医療・介護関係事業｜震を講ずることが求められるとともに、当該委託を行う医療・介護関係事業

者は、業務の委託に当たり、本ガイダンスの趣旨を理解し、本ガイダンスに i者は、業務の委託に当たり、本ガイダンスの趣旨を理解し、本ガイダンスに

沿った対応を行う事業者を委託先として選定するとともに委託先事業者にお｜沿った対応を行う事業者を委託先として選定するとともに委託先事業者にお

ける個人情報の取扱いについて定期的に確認を行い、適切な運用が行われて iける個人構報の取扱いについて定期的に確認を行い、適切な運用が行われて

いることを確認する等の措置を講ずる必要がある。 ｜いることを確認する等の措置を講ずる必要がある。

4. 本ガイダンスの対象となる「個人情報Jの範囲 14.本ガイダンスの対象となる「個人情報」の範囲

法令上「値人情報」とは、生存する個人に関する情報であり、個人情報敢 i法令上「個人電報j とは、生存する個人に関する’情報であり、個人情報取

扱事業者の義務等の対象となるのは、生存する個人に関する情報に限定され｜扱事業者の義務等の対象となるのは、生存する個人に関する情報に限定され

ている。本ガイダンスは、匿療・介護関係事業者が保有する生存する個人に｜ている。本ガイダンスは、医療・介護関係事業者が保有する生存する個人に

関する情報のうち、医療・介護関係の情報を対象とするものであり、また、 ｜関する情報のうち、医療・介護関係の情報を対象とするものであり、また、

診療録等の形態に整理されていない場合でも鏑人情報に該当する。 診療録等の形態に整理されていない場合でも個人情報に該当する。

なお、当該患者・利用者が死亡した後においても、匿療・介護関係事業者が なお、当該患者・利用者が死亡した後においても、医療・介護関係事業者

：；！工ア；：；；；！：：二二：：~：；~~~~~~と？盤等 I ：：：：：；~：~：：；：：！：：二二：：~：；~~~~~~~~：まき損
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5. 個人清報保護委員会の権限行使との関係 I s.個人情報保護委員会の権限行使との関係

本ガイダンス中、［法の規定により遵守すべき事項等］に記載された内容 ！ 本ガイダンス中、｛法の規定により遵守すべき事項等｝に記載された内容

のうち、医療・介護関係事業者の義務とされている内容を個人情報取扱事業 iのうち、医療・介護関係事業者の義務とされている内容を個人情報取扱事業

者としての義務を負う医療・介護関係事業者が遵守しない場合、個人J靖報保｜者としての義務を負う医療・介護関係事業者が遵守しない場合、個人情報保

護委員会は、法第 14 3条から第 14 5条までの規定に基づき、「報告徴

収」、「立入検査」、「指導・助言」、「勧告」及び「命令Jを行うことがある。

また、法第 14 7条第l項の規定に基づき、法第 14 3条第1項の規定に

護委員会は、法第40条から第42条までの規定に基づき、「報告徴収」、

「立入検査J、「指導・助言j、「勧告J及び「命令j を行うことがある。

また、法第44条第1項の規定に基づき、法第40条第1項の規定による

よる権限が個人情報保護委員会から事業所管大臣に委任された場合には、厚｜権限が個人情報保護委員会から事業所管大臣に委任された場合には、厚生労

生労働大臣が報告徴収及び立入検査を行うことがある。 働大臣が報告徴収及び立入検査を行うことがある。

さらに、法第16里三塁及び「錦人情報の保護に関する法律施行令」（平成1 さらに、法第77条及び「倍人情報の保護に関する法律施行令」（平成 15 

5年 12月10日政令第50 7号。以下「令Jという。）筆立立金におい ｜年12月10日政令第507号。以下「令j という。）筆えよ会において、

て、法第 14 3条第 l項に規定する個人情報保護委員会の権限及び迭室lil法第40条第 1項に規定する個人情報保護委員会の権限及び法第44条第 1

7条第 l項の規定により事業所管大臣に委任された権限に属する事務は、個！項の規定により事業所管大臣に委任された権限に属する事務は、個人情報取

人情報取扱事業者が行う事業であって事業所管大臣が所管するものについて｜扱事業者が行う事業であって事業所管大臣が所管するものについての報告徴

の報告徴収及び立入検査に係る権眼に属する事務の全部又は一部が、他の法｜収及び立入検査に係る権限に属する事務の全部又は一部が、他の法令の規定

令の規定により地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととされている｜により地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととされているときは、

ときは、当該地方公共団体の長等が法に基づく報告徴収及び立入検査を行う｜当該地方公共団体の長等が法に基づく報告徴収及び立入検査を行うことがあ

ことがある。

6. 霞療・介護関係事業者が行う措置の透明性の確保と対外的明確化

（略）

7. 責任体制の明確化と患者・利用者窓口の設置等

（略）

8. 遺族への診療情報の提供の取扱い

（略）
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6. 医療・介護関係事業者が行う措置の透明性の確保と対外的暁確化

（略）

7. 責任体制の明確化と患者・利用者窓口の設置等

（略）

8.遺族への診療情報の提供の取扱い

（略）
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9. 個人情報が研究に活用される場合の取扱い I 9.個人情報が研究に活用される場合の取扱い

近年の科学技術の高度化に伴い、研究において個人の診療情報等や要介護｜ 近年の科学技術の高度化に伴い、研究において個人の診療情報等や要介護

認定情報等を利用する場合が増加しているほか、患者・利用者への診療や介 i認定情報等を利用する場合が増加しているほか、患者・利用者への診療や介

護と並行して研究が進められる場合もある。 護と並行して研究が進められる場合もある。

法及び本ガイダンスは、原則として、大学その他の学術研究を自的とする｜ 法第76条第1項においては、憲法上の基本的人権である「学問の自由J

機関等が、学術研究の用に供する目的をその全部又は一部として傭人情報を！の保障への記慮から、大学その他の学術研究を臣的とする機関等が、学術研

取り扱う場合にも適用される。もっとも、法は、利用目的による制賑（法第｜究の用に供する目的をその全部又は一部として個人情報を取り扱う場合につ

1 8条）、要配慮個人情報の取得制限（法第20条第2項）、個人データの第｜いては、法による義務等の規定は適用しないこととされているの従って、こ

三者提供の制限（法第27条）等の一部の規定については、憲法上の基本的 iの場合には法の運用指針としての本ガイダンスは適用されるものではない

人権である「学問の自由 iの保障への記慮から、学術研究目的で個人情報を iが、これらの場合においても、法第76条第3項により、当該機関等は、白

取り扱う一定の場合に関し、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある｜主的に鋸人情報の適正な取扱いを確保するための措量を講ずることが求めら

場合を除き、例外規定を置いている（N参照）。これらの例外規定が適用され iれており、これに当たっては、医学研究分野の関連指針（別表5参照）とと

る場合においても、学術研究機関等は、法第59条により、自主的に億人情｜もに本ガイダンスの内容についても留意することが期待される。

報の適正な取扱いを確保するための措置を講ずることが求められており、こ

れに当たっては、霞学研究分野の関連指針（別表5参照）とともに本ガイダ

ンスの内容についても留意することが期待される。

なお、治験及び製造販売後賄床試験における個人t情報の取扱いについて なお、治験及び製造販売後臨床試験における個人情報の取扱いについて

は、本ガイダンスのほか、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の｜は、本ガイダンスのほか、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律（昭和 35年法律第 14 5号。以下「医薬品医療機器等｜確保等に関する法律（昭和 35年法律第 14 5号。以下「医薬品医療機器等、

法Jとしづ。）及び関係法令（「医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省 ｜法J という。）及び関係法令 (I~薬品の臨床試験の実施の基準に関する省

令J（平成9年厚生省令第28号）等）の規定や、関係自体等が定める指針に｜令」（平成9年厚生省令第28号）等）の規定や、関係閣体等が定める指針

従うものとする。また、霞療機関等が自ら研究を実施する場合、企業若しく iに従うものとする。 また、医療機関等が自ら研究を実施する場合、企業若

は研究機関から研究を受託して若しくは共同で実施する場合又は他の研究機｜しくは研究機関から研究を受託して若しくは共同で実施する場合又は他の研

関からの求めに応じて研究のために構報提供する場合における個人情報の取［究機関からの求めに応じて研究のために情報提供する場合における個人情報
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扱いについては、本ガイダンスのほか、別表5に掲げる医学研究分野におけ の取扱いについては、本ガイダンスのほか、別表5に掲げる医学研究分野に

る関連指針や、関係団体等が定める指針に従うものとする。 おける関連指針や、関係団体等が定める指針に従うものとする。

1 0.遺伝’情報を診療に活用する場合の取扱い 1 0.遺伝情報を診療に活用する場合の敢扱い

（略） （略）

1 1. ~也の法令等との関係 1 1.他の法令等との関係

匿療・介護関係事業者は、個人情報の取扱いにあたり、法、基本方針及び 医療・介護関係事業者は、鋸人情報の取扱いにあたり、法、基本方針及び

本ガイダンスに示す項目のほか、個人情報保護又は守秘義務に関する他の法 本ガイダンスに示す項目のほか、個人情報保護又は守秘義務に関する他の法

令等（刑法、関係資格法、介護保険法等）の規定を遵守しなければならな 令等（刑法、関係資格法、介護保険法等）の規定を遵守しなければならな

し、。 し、。

また、病院等の管理者の監督義務（医療法第 15条）や業務委託（医療法 また、病院等の管理者の監督義務（医療法第 15条）や業務委託（匿療法

第 15条の 3等）に係る規定、介護関係事業者における個人情報保護に係る 第 15条の2等）に係る規定、介護関係事業者における個人情報保護に係る

規定等を遵守しなければならない。 規定等を遵守しなければならない。

また、霞療分野については、すでに「診療情報の提供等に関する指針」が また、医療分野については、すでに「診療情報の提供等に関する指針」が

定められている。これは、インフォームド・コンセントの理念等を踏まえ、 定められている。これは、インフォームド・コンセントの理念等を踏まえ、

医療従事者等が診療情報を積極的に提供することにより、医療従事者と患者 医療従事者等が診療情報を積極的に提供することにより、医療従事者と患者

等とのより良い信頼関係、を構築することを自的としており、この目的のた 等とのより良い信頼関係を構築することを目的としており、この目的のた

め、患者等からの求めにより個人靖報である診療情報を開示する場合は、同 め、患者等からの求めにより個人情報である診療情報を開示する場合は、間

指針の内容に従うものとする。 指針の内容に従うものとする。

1 2.認定個人情報保護匝体における取組 1 2.認定値人情報保護団体における取組

（略） （略）

II 用語の定義等 II 用語の定義等

1. 個人情報（法第2条第 1項） 1.個人情報（法第2条第1項）

（定義） （定義）

法第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する 法第二条 この法律において「傭人情報j とは、生存する個人に関する
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情報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。

一 当該情報に含まれる氏名、生年月 Eその他の記述等（文書、国画

若しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、盛量的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式をいう。次項第二

号において向じ。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載さ

れ、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表さ

れた一切の事項（偲人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）によ

り特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合

することができ、それにより特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。）

二個人識別符号が含まれるもの

情報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画

若Lくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、霊盛的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式をいう。次項第二

号において同じ。）で作られる記録をしづ。第十八条第二項において

毘.L）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方

法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以

下院じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情報

と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別するこ

とができることとなるものを含む。）

二錨人識別符号が含まれるもの

「個人情報」とは、生存する「個人に関する情報j であって、当該f育報に！ 「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含ま

含まれる氏名、生年月日、その他の記述等により特定の値人を識別すること｜れる氏名、生年月日、その他の記述等により特定の個人を識別することがで

ができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個｜きるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を

人を識別することができるものを含む。）、又は偶人識別符号が含まれるもの i識別することができるものを含む。）、又は個人識別符号が含まれるものをい

をしづ。「偶人に関する情報Jは、氏名ι主豆、性別、生年月日、顔面像等 iう。「個人に関する情報」は、氏名、性別、生年月日、顔画像等個人を識別

個人を識別する情報に限られず、ある個人の身体、財産、職種、肩書等の属 iする情報に眼られず、鍾ム!!2身体、財産、職種、肩書等の属性に関して、事

性に関して、事実、判断、評価を表す全ての情報であり、評価’情報、公刊物 i実、判断、評価を表す全ての情報であり、評価情報、公刊物等によって公に

等によって公にされている情報や、映像、音声による情報も含まれ、暗号化｜されている情報や、映像、奇声による情報も含まれ、暗号化等によって秘匿

等によって秘匿化されているか否かを関わない。 化されているか否かを間わない。

また、例えば診療録には、患者について客観的な検査をしたデータもあれ また、例えば診療録には、患者について客観的な検査をしたデータもあれ

ば、それに対して医師が行った判断や評価も書かれている。これら全体が患｜ば、それに対して医師が行った判断や評舗も書かれている。これら全体が患

者個人に関する情報に当たるものであるが、あわせて、当該診療録を作成し｜者個人に関する情報に当たるものであるが、あわせて、当該診療録を作成し

た医師の但ljからみると、自分が行った判断や評価を書いているものであるの｜た霞師の側からみると、自分が行った判断や評価を書いているものであるの
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で、匿師個人に関する情報とも言うことができる。したがって、診療録等に｜で、医師個人に関する情報とも言うことができる。したがって、診療録等に

記載されている情報の中には、患者と医師等双方の個人情報という二面性を｜記載されている’情報の中には、患者と医師等双方の個人情報というこ面性を

持っている部分もあることに留意が必要である。

なお、死者に関する情報が、同時に、遺族等の生存する個人に関する情報

でもある場合には、当該生存する個人に関する靖報となる。

本ガイダンスは、医療・介護関係事業者が保有する医療・介護関係個人情

持っている部分もあることに留意が必要である。

なお、死者に関する情報が、同時に、遺族等の生存する個人に関する靖報

でもある場合には、当該生存する個人に関するJ構報となる。

本ガイダンスは、監療・介護関係事業者が保有する医療・介護関係個人情

報を対象とするものであり、診療録等の形態に整理されていない場合でも個！報を対象とするものであり、診療録等の形態に整理されていない場合でも個

人情報に該当する。 ｜人情報に該当する。

（例）下記については、記載された氏名、生年月日、その他の記述等により

特定の個人を識別することができることから、個人情報に該当する。

（医療・介護関係法令において医療・介護関係、事業者に作成・保存が義

務づけられている記録例は別表 1参照）

0医療機関等における個人情報の伊j

診療録、処方せん、手術記録、助産録、看護記録、検査所見記録、エッ

クス線写真、紹介状、退院した患者に係る入院期間中の診療経過の要約、

調剤 録等

0介護関係事業者における個人情報の例

ケアプラン、介護サービス提供にかかる計画、提供したサービス内容等

の記録、事故の状況等の記録等

（例）下記については、記載された氏名、生年月日、その他の記述等により

特定の個人を識別することができることから、個人情報に該当する。

（医療・介護関係法令において医療・介護関係事業者に作成・保存が義

務づけられている記録伊jは別表 1参照）

0医療機関等における個人靖報の例

診療録、処方せん、手術記録、助産録、看護記録、検査所見記録、エッ

クス線写真、紹介状、退院した患者に係る入院期間中の診療経過の要約、

調剤録等

0介護関係事業者における個人情報の例

ケアプラン、介護サーピス提供にかかる計画、提供したサービス内容等

の記録、事故の状況等の記録等

2.個人識別符号（法第2条第2項）2.個人識別符号（法第2条第2項）

I （定義） l 11 （定義）

10 
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法第二条

2 この法律において「個人識別符号j とは、次の各号のいずれかに該

当する文字、番号、記号その他の符号のうち、政令で定めるものをい

つ。

一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために

変換した文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人

を識別することができるもの

二 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購

入に関し割り当てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類

に記載され、若じくは電磁的方式により記録された文字、番号、記

号その他の符号であって、その利用者若しくは購入者又は発行を受

ける者ごとに異なるものとなるように割り当てられ、又は記載さ

れ、若しくは記録されることにより、特定の利用者若しくは購入者

又は発行を受ける者を識別することができるもの

令第一条 個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）第二条第

二項の政令で定める文字、番号、記号その他の符号は、次に掲げるも

のとする。

一 次に掲げる身体の特徴のいずれかを電子計算機の用に供するため

に変換した文字、番号、記号その他の符号で、あって、特定の個人を

識別するに足りるものとして個人情報保護委員会規則で定める基準

に適合するもの

イ 細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名 DNA）を構成する

塩基の配列

11 

法第二条

2 この法律において「個人識別符号Jとは、次の各号にいずれかに該

当する文字、番号、記号その他の符号のうち、政令で定めるものをい

フ。

一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために

変換した文字、番号、記号その他の符号で、あって、当該特定の個人

を識別することができるもの

二個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購

入に関し割り当てられ、又は傭人に発行されるカードその他の書類

に記載され、若しくは電磁的方式により記録された文字、番号、記

号その他の符号であって、その利用者若しくは購入者又は発行を受

ける者ごとに異なるものとなるように割り当てられ、又は記載さ

れ、若しくは記録されることにより、特定の利用者若しくは購入者

又は発行を受ける者を識別することができるもの

令第一条 個人情報の保護に関する法律（以下「法」としづ。）第二条第

二項の政令で定める文字、番号、記号その他の符号は、次に掲げるも

のとする。

一 次に掲げる身体の特徴のいずれかを電子計算機の用に供するため

に変換した文字、番号、記号その他の符号で、あって、特定の個人を

識別するに足りるものとして個人情報保護委員会規則で定める基準

に適合するもの

イ 細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名 DNA）を構成する

塩基の配列
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ロ～ト（略）

二～六（略）

七 次に掲げる証明書にその発行を受ける者ごとに異なるものとなる

ように記載された個人情報保護委員会規則で定める文字、番号、記

号その他の符号

イ 国民健康保険法（昭和 33年法律第 19 2号）第九条第二項の

被保険者証

ロ 高齢者の匿療の確保に関する法律（昭和 57年法律第80号）

第五十四条第三項の被保験者証

ハ 介護保険法（平成9年法律第 12 3号）第十二条第三項の被保

険者証

人 その他前各号に準ずるものとして個人情報保護委員会規則で定め

る文字、番号、記号その他の符号

規則第二条 個人情報の保護に関する法律施行令（以下「令」という。）第

一条第一号の個人情報保護委員会規則で定める基準は、特定の偶人を識

別することができる水準が確保されるよう、適切な範囲を適切な手法に

より電子計算機の用に供するために変換することとする。

規則第三条令第一条第七号の個人情報保護委員会規則で定める文字、番

号、記号その他の符号は、次の各号に掲げる証明書ごとに、それぞれ当

該各号に定めるものとする。

一令第一条第七号イに掲げる証明書国民健康保険法（昭和 33年法

律第 19 2号）第百十一条の二第一項に規定する保険者番号及び被保

12 

ロ～ト（略）

－～六（略）

七次に掲げる証明書にその発行を受ける者ごとに異なるものとなる

ように記載された錨人情報保護委員会規尉で定める文字、番号、記

号その他の符号

イ 国民健康保険法（昭和 33年法律第 19 2号）第九条第二項の

被保険者証

ロ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57年法律第80号）

第五十四条第三項の被保険者証

ハ 介護保険法（平成9年法律第 12 3号）第十二条第三項の被保

険者証

人 その他前各号に準ずるものとして個人情報保護委員会規則で定め

る文字、番号、記号その他の符号

規則第二条個人情報の保護に関する法律施行令（以下「令」という。）第

一条第一号の個人情報保護委員会規則で定める基準は、特定の鏑人を識

別することができる水準が確保されるよう、適切な範屈を適切な手法に

より電子計算機の馬に供するために変換することとする。

規尉第三条令第一条第七号の個人情報保護委員会規則で定める文字、番

号、記号その他の符号は、次の各号に掲げる証明書ごとに、それぞれ当

該各号に定めるものとする。

一令第一条第七号イに掲げる証明書国民健康保険法（昭和 33年法

律第19 2号）第百十一条の二第一項に規定する保険者番号及び被保
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険者記号・番号

二 令第一条第七号ロに掲げる証明書高齢者の医療の確保に関する

法律（昭和 57年法律第80号）第百六十一条の二第一項に規定する

保険者番号及び被保険者番号

三令第一条第七号ハに掲げる証明書 問号ハに掲げる証明書の番号

及び保険者番号

規則第四条 令第一条第八号の個人情報保護委員会規則で定める文字、番

号、記号その他の符号は、次に掲げるものとする。

一 健康保険法（大正 11年法律第 70号）第三条第十一項に規定する

保険者番号及び同条第十二項に規定する被保険者等記号・番号

二 船員保険法（昭和 14年法律第73号）第二条第十項に規定する保

険者番号及び開条第十一項に規定する被保険者等記号・番号

三～四（略）

五 私立学校教職員共済法（昭和 28年法律第245号）第四十五条第

一項に規定する保険者番号及び加入者等記号・番号

六 国家公務員共済組合法（昭和 33年法捧第 12 8号）第百十二条の

二第一項に規定する保険者番号及び組合員等記号・番号

七 地方公務員等共済組合法（昭和 37年法律第 15 2号）第百四十四

条の二十四の二第一項に規定する保険者番号及び組合員等記号・番号

八～九（略）

（略）

3. 要配慮、個人情報（法第2条第3項）

（略）

13 

験者記号・番号

二令第一条第七号ロに掲げる証明書高齢者の医療の確保に関する

法律（昭和57年法律第80号）第百六十一条の二第一項に規定する

保険者番号及び被保険者番号

三令第一条第七号ハに掲げる証明書 同号ハに掲げる証明書の番号

及び保険者番号

規員IJ第四条令第一条第八号の個人情報保護委員会規則で定める文字、番

号、記号その他sの符号は、次に掲げるものとする。

一健康保険法（大正 11年法律第70号）第三条第十一項に規定する

保険者番号及び間条第十二項に規定する被保険者等記号・番号

二船員保検法（昭和 14年法律第73号）第二条第十項に規定する保

険者番号及び同条第十一項に規定する被保険者等記号・番号

三～由（略）

玉私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）第四十五条第

一項に規定する保険者番号及び加入者等記号・番号

六 国家公務員共済組合法（昭和33年法律第 12 8号）第百十二条の

二第一項に規定する保険者番号及び組合員等記号・番号

七 地方公務員等共済組合法（昭和 37年法律第 15 2号）第百四十四

条の二十四の二第一項に規定する保験者番号及び組合員等記号・番号

八～九（略）

（略）

3.要配慮錨人情報（法第2条第3項）

（略）

ぺ
＼ 
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4. 仮名加工情報（法第2条第5項） （新設）

（定義）

法第ニ条

5 この法律において「仮名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情

報の底分に応じて当該各号に定める措置を講じて他の情報と照合しな

い限り特定の個人を識別することができないように個人情報を加工し

て得られる個人に関する情報をいう。
' 

一 第一項第一号に該当する個人’晴報当該個人情報に含まれる記述等

の一部を削除すること（当該一部の記述等を復元することのできる

規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含

む。）。

二 第一項第二号に該当する個人情報当該個人情報に含まれる個人識

日Jj符号の全部を削除すること（当該個人識別符号を復元することの

できる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを

含む。）。

「仮名加工情報」とは、舘人情報を個人情報の区分に応じて定められた措

置を講じて他の情報と照合しない眼り特定の個人を識別することができない

ように加工して得られる錨人に関する情報をいう。

仮名加工情報の加工基準等については、仮名加工情報・匿名加工培報ガイ

ドラインを参照のこと。

（削る） 4.偲人情報の匿名化

当該鋼人情報から、当該’情報に含まれる氏名、生年月日、住所、個人識別

符号等、個人を識別する情報を取り除くことで、特定の個人を識別できない

ようにすることをいう。顔写真については、一般的には臣の部分にマスキン

14 
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グすることで特定の個人を識別できないと考えられる。治お、必要な場合に

は、その人と関わりのない符号又は番号を付すこともある。

このような処理を行っても、事業者内で医療・介護関係個人’情報を利用す

る場合は、事業者内で得られる他の需報や匠名化に際して付された符号又は

番号と倍人情報との対応表等と照合することで特定の患者・利用者等が識別

されることも考えられる。法においては、「他の情報と容易に照合すること

ができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるもの」に

ついても個人情報に含まれるものとされており、匿名化に当たっては、当該

f吉報の利用目的や利用者等を勘案した処理を行う必要があり、あわせて、本

人の同意を得るなどの対応も考慮する必要がある。

また、特定の患者・利用者の症例や事例を学会で発表したり、学会誌で報

告したりする場合等は、氏名、生年月日、住所、個人識別符号等を消去する

ことで匿名化されると考えられるが、症例や事例により十分な匿名化が困難

な場合は、本人の同意を得なければならない。

なお、このような学会での発表等のために用いられる特定の患者の症例等

の匿名化は、匿名加工培報（II5.参照）とは定義や取扱いのルーノレが異な

るので留意が必要で、ある。

さらに当該発表等が研究の一環として行われる場合には I9. に示す取扱い

によるものとし、学会等関係団体が定める指針に従うものとする。

5. 壁名加工情報（法第2条第6項） 5. 匿名加工靖報（法第2条第9項）

（定義） （定義）

法第二条 法第二条

立 この法律において f匡名加工情報j とは、次の各号に掲げる個人情 9 この法律において「匿名加工情報Jとは、次の各号に掲げる個人情

報の区分に応じて当該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別す 報の豆分に応じて当該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別す

15 
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ることができないように個人情報を加工して得られる個人に関する靖 ' -

報で、あって、当該個人情報を復元することができないようにしたもの

をいう。

一 第一項第一号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述

等の一部を削除すること（当該一部の記述等を復元することのでき

る規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含

む。）。

二 第一項第二号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人

識別符号の全部を削除すること（当該錨人識別符号を復元すること

のできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えること

を含む。）。

（削る）

（削る）

16 

ることができないように個人情報を加工して得られる個人に関する J情

報で、あって、当該個人情報を復元することができないようにしたもの

をいう。

一 第一項第一号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述

等の一部を削除すること（当該一部の記述等を復元することのでき

る規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含

む。）。

二第一項第二号に該当する個人情報 当該舘人情報に含まれる個人

識別符号の全部を削除すること（当該個人識別符号を復元すること

のできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えること

を含む。）。

1 0 この法律において「匿名加工情報取扱事業者j とは、匿名加工情

報を含む情報の集合物であって、特定の匿名加工4情報を電子計算機を

居いて検索することができるように体系的に構成したものその他特定

の匿名加工情報を容易に検索することができるように体系的に構成し

たものとして政令で定めるもの（第三十六条第一項において「匿名加

工情報データベース等j という。）を事業の用に供している者をいうの

ただし、第五項各号に掲げる者を徐く。

令第六条法第二条第十項の政令で定めるものは、これに含まれる震名

加工情報を一定の規則に従って整理することにより特定の匠名加工情

報を容易に検索することができるように体系的に構成した情報の集合

物であって、目次、索ヲ！その他検索を容易にするためのものを有する
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ものをいう 2

「匿名加工情報」とは、個人構報を個人情報の区分に応じて定められた措 「匿名加工情報」とは、個人情報を個人情報の区分に応じて定められた措

置を講じて特定の個人を識別することができないように加工して得られる個 置を講じて特定の個人を識別することができないように加工して得られる個

人に関する情報で、あって、当該個人靖報を復元して特定の個人を再識別する 人に関する情報で、あって、当該個人情報を復元して特定の個人を再識別する

ことができないようにしたものをいう。 ことができないようにしたものをいう。

壁名加工情報を作成するため、個人情報から、当該’情報に含まれる氏名、 個人情報から匿名加工情報を作成する場合には、規員ljで定める基準に従つ

生年月日、住所等の、特定の個人を識別する情報を取り除く場合や、顔写真 て加工する等一定の制捜を受けることとなる。

について、一定のマスキングを行って特定の個人を識別できないよう加工す 匿名加工靖報の加工基準及び匿名加工晴報取扱事業者の定義等について

る場合でも、当該個人情報を規則で定める基準に従って加工しておらず、当 は、別途定める「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（匿

該個人情報を復元することができる場合には、匿名加工情報に該当しないた 名加工管報編）」（平成28年個人情報保護委員会告示第9号）を参照のこ

め、注意が必要である。 よιー

匿名加工情報の加工基準等については、仮名加工情報・匿名加工情報ガイ

ドラインを参照のこと。

なお、法別表第二に掲げる法人については、壁名加工情報取扱事業者等の

義務に関する規定（法第4章第4節）の適用が除外され（法第58条関係）、

匿名加工培報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみなして公的

部門における規律（法第5章第5節）が適用される（法第12 3条関係） Q

（削る） 6.個人管報データベース等（法第2条第4項）、個人データ（法第2条第

6項）、保有錨人データ（法第2条第7項）

（削る） （定義）

法第二条

4 この法律において「個人増報データベース等j とは、個人情報を含

む情報の集合物であって、次に掲げるもの（利用方法からみて個人の

17 
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権利利益を害するおそれが少ないものとして政令で定めるものを除

く。）をいう。

一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるよう

に体系的に構成したもの

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索すること

ができるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの

令第三条法第二条第四項の利用方法からみて個人の権利利益を害する

おそれが少ないものとして政令で定めるものは、次の各号のいずれに

も該当するものとする。

－，，不特定かっ多数の者に販売することを目的として発行されたもの

であって、かっ、その発行が法又は法に基づく命令の規定に違反し

て行われたものでないこと。

ニ 不特定かっ多数の者により随時に購入することができ、又はでき

たものであること。

コ 生存する個人に関する他の情報を加えることなくその本来の用途

に供しているものであること。

2 法第二条第四項第二号の政令で定めるものは、これに含まれる個人

情報を一定の規則に従って整理することにより特定の個人’情報を容易

に検索することができるように体系的に構成した情報の集合物で、あっ

て、自次、索引その地検索を容易にするためのものを有するものをい

ユ♀ー

f個人情報データベース等Jとは、特定の個人情報をコンビュータを用い
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て検索することができるように体系的に構成した個人情報を含む情報の集合

体、又はコンピュータを用いていない場合で、あっても、紙面で処理した個人

情報を一定の規則（例えば、五十音！！境、生年月日｝！買など）に従って整理・分

類し、特定の個人情報を容易に検索することができるよう、目次、索引、符

号等を付し、他人によっても容易に検索可能な状態に置いているものをい

う。なお、個人情報データベース等に該当しないものとしては、市販の電話

i援や住宅地図などが該当するが、詳細は「通員ljガイドライン」を参照された

とL

（定義）

法第二条

6 この法律において「個人データ」とは、個人情報データベース等を

構成する個人情報をいう。

,, 

「個人データj とは、「個人情報データベース等Jを構成する個人情報を

いう E

（定義）

法第二条

7 この法律において「保有個人データJとは、個人情報取扱事業者

が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第＝者

への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人データで、あっ

て、その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害される

ものとして政令で定めるもの又は一年以内の政令で定める期間以内に

19 
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消去することとなるもの以外のものをいう。

令第四条法第二条第七項の政令で定めるものは、次に掲げるものとす

ゑιー

一 当該錨人データの存否が明らかになることにより、本人又は第＝

者の生命、身体又は財産に危害が及ぶおそれがあるもの

二 当該個人データの存否が明らかになることにより、違法又は不当

な行為を助長し、又は誘発するおそれがあるもの

コ 当該倍人データの存否が明らかになることにより、冨の安全が害

されるおそれ、他国若しくは国捺機関との信頼関係が損なわれるお

それ又は他国若しくは菌際機関との交渉上不利益を被るおそれがあ

るもの
" 

四 当該個人データの存否が明らかになることにより、犯罪の予防、

鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が及ぶおそれ

があるもの

令第五条法第二条第七項の政令で定める期間は、六月とする。

「保有個人データ」とは、個人データのうち、個人情報取扱事業者が、開

示、内容の訂正、追加又は削除、和用の停止、消去及び第三者への提供の停

止を行うことのできる権限を有するものをいう。ただし、①その存否が明ら

かになることにより、公益その他の利益が害されるもの、②6ヶ月以内に消

去する（更新することは除く。）こととなるものは除く。
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診療録等の診療記録や介護関係記録については、媒体の如何にかかわらず

個人データに該当する。

また、検査等の目的で、患者から血液等の検体を採取した場合、それらは

個人情報に該当し、利用目的の特定等（ill1.参照、）、利用目的の通知等

(ill 2.参照）等の対象となることから、患者の同意を得ずに、特定された

利用目的の達成に必要な範囲を超えて検体を取り扱つてはならない。また、

これらの検査結果については、診療録等と同様に検索可能な状態として保存

されることから、個人データに該当し、第＝者提供（ill5.参照）や開示

(ill 1 0.参照）の対象となる。

（削る） 7. 本人の同意

「本人の同意Jとは、本人の個人培報が、個人培報取扱事業者によって示

された取扱方法で取り扱われることを承諾する旨の当該本人の意思表示をい

う（当該本人であることを確認できていることが前提となる。）。

また、「本人の同意を得（る）」とは、本人の承諾する旨の意思表示を当該

傭人情報敢扱事業者が認識することをいい、事業の性質及び個人情報の取扱

状況に応じ、本人が問意に係る判断を行うために必要と考えられる合理的か

つ適切な方法によらなければならない。

なお、個人情報の取扱いに関して間意したことによって生ずる結果につい

て、未成年者、成年被後見人、被保佐人及び被補助人が判断できる能力を有

していないなどの場合は、親権者や法定代理人等から同意を得る必要があ

ゑ♀ー

｛本人の同意を得ている事例｝

事例 1）本人からの同意する旨の口頭による意思表示

事例22本人からの同意する旨の書面（電磁的記録を含む。）の受領
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事例 3）本人からの間意する旨のメールの受信

事例4）本人による同意する旨の確認欄へのチェック

事例 5）本人による同意する旨のホーム・ページ上のボタンのクリック

事例 6）本人による同意する旨の音声入力、タッチパネルへのタッチ、

ボタンやスイッチ等による入力

法は、個人情報の目的外利用や個人データの第三者提供の場合には、原

期として本人の同意を得ることを求めている。これは、法の基本となるO

ECD8原射のうち、利用制限の原則の考え方の現れであるが、 E療機関

等については、患者に適切な医療サービスを提供する目的のために、当該

医療機関等において、通常必要と考えられる個人情報の利用範囲を施設内

への掲示（院内掲示）により明らかにしておき、患者側から特段明確な反

対・留保の意思表示がない場合には、これらの範囲内での個人情報の科用

について同意が得られているものと考えられるの（III5. ( 3) ( 4）参

塁L
また、患者・利用者が、意識不明ではないものの、本人の意思を明確に

確認できない状態の場合については、意識の回復にあわせて、速やかに本

人への説明を行い本人の同意を得るものとするの

なお、これらの場合において患者・利用者の理解力、判断力などに応じ

て、可能な恕り患者・利用者本人に通知し、同意を得るよう努めることが

重要である。

医療・介護関係事業者が要配慮個人情報を書面文は口頭等により本人か

ら適正に直接取得する場合は、本人が当該情報を提供したことをもって、
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当該医療・介護関係事業者が当該情報を取得することについて本人の同意

があったものと鰹される。（III3 .参照）

（削る） 8. 家族等への病状説明

法においては、個人データを第三者提供する場合には、あらかじめ本人

の同意を得ることを原尉としている。一方、病態によっては、治療等を進

めるに当たり、本人だけでなく家族等の同意を得る必要がある場合もあ

る。家族等への病状説明については、 f患者（利用者）。への医療（介護）

の提供に必要な利用目的（III1. ( 1 ）参照）と考えらえるが、本人以外

の者に病状説明を行う場合は、本人に対し、あらかじめ病状説明を行う家

族等の対象者を確認し、同意を得ることが望ましい。この際、本人から串

出がある場合には、治療の実施等に支障を生じない範囲において、現実に

患者（利用者）の世話をしている親族及びこれに準ずる者を説明を行う対

象に加えたり、家族の特定の人を限定するなどの取扱いとすることができ

盃ムー
一方、意識不暁の患者の病状や重度の認知症の高齢者の状況を家族等に

説明する場合は、本人の同意を得ずに第コ者提供できる場合と考えられる

（皿 5. ( 2）②参照） この場合、医療・介護関係事業者において、本人

の家族等であることを確認した上でコ治療等を行うに当たり必要な範囲

で、’情報提供を行うとともに、本人の過去の病歴、治療歴等について情報

の取得を行う。本人の意識が回復した際には、速やかに、提供及び取得し

た個人情報の内容とその相手について本人に説明するとともに、本人から

の申出があった場合、取得した個人’電報の内容の訂正等、病状の説明を行

う家族等の対象者の変更等を行う。

なお、患者の判断能力に疑義がある場合は、意識不明の患者と開様の対

23 
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田 本ガイダンスの対象となる事業者の種別と法の適用関係

（適用の特例）

法第五十八条 個人情報敢扱事業者又は匿名加工情報取扱事業者のうち

別表第二に掲げる法人については、第三十二条から第三十九条まで及

び第四節の規定は、適用しない。

2 独立行政法人労働者健康安全機構が行う病院（医療法（昭和二十三

年法律第二百五号）第一条の五第一項に規定する病院をいう。第六十

六条第二項第三号並びに第百二十三条第一項及び第三項において同

じ。）の運営の業務における個人需報、仮名加工情報又は個人関連情報

の取扱いについては、個人情報取扱事業者、仮名加工情報取扱事業者

又は個人関連情報取扱事業者による個人情報、仮名加工4清報又は個人

関連J情報の取扱いとみなして、この章（第三十二条から第三十九条ま

で及び第四節を除く。）及び第六章から第八章までの規定を適用するの

（安全管理措置）

法第六十六条 行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい、滅失又は穀

損の防止その他の保有個人情報の安全管理のために必要かっ適切な措

置を講じなければならないの

2 前項の規定は、次の各号に掲げる者が当該各号に定める業務を行う

場合における値人情報の取扱いについて準用する。

－（略）

二別表第二に掲げる法人 法令に基づき行う業務であって政令で定

めるもの

応を行うとともに、判断能力の回復にあわせて、速やかに本人への説明を
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＝ 独立行政法人労働者健康安全機構病院の運営の業務のうち法令

に基づき行う業務で、あって政令で定めるもの

四 （略）

（適用の特例）

法第百二十三条独立行政法人労働者健康安全機構が行う病院の運営の

業務における個人情報、仮名加工構報又は個人関連情報の取扱いにつ

いては、この章（第一節、第六十六条第二項（第一号及び第四号（同

項第三号に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）において準用する

開条第一項、第七十五条、前二筒、前条第二項及び第百二十五条を除

く。）の規定、第百七十一条及び第百七十五条の規定（これらの規定の

うち第六十六条第二項第三号及び第四号（陪項第二号に係る部分に限

る。）に定める業務に係る部分を除く。）並びに第百七十六条の規定

は、適用しない。 c 

2 自lj表第二に掲げる法人による個人情報又は匿名加工情報の取扱いに

ついては、独立行政法人等による個人情報又は匿名加工培報の取扱い

とみなして、第一節、第七十五条、前二節、前条第二項、第百二十五

条及び次章から第八章まで（第百七十一条、第百七十五条及び第百七

十六条を除く。）の規定を適用する。

（安全管理措置を講ずべき業務）

令第十八条 法第六十六条第二項第二号の政令で定める業務は、次に掲

げる業務とする。

一 国立研究開発法人情報通信研究機構法（平成十一年法律第百六十

二号）第十九条、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開
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発機構法（平成十四年法律第百四十五号）第十八条、国立研究開発

法人匿薬基盤・健康・栄養研究所法（平成十六年法律第百＝十五

号）第十六条又は国立研究開発法人日本医療研究開発機構法（平成

二十六年法律第四十九号）第十七条のコにおいて準用する補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十

九号）の規定に基づき行う業務

二～五 （略）

六 心神喪失等の状態で、重大な他害行為を行った者の医療及び観察等

に関する法律（平成十五年法律第百十号）第二条第四項に規定する

指定入院匿療機関として同法の規定に基づき行う業務

七 がん登録等の推進に関する法律（平成二十五年法律第百十一号）

第二十二条第一項の規定に基づき行う業務

（定義）

法第二条

8 この法律において f行政機関j とは、次に掲げる機関をいう。

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内

閣の所轄の下に置かれる機関

二－ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設霊法（平成十一年法権第八十九

号）第四十九条第一項及び第二項に規定する機関（これらの機関の

うち第四号の政令で、定める機関が置かれる機関にあっては、当該政

令で定める機関を除く。）

コ 国家行政組織法（昭和二十＝年法律第苦二十号）第三条第二項に

規定する機関（第五号の政令で定める機関が置かれる機間にあって
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は、当該政令で定める機関を除く。）

囲 内閣府設置法第コ十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭和二

十二年法律第七十号）第十六条第二項の機関並びに内閣府設置法第

四十条及び第五十六条（宮内庁法第十八条第一項において準用する

場合を含む。）の特別の機関で、政令で定めるもの

五 国家行政組織法第八条のこの施設等機関及び同法第八条の三の特

別の機関で、政令で定めるもの

六会計検査院

9 この法律において「独立行政法人等Jとは、独立行政法人通期法

（平成十一年法律第百コ号）第二条第一項に規定する独立行政法人及

び別表第一に掲げる法人をし、う。

1 0 この法律において「地方独立行政法人」とは、地方独立行政法人

法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行

政法人をいう。

1 1 この法律において「行政機関等j とは、次に掲げる機関をいう。
¥ 

一行政機関

二 独立行政法人等（自iJ表第二に掲げる法人を除く。第十六条第二項

第＝号、第六十＝条、第七十八条第七号イ及びロ、第八十九条第一

項から第五項まで、第百十七条第コ項から第五項まで並びに第百二

十二条第二項において関じ。）

法第2条第9項における別表第一に掲げる法人とは、沖縄科学技術大学院

大学学園、沖縄振興開発金融公産、外国人技能実習機構、株式会社国瞭協力

銀行、株式会社日本政策金融公庫、株式会社日本貿易保険、原子力損害賠

償・廃炉等支援機構、国立大学法人、大学共同利用機関法人、日本銀行、日
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本司法支援センター、日本私立学校振興・共済事業団、日本中央競馬会、日

本年金機構、農水産業協同組合貯金保険機構、放送大学学園及び預金保険機

構をいう。

国立大学法人及び医療事業を行う独立行政法人等（※）における個人情報

の取扱い並びに独立行政法人労働者健康安全機構の行う病院の運営の業務に

係る個人情報の取扱いについては、学術研究機関、霞療機関等としての特性

を踏まえ、基本的に民間の学術研究機関、医療機関等と同様、民間部門にお

ける個人’情報の取扱いに係る規律が適用されるの

（※）国立大学法人、医療事業を行う独立行政法人等とは、法別表第二に

掲げる次の法人をいう。

沖縄科学技術大学院大学学園

国立研究開発法人

国立大学法人

大学共同利用機関法人

独立行政法人国立病院機構

独立行政法人地域医療機能推進機構

放送大学学園

他方、独立行政法人等としての特性を踏まえ、開示請求等に係る制度、行

政機関等置名加工情報の提供等については、現行の取扱いを維持し、公的部

門における規律（法第5章第 1節、第75条、第5章第4節及び第5節、第

1 2 2条第2項、第 12 5条並びに第6章から第8章まで（第17 1条、第

1 7 5条及び第 17 6条を除く。））が適用さ一れるの（法第12 3条第2項関

箆L
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（参考）民間部門、公的部門の機関、法人等の種別と法第4章及び第5章の

主な適用関係

個人情報の取 個人喧報フ 開示、訂 匿名加工情

扱い等に関す アイノレ簿に 正、利用停 報に関する

る規律 関する規律 止等に関す 墨金

る規律

国の行政機関 公的部門の規 公的部門の 公的部門の 公的部門の

律 規律 規律 翠生

（第5章第2 （第5章第 （第5章第 （第5章第

節） 3節） 4節） 5節）

独立行政法人等 公的部門の規 公的部門の

律 規律

（第5章第2 （第5章第

盤L 3節）

別表第二に掲 民間部門の規 ※第75条

げる法人及び 笠 のみ

（独）労働者 （第4章）

健康安全機構 （※ 2) 

（病院の運営

の業務に限

る。） （※ 
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個人情報取扱事業 民間部門の規

ト＼
民間部門の 民間部門の

者（別表第二に掲 盆 規律 規律

げる法人を除く） （第4主主） （第4章） （第4章）

（※ 1 ）これらが行う業務のうち政令で定めるものについては、安全管理措

置義務（法第66条）、従業者の義務（法第67条）及び一定の罰則

（法第 17 1条及び第 17 5条）について、この表にかかわらず、行

政機関に準じた扱いがなされる。（令第18条関係）

（※ 2）第2節中保有個人データに関する事項の公表等（第32条）、開

示、訂正等及び利用停止等（第33条～第39条）並びに匿名加工f

報取扱事業者等の義務（第4章第4節）に関する規定は適用が除外さ

j れる。（法第58条関係）

なお、診療情報の開示に当たっては、「診療情報の提供等に関する

指針j の内容にも配慮する必要がある。

N 医療・介護関係事業者の義務等 亜 医療・介護関係事業者の義務等

1. 医療・介護関係事業者の義務等にかかる各種定義（法第 16条） （新設）

( 1 ）個人情報データベース等（法第 16条第1項）、個人情報取扱事業者

（開条第2項）、個人データ（同条第3項）、保有個人データ（同条第4

望L
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（定義）

法第十六条この章及び第八章において「個人情報データベース等j とは、

舘人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるもの（利用方法から

みて個人の権利利益を害するおそれが少ないものとして政令で定めるも

のを除く。）をいう。

一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように

体系的に構成したもの

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することが

できるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの

令第西条 法第十六条第一項の利用方法からみて個人の権利利益を害する

おそれが少ないものとして政令で定めるものは、次の各号のいずれにも

該当するものとする。

一 不特定かっ多数の者に販売することを目的として発行されたもので

あって、かつ、その発行が法又は法に基づく命令の規定に違反して行

われたものでないこと。

二 不特定かっ多数の者により髄時に購入することができ、又はできた

ものであること。

コ 生存する個人に関する他の情報を加えることなくその本来の用途に

供しているものであること。

2 法第十六条第一項第二号の政令で定めるものは、問項に規定する情報

の集合物に含まれる個人’清報を一定の規則に従って整理することにより

特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成した

もので、あって、目次、索引その他検索を容易にするためのものを有する
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ものをいう。

「個人情報データベース等」とは、特定の個人情報をコンピュータを用い

て検索することができるように体系的に構成した個人情報を含むJ電報の集合

体、又はコンビュータを用いていない場合で、あっても、紙面で処理した個人

f青報を一定の規則（例えば、五十音順、生年月日順など）に従って整理・分

類し、特定の個人情報を容易に検索することができるよう、自次、索引、符

号等を付し、他人によっても容易に検索可能な状態に置いているものをい

う自なお、鏑人4情報データベース等に該当しないものとしては、市販の電話

帳や住宅地図などが該当するが、詳細は「通則ガイドライン」を参熊された

どQ__

（定義）

法第十六条

2 この章及び第六章から第八章までにおいて「個人情報取扱事業者」と

は、個人情報データベース等を事業の用に供している者をいう。ただし、

次に掲げる者を除く。

一国の機関

二地方公共団体

三独立行政法人等

西 地方独立行政法人
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「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に供し

ている者のうち、国の機関、地方公共団体、法第2条第9項に規定する独立

行政法人等 (5jlj表第2に掲げる法人を除く。）及び法第2条第 10項に規定

する地方独立行政法人を除いた者をいう。

すなわち、別表第2に掲げられた国立大学法人、医療事業を行う独立行政

法人等は個人情報取扱事業者に該当する‘（「E 本ガイダンスの対象となる

事業者の種別と法の適用関係Jを参照、）。

ここでいう「事業の用に供している」の「事業Jとは、一定の目的をもっ

て反復継続して遂行される同種の行為で、あって、かっ社会通念上事業と認め

られるものをいい、営利・非営利の耳目は間わない。

（定義）

法第十六条
へ

3 この章において f個人データ」とは、個人情報デ｝タベース等を構成

する個人情報をいう。

「個人データ」とは、「個人情報データベ｝ス等j を構成する個人情報を

し＼う。

診療録等の診療記録や介護関係記録については、媒体の如何にかかわらず

個人データに該当する。

また、検査等の目的で、患者から血液等の検体を採取した場合、それらは

個人情報に該当し、利用目的の特定等（N3.参照）、利用自的の通知等

(N 5. 参照）等の対象となることから、患者の開意を得ずに、特定された

利用目的の達成に必要な範囲を超えて検体を取り扱つてはならない。また、

これらの検査結果については、診療録等と同様に検索可能な状態として保存
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されることから、傭人データに該当し、第三者提供の崩阪、（N9.参照）や

開示 （N 1 4.参照）の対象となる。

（定義）

法第十六条
」

4 この章において「保有個人データ」とは、値人靖報取扱事業者が、開

示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供

の停止を行うことのできる権限を有する個人データで、あって、その存否

が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして政令

で定めるもの以外のものをいう。

「保有個人データ」とは、個人デ｝タのうち、個人情報取扱事業者が、開

示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停

止を行うことのできる権限を有するものをいう。ただし、その存否が明らか

になることにより、公益その他の利益が害されるものは除く。

( 2）仮名加工情報取扱事業者（法第 16条第5項）

（定義）

法第十六条

5 この章、第六章及び第七章において「仮名加工情報取扱事業者」とは、

仮名加工情報を含む情報の集合物で、あって、特定の仮名加工情報を電子

計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したものその

他特定の仮名加工情報を容易に検索することができるように体系的に構

成したものとして政令で定めるもの（第四十一条第一項において「仮名

加工情報データベース等j という。）を事業の用に供している者をいう。
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ただし、第二項各号に掲げる者を除く。

（仮名加工’情報の作成等）

法第四十一条 個人情報取扱事業者は、仮名加工情報（仮名加工情報デー

タベース等を構成するものに限る。以下この章及び第六章において開

じ。）を作成するときは、他の情報と照合しない限り特定の個人を識別す

ることができないようにするために必要なものとして個人情報保護委員

会規員Jjで定める基準に従い、個人情報を加工しなければならない且

2～9 （略）

「仮名加工情報取扱事業者j とは、仮名加工情報データベ｝ス等を事業の

用に供している者のうち、国の機関、地方公共団体、法第2条第9項に規定

する独立行政法人等（別表第2に掲げる法人を除く£）及び法第2条第10 

項に規定する地方独立行政法人を除いた者をいう 2

また、法第41条第1項における「作成するとき」とは、仮名加工情報と

して取り扱う意図をもって個人情報を加工する場合を意味しており、事業者

において、（仮名加工情報ではなく）個人情報の取扱いに関する各種義務を

遵守することを想定している場合には、仮名加工情報の取扱いに係る規律は

適用されない。（その代わりに、個人情報取扱事業者としての規定を遵守す

る必要がある。）

なお、仮名加工情報を作成すること自体は、当該仮名加工培報の作成の元

となった個人情報の取得時においてあらかじめ特定した利用自的に含まれて

いなかったとしても、目的外利用には当たらない。この場合、元となった倍

人情報の利用目的が、仮名加工情報の利用目的として引き継がれることとな

るが、仮名加工情報の利用目的を変更した場合には、変更後の利用目的につ

いて、公表が必要になる（法第21条第3項、第41条第4項。）。
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仮名加工情報取扱事業者の定義等については、仮名加工情報・匿名加工情

報ガイドラインも参照のこと。

( 3）匿名加工情報取扱事業者（法第 16条第6項）

（定義）

法第十六条

6 この章、第六章及び第七章において「匿名加工情報取扱事業者Jとは、

匠名加工情報を含む清報の集合物であって、特定の匿名加工’靖報を電子

計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したものその

他特定の匿名加工情報を容易に検索することができるように体系的に構
ー、

成したものとして政令で定めるもの（第四十三条第一項において「匿名

加工情報データベース等」という。）を事業の用に供している者をいう。

ただし、第二項各号に掲げる者を除く。

「匿名加工情報取扱事業者」とは、匿名加工情報データベース等を事業の

用に供している者のうち、国の機関、地方公共団体、法第2条第9項に規定

する独立行政法人等（別表第2に掲げる法人を除く。）及び法第2条第10 

項に規定する地方独立行政法人を除いた者をいう。

また、法第43条第 1項における「作成するとき」とは、匿名加工情報と

して取り扱う意図をもって個人情報を加工する場合を意味しており、事業者

において、（匿名加工槽報ではなく）個人情報の取扱いに関する各種義務を

遵守することを想定している場合には、匿名加工情報の敢扱いに係る規律は

適用されない。（その代わりに、個人情報取扱事業者としての規定を遵守す

る必要がある。）

なお、匿名加工情報を作成すること自体は、当該匿名加工情報の作成の元

となった個人情報の取得時においてあらかじめ特定した利用目的に含まれて
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いなかったとしても、臣的外利用には当たらない。

匿名加工情報取扱事業者の定義等については、仮名加工電報・匿名加工培

報ガイドラインも参照のこと。

なお、法別表第二に掲げる法人については、匿名加工培報取扱事業者等の

義務に関する規定（法第4章第4節）の適用が除外され（法第58条関係）、

霞名加工情報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみなして公的

部門における規律（法第5章第5節）が適用される（法第12 3条関係）。

(4）学術研究機関等（法第 16条第8項）

（定義）

法第十六条

8 この章において「学術研究機関等Jとは、大学その組の学術研究を目

的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者をし、う。

「学術研究機関等（※ 1）」とは、大学その他の学術研究（※ 2）を目的

とする機関若しくは団体又はそれらに属する者をし1う。

「大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体」とは、国立・私

立大学、公益法人等の研究所等の学術研究を主たる目的として活動する機関

や「学会j をいい、「それらに属する者j とは、国立・私立大学の教員、公

益法人等の研究所の研究員、学会の会員等をいう。

なお、民間団体付属の研究機関等における研究活動についても、当該機関

が学術研究を主たる目的とするものである場合には、「学術研究機関等」に

該当する。

（※ 1 ）国立の大学等、法別表第2に掲げる法人のうち、学術研究機関等

にも該当するものについては、原則として私立の大学、民間の学術

37 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



研究機関等と同等の規律が適用される（「国 本ガイダンスの対象

となる事業者の種別と法の適用関係Jを参照）。

（※ 2）「学術」とは、人文・社会科学及び自然科学並びにそれらの応用

の研究であり、あらゆる学問分野における研究活動及びその所産と

しての知識・方法の体系をいい、具体的活動としての「学術研究」

としては、新しい法則や漂理の発見、分析や方法論の確立、新しい

知識やその応用法の体系化、先端的な学問領域の開拓などをいう。

2. 医療・介護関係事業者における敢組 （新設）

( 1 ）本人の同意

「本人の同意」とは、本人の個人情報が、個人情報取扱事業者によって示

された取扱方法で取り扱われることを承諾する旨の当該本人の意思表示をい

う（当該本人であることを確認できていることが前提となる。）。

また、「本人の同意を得（る）」とは、本人の承諾する旨の意思表示を当該. 
個人情報取扱事業者が認識することをいい、事業の性質及び個人情報の取扱

状況に応じ、本人が同意に係る判断を行うために必要と考えられる合理的か

つ適切な方法によらなければならない。

なお、個人靖報の取扱いに関して同意したことによって生ずる結果につい

て、未成年者、成年被後見人、被保佐人及び被補助人が判断できる能力を有

していないなどの場合は、親権者や法定代理人等から同意を得る必要があ

三ムー
［本人の同意を得ている事例｝

事例 1）本人からの同意する旨の口頭による意思表示

事例 2）本人からの同意する旨の書面（電磁的記録を含む。）の受領

事例 3）本人からの同意する昏のメールの受信
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事例 4）本人による同意する旨の確認欄へのチェック

事例 5）本人による閤意する旨のホームページ上のボタンのクリック

事例 6）本人による同意する旨の音声入力、タッチパネルへのタッチ、

ボタンやスイッチ等による入力

法は、個人情報の呂的外利用や個人データの第三者提供の場合には、原則

として本人の同意を得ることを求めている。これは、法の基本となるOEC 

DS原則のうち、利用制限の原則の考え方の現れであるが、匿療機関等につ

いては、患者に適切な匿療サーピスを提供する目的のために、当該医療機関

等において、通常必要と考えられる個人情報の利用範囲を施設内への掲示

（院内掲示）により明らかにしておき、患者側から特段明確な反対・留保の

意思表示がない場合には、これらの範囲内での個人情報の利用について同意

が得られているものと考えられる。（N9. ( 3) ( 4）参照）

また、患者・利用者が、意識不明ではないものの、本人の意思を明確に確

認できない状態の場合については、意識の回復にあわせて、速やかに本人へ

の説明を行い本人の同意を得るものとする。

なお、これらの場合において患者・利用者の理解力、判断力などに応じ

て、可能な隈り患者・利用者本人に通知し、同意を得るよう努めることが重

要である。

医療・介護関係、事業者が要配慮傭人情報を書面又は口頭等により本人から

適正に直接取得する場合は、本人が当該情報を提供したことをもって、当該

医療・介護関係事業者が当該情報を取得することについて本人の同意があっ

たものと解される。（N9.参照）
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( 2）家族等への病状説明

法においては、個人データを第二者提供する場合には、あらかじめ本人の

同意を得ることを原則としている。一方、病態によっては、治療等を進める

に当たり、本人だけでなく家族等の同意を得る必要がある場合もある且家族

等への病状説明については、 f患者（利用者）への医療（介護）の提供に必

要な利用目的J(N 3. ( 1）参照）と考えられるが、本人以外の者に病状説

明を行う場合は、本人に対し、あらかじめ病状説明を行合う家族等の対象者を

確認し、同意を得ることが望ましい。この際、本人から申出がある場合に

は、治療の実施等に支障を生じない範囲において、現実に患者（利用者）の

世話をしている親族及びこれに準ずる者を説明を行う対象に加えたり、説明

を行う対象を家族の特定の人に眼定するなどの取扱いとすることができる。

一方、意識不明の患者の病状や重度の認知症の高齢者の状況を家族等に説

明する場合は、本人の同意を得ずに第三者提供できる場合と考えられる （N

9. ( 2）②参照）。この場合、産療J 介護関係事業者において、本人の家族

等であることを確認した上で、治療等を行うに当たり必要な範囲で、情報提

｛共を行うとともに、本人の過去の病歴、治療歴等について情報の取得を行

う。本人の意識が回復した際には、速やかに、提供及び取得した個人r屠報の

内容とその相手について本人に説明するとともに、本人からの申出があった

場合、取得した偶人情報の内容の訂正等、病状の説明を行う家族等の対象者

の変更等を行う。

なお、患者の判断能力に疑義がある場合は、意識不明の患者と同様の対応

を行うとともに、判断能力の司復にあわせて、速やかに本人への説明を行い

本人の同意を得るものとする。
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3. 利用目的の特定等（法第 17条、第 18条）

（利用目的の特定）

法第十七条個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、

その利用の目的（以下「利用目的」という。）をできる眼り特定しなけ

ればならない。

2 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用

目的と関連性を有すると合理的に認められる範酉を超えて行つてはなら

ない。

（利用目的による制限）

法第十八条 個人構報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、

前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個

人情報を取り扱つてはならない。

2 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事

業者から事業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あら

かじめ本人の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的

の達成に必要な範囲を超えて、当該個人’情報を取り扱つてはならない。

3 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

一法令に基づく場合

一 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。

三公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要があ

る場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。

四 国の機関若しくは地方公共自体又はその委託を受けた者が法令の定
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l.利用自的の特定等（法第 15条、第 16条） l 

（利用目的の特定）

法第十五条個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに！当たっては、

その利用の目的（以下「利用目的J’という。）をできる限り特定しなけ

ればならない

2 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用

目的と関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはなら

ない。

（利用目的による制限）

法第十六条個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、

前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、偲

人情報を取り扱つてはならない。

2 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事

業者から事業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あら

かじめ本人の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的

の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。

3 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

一法令に基づく場合

二人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。

三公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要があ

る場合であって、本人の同意を得ることが困難であると！き。

盟 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けだ者が法令の定
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める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で、あって、 める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、

本人の間意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれが 本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとき。 あるとき。

五 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当 （新設）

該個人情報を学術研究の用に供する目的（以下この章において「学術 c 

研究目的Jとしづ。）で取り扱う必要があるとき（当該個人情報を取り

扱う目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を

不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。‘

六 学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、当該学術研 （薪設）

究機関等が当該個人デ｝タを学術研究目的で取り扱う必要があるとき

（当該個人データを取り扱う目的の一部が学術研究自的である場合を

含み3 個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。

( 1 ）利用目的の特定及び制眼 ( 1）利用自的の特定及び制限

医療・介護関係事業者が匿療・介護サービスを希望する患者・利用者か 医療・介護関係事業者が竪療・介護サービズを希望する患者・利用者か

ら個人情報を取得する場合、当該錨人情報を患者・利用者に対する医療・ ら個人情報を取得する場合、当該偲人情報を患者・利用者に対する医療・

介護サービスの提供、医療・介護保険事務、入退院等の病棟管理などで利 介護サービスの提供、医療・介護保険事務、入退院等の病棟管理などで利

用することは患者・利用者にとって明らかと考えられる。 用することは患者・利用者にとって明らかと考えらえる。

これら以外で個人情報を利用する場合は、患者・利用者にとって必ずし これら以外で個人情報を利用する場合は、患者・科用者にとって必ずし

も明らかな利用目的とはいえない。この場合は、倍人情報を取得するに当 も明らかな利用目的とはいえない。この場合は、錨人情報を取得するに当

たって明確に当該科用目的の公表等の措置が講じられなければならない。 たって暁確に当該利用目的の公表等の措置が講じられなければならない。

(N 5. 参照） (III 2 .参照）

医療・介護関係事業者の通常の業務で想定される利用目的は別表2に例 医療・介護関係事業者の通常の業務で想定される利用目的は別表2に例

示されるものであり、医療・介護関係事業者は、これらを参考として、自 示されるものであり、医療・介護関係事業者は、これらを参考として、自

らの業務に照らして通常必要とされるものを特定して公表（院内掲示等） らの業務に照らして通常必要とされるものを特定して公表（院内掲示等）
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＼ぇ、

しなければならない。（IV5. 参照）

また、日lj表2に掲げる利用目的の範囲については、法第17条第2項に

定める利用目的の変更を行うことができると，考えられる。ただし、変更さ

れた利用目的については、本人へ通知又は公表しなければならない。（IV

5. 参照）

( 2）利用目的による制限の例外

医療・介護関係事業者は あらかじめ本人の同意を得ないで法第17条

の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて傭人情報を

取り扱ってはならないが（法第 18条第1項）、同条第3項に掲げる場合

については、本人の同意を得る必要はない。具体的な切としては以下のと

おりである。

①法令に基づく場合

（略）

②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人

の同意を得ることが困難であるとき

（略）

③公衆衛生の向上文は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき

（例）

・健康増進法に基づく地域がん登録事業による国又は地方公共団体へ

の情報提供

・がん検診の精度管理のための地方公共団体又は地方公共団体から委

託を受けた検診機関に対する精密検査結果の情報提供

43 

しなければならない。（III2 .参摂）

また、 Jjrj表2に掲げる利用目的の範囲については、法第 15条第2項に

定める利用目的の変更を行うことができると考えられる。ただし、変更さ

れた利用目的については、本人へ通知又は公表しなければならない。（fil

2. 参照）

( 2）利用自的による制限の例外

医療・介護関係事業者は、あらかじめ本人の間意を得ないで法第 15条

の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を

取り扱つてはならないが（法第16条第1項）、開条第3項に掲げる場合

については、本人の開意を得る必要はない。具体的な例としては以下のと

おりである。

①法令に基づく場合

（路）

②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人

の間意を得ることが困難であるとき

（略）

③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場

合であって、本人の詞意を得ることが閤難であるとき

（例）

・健康増進法に基づく地域がん登録事業による昌文は地方公共団体へ

の’情報提供

・がん検診の精度管理のための地方公共団体又は地方公共自体から委

託を受けた検診機関に対する精密検査結果の情報提供
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－児童虐待事例についての関係機関との情報交換 －児童虐待事例についての関係機関との情報交換

－医療安全の向上のため、院内で発生した医療事故等に関する園、地 －医療安全の向上のため、院内で発生した医療事故等に関する国、地

方公共団体又は第コ者機関等への情報提供のうち、氏名等の情報が 方公共団体又は第一者機関等への情報提供のうち、氏名等の情報が

含まれる場合 含まれる場合

・医療機関が以前治療を行った患者の臨床症例に係る個人データを、 （新設）

症例研究のために他の医療機関に提供し、当該他の霞療機関を受診

する不特定多数の患者に対してより優れた医療サービスを提供でき

るようになること等により、公衆衛生の向上に特に資する場合であ

って、本人の転居により有効な連絡先を保有しておらず本人からの

同意取得が困難であるとき

・医療機関が保有する患者の臨床症例に係る個人データを、有種な治 （新設）

療方法や薬剤が十分にない疾病等に関する疾病メカニズムの鰹明を

目的とした研究のために製薬企業に提供し、その結果が広く共有・
、

活用されていくことで、霞学、薬学等の発展や医療水準の向上に寄

与し、公衆衛生の向上に特に資する場合で、あって、本人の転居によ

り有効な連絡先を保有しておらず本人からの同意取得が国難である

とき

④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める ④圏の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める

事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で、あって、本人の 事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で、あって、本人の

同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき 同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

（略） （略）

⑤個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合で、あって、個人情報を （新設）

学術研究の用に供する目的（以下「学術研究目的」という。）で取り扱

う必要があるとき（当該個人情報を取り扱う臣的の一部が学箭研究目的
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である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合

を除く♀）

⑥学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、当該学術研究機 （新設）

関等が当該個人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該

個人データを取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を含み、 fi

人の権利利益を不当に浸奮するおそれがある場合を除く。）

｛法の規定により遵守すべき事項等］ ［法の規定により遵守すべき事項等］

－匿療・介護関係事業者は、個人情報を敢り扱うに当たって、その利用 －医療・介護関係事業者は、個人情報を取り扱うに当たって、その利用

自的をできる限り特定しなければならないc 目的をできる限り特定しなければならない。

－医療・介護関係事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利 ・霞療・介護関係事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利

用目的と関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行つては 用目的と関連性を有すると合理的に認められる範闘を超えて行っては

ならない。 ならない。

－匿療・介護関係事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、特定さ －医療・介護関係事業者は、あらかじめ本人の向意を得ないで、特定さ

れた利用臣的の達成に必要な範囲を超えて鱈人需報を敢り扱ってはな れた利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱つてはな

らない。なお、本人の同意を得るために偶人情報を利用すること（詞 らない。なお、本人の同意を得るために個人情報を利用すること（同

意を得るために患者・利用者の連絡先を利用して電話をかける場合な 意を得るために患者・利用者の連絡先を利用して電話をかける場合な

ど）、恒人’楕報を匿名加工情報及び仮名加工情報に加工することは差 ど）、個人情報を匿名i七するために個人情報に加工を行うことは差し

し支えない（ただし、法別表第二に掲げる法人については、匿名加工 支えない。

情報取扱事業者等の義務に関する規定（法第4章第4節）の適用が除

外され（法第58条関係）、匿名加工情報の取扱いについて独立行政

法人等による取扱いとみなして公的部門における規律（法第5章第5

節等）が適用される（法第 12 3条関係）。）。

45 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



－個人情報を取得する時点で、本人の同意があったにもかかわらず、そ －個人情報を取得する時点で、本人の同意があったにもかかわらず、そ

の後、本人から利用目的の一部についての同意を取り消す旨の申出が の後、本人から利用自的の一部についての同意を取り消す旨の申出が

あった場合は、その後の個人情報の取扱いについては、本人の同意が あった場合は、その後の個人情報の取扱いについては、本人の同意が

取り消されなかった範囲に摂定して取り扱う。 取り消されなかった範囲に限定して取り扱う。

・医療・介護関係事業者は、合併その他の事由により他の事業者から事 －医療・介護関係事業者は、合併その他の事由により他の事業者から事

業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本 業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本
、、

人の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成 人の間意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成

に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。 に必要な範囲を超えて、当該信人情報を取り扱ってはならない。

－利用自的の制限の例外（法第 18条第3項）に該当する場合は、本人 －利用臣的の制限の例外（法第16条第3項）に該当する場合は、本人

の同意を得ずに個人情報を取り扱うことができる。 の間意を得ずに個人情報を取り扱うことができる。

（利用目的を変更する場合の取扱いについてはN5. を参照） （利用目的を変更する場合の敢扱いについてはill2. を参照）

｛その他の事項］ ［その他の事項】

（略） （略）

4. 不適正な利用の禁止（法第 19条） （新設）

（不適正な利用の禁止）

法第十九条個人情報取扱事業者は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘

発するおそれがある方法により個人情報を利用してはならない。

医療 4介護関係事業者は、違法又は不当な行為（※ 1）を助長し、又は誘

発するおそれ（※ 2）がある方法により個人情報を利用してはならない。

（※ 1 ）「違法文は不当な行為」とは、 法（個人情報の保護に関する法

律） その他の法令に違反する行為、及び誼ちに違法とはいえない
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ものの、法（個人培報の保護に関する法律） その他の法令の制度

趣旨又は公序良俗に反する等、社会通念上適正とは認められない行

為をいう。

（※ 2）「おそれ」の有無は、個人情報取扱事業者による個人情報の利用

が、違法又は不当な行為を助長又は誘発することについて、社会通

念上蓋然性が認められるか否かにより判断される。

この判断に当たっては、個人情報の利用方法等の客観的な事情に

加えて、個人増報の利用時点における医療・介護関係事業者の認識

及び予見可能性も踏まえる必要がある。例えば、医療・介護関係事
( 

業者が第＝者に個人情報を提供した場合において、当該第二者が当

該個人情報を違法な行為に用いた場合であっても、当該第三者が当

該個人情報の取得目的を偽っていた等、当該個人情報の提供の時点

において、提供した倍人情報が違法に利用されることについて、当

該医療・介護関係事業者が一般的な注意力をもってしても予見でき

ない状況であった場合には、「おそれiは認められないと鰹され

三ιー

5. 利用目的の通知等（法第21条） 2.利用目的の通知等（法第 18条）

（取得に際しての利用目的の通知等） （取得に際しての利用目的の通知等）

法第二十一条個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらか 法第十八条個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらか

じめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的 じめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的

を、本人に通知し、又は公表しなければならない。 を、本人に通知し、又は公表しなければならない。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との問で契約 2 個人情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約

を締結することに伴って契約書その他の書面（電磁的記録を含む。以下 を締結することに伴って契約書その他の書面（電磁的記録を含む。以下

47 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



この項において同じ。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場合

その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場

合は、あらかじめ、本人に対し、その利用自的を明示しなければならな

い。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある

場合は、この限りでない。

3 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用

目的について、本人に通知し、又は公表しなければならない。

4 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者

の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

二利用自的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取ド

扱事業者の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合

三 国の機関又は地方公共間体が法令の定める事務を遂行することに対

して協力する必要がある場合であって、利用自的を本人に通知し、又

は公表することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあると

き。

四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合

［法の規定により遵守すべき事項等］

・匿療・介護関係事業者は、個人情報を取得するに当たって、あらかじめ

その利用目的を公表しておくか、個人情報を取得した場合、速やかに、

その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。

－利用目的の公表方法としては、院内や事業所内等に掲示するとともに

可能な場合にはホームページへの掲載等の方法により、なるべく広く公

48 

この項において問じ。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場合

その他本人から直接書面に記載された当該本人の倍人情報を取得する場

合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならな

い。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある

場合は、この限りでない。

3 傭人情報取扱事業者は、利用自的を変更した場合は、変更された利用

目的について、本人に通知し、又は公表しなければならない。

4 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

一利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者

の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

二科用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取

扱事業者の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合

三 閣の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対

して協力する必要がある場合で、あって、利用目的を本人に通知し、又

は公表することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあると

き。

四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合

｛法の規定により遵守すべき事項等］

－医療・介護関係事業者は、個人情報を取得するに当たって、あらかじめ

その利用自的を公表しておくか、信人’情報を取得した場合、速やかに、

その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。

・利用目的の公表方法としては、院内や事業所内等に掲示するとともに、

可能な場合にはホームページへの掲載等の方法により、なるべく広く公
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表する必要がある。

－医療・介護関係事業者は、 受付で患者に保険証を提出してもらう場合や

問診票の記入を求める場合など、本人から甚接書面に記載された当該本

人の個人靖報を取得する場合は、あらかじめ、本入に対し、その利用目

的を院内掲示等により明示しなければならない。ただし、救急の患者で

緊急の処置が必要な場合等は、この限りでない0

・医療・介護関係事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用

目的について、本人に通知し、又は公表しなければならない。

－取得の状況からみて科用目的が明らかであると認められる場合など利用

目的の通知等の例外に該当する場合は、上記内容は適用しない。（「利用

目的が明らか」な場合についてはN3. (1）を参照）

［その他の事項］

－利用目的が、本規定の例外である「取得の状況からみて利用目的が明ら

かであると認められる場合」に該当する場合であっても、患者・利用者

等に利用目的をわかりやすく示す観点から、利用目的の公表に当たって

は、当該利用目的についても併せて記載する。

－院内や事業者内等への掲示に当たっては、受付の近くに当該内容を説明

した表示を行い、初回の患者・利用者等に対しては、受付時や利用開始

時において当該掲示についての注意を促す。

－初診時や入院・入所持等における説明だけでは、個人情報について十分

な理解ができない患者・利用者も想定されることから、患者・利用者が

落ち着いた時期に改めて説明を行ったり、診療計画書、療養生活の手引

き、訪問介護計画等のサーピス提供に係る計画等に傭人情報に関する取

扱いを記載するなど、患者・利用者が個人情報の利用目的を理解できる

49 

表する必要がある。

・医療・介護関係事業者は、 受付で患者に保険証を提出してもらう場合

や悟診票の記入を求める場合など、本人から直接書面に記載された当該

本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用

目的を院内掲示等により明示しなければならない。ただし、救急の患者

で緊急の処置が必要な場合等は、この限りでない0

・医療・介護関係事業者は、手当用巨的を変更した場合は、変更された利用

目的について、本人に通知し、又は公表しなければならない。

・取得の状況からみて利用自的が明らかであると認められる場合など利用

目的の通知等の例外に該当する場合は、上記内容は適用しない。（「利用

目的が明らか」な場合についてはIIIl. (1）を参照）

｛その他の事項｝

－利用目的が、本規定の例外である「取得の状況からみて利用目的が明ら

かであると認められる場合Jに該当する場合であっても、患者・利用者

等に利用目的をわかりやすく示す観点から、利用自的の公表に当たって

は、当該利用目的についても併せて記載する。

－院内や事業者内等への掲示に当たっては、受付の近くに当該内容を説明

した表示を行い、初回の患者・利用者等に対しては、受付時や利用開始

時において当該掲示についての注意を促す。

・初診持や入院・入所時等における説明だけでは、個人情報について十分

な理解ができない患者・利用者も想定されることから、患者・利用者が

落ち着いた時期に改めて説明を行ったり、診療計画書、療養生活の手引

き、訪問介護計臨等のサービス提供に係る計画等に個人情報に関する取

扱いを記載するなど、患者・利用者が個人情報の利用目的を理解できる
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ょう配蔵する0

・患者・利用者等の希望がある場合、詳細の説明や当該内容を記載した童

面の交付（電磁的方法による場合を含む。）を行う。

立ム一個人情報の適正な取得、個人データ内容の正確性の確保（法第20条、

室三主主）

（適正な取得）

法第二十条 個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情

報を取得してはならない。

2 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人

の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。

一法令に基づく場合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の間意を得ることが困難であるとき。

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要があ

る場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定

める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、

本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとき。

五 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当

該要配慮個人情報を学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該要

配慮個人情報を取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を含

み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。

六 学術研究機関等から当該要配慮個人情報を取得する場合であって、

50 

ょう配慮する。

・患者・利用者等の希望がある場合、詳細の説明や当該内容を記載した査

車2亙仕を行う。

立←借入情報の適正な取得、個人データ内容の正確性の確保（法第 17条、

筆よ~）

（適正な取得）

法第十七条個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情

報を取得してはならない。

2 個；人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人

の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。

一法令に基づく場合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが関難であるとき

三公衆衛生の向上又は兜童の健全な育成のために特に必要がある場合

であって、本人の向意を得ることが困難であるとき

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定

める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、

本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支瞳を及ぼすおそれが

あるとき。

（新設）

（新設）
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当該要配慮個人情報を学術研究目的で取得する必要があるとき（当該

要配慮、個人情報を取得する目的の一部が学術研究目的である場合を含

み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）（当

該個人情報取扱事業者と当該学術研究機関等が共同して学術研究を行

う場合に限る。）。

七 当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、主箆壁窒

機関等、第五十七条第一項各号に掲げる者その他個人情報保護委員会

規則で定める者により公開されている場合

ムその他前各号に掲げる場合に準ずるものとして政令で定める場合

規則第六条 法第二十条第二項第七号の偲人情報保護委員会規黙で定める

者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

一 外国政府、外国の政府機関、外国の地方公共団体又は国際機関

二 外国において法第十六条第八項に規定する学術研究機関等に棺当す

る者

二外国において法第五十七条第一項各号に掲げる者に相当する者

全霊主会法第二十条第二項第八号の政令で定める場合は、次に掲げる場

合とする。

一 本人を自視し、又は撮影することにより、その外形上明らかな要配

慮個人情報を取得する場合

ニ 法第二十七条第五項各号（法第四十一条第六項の規定により読み替

えて適用する場合及び法第四十二条第二項において読み替えて準用す

る場合を含む。）に掲げる場合において、個人データである要配慮個人

51 

主当該要配慮倍人靖報が、本人、国の機関、地方公共団体、室主土卒

全霊二塁各号に掲げる者その他個人情報保護委員会規則で定める者に

より公開されている場合

六 その他前各号に掲げる場合に準ずるものとして政令で定める場合

規則第六条法第十七条第二項第五号の錨人情報保護委員会規則jで定める

者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

一 外冨政府、外国の政府機関、外国の地方公共団体又は国際機関

（新設）

二 外国において法第七十六条第一項各号に掲げる者に相当する者

全室主全法第十七条第二項第六号の政令で定める場合は、次に掲げる場

合とする。

一 本人を目視し、又は撮影することにより、その外形上明らかな要配

慮個人’情報を取得する場合

二 法第二十三条第五項各号に掲げる場合において、個人データである

要配慮個人情報の提供を受けるとき。
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情報の提供を受けるとき。

（データ内容の正確性の確保等）

法第二十二条 個人情報取扱事業者は、利用呂的の達成に必要な範鹿内に

おいて、個人データを正確かっ最新の内容に保つとともに、利用する必

要がなくなったときは、当該個人データを遅滞なく消去するよう努めな

ければならない。

｛法の規定により遵守すべき事項等｝

・医療・介護関係事業者は、偽りその他不正の手段により倍人靖報を取得

しではならない0

・診療等のために必要な過去の受診歴等については、真に必要な範囲につ

いて、本人から直接取得するほか、第三者提供について本人の同意を得

た者（江主：...( 3）により本人の黙示の同意が得られていると考えられ

る者を含む。）から取得することを原則とする。ただし、本人以外の家

族等から取得することが診療上又は適切な介護サービスの提供上やむを

得ない場合はこの限りでない。

－親の同意なく、十分な判断能力を有していない子どもから家族の個人情

報を取得してはならない。ただし、当該子どもの診療上、家族等の個人

晴報の取得が必要な場合で、当該家族等から個人情報を取得することが

困難な場合はこの限りでない。

｛要配慮個人情報の取得時における本人の同意について｝

芭療機関の受付等で診療を希望する患者は、傷病の回復等を目的として

52 

（データ内容の正確性の確保等）

法第十九条個人情報取扱事業者は、利用自的の達成に必要な範圏内にお

いて、個人データを正確かっ最新の内容に保つとともに、利用する必要

がなくなったときは、当該鏑人データを遅滞なく消去するよう努めなけ

ればならない。

［法の規定により遵守すべき事項等｝

・医療・介護関係事業者は、偽りその他の不正の手段により個人情報を取

得してはならない。

－診療等のために必要な過去の受診歴等については、真に必要な範囲につ

いて、本人から直接取得するほか、第三者提供について本人の同意を得

た者（毘立ム（3）により本人の黙示の同意が得られていると考えられ

る者を含む。）から取得することを原則とする。ただし、本人以外の家

族等から取得することが診療上又は適切な介護サービスの提供上やむを

得ない場合はこの限りでない。

－親の間意なく、十分な判断能力を有していない子どもから家族の個人情

報を取得してはならない。ただし、当該子どもの診療上、家族等の個人

情報の取得が必要な場合で、当該家族等から個人情報を取得することが

困難な場合はこの限りでない。

［要配慮個人情報の取得時における本人の同意について］

霞療機関の受付等で診療を希望する患者は、傷病の回復等を目的として
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いる。一方、軍療機関等は、患者の傷病の回復等を目的として、より適切

な医療が提供できるよう治療に取り組むとともに、その費用を公的医療保

険に請求する必要が生じる。良質で適正な医療の提供を受けるためには、

また公的医療保険の扶助を受けるためには、医療機関等が患者の要配慮個

人情報を含めた個人4情報を取得することは必要不可欠である。

このため、例えば、患者が医療機関の受付等で、問診票に患者自身の身

体状況や病状などを記載し、保険証とともに受診を申し出ることは、患者

自身が自己の要配慮個人情報を含めた個人情報を医療機関等に敢得される

ことを前提としていると考えられるため、医療機関等が要配慮個人清報を

書面又は口頭等により本人から適正に直接取得する場合は、患者の当該行

為をもって、当該医療機関等が当該情報を取得することについて本人の同

意があったものと解される。

また、医療機関等が要配慮個人情報を第三者提供の方法により取得した

場合、提供元が法第 20条第2項及び第27条第1項の規定に基づいて本

人から必要な同意（要配慮個人情報の取得及び第三者提供に関する間意）

を取得していることが前提となるため、提供を受けた当該医療機関等が、

改めて本人から法第20条第2項の規定に基づく間意を得る必要はないも

のと解される。

なお、地域医療情報連携ネットワークにおいて、他の霞療機関に対して

照会を行い、当該他の医療機関が保存及び管理等を行う診療情報等を当該

他の医療機関から直接取得する場合（当該他の墜療機関が地域医療情報連

携ネットワークの運営主体に対して診療情報等の保存及び管理等の取扱い

を委託している場合において、当該地域医療情報連携ネットワークの運営

主体を介して、当該他の医療機関に対して照、会を行い、診療情報を敢得す

53. 

いる。一方、医療機関等は、患者の傷病の回復等を目的として、より適切

な医療が提供できるよう治療に取り組むとともに、その費用を公的医療保

険に請求する必要が生じる。良質で適正な医療の提供を受けるためには、

また公的医療保険の扶助を受けるためには、医療機関等が患者の要配慮個

人情報を含めた個人情報を取得することは必要不可欠である。

このため、例えば、患者が医療機関の受付等で、問診票に患者自身の身

体状況や病状などを記載し、保険証とともに受診を申し出ることは、患者

自身が自己の要配慮個人情報を含めた個人情報を医療機関等に取得される

ことを前提としていると考えられるため、医療機関等が要配慮鋼人情報を

書面又は口頭等により本人から適正に直接敢得する場合は、患者の当該行

為をもって、当該医療機関等が当該情報を取得することについて本人の開

意があったものと解される。

また、医療機関等が要配慮個人情報を第三者提供の方法により取得した

場合、提供元が法第 17条第2項及び第23条第 1項の規定に基づいて本

人から必要な間意（要配慮、個人靖報の取得及び第三者提供に関する同意）

を取得していることが前提となるため、提供を受けた当該臣療機関等が、

改めて本人から法第 17条第2項の規定に基づく同意を得る必要はないも

のと解される。

（新設）
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る場合を含む。）については、「地域歪療』！曹報連撞ネットワークにおける同

意取得方法の例について」（令和2年3月31日付け厚生労働省医政局総

務課事務連絡）による。

・要配慮個人情報を取得する場合には、あらかじめ本人の同意を得なけれ －要配慮個人情報を取得する場合には、あらかじめ本人の間意を得なけれ

ばならなしL ただし、法第20条第2項各号に定める場合については、 ばならない。ただ、し、法第 17条第2項各号に定める場合については、

本人の同意を得る必要はない。 本人の同意を得る必要はない。

（例） （例）

－急病その他の事態が生じたときに、本人の病歴等を医師や看護師な －急病その他の事態が生じたときに、本人の病歴等を医師や看護師な

どの医療従事者が家族から聴取する場合、法第20条第2項第2号 どの医療従事者が家族から聴取する場合、法第 17条第2項第2号

に該当する。 に該当する。

－医療機関が、他の匿療機関から、当該他の医療機関において以前治 （薪設）

療を行った患者の臨床症例に係る個人データを症例研究のために取

得し、当該医療機関を受診する不特定多数の患者に対してより優れ

た医療サービス提供できるようになること等により、公衆衛生の向

上に特に資する場合であって、本人からの向意取得が困難であると

き、法第20条第2項第3号に該当する。

－児童生徒の不登校や不良行為等について、児童持談所、学校、医療 －児童生徒の不登校や不良行為等について、児童相談所、学校、医療

機関等の関係機関が連携して対応するために、医療機関等におい 機関等の関係機関が連携して対応するために、医療機関等におい

て、他の関係機関から当該克童生徒の保護事件に関する手続が行わ て、他の関係機関から当該児童生徒の保護事件に関する手続が行わ

れた情報を取得する場合、法第20条第2項第3号に該当する。 れた博報を敢得する場合、法第17条第2項第3号に該当する。

・児童虐待のおそれのある家庭情報のうち被害を被った事実に係る情 －克童虐待のおそれのある家庭需報のうち被害を被った事実に係る矯

報を、児童相談所、警察、〆学校、病院等の関係機関が、他の関係機 報を、児童相談所、警察、学校、病院等の関係機関が、他の関係機

関から取得する場合、法第20条第2項第3号に該当する。 関から取得する場合、法第 17条第2項第3号に該当する。

－医療機関等や介護関係事業者が警察の任意の求めに応じて要配慮個 －医療機関等や介護関係、事業者が警察の任意の求めに応じて要配慮個
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人情報に該当する個人情報を提出するために、当該個人情報を取得

する場合、法第20条第2項第4号に該当する。

－身体の不自由な方が医療機関等を受診し、院内において情報共有す

るためにカルテ等に記録した場合（自視による取得）や、身体の不

自由な方の操子が店舗に設置された防犯カメラに映りこんだ場合

（撮影による取得）、法第20条第2項第8号、令第9条第1項に．

該当する。

－なお、要配慮個人情報を、法第 27条第5項各号に定める委託、事業承

継又は共同利用により取得する場合は、あらかじめ本人の同意を得る必

要はない。

［法第20条第2項に違反している事例］

本人の同意を得ることなく、法第20条第2項第7号及び規則第6条で定

人情報に該当する個人情報を提出するために、当該傭人情報を取得

する場合、法第17条第2項第4号に該当する。

－身体の不自由な方が医療機関等を受診し、院内において情報共有す

るためにカルテ等に記録した場合（目視による取得）や、身体の不

自由な方の操子が店舗に設置された防犯カメラに映りこんだ場合

（撮影による取得）、法第 17条第2項第6号、令第7条第 1項に

該当する。

－なお、要配慮個人情報を、法第 23条第5項各号に定める委託、事業承

継又は共同利用により取得する場合は、あらかじめ本人の同意を得る必

要はない。

［法第 17条第2項に違反している事例｝

本人の同意を得ることなく、法第 17条第2項第5号及び規則第6条で定

める者以外がインターネット上で公開している情報から本人の信条や犯罪歴｜める者以外がインターネット上で公開している情報から本人の信条や犯罪壁

等に関する情報を取得し、既に保有している当該本人に関する情報の一部と i等に関する情報を取得し、既に保有している当該本人に関する情報の一部と

して自己のデータベース等に登録すること。 して自己のデータベース等に登録すること。

－医療・介護関係事業者は、適正な医療・介護サービスを提供するという利 I.医療・介護関係事業者は、適正な医療・介護サービスを提供するという利

用目的の達成に必要な範閤内において、個人データを正確かっ最新の内容 i用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かっ最新の内容

に保つよう努めなければならない。 ｜ に保つよう努めなければならない。

［その他の事項1 I ｛その他の事項｝
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－第三者提供により個人情報を取得する場合には、提供元の法の遵守状況を

確認するよう努めなければならない。なお、当該個人情報が適法に敢得さ

れたことが確認できない場合は、偽りその他不正の手段により取得された

ものである可能性もあることから、その取得を自粛することを含め、慎重

に対応することが望ましい。

－第三者提供により他の医療・介護関係事業者から個人晴報を取得したと

き、当該個人情報の内容に疑義が生じた場合には、記載内容の事実に関し

て本人又は情報の提供を行った者に確認をとる。

－匿療・介護関係事業者は、個人データの内容の正確性、最新性を確保する

ため、 N7. (2）②に示す委員会等において、具体的なルールを策定し

たり、技術水準向上のための研究の開催などを行うことが望ましい。

ヱム一安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督（法第23条～第25

金）

（安全管理措置）

法第二十三条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う傭人データの漏えい、

滅失又は塁盟の防止その他の個人データの安全管理のために必要かつ適

切な措置を講じなければならない。

（従業者の監督）

法第二十四条 個人情報敢扱事業者は、その従業者に個人データを取り扱

わせるに当たっては、当該錨人データの安全管理が函られるよう、当該

従業者に対する必要かっ適切な監督を行わなければならない。

（委託先の監督）
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－第三者提供により個人情報を取得する場合には、提供元の法の遵守状況を

確認するとともに、実際に個人情報を取得する際には、当該鱈人情報の取

得方法等を確認するよう努めなければならない。なお、当該個人情報が適

法に取得されたことが確認できない場合は、偽りその他不正の手段により

取得されたものである可能性もあることから、その取得を自粛することを

含め、慎重に対応することが望ましい。

－第三者提供により他の医療・介護関係事業者から個人情報を取得したと

き、当該個人情報の内容に疑義が生じた場合には、記載内容の事実に関し

て本人又は情報の提供を行った者に確認をとる。

・医療・介護関係事業者は、個人デ｝タの内容の正確性、最新性を確保する

ため、 ill4. (2）②に示す委員会等において、具体的なノレールを策定し

たり、技術水準向上のための研究の開催などを行うことが望ましい。

生ムー安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督（法第20条～第22 

金）

（安全管理措置）

法第二十条個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、

滅失又は主望の閉止その他の個人データの安全管理のために必要かっ適

切な措置を講じなければならない。

（従業者の監督）

法第二十一条個人情報取扱事業者は、その従業者に傭人データを取り扱

わせるに当たっては、当該個人データの安全管理が図られるよう、当該

従業者に対する必要かっ適切な監督を行わなければならない。

（委託先の監督）
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法第二十五条 個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一

部を委託する場合は、その取扱いを委託された個人デ｝タの安全管理が

図られるよう、委託を受けた者に対する必要かっ適切な監督を行わなけ

ればならない。

( I ）匿療・介護関係事業者が講ずるべき安全管理措置等

①安全管理措置

医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は

皇室の防止その他の個人データの安全管理のため、組織的、人的、物理

的、及び技術的安全管理措置等を講じなければならない。また、外国にお

いて個人データを取り扱う場合には、外的環境の把握を行ったうえで、こ

れらの安全管理措置を講じなければならない。その際、本人の個人データ

が漏えい、滅失又は皇室等をした場合に本人が被る権利利益の侵害の大き

さを考慮し、事業の性質及び個人データの取扱い状況等に起因するリスク

に応じ、必要かっ適切な措置を講ずるものとする。なお、その際には、個

人データを記壊した媒体の性質に応じた安全管理措置を講ずる。

②従業者の監督

医療・介護関係、事業者は、①の安全管理措置を遵守させるよう、従業者

に対し必要かっ適切な監督をしなければならない。なお、「従業者Jと

は、医療資格者のみならず、当該事業者の指揮命令を受けて業務に従事す

る者全てを含むものであり、また、雇用関係のある者のみならず、理事、

派遣労働者等も含むものである。

医療法第 I5条では、病院等の管理者は、その病院等に勤務する医師等

の従業者の監督義務が課せられている。（薬局や介護関係事業者について
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法第二十二条個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又はー

部を委託する場合は、その取扱いを委託された個人データの安全管理が

図られるよう、委託を受けた者に対する必要かっ適切な監督を行わなけ

ればならない。

( I）医療・介護関係事業者が講ずるべき安全管理措置等

①安全管理措置

医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又

は主主量の防止その他の個人データの安全管理のため、組織的、人的、物

理的、及び技術的安全管理措霞等を講じなければならない。その際、本

人の個人データが漏えい、滅失又は主蓋等をした場合に本人が被る権利

利益の侵害の大きさを考慮し、事業の性質及び個人データの取扱い状況

等に起因するリスクに芯じ、必要かっ適切な措置を講ずるものとする。

なお、その際には、個人データを記憶した媒体の性質に応じた安全管理

措量を講ずる。

②従業者の監督

医療・介護関係事業者は、①の安全管理措置を遵守させるよう、従業者

に対し必要かっ適切な監督をしなければならない。なお、「従業者」と

は、医療資格者のみならず、当該事業者の指揮命令を受けて業務に従事す

る者全てを含むものであり、また、雇用関係のある者のみならず、理事、

派遣労働者等も含むものである。

医療法第 15条では、病院等の管理者は、その病院等に勤務する毘師等

の従業者の監督義務が課せられている。（薬局や介護関係事業者について
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も、医薬品医療機器等法や介護保険法に基づく各種サービスに関する人 も、亙薬品医療機器等法や介護保険法に基づく「指定居宅サービス等の事

員、設備及び運営に関する基準（以下「指定基準」としづ。）等に同様の 業の人員、設備及び運営に関する基準j、「指定介護予防サービス等の事業

規定あり。） の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準J、「指定地域密着型サーピスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準j、「指定地域密着型介護予防サービス

の事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」、「指定居宅介護支

援等の事業の人員及び運営に関する基準j、「指定介護老人福祉施設の人

員、設備及び運営に関する基準J、「介護老人保健施設の人員、施設及び設

備並びに運営に関する基準j、「指定介護療養聖医療施設の人員、設備及び

運営に関する基準j及び「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準J（以下「指定基準Jという。）等に同様の規定あり。）

( 2 ）安全管理措置として考えられる事項 ( 2）安全管理措置として考えられる事項

置療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの重要性に鑑み、錦人 医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの重要性に鑑み、個人

データの漏えい、滅失又は壁翠の防止その他の安全管理のため、その規模、 データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の安全管理のため、その規模、

従業者の様態等を勘案して、以下に示すような取組を参考に、必要な措置を 従業者の様態等を勘案して、以下に示すような取組を参考に、必要な措置を

行うものとする。 行うものとする。

また、開一事業者が複数の施設を開設する場合、当該施設聞の情報交換に また、同一事業者が護数の施設を開設する場合、当該施設問の情報交換に

ついては第三者提供に該当しないが、各施設ごとに安全管理措置を講ずるな ついては第三者提供に該当しないが、各施設ごとに安全管理措置を講ずるな

ど、個人情報の利用目的を踏まえた個人情報の安全管理を行う。 ど、個人』楕報の利用目的を踏まえた個人情報の安全管理を行う。

①個人情報保護に関する規程の整備、公表 ①個人情報保護に関する規程の整備、公表

（略） （略）
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②個人情報保護推進のための組織体制等の整備

（略）

③個人データの漏えい等の問題が発生した場合等における報告連絡体制の

整備

・1）個人データの漏えい等の事故が発生した場合、又は発生の可能性が

高いと判断した場合、 2）個人データの取扱いに関する規程等に違反し

ている事実が生じた場合、又は兆候が高いと判断した場合における責任

者等への報告連絡体制の整備を行う。

－個人データの漏えい等の情報は、苦情等の一環として、外部から報告さ

れる場合も想定されることから、苦情への対応を行う体制との連携も図

る。（IV1 7. 参照）

④雇用契約時における個人情報保護に関する規程の整備

（略）

⑤従業者に対する教育研修の実施

（略）

⑥物理的安全管理措置

（略）

⑦技術的安全管理措置

－個人データの盗難・紛失等を防止するため、個人データを取り扱う情報

システムについて以下のような技術的安全管理措置を行う。

個人データに対するアクセス管理（ I Dやパスワード等による蓋韮

」送よ、各職員の業務内容に応じて業務上必要な範囲にのみアクセス

できるようなシステム構成の採用等）
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②個人’情報保護推進のための組織体制等の整備

（略）

③個人データの漏えい等の問題が発生した場合等における報告連絡体制の

整備

・1）偲人データの漏えい等の事故が発生した場合、又は発生の可能性が

高いと判断した場合、 2）個人データの取扱いに関する規程等に違反し

ている事実が生じた場合、又は兆候が高いと判断した場合における責任

者等への報告連絡体制の整備を行う。

－個人データの漏えい等の情報は、苦情等の一環として、外部から報告さ

れる場合も想定されることから、苦情への対応を行う体制との連携も図

る。（旦よ立←参無）

④雇用契約時における個人情報保護に関する規程の整備

（路）

⑤従業者に対する教育研修の実施一

（略）

⑥物理的安全管理措置

（略）

⑦技術的安全管理措置

－個人データの盗難・紛失等を防止するため、個人データを取り扱う情報

システムについて以下のような技術的安全管理措置を行う。

一個人データに対するアクセス管理 (IDやパスワード等による認証、

各職員の業務内容に応じて業務上必要な範囲にのみアクセスできるよ

うなシステム構成の採用等）
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※認証については、認証の 3要素である「記憶｜、「生体情報j、「物理

媒体｜のうち、 2つの独立した要素を組み合わせて認証を行う方式

（二要素認証）を採用することが望ましいの

値人データに対するアクセス記録の保存

一不正が疑われる異常な記録の存否の定期的な確認

一個人データに対するファイアウオールの設置

一’清報システムへの外部からのアクセス状況の監視及び当該監視システ

ムの動作の定期的な確認

ソフトウェアに関する脆弱性対策（セキュリティパッチの適用、当該

情報システム固有の脆弱性の発見及びその修正等）

③個人データの保存

・個人データを長期にわたって保存する場合には、保存媒体の劣化坊止な

ど個人データが栴失しないよう適切に保存する。

－個人データの保存に当たっては、本人からの照会等に対応する場合など

必要なときに迅速に対応できるよう、インデ、ツクスの整備など検索可能

な状態で保存しておく。

⑨不要となった個人データの麗葉、消去

（略）

( 3）業務を委託する場合の取扱い

①委託先の監督

医療・介護関係事業者は、検査や診療報酬又は介護報酬の請求に係る

事務等個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合、法第23条
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一個人データに対するアクセス記録の保存

一不正が疑われる異常な記録の存否の定期的な確認

一個人データに対するファイアウオールの設置

－情報システムへの外部からのアクセス状況の監視及び当該監視システ

ムの動作の定期的な確認

ーソフトウェアに関する脆弱性対策（セキュリティパッチの適用、当該

情報システム固有の脆弱性の発見及びその修正等）

③個人データの保存

－個人データを長期にわたって保存する場合には、保存媒体の劣化防止な

ど個人データが消失しないよう適切に保存する。

－個人データの保存に当たっては、本人からの照会等に対応する場合など

必要なときに迅速に対応できるよう、インデ、ツクスの整備など検索可能

な状態で保存しておく。

⑨不要となった鋼人データの廃棄、消去

（路）

( 3）業務を委託する場合の取扱い

①委託先の監督

医療・介護関係事業者は、検査や診療報酬又は介護報酬の請求に係る

事務等個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合、法第20条
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に基づく安全管理措置を遵守させるよう受託者に対し、必要かっ適切な

監督をしなければならない。

「必要かっ適切な監督」には、委託契約において委託者である事業者

が定める安全管理措置の内容を契約に盛り込み受託者の義務とするほ

か、業務が適切に行われていることを定期的に確認することなども含ま

れる。

また、業務が再委託された場合で、再委託先が不適切な取扱いを行っ

たことにより、問題が生じた場合は、医療・介護関係事業者や再委託し

た事業者が責めを負うこともあり得る。

に基づく安全管理措置を遵守させるよう受託者に対し、必要かっ適切な

監督をしなければならない。

「必要かっ適切な監普」には、委託契約において委託者である事業者

が定める安全管理措置の内容を契約に盛り込み受託者の義務とするほ

か、業務が適切に行われていることを定期的に確認することなども含ま

れる。

また、業務が再委託された場合で、再委託先が不適切な取扱いを行っ

たことにより、問題が生じた場合は、医療・介護関係事業者や再委託し

た事業者が責めを負うこともあり得る。

②業務を委託する場合の留意事項

医療・介護関係事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託す

る場合、以下の事項に留意すべきである。

－個人情報を適切に取り扱っている事業者を委託先（受託者）として選

定する（受託者の安全管理措置が、少なくとも法第23条で求められ

るものと同等であることを確認するため、 N7. ( 2）の項目が、委

託する業務内容に応じて確実に実施されることについて、受託者の体

制、規程等の確認に加え、必要に応じて個人データを取り扱う場所に

赴き、又はこれに代わる合理的な方法により確認を行った上で、個人

情報保護に関する管理者、監督者等が、適切に評価することが望まし

。
、、BJ
’。

、、
B
U
V
 

－契約において、個人情報の適切な取扱いに関する内容を盛り込む（委

託期間中のほか、委託終了後の個人データの取扱いも含む。）。

－受託者が、委託を受けた業務の一部を再委託することを予定している

②業務を委託する場合の留意事項

医療・介護関係事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託す

る場合、以下の事項に留意すべきである。

－個人情報を適切に取り扱っている事業者を委託先（受託者）として選

定する（受託者の安全管理措置が、少なくとも法第20条で求められ

るものと同等であることを確認するため、 liι （2）の項目が、委

託する業務内容に応じて確実に実施されることについて、受託者の体

制、規程等の確認に加え、必要に応じて個人データを取り扱う場所に

赴き、又はこれに代わる合理的な方法により確認を行った上で、個人

情報保護に関する管理者、監督者等が、適切に評価することが望まし

い。）。

－契約において、個人情報の適切な取扱いに関する内容を盛り込む（委

託期間中のほか、委託終了後の個人データの取扱いも含む。）。

－受託者が、委託を受けた業務の一部を再委託することを予定している
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場合は、再委託を受ける事業者の選定において個人情報を適切に取り

扱っている事業者が選定されるとともに、再委託先事業者が個人情報

を適切に取り扱っていることが確認できるよう契約において配意する

（再委託の可否及び医療・介護関係事業者への文書による事前報告又

は承認手続を求める等の事項を定めることが望ましい。）。

－受託者が鱈人情報を適切に取り扱っていることを定期的に確認する0

・受託者が再委託を行おうとする場合は、医療・介護関係事業者は委託

を行う場合と同様、再委託の相手方、再委託する業務内容及び再委託

先の個人データの取扱方法等について、受託者に事前報告又は承認手

続を求めること、直接又は受託者を通じて定期的に監査を実施するこ

と等により、受託者が再委託先に対して法第25条に基づく委託先の

監督を適切に果たすこと、再委託先が法第23条に基づく安全管理措

置を講ずることを十分に確認することが望ましい。再委託先が再々委

託を行う場合以降も、再委託を行う場合と同様とする。

－受託者における個人情報の取扱いに疑義が生じた場合（患者・利用者

等からの申出があり、確認の必要があると考えられる場合を含む。）

には、受託者に対し、説明を求め、必要に応じ改善を求める等適切な

措置をとる。

＊医療機関等における業者委託に関する関連通知等

上記の留意事項のほか、委託する業務に応じ、関連する通知等を遵

守する。

・「医療法の一部を改正する法律の一部の施行についてJ（平成5年 2

月 15日健政発第 98号）の「第3 業務委託に関する事項j
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場合は、再委託を受ける事業者の選定において傭人情報を適切に取り

扱っている事業者が選定されるとともに、再委託先事業者が個人情報

を適切に取り扱っていることが確認できるよう契約において記慮する

（再委託の可否及び医療・介護関係事業者への文書による事前報告又

は承認手続を求める等の事項を定めることが望ましい。）。

・受託者が個人情報を適切に取り扱っていることを定期的に確認する0

・受託者が再委託を行おうとする場合は、医療・介護関係事業者は委託

を行う場合と同様、再委託の相手方、再委託する業務内容及び再委託

先の個人データの取扱方法等について、受託者に事前報告又は承認手

続を求めること、直接又は受託者を通じて定期的に監査を実施するこ

と等により、受託者が再委託先に対して法第22条に基づく委託先の

監督を適切に果たすこと、再委託先が法第20条に基づく安全管理措

置を講ずることを十分に確認することが望ましい。再委託先が再々委

託を行う場合以降も、再委託を行う場合と同様とする。

－受託者における個人情報の取扱いに疑義が生じた場合（患者・利用者

等からの申出があり、確認の必要があると考えられる場合を含む。）

には、受託者に対し、説明を求め、必要に応じ改善を求める等適切な

措置をとる。

＊医療機関等における業者委託に関する関連通知等

上記の留意事項のほか、委託する業務に応じ、関連する通知等を遵

守する。

• r医療法の一部を改正する法律の一部の施行についてJ（平成5年2

月 15臼健政発第 98号）の「第3 業務委託に関する事項」
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・「病院、診療所等の業務委託についてJ（平成5年2月 15日指第1 ・「病院、診療所等の業務委託について」（平成5年2月 15目指第1

4号） 4号）

( 4）医療情報システムの導入及びそれに伴う情報の外部保存を行う場合の ( 4）医療情報システムの導入及びそれに伴う清報の外部保存を行う場合の

取扱い 敢扱い

臣療機関等及び震療靖報を取り扱う介護関係事業者において、医療情報 医療機関等及び医療情報を取り扱う介護関係事業者において、医療情報

システムを導入したり、診療情報の外部保存を行う場合には、「医療f青報 システムを導入したり、診療情報の外部保存を行う場合には、「霞療情報

システムの安全管理に関するガイドライン 第5. 1版J（令和3年 1月 システムの安全管理に関するガイドラインJ（平成17年3月31日医政

2 9日医政発第01 2 9第 1号）によることとし、各医療機関等において 発第0331009号・薬食発第0331020号・保発第03 3 1 0 0 

運営及び委託等の取扱いについて安全性が確保されるよう規程を定め、実 5号）によることとし、各医療機関等において運営及び委託等の取扱いに

施するものとする。 ついて安全性が確保されるよう規程を定め、実施するものとする。

（削除） ( 5）個人データの漏えい等の開題が発生した場合における二次被害の防止

等

＼一戸 医療・介護関係事業者において、個人データの漏えい等の問題が発生し

た場合には、二次被害の防止、類似事案の発生田避等の観点から、「個人

データの漏えい等の事案が発生した場合等の対応について」（平成29年

個人清報保護委員会告示第1号）に基づき、①事業者内部における報告及

び被害の拡大関止、②事実関係の調査及び原因の究明、③影響範囲の特

定、④再発防止策の検討及び実施、⑤影響を受ける可能性のある本人への

連絡等、⑤事実関係及び再発防止策等の公表の必要な措置を講ずることが

望ましい。

また、漏えい等事案が発覚した場合には、その事実関係及び再発防止策

等について、個人f吉報保護委員会に対し、速やかに報告するよう努めるも
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のとする。

ただし、法第47条第1項に規定する認定個人情報保護団体の対象事業

者である医療・介護関係事業者は、所属の認定個人情報保護団体に速やか

に報告するよう努めるものとする。

( 5 ）その他 ( 6）その他

（略） （略）

［法の規定により遵守すべき事項等｝ ［法の規定により遵守すべき事項等］

・医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は盤 －医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき

損の防止その他個人データの安全管理のために必要かっ適切な措量を講じな 損の防止その他個人データの安全管理のために必要かっ適切な措置を講じな

ければならない。 ければならない。

－医療・介護関係事業者は、その従業者に偶人データを取り扱わせるに当た ・医療・介護関係事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当た

つては、当該個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必 つては、当該個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必

要かっ適切な監督を行わなければならない。 要かっ適切な監督を行わなければならない。

－医療・介護関係事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する －医療・介護関係事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する

場合は、その取扱いを委託された個人データの安全管理が函られるよう、委 場合は、その取扱いを委託された個人データの安全管理が函られるよう、、委

託を受けた者に対する必要かっ適切な監督を行わなければならない。 託を受けた者に対する必要かっ適切な監督を行わなければならない。

［その他の事項］ 【その他の事項］

（略） （略）

8. 漏えい等の報告等（法第26条） （新設）

詳細は、別途定める通則ガイドラインを参照のこを。
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（漏えい等の報告等）

法第二十六条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、

滅失、殻損その他の個人データの安全の確保に係る事態で、あって個人の

権利利益を害するおそれが大きいものとして個人情報保護委員会規則で

定めるものが生じたときは、個人情報保護委員会規則で定めるところに

より、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなければなら

ない。ただし、当該個人靖報取扱事業者が、他の個人靖報取扱事業者又

は行政機関等から当該個人データの取扱いの全部又は一部の委託を受け

た場合で、あって、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該

事態が生じた旨を当該イ也の個人情報取扱事業者又は行政機関等に通知し

たときは、この限りでない。

2 前項に規定する場合には、個人情報取扱事業者（同項ただし書の規定

による通知をした者を除く。）は、本人に対し、僧人情報保護委員会規則

で定めるところにより、当該事態が生じた旨を通知しなければならない。

ただし、本人への通知が困難な場合であって、本人の権利利益を保護す

るため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでないっ

（個人の権利利益を害するおそれが大きいもの）

規則第七条 法第二十六条第一項本文の個人の権利利益を害するおそれが

大きいものとして個人清報保護委員会規則で定めるものは、次の各号の

いずれかに該当するものとする。

一 要配慮、個人情報が含まれる個人データ（高度な暗号化その他の個人

の権利利益を保護するために必要な措置を講じたものを除く。以下こ

の条及び次条第一項において同じ。）の漏えい、滅失若しくは殻損（以

65 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



下この条及び次条第一項において「漏えい等j という。）が発生し、又

は発生したおそれがある事態

二 不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある個人

データの漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある事態

コ 不正の目的をもって行われたおそれがある個人データの繍えい等が

発生し、又は発生したおそれがある事態

四 個人データに係る本人の数が千人を超える漏えい等が発生し、又は

発生したおそれがある事態

[ ￥：去の規定により遵守すべき事項｝

・医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの構えい、滅失、穀損

その他の個人データの安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害

するおそれが大きいもの（要配慮個人情報が含まれる個人データの漏えい

等）が生じたときは、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告す

るとともに、本人への通知を行わなければならない。

具体的な例としては以下のとおりである。

（例）

－病院における患者の診療情報や調剤情報を含む個人データを記録した

USBメモリーを紛失した場合

－従業員の健康診断等の結果を含む個人データが鴻えいした場合
~ 

－報告及び通知の対象となる事態、報告及び通知の方法等については、通則

ガイドラインも参照のこと。

－個人データの取扱いを委託している場合においては、委託元と委託先の双

方が個人データを取り扱っていることになるため、報告対象事態に該当す
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る場合には、原則として委託元と委託先の双方が報告する義務を負う。

この場合、委託元及び委託先の連名で報告することができる。なお、委
＼， 

託先が、報告義務を負っている委託元に当該事態が発生したことを通知し

たときは、委託先は報告義務を免除される。

［その他の事項］

－要配慮個人情報が含まれる傭人データの漏えい等に限らず、医療機関等に

おいてコンビュータウイルスの感染などによるサイバー攻撃を受けた疑い

がある場合にあっては、「医療機関等におけるサイバーセキュリティ対策

の強化について」（平成 30年 10月 29日産政総発 1029第1号・医政地発

1029第3号・医政研発 1029第 1号）により、直ちに医療情報システムの

保守会社等に連絡の上、当該サイバー攻撃により医療情報システムに障害

が発生し、個人情報の漏洩や医療提供体制に支障が生じる又はそのおそれ

がある事案であると判断された場合には、速やかに当該医療機関等から厚

生労働省医政局研究開発振興課医療技術情報推進室に連絡すること。

9. 個人データの第三者提供（法第27条） 5.個人データの第三者提供（法第23条）

（第三者提供の制限） （第三者提供の制眼）

法第二十七条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あら 法第二十コ条個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あら

かじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならな かじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならな

し、。 し、。

一法令に基づく場合 一法令に基づく場合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合で、あって、 二 人の生命、身体文は財産の保護のために必要がある場合で、あって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 本人の同意を得ることが罰難であるとき。
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コ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要があ コ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要があ

る場合であって、本人の開意を得ることが困難であるとき。 る場合で、あって、本人の同意を得ることが国難であるとき。

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定

める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で、あって、 める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で、あって、

本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれが 本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとき。 あるとき。

五 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当 （新設）

該個人データの提供が学術研究の成果の公表又は教授のためやむを得

ないとき（個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除

く。）。

六 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合で、あって、当 （新設）

該個人データを学術研究目的で提供する必要があるとき（当該個人デ

ータを提供する目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の

権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）（当該個人情報

取扱事業者と当該第＝者が共同して学術研究を行う場合に担る。）。

七 当該第三者が学術研究機関等で、ある場合で、あって、当該第一者が当 （新設）

該個人データを学術研究居的で取り扱う必要があるとき（当該借入デ

ータを取り扱う自的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の

権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。

2 個人情報取扱事業者は、第一者に提供される個人データについて、本 2 傭人情報取扱事業者は、第一者に提供される個人データ（要配慮個人

人の求めに応じて当該本人が識別される傭人データの第三者への提供を 情報を除く。以下この項において同じ。）について、本人の求めに応じて

停止することとしている場合で、あって、次に掲げる事項について、錨人 当該本人が識別される個人データの第一者への提供を停止することとし

情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、本人に通知し、 ている場合で、あって、次に掲げる事項について、個人情報保護委員会規

又は本人が容易に知り得る状態に量くとともに、個人情報保護委員会に 則で定めるところにより、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易
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扇け出たときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に に知り得る状態に置くとともに、個人情報保護委員会に届け出たときは、

提供することができる。ただし、第二者に提供される個人データが要配 前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供することがで

慮個人培報又は第二十条第一項の規定に違反して取得されたもの若しく きる。

は他の個人』情報取扱事業者からこの項本文の規定により提供されたもの

（その全部又は一部を謹製し、又は加工したものを含む。）である場合は、

この限りでない。

一 第二者への提供を行う個人情報取扱事業者の氏名又は名称及び住所 （新設）

並びに法人にあっては、その代表者（法人でない団体で代表者又は管

理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人。以下この

条、第三十条第一項第一号及び第コ十二条第一項第一号において同

じ。）の氏名

一 第＝者への提供を利用目的とすること。 一 第コ者への提供を利用目的とすること。

ゴ 第コ者に提供される個人データの項目 一 第コ者に提供される個人データの項目

四 第＝者に提供される個人データの取得の方法 （新設）

五第二者への提供の方法 コ 第二者への提供の方法

六 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への 四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第二者への

提供を停止すること。 提供を停止すること。

七本人の求めを受け付ける方法 五本人の求めを受け付ける方法

八 その他個人の権利利益を保護するために必要なものとして個人’清報 （新設）

保護委員会規則で定める事項

3 個人情報取扱事業者は、前項第一号に掲げる事項に変更があったとき又 3 個人情報取扱事業者は、前項第二号、第士号又は第五号に掲げる事項

は開項の規定による個人データの提供をやめたときは遅滞なく、問項第 を変更する場合は、変更する内容について、個人情報保護委員会規則で

コ号から第五号まで、第七号又は第八号に掲げる事項を変更しようとす 定めるところにより、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知

るときはあらかじめ、その旨について、偲人情報保護委員会規則で定め り得る状態に置くとともに、錨人情報保護委員会に届け出なければなら
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るところにより、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置く ない。

とともに、個人情報保護委員会に届け出なければならない。

4 個人情報保護委員会は、第二項の規定による届出があったときは、個 4 個人情報保護委員会は、第二項の規定による届出があったときは、（閤

人清報保護委員会規則で定めるところにより 当該届出に係る事項を公 人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該届出に係る事項を公

表しなければならない。前項の規定による届出があったときも、間様と 表しなければならない。前項の規定による届出があったときも、同様と

する。 する。

5 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前各 5 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前各

項の規定の適用については、第三者に該当しないものとする。 号の規定の適用については、第一者に該当しないものとする。

一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人 一鏑人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人

データの取扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人デ｝ データの取扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人デー

タが提供される場合 タが提供される場合

二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供され 二合併その他の事由による事業の承継に伴って鋼人データが提供され

る場合 る場合

コ 特定の者との関で共同して利用される個人データが当該特定の者に 三特定の者との需で共間して利用される個人データが当該特定の者に

提供される場合であって、その旨並びに共同して利用される鋼人デー 提供される場合で、あって、その旨並びに共同して利用される個人デー

タの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的並びに タの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的亙立当

当該偶人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称及び住 該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称につい

所並びに法人にあっては、その代表者の氏名について、あらかじめ、 て、あらかじめ、本人に通知し、文は本人が容易に知り得る状態に置

本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状誌に置いているとき。 いているとき。

6 個人情報取扱事業者は、前項第一号に規定する個人データの管理につ 6 個人情報取扱事業者は、前項第＝号に規定する利用する者の利用目的

いて責任を有する者の氏名、名称若しくは住所又は法人にあっては、そ 又は個人データの管理について責任を有する者の氏名若しくは名称を変

の代表者の氏名に変更があったときは遅滞なく、同号に規定する利用す 更する場合は、変更する内容について、あらかじめ、本人に通知し、又

る者の利用自的又は当該責任を有する者を変更しようとするときはあら は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。

かじめ その旨について、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状

70 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



態に置かなければならない。

( 1 ）第三者提供の取扱い

（略）

( 2）第三者提供の例外

ただし、次に掲げる場合については、本人の同意を得る必要はない。

①法令に基づく場合

医療法に基づく立入検査、介護保険法に基づく不正受給者に係る市町

村への通知、児童虐待の防止等に関する法律に基づく児童虐待に係る通

告等、法令に基づいて個人情報を利用する場合であり、医療機関等の通

常の業務で想定される主な事例は別表3のとおりである。（N 3. ( 2) 

①参照）

②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人

の向意を得ることが国難であるとき

（例）

・意識不明で身元不明の患者について、関係機関へ照会したり、家族又

は関係者等からの安否確認に対して必要な情報提供を行う場合

－意識不明の患者の病状や重度の認知症の高齢者の状況を家族等に説明

する場合

・大規模災害、感染症等で産療機関に非常に多数の傷病者が一時に搬送

され、家族等からの問合せに迅速に対応するためには、本人の同意を
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( 1 ）第三者提供の取扱い

（略）

(2）第三者提供の例外

ただし、次に掲げる場合については、本人の同意を得る必要はない。

①法令じ基づく場合

医療法に基づく立入検査、介護保険法に基づく不正受給者に係る市町

村への通知、児童虐待の防止等に関する法律に基づく児童虐待に係る通

告等、法令に基づいて個人情報を利用する場合であり、医療機関等の通

常の業務で想定される主な事例は別表 3のとおりである。（_fil..lム（ 2) 

①参照）

②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人

の間意を得ることが困難であるとき

（例）

・意識不明で身元不明の患者について、関係機関へ照会したり、家族又

は関係者等からの安否確認に対して必要な情報提供を行う場合

－意識不明の患者の病状や重度の認知症の高齢者の状況を家族等に説明

する場合

・大規模災害等で医療機関に非常に多数の傷病者が一時に搬送され、家

族等からの問合せに迅速に対応するためには、本人の間意を得るため
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得るための作業を行うことが著しく不合理である場合

※なお、「本人の同意を得ることが国難であるとき」には、本人間意

を求めても同意しない場合 本人に同意を求める手続を経るまでも

なく本人の同意を得ることができない場合等が含まれるものであ

る。

③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき

（例）

・健康増進法に基づく地域がん登録事業による国又は地方公共団体への

情報提供

－がん検診の精度管理のための地方公共団体又は地方公共団体から委託

を受けた検診機関に対する精密検盃結果の情報提供

－児童虐待事例についての関係機関との情報交換

－医療安全の向上のため、院内で発生した医療事故等に関する国、地方

公共団体又は第三者機関等への情報提供のうち、氏名等の情報が含ま

れる場合

－感染症患者への対応に当たって、他の患者等への感染を防ぐため、家

族等濃厚接触者の迅速な把握のために他の医療機関等に対して必要な

個人情報を迅速に共有することが非常に重要な場合であって、本人の

同意を得ることが因難であるとき

の作業を行うことが著しく不合理で、ある場合

※なお、「本人の同意を得ることが困難であるとき」には、本人同意

を求めても同意しない場合、本人に同意を求める手続を経るまでも

なく本人の同意を得ることができない場合等が含まれるものであ

る。

③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場

合で、あって、本人の同意を得ることが困難で、あるとき

（例）

・健康増進法に基づく地域がん登録事業による国又は地方公共国体への

情報提供

・がん検診の精度管理のための地方公共団体又は地方公共司体から委託

を受けた検診機関に対する精密検査結果の情報提供

－児童虐待事例についての関係機関との清報交換

・竪療安全の向上のため、院内で発生した医療事故等に関する園、地方

公共団体又は第三者機関等への情報提供のうち、氏名等の情報が含ま

れる場合

（新設）

・医療機関が以前治療を行った患者の臨床症例に係る個人データを、症｜ （新設）

例研究のために他の塁療機関に提供し、当該他の医療機関を受診する
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不特定多数の患者に対してより優れた医療サービスを提供できるよう

になること等により、公衆衛生の向上に特に資する場合で、あって、本

人の転居により有効な連絡先を保有しておらず本人からの間意取得が

困難であるとき

－医療機関が保有する患者の臨床症例に係る個人データを、有効な治療 （新設）

方法や薬剤が十分にない疾病等に関する疾病メカニズムの鰹明を目的

とした研究のために製薬企業に提供し、その結果が広く共有・活用さ

れていくことで、医学、薬学等の発展や医療水準の向上に寄与し、公

衆衛生の向上に特に資することが期待される場合で、あって、‘本人の転

居により有効な連絡先を保有しておらず本人からの開意敢得が困難で

あるとき

④匿の機関若しくは地方公共団体文はその委託を受けた者が法令の定める ④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める

事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の 事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で、あって、本人の
r 

同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき 陪意を得ることにより当該事務の遂行に支瞳を及ぼすおそれがあるとき

（略） （略）

⑤学術研究機関等が学術研究目的で個人データを提供する場合であり、か （新設）

つ、当該個人データの提供が学術研究の成果の公表又は教授のためやむ

を得ない場合（個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除

~よー
（例）

－顔面の皮膚病に関する医学論文において、症例に言及する場合であっ

て、写真全体にモザイク処理を施す等の対応をすることにより当該論

文による研究成果の公表の目的が達せられなくなるとき

⑤学術研究機関等が個人データを提供する場合であり、かつ、当該学術研 （新設）
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究機関等と共同して学術研究を行う第三者（学術研究機関等であるか否

かを間わない）に当該個人データを学術研究目的で提供する必要がある

場合（当該個人データを提供する自的の一部が学術研究目的である場合

を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を掠く。）
〆

⑦学術研究機関等が個人データの第＝者提供を受ける場合であり、かっ、 （新設）

当該学術研究機関等が当該個人データを学術研究自的で取り扱う必要が

ある場合（当該個人データを取り扱う目的の一部が学術研究自的である

場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除

_Ll_ 

( 3 ）本人の同意が得られていると考えられる場合 ( 3）本人の同意が得られていると考えられる場合

（略） （路）

①患者への医療の提供のために通常必要な範囲の利用目的について、院内 ①患者への竪療の提供のために通常必要な範囲の利用目的について、院内

掲示等で公表しておくことによりあらかじめ黙示の同意を得る場合 掲示等で公表しておくことによりあらかじめ黙示の同意を得る場合

医療機関の受付等で、診療を希望する患者から個人靖報を取得した場 医療機関の受付等で、診療を希望する患者から個人靖報を取得した場

合、それらが患者自身の医療サービスの提供のために利用されることは 合、それらが患者自身の医療サービスの提供のために利用されることは

明らかである。このため、院内掲示等により公表して、患者に提供する 明らかである。このため、院内掲示等により公表して、患者に提供する

罷療サービスに関する利用目的について患者から明示的に留保の意思表 医療サービスに関する利用目的について患者から明示的に留保の意思表

示がなければ、患者の黙示による間意があったものと考えられる。（N 示がなければ、患者の黙示による開意があったものと考えられる。（面

5. 参照） 2. 参照）

また、 また、

（了）患者への涯療の提供のため、他の医療機関等との連携を図ること （ア）患者への医療の提供のため、他の医療機関等との連携を図ること

（イ）患者への医療の提供のため、外部の産師等の意見・助言を求めるこ （イ）患者への医療の提供のため、外部の医師等の意見・助言を求めるこ

と と
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（ウ）患者への医療の提供のため、他の医療機関等からの照会があった場

合にこれに応じること

（エ）患者への医療の提供に際して、家族等への病状の説明を行うこと

等が利用目的として特定されている場合は、これらについても患者の同

意があったものと考えられる。

②（略）

※上記①の en～（エ）の具体例

（例）

－他の匿療機関宛に発行した紹介状等を本人が持参する場合

医療機関等において他の医療機関等への紹介状、処方せん等を発行

し、当該書面を本人が他の医療機関等に持参した場合、当該第三者提供

については、本人の同意があったものと考えられ、当該書面の内容に関

し、医療機関等との間での情報交換を行うことについて同意が得られた

ものと考えられる。

－他の医療機関等からの照会に回答する場合

診療所Aを過去に受診したことのある患者が、病院Bにおいて現に受

診中の場合で、病院Bから診療所Alこ対し過去の診察結果等について照

会があった場合、病院Bの担当医師等が受診中の患者から開意を得てい

ることが確認できれば、診療所Aは自らが保有する診療情報の病院Bへ

の提供について、患者の同意が得られたものと考えられる。

なお、地域医療’情報連携ネットワークにおいて、医療機関が保存及び

管理等を行う診療情報等を、他の医療機関からの照会を受けて、直接第

75 

（ウ）患者への医療の提供のため、他の医療機関等からの照会があった場

合にこれに応じること

（エ）患者への産療の提供に際して、家族等への病状の説明を行うこと

等が利用目的として特定されている場合は、これらについても患者の同

意があったものと考えられる。

②（略）

※上記①の (7）～（エ）の具体例

（例）

－他の医療機関宛に発行した紹介状等を本人が持参する場合

医療機関等において他の医療機関等への紹介状、処方せん等を発行

し、当該書面を本人が他の医療機関等に持参した場合、当該第三者提供

については、本人の同意があったものと考えられ、当該書面の内容に関

し、医療機関等との聞での’清報交換を行うことについて開意が得られた

ものと考えられる。

－他の歪療機関等からの照会に罰答する場合

診療所Aを過去に受診したことのある患者が、病院Bにおいて現に受

診中の場合で、病院Bから診療所Aに対し過去の診察結果等について照

会があった場合、病院Bの担当医師等が受診中の患者から同意を得てい

ることが確認できれば、診療所Aは自らが保有する診療情報の病院Bへ

の提供について、患者の同意が得られたものと考えられる。

（新設）
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コ者提供する場合（医療機関から地域涯療情報連携ネットワークの運営

主体に対して診療情報等の保存及び管理等の取扱いを委託している場合

において、当該地域医療情報連撞ネットワー，グの運営主体を介して、他

の医療機関からの照会を受けて、診療’培報等を第コ者提供する場合を含

む。）については、「地域医療情報連携ネットワークにおける同意取得方

法の例について」（令和2年 3月31日付け厚生労儀省医政局総務課事

務連絡）による。

－家族等への病状説明 －家族等への病状説明

病態等について、本人と家族等に対し同時に説明を行う場合には、明 病態等について、本人と家族等に対し同時に説明を行う場合には、明

示的に本人の同意を得なくても、その本人と同時に説明を受ける家族等 示的に本人の同意を得なくても、その本人と同時に説明を受ける家族等

に対する診療情報の提供について、本人の同意が得られたものと考えら に対する診療情報の提供について、本人の同意が得られたものと考えら

れる。 れる。

開様に、児童・生徒の治療に教職員が付き添ってきた場合について 同様に、児童・生徒の治療に教職員が付き添ってきた場合について

も、児童・生徒本人が教職員の同席を拒まないのであれば、本人と教職 も、児童・生徒本人が教職員の同席を拒まないのであれば、本人と教職

員を同席させて、治療内容等について説明を行うことができると考えら 員を同席させて、治療内容等について説明を行うことができると考えら

れる。 れる。

③（略） ③（略）

④（略） ④（略）

( 4）「第＝者」に該当しない場合 (4）「第三者Jに該当しない場合

①他の事業者等への情報提供であるが、「第三者」に該当しない場合 ①他の事業者等への靖報提供であるが、「第三者」に該当しない場合

法第27条第5項各号に掲げる場合の当該個人データの提供を受ける 法第23条第5項各号に掲げる場合の当該個人データの提供を受ける

者については、第三者に該当せず、本人の同意を得ずに’情報の提供を行 者については、第三者に該当せず、本人の同意を得ずに情報の提供を行
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うことができる。医療・介護関係事業者における具体的事例は以下のと

おりである。

－検査等の業務を委託する場合

－外部監査機関への情報提供（（公益財団法人）日本医療機能評価機構

が行う病院機能評髄等）

－個人データを特定の者との開で共同して利用するとして、あらかじめ

本人に通知等している場合

※個人データの共同での利用における留意事項

病院と訪問看護ステーションが共間で医療サービスを提供している場

合など、あらかじめ錨人データを特定の者との間で共同して利用するこ

とが予定されている場合、（ア）共同して利用される個人データの項目、

（イ）共同利用者の範囲（個別列挙されているか、本人から見てその範

囲が明確となるように特定されている必要がある）、（ウ）利用する者の

利用目的、（エ）当該個人データの管理について責任を有する者の豆金エ

は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名をあらかじめ

本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態においておくとともに、

共同して利用することを明らかにしている場合には、当該共同利用者は

第三者に該当しない。

この場合、（了）、（イ） については変更することができず、（ウ）、（エ）

については、本人が想定することが困難でない範囲内で変更することが

でき、変更する場合は、本人に通知又は本人の容易に知り得る状態にお

かなければならない

77 

うことができる。医療・介護関係事業者における具体的事例は以下のと

おりである。

－検査等の業務を委託する場合

・外部監査機関への’情報提供（（公益財団法人）日本医療機能評価機構

が行う病院機能評価等）

－個人データを特定の者との間で共同して利用するとして、あらかじめ

本人に通知等している場合

※個人データの共同での利用における留意事項

病院と訪問看護ステーションが共同で医療サーピスを提供している場

合など、あらかじめ個人データを特定の者との開で共関して利用するこ

とが予定されている場合、（ア）共同して利用される個人データの項目、

（イ）共同利用者の範囲（個別列挙されているか、本人から見てその範

囲が明確となるように特定されでいる必要がある）、（ウ）利用する者の

利用目的、（ヱ）当該個人データの管理について責任を有する者の墨金三

l主主整」をあらかじめ本人に通知し、又は本J(が容易に知り得る状態に

おいておくとともに、共同して利用することを明らかにしている場合に

は、当該共開利用者は第三者に該当しない。

この場合、（7)、（イ） については変更することができず、（ウ）、（エ）

については、本人が想定することが困難でない範囲内で変更することが

でき、変更する場合は、本人に通知又は本人の容易に知り得る状態にお

かなければならない。

＼、
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②同一事業者内における情報提供であり、第三者に該当しない場合

同一事業者内で情報提供する場合は、当該個人データを第三者に提供

したことにはならないので、本人の同意を得ずに情報の提供を行うこと

ができる。医療・介護関係事業者における具体的事例は以下のとおりで

ある。

・病院内の他の診療科との連携など当該霞療・介護関係事業者内部にお

ける情報の交換

－開一事業者が開設する複数の施設聞における情報の交換

－当該事業者の職員を対象とした研修での利用（ただし、第三者提供に

該当しない場合であっても、当該利用目的が院内掲示等により公表さ

れていない場合には、具体的な利用方法について本人の同意を得るか

（立立ムー参照）、個人が特定されないよう、匿名加工情報又は仮名加工

情報に加工する必要がある（II4.及びII5.参照）。なお、法別表第

二に掲げる法人については、壁名加工情報取扱事業者等の義務に関す

る規定（法第4章第4節）の適用が除外され（法第58条関係）、壁名

加工情報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみなして公

的部門における規律（法第5章第5節）が適用される（法第12 3条

関係）。）

－当該事業者内で経営分析を行うための情報の交換

( 5 ）その他留意事項

. v也の事業者への情報提供に関する留意事項

第三者提供を行う場合のほか、他の事業者への靖報提供であっても、

78 

②間一事業者内における情報提供であり、第三者に該当しない場合

同一事業者内で情報提供する場合は、当該個人データを第三者に提供

したことにはならないので、本人の同意を得ずに情報の提供を行うこと

ができる。医療・介護関係事業者における具体的事例は以下のとおりで

ある。

－病院内の他の診療科との連携など当該医療・介護関係事業者内部にお

ける情報の交換

・同一事業者が開設する複数の施設聞における情報の交換

－当該事業者の職員を対象とした研修での利用（ただし、第三者提供に

該当しない場合で、あっても、当該利用目的が院内掲示等により公表さ

れていない場合には、具体的な利用方法について本人の間意を得るか

(fill_ムー参照）、偶人が特定されないよう屋全itする必要がある（旦

4.参照））

・当該事業者内で経営分析を行うための晴報の交換

( 5）その他留意事項

－他の事業者への情報提供に関する蜜意事項

第三者提供を行う場合のほか、他の事業者への情報提供で、あっても、
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①法令に基づく場合など第コ者提供の例外に該当する場合、② f第＝ ①法令に基づく場合など第三者提供の例外に該当する場合、②「第三

者」に該当しない場合、③個人が特定されないよう、匿名加工情報に加 者」に該当しない場合、③個人が特定されないように匠名化して情報提

工して情報提供する場合などにおいては、’本来必要とされる靖報の範囲 供する場合などにおいては、本来必要とされる情報の範囲に限って提供

に限って提供すべきであり、情報提供する上で必要とされていない事項 すべきであり、情報提供するよで必要とされていない事項についてまで

についてまで他の事業者に提供することがないよちにすべきである。 他の事業者に提供することがないようにすべきである。

特に、医療事故発生直後にマスコミへの公表を行う場合等については、 特に、医療事故等に関する管報提供に当たっては、患者・利用者及び

本人の同意を得る必要がある。 家族等の意思を踏まえ、報告において氏名等が必要とされる場合を除き

匿名化（II4.参照｝を行う。また、医療事故発生直後にマスコミへの

公表を行う場合等については、匿名化する場合であっても本人又は家族。

等の同意を得るよう努めるものとする。

（適切ではない例） （適切ではない例）

－医師及び薬剤師が製薬企業のMR（医薬品情報担当者）、医薬品卸業者 ・霞師及び薬剤師が製薬企業のMR（医薬品清報担当者）、産薬品卸業者

のMs （霞薬品販売担当者）等との関で医薬品の投薬効果などについて のMs （亘薬品販売担当者．）等との関で医薬品の投薬効果などについて

情報交換を行う場合に、必要でない氏名等の情報を削除せずに提供する 情報交換を行う場合に、必要でない氏名等の情報を削除せずに提供する

こと。 こと。

［法の規定により遵守すべき事項等｝ ［法の規定により遵守すべき事項等］

（略） （略）

［その他の事項］ ［その他の事項］

（略） （路）

1 0.外国にある第三者への提供の制限（法第28条） 6.外冨にある第三者への提供の制限（法第24条）

（略） 詳細は、別途定める「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライ

ン（外国にある第三者への提供編）J（平成28年個人情報保護委員会告示第

79 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



7号）を参照のこと。

（外国にある第二者への提供！の制限） （外留にある第三者への提供の制限）

法第二十八条 個人情報取扱事業者は、外国（本邦の域外にある国又は地 法第二十鴎条個人情報取扱事業者は、外国（本邦の域外にある国又は地

域をしづ。以下この条及び第一十一条第一項第二号において同じ。）（個 域をいう。以下fil。）（個人の権利利益を保護する上で我が国と同等の

人の権利利益を保護する上で我が国と同等の水準にあると認められる個 水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を有している外国

人情報の保護に関する制度を有している外国として個人情報保護委員会 として個人情報保護委員会規則で定めるものを除く。以下この条におい

規則で定めるものを除く。以下この条及び同号において同じ。）にある第 て問じ。）にある第コ者（個人データの取扱いについてこの節の規定によ

コ者（個人データの取扱いについてこの節の規定により個人情報取扱事 り個人情報取扱事業者が講ずべきこととされている措置に相当する措置

業者が講ずべきこととされている措置に相当する措置（第＝項において を継続的に講ずるために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定

「相当措置Jという。）を継続的に講ずるために必要なものとして個人情 める基準に適合する体制を整備している者を除く。以下この条において

報保護委員会規則で定める基準に適合する体制を整備している者を除 開じ。）に個人データを提供する場合には、前条第一項各号に掲げる場合

く。以下この項及び次項並びに同号において同じσ）に個人デ）タを提供 を掠くほか、あらかじめ外国にある第コ者への提供を認める旨の本人の

する場合には、前条第一項各号に掲げる場合を除くほか、あらかじめ外 間意を得なければならない。この場合においては、同条の規定は、適用

国にある第三者への提供を認める旨の本人の同意を得なければならな しない。

い。この場合においては、同条の規定は、適用しない。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定により本人の同意を得ようとする （新設）

場合には、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、
～ 

当該外層における個人情報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個

人情報の保護のための措置その他当該本人に参考となるべき構報を当該

本人に提供しなければならない。

3 個人情報取扱事業者は、個人データを外国にある第三者（第一項に規 （新設）

定する体制を整備している者に限る。）に提供した場合には、個人’楕報保

護委員会規則で定めるところにより、当該第三者による相当措置の継続

的な実施を確保するために必要な措置を講ずるとともに、本人の求的に
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応じて当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供しなければならな

じLー

規則第十六条 法第二十八条第一項の鱈人情報保護委員会規則で定める基

準は、次の各号のいずれかに該当することとする。

一 個人情報取扱事業者と個人データの提供を受ける者との潤で、当該

提供を受ける者における当該個人データの取扱いについて、適切かっ

合理的な方法により、法第四章室二箪の規定の趣旨に沿った措置の実

施が確保されていること。

二 倍人データの提供を受ける者が、個人情報の取扱いに係る国際的な

枠組みに基づく認定を受けていること。

規則第十一条法第二十四条の舘人情報保護委員会規則で定める基準は、

次の各号のいずれかに該当することとする。

一 個人情報取扱事業者と個人データの提供を受ける者との開で、当該

提供を受ける者における当該個人データの取扱いについて、適切かっ

合理的な方法により、法第四章筆二盤の規定の趣旨に沿った措置の実

施が確保されていること。

二倍人データの提供を受ける者が、個人情報の取扱いに係る闇際的な

枠組みに基づく認定を受けていること。

｛法の規定により遵守すべき事項等］ ｜ ［法の規定により遵守すべき事項等］

・医療・介護関係、事業者が、法第28条の規定に基づき、外国にある第三者｜・医療・介護関係事業者が、法第24条の規定に基づき、外国にある第三者

に個人データを提供する場合には、法第27条第1項各号（※）に定める

場合を除き、外国にある第三者へ提供することについて本人の同意を得な

ければならない。

・ただし、次の①又は②のいずれかに該当する場合は、圏内と開様に盗塁え

7条第 1項柱書の規定に基づく本人間意による第三者提供、又は詞条第5

項に基づく委託、共間利用による提供が可能である。

①外国にある第三者が、日本と間等の水準にあると認められる個人情報保

護制度を有している国として塑旦lで定める国にある場合
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に個人データを提供する場合には、法第23条第1項各号（※）に定める

場合を除き、外国にある第三者へ提供することについて本人の同意を得な

ければならない

・ただし、次の①又は②のいずれかに該当する場合は、園内と同様に盗塁え

3条第1項柱書の規定に基づく本人同意による第三者提供、又は同条第5

項に基づく委託、共同利用による提供が可能である。

①外国にある第三者が、日本と同等の水準にあると認められる個人情報保

護制度を有している固として個人情報の保護に関する法律施行規則（平

成 28年個人情報保護委員会規則第3号。以下「規則Jとし寸 c）で定

める国にある場合
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②外国にある第三者が、個人情報取扱事業者が講ずべき措置に相当する措

置を継続的に講ずるために必要な体制として規則で定める基準に適合す

る体制を整備している場合

（※）法第27条第1項各号

・法令に基づいて個人データを提供する場合（第1号関係）

－人（法人を含む。）の生命 身体又は財産といった具体的な権利利益

が侵害されるおそれがあり、これを保護するために個人データの提供

が必要であり、かっ、本人の同意を得ることが困難である場合（第2

号関係）

・公衆衛生の向上又は心身の発展途上にある児童の健全な育成のために

特に必要な場合であり、かっ、本人の同意を得ることが困難である場

合（第3号関係）

－国の機関等が法令の定める事務を実施する上で、民間企業等の揚力を

得る必要がある場合であって、協力する民間企業等が当該国の機関等

に個人データを提供することについて、本人の同意を得ることが当該

事務の遂行に支揮を及ぼすおそれがある場合（第4号関係）

・学術研究機関等が学術研究貝的で個人データを提供する場合であり、

かっ、当該個人デ｝タの提供が学術研究の成果の公表又は教授のため

やむを得ない場合（個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場

合を除く。）（第5号関係）

②外国にある第三者が、個人情報取扱事業者が講ずべき措置に相当する措

置を継続的に講ずるために必要な体制として規尉で定める基準に適合す

る体制を整備している場合

（※）法第23条第1項各号

－法令に基づいて鋼人データを提供する場合（第 1号関係）

－人（法人を含む。）の生命、身体又は財産といった具体的な権利利益

が侵害されるおそれがあり、これを保護するために個人データの提供

が必要であり、かつ、本人の同意を得ることが困難である場合（第2

号関係）

・公衆衛生の向上又は心身の発展途上にある克童の健全な育成のために

特に必要な場合であり、かっ、本人の間意を得ることが困難である場

合（第3号関係）

－国の機関等が法令の定める事務を実施する上で、民間企業等の協力を

得る必要がある場合で、あって、協力する民間企業等が当該国の機関等

に個人データを提供することについて、本人の同意を得ることが当該

事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合（第4号関保）

（新設）

・学術研究機関等が個人データを提供する場合であり、かつ、当該学術｜ （新設）

研究機関等と共同して学術研究を行う第三者（学術研究機関等である

か否かを関わなし＼）に当該個人データを学術研究目的で提供する必要
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がある場合（当該個人データを提供する目的の一部が学術研究目的で

ある場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合

を除く。）（第6号関係）

－学術研究機関等が個人データの第三者提供を受ける場合であり、か （新設）

つ、当該学術研究機関等が当該個人データを学術研究目的で敢り扱う

必要がある場合（当該個λデータを取り扱う目的の一部が学術研究目

的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある

場合を除く。）（第7号関係）

（自Jjる） －外国にある第三者に対する個人データの提供が、法第23条に規定する方

法のいずれにより行われるかによって、法第24条の適用が決まる。

(1) 本人の同意に基づき提供する方法（法第 23条第 1項柱書）

医療・介護関係事業者において「外国にある第三者への提供を認める

旨の本人の同意j が得られている場合には、外国にある第三者への提供

が可能である2 地方、医療・介護関係事業者において「第三者提供を認

める旨の本人の同意」が得られている場合で、かつ、①又は②に該当す
・、

るときは、日本圏内と同等の個人f青報保護レベノレが担保で、きているた

め、外霞にある第ニ者への提供が可能で、ある。

(2) 委託、事業承継又は共同利用に｛半って提供する方法（法第23条第

5項各号）

「外国にある第三者への提供を認める旨の本人の開意jが得られてい

る場合、文は、①又は②に該当する場合は、外冨にある第三者に対し、

委託、事業承継、共同利用に持って個人データを提供することができ
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五♀ー

(3) 法第23条第1項各号に掲げる場合により提供する方法

法第23条第1項各号に掲げる場合で、外国にある第三者へ個人デー

タを提供する際には、本人の間意を得る必要はないn

－上記②個人情報取扱事業者が講ずべき措置に相当する措置を継続的に講ず I.上記②個人情報取扱事業者が講ずべき措置に相当する措置を継続的に講ず

るために必要な体制の基準については、規則第16条に規定されている。 ｜ るために必要な体制の基準については、規則第11条に規定されている。

（略） 1・「適切かつ合理的な方法」は、個々の事例ごとに判断されるべきである

が、個人データの提供先である外国にある第三者が、我が国の個人情報取

扱事業者が講ずべきこととされている措置に相当する措置を継続的に講ず

ることを担保することができる方法である必要がある。例えば、次の事伊j

が該当する。

（例）

・外国にある事業者に個人データの取扱いを委託する場合

提供元及び提供先間の契約、確認書、覚書等

・契約等に法第4章第1節に関する全ての事項を規定しなければならないも I.契約等に法第4章第l節に関する全ての事項を規定しなければならないも

のではなく、実質的に適切かつ合理的な方法により、措置の実施が確保さ｜ のではなく、実質的に適切かっ合理的な方法により、措置の実施が確保さ

れていればよい。なお、典型的な事例として日本にある事業者が、外国に lれていればよい。なお、典型的な事例として日本にある事業者が、外国に

ある事業者に個人データの取扱いを委託する場合を挙げ、外国にある第三｜ ある事業者に個人データの取扱いを委託する場合を挙げ、外国にある第三

者文は提供元である日本にある事業者が講ずべき措置の具体例を示すこと i者又は提供元である日本にある事業者が講ずべき措置の具体例を示すこと

とする。 I とする。

・利用目的の特定（法第 17条の趣旨に沿った措置） ｜ ・利用臣的の特定（法第 15条の趣旨に沿った措置）
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（例）委託契約において、外国にある事業者による利用目的を特定す

る。

－利用目的による制限（法第 18条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約において、委託の内容として、外国にある事業者によ

る利用自的の範囲内での事務処理を規定する。

－不適正な利用め禁止（法第 19条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約により外国にある事業者による違法文は不当な行為を

助長し、又は誘発するおそれがある方法による利用を禁止する。

－適正な取得（法第 20条第 1項の趣旨に沿った措置）

（例）外国にある事業者が委託契約に基づいて適切に個人データを取

得していることが自明であれば、不正の手段による取得ではない。

・取得に際しての利用目的の通知（法第21条の趣旨に沿った措置）

（例） s本にある事業者から患者に対して利用目的の通知等をする。

（利用目的の範囲を別表2で示し、院内掲示等での公表で差し支え

ない）

－データ内容の正確性の確保等（法第22条の趣旨に沿った措量）

（伊11)委託契約によりデータ内容の正確性の確保等について規定する

か、又は、データ内容の正確性の確保等に係る責任を個人データの

提供元たる事業者が負うこととする。

－安全管理措置（法第23条の趣旨に沿った措量）

（例）委託契約により外国にある事業者が安全管理措量を講ずる旨を

規定する。

－従業者の監督（法第 24条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約により外国にある事業者の従業者の監督に係る措置を
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（伊tl)委託契約において、外国にある事業者による利用目的を特定す

る。

－利用目的による制限（法第 16条の趣旨に沿った措置）

（伊tl）委託契約において、委託の内容として、外国にある事業者によ

る利用目的の範囲内での事務処理を規定する。

（新設）

－適正な取得（法第 17条第1項の趣旨に沿った措置）

（例）外国にある事業者が委託契約に基づいて適切に傭人データを取

得していることが自明であれば、不正の手段による取得ではない0

・取得に捺しての利用自的の通知（法第18条の趣旨に沿った措置）

（例）日本にある事業者から患者に対して利用目的の通知等をする。

（利用目的の範囲を別表2で示し、院内掲示等での公表で差し支え

ない）

－データ内容の正確性の確保等（法第 19条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約によりデータ内容の正確性の確保等について規定する

か、又は、データ内容の正確性の確保等に係る責任を個人データの

提供元たる事業者が負うこととする。

－安全管理措置（法第20条の趣旨に沿った措震）

（例）委託契約により外閣にある事業者が安全管理措置を講ずる旨を

規定する。

－従業者の監督（法第21条の趣冨に沿った措置）

（例）委託契約により外国にある事業者の従業者の監督に係る措置を
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規定する0

・委託先の監督（法第 25条の趣旨に沿った措置）

（伊iJ)委託契約により外国にある事業者の再委託先の監督に係る措置

を規定する。

－漏えい等の報告等（法第26条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約により、外国にある事業者において法第26条第 l項

に定める報告対象事態が発生した場合に、日本にある倍人情報取扱

事業者が個人情報保護委員会への報告及び本人通知に係る措置を講

ずることについて明確にする。

－第三者提供の制限（法第27条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約により外冨にある事業者からの個人データの第三者提

供を禁止する。

－外国にある第三者への提供の制捜（法第28条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約により外国にある事業者からの個人データの第三者提

供を禁止する。

・保有鋼人データに関する事項の公表等（法第32条の趣旨に沿った措

置）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、日本にある個人情報

取扱事業者が保有個人データに関する事項の公表等に係る義務を履

行することについて明確にする。なお、提供する個人データが外国

にある事業者にとって「保有個人デ｝タ」に該当しない場合には、

結果として「措置」としての対応は不要である。

－開示（法第33条の趣旨に沿った措置）
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規定する0

・委託先の監督（法第 22条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約により外国にある事業者の再委託先の監督に係る措置

を規定する。

（新設）

－第三者提供の制限（法第23条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約により外国にある事業者からの個人データの第三者提

供を禁止する。

－外国にある第三者への提供の制限（法第24条の趣旨に沿った措置）

（例）委託契約により外層にある事業者からの個人データの第三者提

供を禁止する。

－保有個人データに関する事項の公表等（法第27条の趣旨に沿った措

置）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有掴人デ

ータj に該当する場合には、委託契約により、委託元が保有個人デ

ータに関する事項の公表等に係る義務を履行することについて明確

にする。なお、提供する個人データが外園にある事業者にとって

「保有個人データ」に該当しない場合には、結果として「措置」と

もての対応は不要である。

－開示（法第28条の趣旨に沿った措量）
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（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータJに該当する場合には、委託契約により、日本にある個人情報

取扱事業者が開示に係る義務を履行することについて明確にする。

なお、提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人

データ」に該当しない場合には、結果として「措置」としての対応

は不要である。

－訂正等（法第 34条の趣旨に沿った措震）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、日本にある個人情報

取扱事業者が訂正等に係る義務を履行するニとについて明確にす

る。なお、提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有

個人データ」に該当しない場合には、結果として f措置」としての

対芯は不要である。

－利用停止等（法第35条の趣旨に沿った措置）

（伊U)提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、日本にある個人情報

取扱事業者が利用停止等に係る義務を履行することについて明確に

する。なお、提供する個人データが外国にある事業者にとって「保

有個人データ」に該当しない場合には、結果として「措置j として

の対応は不要である。

－理由の説明（法第 36条の趣旨に沿った措置）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、田本にある個人’情報

取扱事業者が理由の説明に係る義務を履行することについて明確に
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（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有借入デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、霊童孟が開示に係る

義務を履行することについて明確にする。なお、提供する個人デー

タが外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該当しない場

合には、結果として「措置」としての対応は不要である。

－訂正等（法第29条の趣旨に沿った措置）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、差孟孟が言T正等に係

る義務を農行することについて明確にする。なお、提供する個人デ

ータが外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該当しない

場合には、結果として「措置Jとしての対応は不要である。

－利用停止等（法第30条の趣旨に沿った措置）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有偲人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、霊童孟が利用停止等

に係る義務を履行することについて明確にする。なお、提供する個

人データが外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該当し

ない場合には、結果として「措量Jとしての対応は不要である。

－理由の説明（法第31条の趣旨に沿った措置）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、愛孟孟が理由の説明

に係る義務を履行することについて明確にする。なお、提供する個
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する。なお、提供する個人データが外国にある事業者にとって「保

有個人データ」に該当しない場合には、結果として「措置j として

の対応は不要である。

・開示等の請求等に応じる手続（法第37条の趣旨に沿った措置）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、日本にある個人情報

取扱事業者が開示等の請求等に応じる手続を履行することについて

明確にする。なお、提供する個人データが外国にある事業者にとっ

て「保有個人データ」に該当しない場合には、結果として f措置J

としての対応は不要である。

・手数料（法第38条の趣旨に沿った措置）

（例）提供する個人デ｝タが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、日本にある個人情報

取扱事業者が手数料に係る措置を履行することについて明確にす

る。なお、提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有

個人データ」に該当しない場合には、結果として「措置」としての

対応は不要である。

－個人情報取扱事業者による苦情の処理（法第40条の趣旨に沿った措

置）

（例）提供する個人データが外冨にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、日本にある個人情報

取扱事業者が法第40条に係る義務を履行することについて明確に

する。なお、提供する個人データが外国にある事業者にとって「保

有個人データ」に該当しない場合には、結果として「措置」として
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人データが外国にある事業者にとって「保有錨人データJに該当し

ない場合には、結果として「措置」としての対応は不要である。

・開示等の請求等に応じる手続（盗塁皇室の趣旨に沿った措置）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータJに該当する場合には、委託契約により、歪孟孟が開示等の請

求等に応じる手続を履行することについて明確にする。なお、提供

する偶人データが外国にある事業者にとって「保有個人データ」に

該当しない場合には、結果として「措置Jとしての対応は不要であ

る。

・手数料（法第33条の趣旨に沿った措置）

（例）提供する個人デ｝タが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータ」に該当する場合には、委託契約により、歪孟孟が手数料に係

る措置を履行することについて明確にする。なお、提供する個人デ

ータが外圏にある事業者にとって「保有個人データJに該当しない

場合には、結果として「措置」としての対応は不要である。

－個人情報取扱事業者による苦情の処理（法第35条の趣旨に沿った措

置）

（例）提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人デ

ータJに該当する場合には、委託契約により、蓋孟孟が法第35条

に係る義務を履行することについて明確にする。なお、提供する個

人データが外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該当し

ない場合には、結果として「措置j としての対応は不要である。
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の対応は不要である。

1 1. 第三者提供に係る記録の作成等（法第29条）

（略）

（第三者提供に係る記録の作成等）

法第二十九条 個人情報敢扱事業者は、錨人データを第三者（第十六条第

二基金支に掲げる者を除く。略）に提供したときは、個人情報保護委員

会規則で定めるところにより、当該個人データを提供した年月日、当該

第三者の氏名又は名称その地の錨人情報保護委員会規則で定める事項に

関する記録を作成しなければならない。ただし、当該個人データの提供

が第二十七条第一項各号又は第五項各号のいずれか（略）に該当する場

合は、この限りでない。

2 個人情報取扱事業者は、前項の記録を、当該記録を作成した白から個

人構報保護委員会規則で定める期間保存しなければならない。

（第三者提供に係る記録の作成）

規則第十九条 法第二十九条第一項の規定による同項の記録を作成する方

法は、文書、電磁的記録又はマイクロフィルムを用いて作成する方法と

する。

2 法第二十九条第一項の記録は、個人データを第三者（略）に提供した

都度、速やかに作成しなければならない。ただし、当該第三者に対し個

人データを継続的に若しくは反復して提供（略）したとき、又は当該第

三者に対し個人データを継続的に若しくは反復して提供することが確実

89 

7. 第三者提供に係る記録の作成等（法第 25条）

詳細は、別途定める「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライ

ン（第三者提供時の確認・記録義務編）J （平成28年個人情報保護委員会告

示第8号）を参照のこと。

（第三者提供に係る記録の作成等）

法第二十五条個人情報取扱事業者は、個人データを第三者（第二条第五

項各号に掲げる者を除く。略）に提供したときは、個人情報保護委員会

規則で定めるところにより、当該個人データを提供した年月日、当該第

三者の氏名又は名称その他の個人情報保護委員会規則で定める事項に関

する記録を作成しなければならない。ただし、当該個人データの提供が

第二十三条第一項各号又は第五項各号のいずれか（略）に該当する場合

は、この限りでない。

2 傭人J情報取扱事業者は、前項の記録を、当競己録を作成した日から個

人情報保護委員会規則で定める期間保存しなければならない。

（第三者提供に係る記録の作成）

規則第十二条 法第二十五条第一項の規定による問項の記録を作成する方

法は、文書、電磁的記録又はマイクロフィルムを用いて作成する方法と

する。

2 法第二十五条第一項の記録は、個人データを第三者（略）に提供した

都度、速やかに作成しなければならない。ただし、当該第三者に対し個

人データを継続的に若しくは反復して提供（路）したとき、又は当該第

三者に対し偶人データを継続的に若しくは反復して提供することが確実
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であると見込まれるときの記録は、一括して作成することができる。

3 前項の規定にかかわらず、法第二十七条第一項又は法第二十八条第一

項の規定により、本人に対する物品又は役務の提供に関連して当該本人

に係る個人データを第三者に提供した場合において、当該提供に関して

作成された契約書その他の書面に次条第一項各号に定める事項が記載さ

れているときは、当該書面をもって法第二十九条第一項の当該事項に関

する記録に代えることができる。

（第三者提供に係る記録事項）

規則第二十条 法第二十九条第一項の個人情報保護委員会規則で定める事

項は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

事項とする。

一 法第二十七条第二項の規定により個人データを第三者に提供した場

合 次のイからニまでに掲げる事項

イ 当該個人データを提供した年月日

ロ 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その

代表者（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあ

っては、その代表者又は管理人。第十八条の四第一項第三号におい

て同じ。）の氏名（不特定かっ多数の者に対して提供したときは、そ

の旨）

ハ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人

を特定するに足りる事項

ニ 当該個人データの項目

二 法第二十七条第一項又は法第二十八条第一項の規定により個人デー
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であると見込まれるときの記録は、一括して作成することができる。

・3 前項の規定にかかわらず、法第二十三条第一項又は法第二十四条の規

定により、本人に対する物品又は役務の提供に関連して当該本人に係る

個人データを第三者に提供した場合において、当該提供に関して作成さ

れた契約書その他の書面に次条第一項各号に定める事項が記載されてい

るときは、当該書面をもって法第二十五条第一項の当該事項に関する記

録に代えることができる。

（第三者提供に係る記録事項）

規則第十三条 法第二十五条第一項の個人情報保護委員会規則で定める事

項は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

事項とする。

一 法第二十三条第二項の規定により個人データを第三者に提供した場

合次のイからニまでに掲げる事項

イ 当該個人データを提供した年月日

ロ 当該第三者の氏名又は名称その他の当該第三者を特定するに足り

る事項（不特定かっ多数の者に対して提供したときは、その旨）

ハ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人

を特定するに足りる事項

ー 当該個人データの項目

二 法第二十三条第一項又は法第二十四条の規定により個人データを第
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タを第三者に提供した場合 次のイ及びロに掲げる事項

イ 法第二十七条第一項又は法第二十八条第一項の本人の同意を得て

いる旨

ロ 前号ロからニまでに掲げる事項

2 前項各号に定める事項のうち、既に前条に規定する方法により作成し

た法第二十九条第一項の記録（当該記録を保存している場合におけるも

のに限る。）に記録されている事項と内容が同一であるものについては、

法第二十九条第一項の当該事項の記録を省略することができる。

（第三者提供に係る記録の保存期間）

規則第二十一条 法第二十九条第二項の個人情報保護委員会規則で定め

る期間は、次の各号に掲げる場合の区分に応じて、それぞれ当該各号に

定める期間とする。

一 第十九条第三項に規定する方法により記録を作成した場合最後に

当該記録に係る髄人データの提供を行った日から起算して一年を経過

する日までの間

二 第十九条第二項ただし書に規定する方法により記録を作成した場合

最後に当該記録に係る個人データの提供を行った白から起算して三年

を経過する日までの間

三前二号以外の場合三年

( 1 ）記録義務が適用されない場合

以下の場合には記録義務が適用されない。
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三者に提供した場合次のイ及びロに掲げる事項

イ 法第二十三条第一項又は法第二十四条の本人の同意を得ている旨

ロ 前号ロからニまでに掲げる事項

2 前項各号に定める事項のうち、既に前条に規定する方法により作成し

た法第25条第1項の記録（当該記録を保存している場合におけるもの

に限る。）に記録されている事項と内容が同一であるものについては、法

第25条第l項の当該事項の記録を省略することができる。

（第三者提供に係る記録の保存期間）

規則第十四条 法第二十五条第二項の倍人情報保護委員会規則で定める

期間は、次の各号に掲げる場合の区分に応じて、それぞれ当該各号に定

める期間とする。

一 第十二条第三項に規定する方法により記録を作成した場合最後に

当該記録に係る個人データの提供を行った日から起算して一年を経過

する日までの間

二 第十二条第二項ただし書に規定する方法に主り記録を作成した場合

最後に当該記録に係る個人データの提供を行った日から起算して三年

を経過する日までの関

三前二号以外の場合三年

( 1 ）記録義務が適用されない場合

以下の場合には記録義務が適用されない。
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①第三者が法第 16条第2項各号に掲げる者である場合

以下の 1）から 4）までに掲げる者との間で個人データの授受を行

う場合、記録義務は適用されない。

1 ）国の機関（法第 16条第2項第1号関係）

2）地方公共自体（法第16条第2項第2号関係）

3）独立行政法人等（独立行政法人通別法（平成11年法律第1

03号）第2条第1項に規定する独立行政法人及び法別表第

1に掲げる法人（法別表第2に掲げる法人を除く。）をい

う。）（法第 16条第2項第3号関係）

4）地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成 15年法律第

1 1 8号）第2条第1項に規定する地方独立行政法人をい

う。）（法第 16条第2項第4号関係）

②法第27条第 1項各号に該当する場合（.!YJL_( 2）参照）

個人データが転々流通することは想定されにくいことに鑑み、記

録義務は適用されない。

1 ）法令に基づいて個人データを提供する場合（第1号関保）

（例）

・審査支払機関へのレセプトの提出

2）人（法人を含む。）の生命、身体又は財産といった具体的な

権利利益が侵害されるおそれがあり、これを保護するため

に個人データの提供が必要であり、かつ、本人の同意を得

ることが困難である場合〈第2号関係）

3）公衆衛生の向上又は心身の発展途上にある児童の健全な育
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①第三者が法第2条第5項各号に掲げる者である場合

以下の 1）から 4）までに掲げる者との間で個人データの授受を行

う場合、記録義務は適用されない。

1）匿の機関（法第2条第5項第1号関係）

2）地方公共団体（法第2条第5項第2号関係）

3）独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護

に関する法律 （平成 15年法律第59号）第2条第 l項に

規定する独立行政法人等をいう。）（法第2条第5項第3号関

係）

4）地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成 15年法律第

1 1 8号）第2条第1項に規定する地方独立行政法人をい

う。）（法第2条第5項第4号関係）

②法第23条第1項各号に該当する場合（盟三ム（ 2）参照）

鋼人データが転々流通すること位認定されにくいことに鑑み、記

録義務は適用されない。

1）法令に基づいて個人データを提供する場合（第 1号関係）

（例）

・審査支払機関へのレセプトの提出

2）人（法人を含む。）の生命、身体又は財産といった具体的な

権利利益が侵害されるおそれがあり、これを保護するため

に個人データの提供が必要であり、かつ、本人の同意を得

ることが困難である場合（第2号関係）

3）公衆衛生の向上又は心身の発展途上にある児童の健全な育
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成のために特に必要な場合であり、かつ、本人の間意を得

ることが困難である場合（第3号欝係）

4）国の機関等が法令の定める事務を実施する上で、民間企業

等の協力を得る必要がある場合であって、句協力する民間企

業等が当該国の機関等に個人データを提供することについ

て、本人の同意を得ることが当該事務の遂行に支障を及ぼ

すおそれがある場合（第4号関係〉

5）当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であ

って、当該個人データの提供が学術研究の成果の公表又は

教授のためやむを得ないとき（傭人の権利利益を不当に侵

害するおそれがある場合を除く。）（第5号関係）

6）当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であ

って、当該個人データを学術研究目的で提供する必要があ

るとき（当該個人データを提供する目的の一部が学術研究

目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害する

おそれがある場合を除く。）（当該恒人情報取扱事業者と当

該第三者が共関して学術研究を行う場合に眼る。）（第6号

車箆L
7) 当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該第

三者が当該個人デ」タを学術研究呂的で取り扱う必要があ

るとき（当該個人データを取り扱う目的の一部が学術研究

目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害する

おそれがある場合を除く 0) （第7号関係）
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成のために特に必要な場合であり、かっ、本人の同意を得

ることが困難である場合（第3号関係）

4）国の機関等が法令の定める事務を実施する上で、民間全業

等の協力を得る必要がある場合であって、協力する民間企

業等が当該国の機関等に個人データを提供することについ

て、本人の同意を得ることが当該事務の遂行に支障を及ぼ

すおそれがある場合（第4号関係）

（新設）

（新設）

（新設）
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③法皇えヱ全第 5 項各号に該当する場合（~ム（ 4 ）参照）

「第三者に該当しないものとする」とされていることに鑑み、記録

義務は適用されない。

1 ）個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内におい

て個人データの取扱いの全部又は一部を委託することに伴っ

て当該個人データが提供される場合（法第27条第5項第1

号関係）

（例）

・検体検査業務の委託その他の業務委託

．保険事務の委託

・事業者等からの委託を受けて健康診断等を行った場合に

おける、事業者等へのその結果の通知

・医療機関等の管理運営業務のうち、外部監査機関への情

報提供

2）合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提

供される場合（法第27条第5項第2号関係）

3）特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定

の者に提供される場合であって、その旨並びに共同して利用

される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用

する者の利用目的並びに当該個人データの管理について責任

を有する者の氏名文は名称及び住所並びに法人にあっては、

その代表者の氏名について、あらかじめ、本人に通知し、又

は本人が容易に知り得る状態に量いているとき（法第27条

第5項第3号関係）
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③法第主立会第5項各号に該当する場合（豆立ι （4）参照）

「第三者に該当しないものとするj とされていることに鑑み、記録

義務は適用されない。

1）個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内におい

て個人デ｝タの取扱いの全部又は一部を委託することに伴っ

て当該個人データが提供される場合（法第23条第5項第 1

呈関係）

（例）

・検体検査業務の委託その他の業務委託

．保険事務の委託

・事業者等からの委託を受けて健康診断等を行った場合に

おける、事業者等へのその結果の通知

・医療機関等の管理運営業務のうち、外部監査機関への情

報提供

2）合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提

供される場合（法第23条第5項第2号関係）

3）特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定

の者に提供される場合であって、その旨並びに共同して利用

される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用

する者の利用目的丞立当該個人データの管理について責任を

有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、本人に通知

し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき（盗~

2 3条第5項 第3号関係）
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④本人に代わって提供している場合 ④本人に代わって提供している場合

（略） （略）

⑤本人と一体と評価できる関係にある者に提供する場合 ⑤本人と一体と評価できる関係にある者に提供する場合

（略） （路）

［法の規定により遵守すべき事項等｝ ［~去の規定により遵守すべき事項等］

( 2 ）記録義務の適用 ( 2）記録義務の適用

( 1 ）に記載したいずれの場合にも該当しない場合で、医療・介護関 ( 1）に記載したいずれの場合にも該当しない場合で、医療・介護関

係事業者が個人データを第＝者に提供したときは、法令に定める記録の 係事業者が個人データを第三者に提供したときは、法令に定める記録の

作成及びその記録を保存しなければならない。 作成及びその記録を保存しなければならない。

①記録を作成する方法など ①記録を作成する方法など

（略） （略）

②記録事項 ②記録事項

（略） （略）

③記録事項の省略 ③記録事項の省略

複数回にわたって間－ r本人Jの個人データの授受をする場合にお 護数回にわたって同一「本人」の個人データの授受をする場合にお

いて、同一の内容である事項を重複して記録する必要はない。既に いて、同一の内容である事項を重複して記録する必要はない。既に

「よよム（ 2）記録義務の適用Jに規定する方法により作成した記録 「7. ( 2）記録義務の適用」に規定する方法により作成した記録

（現に保存している場合に限る。）に記録された事項と内容が同一で （現に保存している場合に限る。）に記録された事項と内容が同一で

あるものについては、当該事項の記録を省略することができる。 あるものについては、当該事項の記録を省略することができる。

＠保存期間 ④保存期間

（略） （略）
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1 2. 第三者提供を受ける際の確認等（法第30条）

（略）

（第三者提供を受ける際の確認等）

法第三十条 個人情報取扱事業者は、第三者から個人データの提供を受け

るに際しては、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、次に掲

げる事項の確認を行わなければならない。ただし、当該傭人データの提

供が第二十七条第一項各号又は第五項各号のいずれかに該当する場合

は、この隈りでない。

一 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名

二 当該第三者による当該個人データの取得の経緯

2 前項の第三者は、個人情報取扱事業者が問項の規定による確認を行う

場合において、当該個人情報取扱事業者に対して、当該確認に係る事項

を偽ってはならない。

3 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による確認を行ったときは、個

人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該個人データの提供を

受けた年月日、当該確認に係る事項その他の錨人情報保護委員会規則で

定める事項に関する記録を作成しなければならない。

4 個人情報取扱事業者は、前項の記録を、当該記録を作成した日から個

人情報保護委員会規則で定める期間保存しなければならない。
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立ムー第三者提供を受ける際の確認等（法第26条）

詳細は、別途定める「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライ

ン（第三者提供時の確認・記録義務編）」（平成 28年個人情報保護委員会告

示第8号）を参無のこと。

（第三者提供を受ける際の確認等）

法第二十六条個人情報取扱事業者は、第三者から個人データの提供を受

けるに際しては、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、次に

掲げる事項の確認を行わなければならない。ただし、当該個人データの

提供が第二十三条第一項各号又は第五項各号のいずれかに該当する場合

は、この限りでない。

一 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあって

は、その代表者又は管理人）の氏名

二 当該第三者による当該錨人データの取得の経緯

2 前項の第三者は、偶人情報敢扱事業者が同項の規定による確認を行う

場合において、当該個人情報取扱事業者に対して、当該確認に係る事項

を偽つてはならない。

3 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による確認を行ったときは、個

人情報保護委員会規員ljで定めるところにより、当該個人データの提供を

受けた年月日、当該確認に係る事項その他の個人J情報保護委員会規開で

定める事項に関する記録を作成しなければならない。

4 個人情報取扱事業者は、前項の記録を、当該記録を作成した日から個

人情報保護委員会規則で定める期間保存しなければならない。
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（第三者提供を受ける際の確認）

規則第二十二条 法第三十条第一項の規定による問項第一号に掲げる事項

の確認を行う方法は、個人データを提供する第三者から申告を受ける方

法その他の適切な方法とする。

2 法第三十条第一項の規定による同項第二号に掲げる事項の確認を行う

方法は、個人データを提供する第三者から当該第三者による当該個人デ

ータの取得の経緯を示す契約書その他の書面の提示を受ける方法その他

の適切な方法とする。

3 前二項の規定にかかわらず、第三者から他の個人データの提供を受け

るに際して既に前二項に規定する方法による確認（当該確認について次

条に規定する方法による記録の作成及び保存をしている場合におけるも

のに限る。）を行っている事項の確認を行う方法は、当該事項の内容と当

該提供に係る法第三十条第一項各号に掲げる事項の内容が同一であるこ

との確認を行う方法とする。

（第三者提供を受ける際の確認に係る記録の作成）

規則第二十三条 法第三十条第三項の規定による同項の記録を作成する方

法は、文書、電磁的記録又はマイクロフィルムを用いて作成する方法と

する。

2 法第三十条第三項の記録は、第三者から値人データの提供を受けた都

度、速やかに作成しなければならない。ただし、当該第三者から継続的

に若しくは反復して個人データの提供（法第二十七条第二項の規定によ

る提供を除く。以下この条において同じ。）を受けたとき、又は当該第三

者から継続的に若しくは反復して個人データの提供を受けることが確実

であると見込まれるときの記録は、一括して作成することができる。
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（第三者提供を受ける際の確認）

規則第十五条法第ニ十六条第一項の規定による同項第一号に掲げる事項

の確認を行う方法は、個人データを提供する第三者から申告を受ける方

法その他の適切な方法とする。

2 法第二十六条第一項の規定による同項第二号に掲げる事項の確認を行

う方法は、個人データを提供する第三者から当該第三者による当該個人

データの取得の経緯を示す契約書その他の書面の提示を受ける方法その

他の適切な方法とする。

3 前二項の規定にかかわらず、第三者から他の個人データの提供を受け

るに際して既に前二項に規定する方法による確認（当該確認について次

条に規定する方法による記録の作成及び保存をしている場合におけるも

のに限る。）を行っている事項の確認を行う方法は、当該事項の内容と当

該提供に係る法第二十六条第一項各号に掲げる事項の内容が同一である

ことの確認を行う方法とする。

（第三者提供を受ける際の確認に係る記録の作成）

規則第十六条法第二十六条第三項の規定による問項の記録を作成する方

法は、文書、電磁的記録又はマイクロフィルムを用いて作成する方法と

する。

2 法第二十六条第三項の記録は、第三者から個人データの提供を受けた

都度、速やかに作成しなければならない。ただし、当該第三者から継続

的に若しくは反復して個人データの提供（法第二十三条第二項の規定に

よる提供を除く。以下この条において閉じ。）を受けたとき、又は当該第

三者から継続的に若しくは反復して個人データの提供を受けることが確

実であると見込まれるときの記録は、一括して作成することができる。
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3 前項の規定にかかわらず、本人に対する物品又は役務の提供に関連し

て第三者から当該本人に係る個人データの提供を受けた場合において、

当該提供に関して作成ざれた契約書その他の書面に次条第一項各号に定

める事項が記載されているときは、当該書面をもって法第三十条第三項

の当該事項に関する記録に代えることができる。

（第三者提供を受ける際の記録事項）

規員lj第二十西条 法第三十条第三項の個人情報保護委員会規則で定める事

項は、次の各号に掲げる場合のIR分に応じ、それぞれ当該各号に定める

事項とする。

一 個人情報取扱事業者から法第二十七条第二項の規定による個人デー

タの提供を受けた場合 次のイからホまでに掲げる事項

イ 個人データの提供を受けた年月日

ロ 法第三十条第一項各号に掲げる事項

ハ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人

を特定するに足りる事項

ー 当該個人データの項目

ホ 法第二十七条第四項の規定により公表されている旨

二 個人情報取扱事業者から法第二十七条第一項又は法第二十八条第一

！！の規定による個人データの提供を受けた場合次のイ及びロに掲げ

る事項

イ 法第二十七条第一項又は塗第二十八条第一項の本人の同意を得て

いる旨

ロ 前号ロからニまでに掲げる事項

三（略）
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3 前項の規定にかかわらず、本人に対する物品又は役務の提供に関連し

て第三者から当該本人に係る個人データの提供を受けた場合において、

当該提供に関して作成された契約書その他の書面に次条第一項各号に定

める事項が記載されているときは、当該書面をもって法第二十六条第三

塁の当該事項に関する記録に代えることができる。

（第三者提供を受ける際の記録事項）

規則第十七条法第二十六条第三項の個人情報保護委員会規則で定める事

項は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

事項とする。

一個人情報取扱事業者から法第二十三条第二項の規定による個人デー

タの提供を受けた場合次のイからホまでに掲げる事項

イ 傭人データの提供を受けた年月日

ロ 法第二十六条第一項各号に掲げる事項

ハ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人

を特定するに足りる事項

ー 当該個人データの項自

ホ 法第二十三条第西項の規定により公表されている旨

二個人情報取扱事業者から法第二十三条第一項又は法第二十四条の規

定による個人データの提供を受けた場合 次のイ及びロに掲げる事項

イ 法第二十三条第一項又は塗重二士四条の本人の同意を得ている旨

ロ 前号ロからニまで、に掲げる事項

（新設）
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四 第三者（個人構報取扱事業者に該当する者を除く。）から個人データ

の提供を受けた場合 第一号ロからニまでに掲げる事項

2 前項各号に定める事項のうち、既に前条に規定する方法により作成し

た法第三十条第三項の記録（当該記録を保存している場合におけるもの

に限る。）に記録された事項と内容が同一であるものについては、盗筆ょ二

十条第三項の当該事項の記録を省略することができる。

（第三者提供を受ける際の記録の保存期間）

規則第二十五条 法第三十条第四項の個人博報保護委員会規則で定める期

聞は、次の各号に掲げる場合の区分に応じて、それぞれ当該各号に定め

る期間とする。

一 第二十三条第三項に規定する方法により記録を作成した場合最後

に当該記録に係る個人データの提供を受けた日から起算して一年を経

過する日までの関

ニ 第二十三条第二項ただし書に規定する方法により記録を作成した場

合 最後に当該記録に係る個人データの提供を受けた日から起算して

三年を経過する日までの開

三前二号以外の場合三年

三第三者（個人情報取扱事業者に該当する者を除く。）から個人データ

の提供を受けた場合第一号ロからニまでに掲げる事項

2 前項各号に定める事項のうち、既に前条に規定する方法により作成し

た法第二十六条第三項の記録（当該記録を保存している場合におけるも

のに限る。）に記録された事項と内容が同一であるものについては、皇室

二十六条第三項の当該事項の記録を省略することができる。

（第三者提供を受ける際の記録の保存期間）

規則第十八条 法第二十六条第四項の個人情報保護委員会規則で定める期

聞は、次の各号に掲げる場合の区分に応じて、それぞれ当該各号に定め

る期間とする。

一 第十六条第三項に規定する方法により記録を作成した場合最後に

当該記録に係る個人データの提供を受けた日から起算して一年を経過

する日までの間

二第十六条第二項ただし書に規定する方法により記録を作成した場合

最後に当該記録に係る個人データの提供を受けた日から起算して三年

を経過する日までの関

三前二号以外の場合三年

( 1 ）確認・記録義務が適用されない場合 I c 1）確認・記録義務が適用されない場合

よよ」ー第三者提供に係る記録の作成等（法第29条）の場合と同様、①第 lヱムー第三者提供に係る記録の作成等（法第25条）の場合と同様、①第三

三者が法第 16条第2項各号に掲げる者である場合、②法第27条第1項各 i者が法第2条第5項各号に掲げる者である場合、②法第23条第1項各号に

呈に該当する場合（立主ム（ 2 ）参照）、③法第27条第5項各号に該当する｜該当する場合（旦互ι （2）参照）、③法第23条第5項各号に該当する場合

場合（!YJL_( 4）参照）、④本人に代わって提供された借入データを受ける｜ （旦互ム（4）参照）、④本人に代わって提供された個人データを受ける場

場合、⑤本人と一体と評価できる関係にある者に該当する場合は、確認・記｜合、⑤本人と一体と評価できる関係にある者に該当する場合は、確認・記録

録義務は適用されない。なお、具体的事例は、 _l_lム（ 1）を参照のこと。 i義務は適用されない。なお、具体的事例は、 7. ( 1）を参照のこと。
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加えて、以下の場合においても確認・記録義務は適用されない。

⑤受領者にとって個人データに該当しない場合

（略）

⑦受領者にとって個人情報に該当しない場合

（略）

［法の規定により遵守すべき事項等｝

( 2 ）確認義務の適用

医療・介護関係事業者は第三者から個人データの提供を受ける捺は、当該

第三者に対して、次のとおり確認を行わなければならない。

①確認方法

1 ）第三者の氏名及び住所並び、に法人にあっては、その代表者の氏名

2）第三者による個人データの取得の経緯

3）法の遵守状況｛その他の事項］

医療・介護関保事業者が、他の事業者から個人データの提供を受け

る際には、当該事業者の法の遵守状況（例えば、利用目的、開示手

続、問合せ・苦情の受付窓口の公表、オプトアウトによる第三者提供

により個人データの提供を受ける際には当該事業者の届出事項が個人

情報保護委員会によ’り公表されている旨など）についても確認するこ

とが望ましい。

②既に確認を行った第三者に対する確認方法

複数回にわたって同一「本人」の偶人データの授受をする場合におい

100 

加えて、以下の場合においても確認・記録義務は適用されない。

⑤受領者にとって個人データに該当しない場合

（略）

⑦受領者にとって偶人情報に該当しない場合

（略）

｛法の規定により遵守すべき事項等｝

( 2）確認義務の適用

医療・介護関係事業者は第三者から個人データの提供を受ける際は、当該

第三者に対して、次のとおり確認を行わなければならない。

①確認方法

1）第三者の氏名及び住所並ひ、に法人にあっては、その代表者の氏名

2）第三者による個人データの取得の経緯

3）法の遵守状況［その他の事項｝

医療・介護関係事業者が、他の事業者から個人データの提供を受け

る際には、当該事業者の法の遵守状況（例えば、利用目的、開示手

続、問合せ・苦情の受付窓口の公表、オプトアウトによる第三者提供

により個人データの提供を受ける際には当該事業者の届出事項が個人

情報保護委員会により公表されている旨など）についても確認するこ

とが望ましい。

②既に確認を行った第三者に対する確認方法

擾数百にわたって向－ I本人Jの個人データの授受をする場合におい
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て、同ーの内容である事項を重複して確認する合理性はないため、既に

「①確認方法Jに規定する方法により確認を行い、「 12. (3）記録義

務Jに規定する方法により作成し、かつ、その時点において保存してい

る記録に記録された事項と内容が開ーであるものについては、当該事項

の確認を省略することができる。

( 3 ）記録義務の適用

また、医療・介護関係事業者は、第三者から個人データの提供を受けた

ときは法令に定める記録を作成し、かつ、その記録を保存しなければな

らない。

①記録を作成する方法など

1）記録を作成する媒体

匿療・介護関係事業者は、記録を、文書、電磁的記録又はマイク

ロフィルムを用いて作成しなければならない。

2）記録を作成する方法

毘療・介護関係事業者は、原則として、個人データの授受の都

度、速やかに記録を作成しなければならない。

3）一括して記録を作成する方法

一定の期間内に特定の事業者との聞で継続的に又は反復して個人

データを授受する場合は、個々の授受に係る記録を作成する代わり

に、一括して記録を作成することができる。
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て、同ーの内容である事項を重複して確認する合理性はないため、既に

「①確認方法」に規定する方法により確認を行い、「 18. (3）記録義

務」に規定する方法により作成し、かつ、その時点において保存してい

る記録に記録された事項と内容が間ーであるものについては、当該事項

の確認を省略することができる。

( 3）記録義務の適用

また、医療・介護関係事業者は、第三者から個人データの提供を受け

たときは法令に定める記録を作成し、かつ、その記録を保存しなければ

ならない

①記録を作成する方法など

1）記録を作成する媒体

医療・介護関係事業者は、記録を、文書、電磁的記録又はマイク

沼フィルムを用いて作成しなければならない。

2）記録を作成する方法

医療・介護関係事業者は、原則として、個λデータの授受の都

度、速やかに記録を作成しなければならない。

3）一括して記録を作成する方法

一定の期間内に特定の事業者との関で継続的に又は反復して個人

データを授受する場合は、個々の授受に係る記録を作成する代わり

に、一括して記録を作成することができる。
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4）契約書等の代替手段による方法

医療・介護関係事業者が、本人に対する物品又は役務の提供に係

る契約を締結し、その契約の履行に伴って、契約の相手方を本人と

する個人データを第三者から提供を受ける場合は、その提供の際に

作成した契約書その他の書面をもって個人データの流通を追跡する

ことが可能であるから当該契約書その他の書面をもって記録とする

ことができる。

5）代行により記録を作成する方法

提供者、受領者のいずれも記録の作成方法、保存期間は同一であ

ることに鑑みて提供者は受領者の記録義務の全部又は一部を代替し

て行うことができる（提供者と受領者の記録事項の相違については

留意する必要がある。）。なお、この場合で、あっても、提供者及び受

領者は自己の義務が免責されるわけではないことから、実質的に自

ら記録作成義務を果たしているものと問等の体制を構築しなければ

ならない。

②記録事項

1 ）受領者の記録事項

医療・介護関係事業者が、本人の同意に基づき個人データの第三者提

供を受ける場合は、次の項目を記録しなければならない。

・本人同意を得ている旨

・第三者の氏名文は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者

の氏名

・第三者による当該個人データの取得の経緯
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4）契約書等の代替手段による方法

医療・介護関係事業者が、本人に対する物品又は役務の提供に係

る契約を締結し、その契約の履行に伴って、契約の相手方を本人と

する個人データを第三者から提供を受ける場合は、その提供の際に

作成した契約書その他の書面をもって個人データの流通を追跡する

ことが可能であるから当該契約書その他の書面をもって記録とする

ことができる。

5）代行により記録を作成する方法

提供者、受領者のいずれも記録の作成方法、保存期間は同ーであ

ることに鑑みて提供者は受領者の記録義務の全部又は一部を代替し

て行うことができる（提供者と受領者の記録事項の相違については

留意する必要がある。）。なお、この場合で、あっても、提供者及び受

領者は自弓の義務が免責されるわけではないことから、実質的に自

ら記録作成義務を果たしているものと同等の体制を構築しなければ

ならない

②記録事項

1 ）受領者の記録事項

医療・介護関係事業者が、本人の同意に基づき個人データの第三

者提供を受ける場合は、次の項目を記録しなければならない。

－本人同意を得ている旨

－第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名

・第三者による当該個人データの取得の経緯
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－個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を

特定できる事項

－個人データの項目

③記録事項の省略

掻数回にわたって同一「本人」の個人データの授受をする場合にお

いて、間ーの内容である事項を重複して記録する必要はない。既に

「よネム（ 3）記録義務の適用j に規定する方法により作成した記録

（現に保存している場合に限る。）に記録された事項と内容が同一で

あるものについては、当該事項の記録を省略することができる。

④保存期間

医療・介護関係事業者は、作成した記録を規則で定める期間保存し

なければならない。保存期間は記録の作成方法によって異なるので留

意が必要である。

記録の作成方法の)jlj 保存期間

契約書等の代替手段による方｜最後に当該記録に係る傭人データ

法により記録を作成した場合｜の提供を行った白から起算して 1

年を経過する日までの間

一括して記録を作成する方法｜最後に当該記録に係る偲人データ

により記録を作成した場合 つUてし算起
間
一

も
併
一

i
J

で一

f

ま一

宇

れ

口

H

一

つ
る
一

行
す
一

を
過
一

供
経
一

提
を
一
年

の
年
一

3上記以外の場合

－個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を

特定できる事項

－個人データの項呂

③記録事項の省略

擾数回にわたって同一「本人」の個人データの授受をする場合にお

いて、間ーの内容である事項を重複して記録する必要はない。既に

「18. (3）記録義務の適用Jに規定する方法により作成した記録

（現に保存している場合に限る。）に記録された事項と内容が同一で

あるものについては、当該事項の記録を省略することができる。

④保存期開

医療・介護関係事業者は、作成した記録を規則で定める期間保存し

なければならない。保存期間は記録の作成方法によって異なるので留

意が必要である。

記録の作成方法の別 保存期間

契約書等の代替手段による方｜最後に当該記録に係る個人データ

法により記録を作成した場合｜の提供を行った日から起算して 1

年を経過する日までの間

一括して記録を作成する方法｜最後に当該記録に係る個人データ

により記録を作成した場合 円。てし算起
間
一

h
w
M
一

カ
で
一

f

ま一

た
日
一

つ
る
一

一了－ー一

を
過
一

供
経
一

提
を
一
年

の
年
一

3
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1 3.保有餌人データに関する事項の公表等（法第32条） 9.保有個人データに関する事項の公表等（法第27条）

（保有鰐人データに関する事項の公表等） （保有個人データに関する事項の公表等）

法第三十二条 鋼人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、次に掲 法第二十七条個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、次に掲

げる事項について、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞な げる事項について、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞な

く回答する場合を含む。）に置かなければならない。 く回答する場合を含む。）に置かなければならない。

一 当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあ 一 当該個人情報取扱事業者の氏名又は金主主

つては、その代表者の氏名

二 全ての保有個人データの利用自的（第二十一条第四項第一号から 二全ての保有個人データの利用自的（第十八条第四項第一号から第

第コ号までに該当する場合を除く。） ＝号までに該当する場合を除く。）

コ 次項の規定による求め又は次条第一項（同条第五項において準用 ＝ 次項の規定による求め又は次条第一項、第二十九条第一項若しく

する場合を含む。）、第三十四条第一項若しくは第三十五条第一項、 は第コ十条第一項若しくは第二項の規定による請求に応じる手続

第二項若しくは第五項の規定による請求に応じる手続（第＝十八条 （第三十三条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、その

第二項の規定により手数料の額を定めたときは、その手数料の額を 手数料の額を含む。）

含む。）

四 前三号に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確 四 前三号に掲げるもののほか、保有偲人データの適正な取扱いの確

保に関し必要な事項として政令で定めるもの 保に関し必要な事項として政令で定めるもの

2 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人 2 個人J情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人

データの利用目的の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞な データの利用目的の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞な

く、これを通知しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに く、これを通知しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合は、この限りでない。 該当する場合は、この限りでない。

一 前項の規定により当該本人が識別される保有錨人データの利用臣 一前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利舟目

的が明らかな場合 的が明らかな場合

二 第二十一条第四項第一号から第一号までに該当する場合 二第十八条第四項第一号から第三号までに該当する場合

3 個人清報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人デ 3 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人デ
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ータの利用目的を通知しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅

滞なく、その旨を通知しなければならないCo

（保有個人データの適正な取扱いの確保に関し必要な事項）

全筆土全法第三十二条第一項第四号の政令で定めるものは、次に掲げ

るものとする。

一 法第二十三条の規定により保有個人データの安全管理のために講

じた措置（本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答

する場合を含むの）に量くことにより当該保有倍人データの安全管理

に支障を及ぼすおそれがあるものを除く。）

二 当該個人情報取扱事業者が行う保有鋸人データの取扱いに関する

苦情の申出先

二二 当該個人情報取扱事業者が認定個人情報保護団体の対象事業者で

ある場合にあっては、当該認定個人情報保護団体の名称及び苦情の

解決の申出先

ータの利用目的を通知しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅

滞なく、その旨を通知しなければならない。

（保有個人データの適正な取扱いの確保に関し必要な事項）

全霊ム全法第二十七条第一項第四号の政令で定めるものは、次に掲げ

るものとする。

（新設）

一 当該個人情報取扱事業者が行う保有個人データの取扱いに関する

苦』清の申出先

二 当該個人情報取扱事業者が認定個人情報保護団体の対象事業者で

ある場合にあっては、当該認定個人’情報保護団体の名称及び苦情の

解決の申出先

［法の規定により遵守すべき事項1 I ［法の規定により遵守すべき事項］

・医療・介護関係事業者は、保有価人データに関し、（7）当該個人情報取扱｜・医療・介護関係事業者は、保有個人データに関し、（7）当該個人情報取扱

事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏

名、（イ）全ての保有個人データの利用目的（法第21条第4項第1号から

第3号までに規定された例外の場合を除く。）、（ウ）保有個人データの利用

目的の通知、開示、訂正、利用停止等の手続の方法、及び保有個人データ

の利用目的の通知又は開示に係る手数料の額 （エ）法第23条の規定によ

り保有個人データの安全管理のために講じた措置、（オ）苦情の申出先等に
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事業者の氏名又は主主主、（イ）全ての保有信人データの利用目的（盗塁よ立

条第4項第1号から第3号までに規定された例外の場合を除く。）、（ウ）保

有個人データの利用目的の通知、開示、訂正、利用停止等の手続の方法、

及び保有個人データの利用目的の通知又は開示に係る手数料の額、」王L苦

情の申出先等について、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞な

く回答する場合を含む。）に置かなければならない。
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ついて、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合

を含む。）に置かなければならない。

・（エ）に関し、産療・介護関係事業者は、 N7. に掲げる安全管理措置等を

講じていることについて、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞

なく回答する場合を含むの）に置かなければならない。

－医療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人デー

タの利用自的の通知を求められたときは、上記の措置により利用目的が明

らかになっている場合及び法第21条第4項第1号から第3号までの例外

に相当する場合を除き、遅滞なく通知しなければならない。

・医療・介護関係事業者は、利用自的の通知をしない旨の決定をしたとき

は、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。

－法施行前から保有している個人情報についても同様の取扱いを行う。

［その他の事項］

・医療・介護関係事業者は、保有個人データについて、その利用目的、開

示、訂正、利用停止等の手続の方法及び利用目的の通知又は開示に係る手

数料の額、苦情の申出先等について、少なくとも院内や事業者内等への掲

示、さらにホームページ等によりできるだけ明らかにするとともに、患

者・利用者等からの要望により書面を交付したり、問合せがあった場合に

具体的内容について回答で、きる体制を確保する。

［法別表第二に掲げる法人等に関する適居関係｝

－法別表第二に掲げる法人については、法第32条の適用が除外され（法第

5 8条関係）、個人情報の敢扱いについて独立行政塗主墾による車扱いとみ
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（新設）

－医療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人デー

タの利用目的の通知を求められたときは、上記の措置により利用目的が明

らかになっている場合及び法第18条第4項第1号から第3号までの例外

に相当する場合を除き、遅滞なく通知しなければならない。

－毘療・介護関係事業者は、利用目的の通知をしない旨の決定をしたとき

は、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。

・法施行前から保有している個人清報についても同様の取扱いを行う。

［その他の事項｝

・医療・介護関係事業者は、保有個人データについて、その利用目的、開

示、訂正、利用停止等の手続の方法及び利用目的の通知又は開示に係る手

数料の額、。苦情の申出先等について、少なくとも院内や事業者内等への掲

示、さらにホームページ等によりできるだけ明らかにするとともに、患

者・科居者等からの要望により書面を交付したり、関合せがあった場合に

具体的内容について回答できる体制を確保する。

（新設）
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なして公的部門における規律（法第 75条）が適用される（法第 12 3条

関係）。

1 4. 本人からの請求による保有個人データ等の開示（法第33条） 1 0.本人からの請求による保有個人データの開示（法第28条）

（開示） （開示）

法第三十三条本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別さ 法第二十八条本人は、鋼人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別さ

れる保有個人データの電磁的記録の提供による方法その他の個人’情報 れる保有個人データの盟主を請求することができる。

保護委員会規則で定める方法による開示を請求することができる。
． 

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けたときは、本 2 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けたときは、本

人に対し、同項の規定により当該本人が請求した方法（当該方法によ 人に対し、政令で定める方法により、遅滞なく、当該保有個人データ

る開示に多額の費用を要する場合その他の当該方法による開示が闇難 を開示しなければならない。ただし、開示することにより次の各号の

である場合にあっては、書面の交付による方法）により、遅滞なく、 いずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことがで

当該保有個人データを開示しなければならない。ただし、開示するこ きる。

とにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を

開示しないことができる。

一 本人又は第コ者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するお 一 本人又は第＝者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するお

それがある場合 それがある場合

二 当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼ 二 当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼ

すおそれがある場合 すおそれがある場合

コ 他の法令に違反することとなる場合 コ イ也の法令に違反することとなる場合

3 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る保有個人デ 3 偉人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る保有個人デ

ータの全部若しくは一部について開示しない旨の決定をしたとき、当 ータの全部又は一部について開示しない旨の決定をしたとき又は当該
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該保有個人データが存在しないとき、又は問項の規定により本人が請 保有個人データが存在しないときは、本人に対し、遅滞なく、その旨

求した方法による開示が国難であるときは、本人に対し、遅滞なく、 を通知しなければならない。

その旨を通知しなければならない。

4 他の法令の規定により、本人に対し第二項本文に規定する方法に相 4 f也の法令の規定により、本人に対し第二項本文に規定する方法に相

当する方法により当該本人が識別される保有個人データの全部又はー 当する方法により当該本人が識別される保有個人データの全部又は一

部を開示することとされている場合には、当該全部又は一部の保有個 部を開示することとされている場合には、当該全部又は一部の保有個

人データについては、第一項及び第二項の規定は、適用しない。 人データについては、第一項及び第二項の規定は、適用しない。

5 第一項から第つ項までの規定は、当該本人が識別される個人データ （新設）

に係る第二十九条第一項及び第三十条第＝項の記録（その存否が明ら

かになることにより公益その他の利益が害されるものとして政令で定

めるものを除く。第三十七条第二項において「第三者提供記録Jとい
，． 

う。）について準用する。

（削る） （個人情報取扱事業者が保有個人データを開示する方法）

令第九条法第二十八条第二項の政令で定める方法は、書面の交付によ

る方法（開示の請求を行った者が同意した方法があるときは、当該方

法）とする

（第＝者提供記録から除外されるもの） （新設）

令第十一条 法第三十三条第五項の政令で定めるものは、次に掲げるも

のとする。

一 当該記録の存否が明らかになることにより、本人又は第三者の生

命、身体又は財産に危害が及ぶおそれがあるもの

ニ 当該記録の存否が明らかになることによ久違法又は不当な行為
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を助長し、又は誘発するおそれがあるもの

＝ 当該記録の存否が明らかになることにより、国の安全が害される

おそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又

は他国若しくは菌瞭機関との交法上不利益を被るおそれがあるもの

四 当該記録の存否が明らかになることにより、苦巴罪の予防、鎮圧又

は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が及ぶおそれがある

もの

（本人が請求することができる開示の方法） （新設）

規則第三十条 法第コ十三条第一項（同条第五項において準用する場合

を含む。）の個人情報保護委員会規則で定める方法は、電磁的記録の提

供による方法、書面の交付による方法その他当該個人情報取扱事業者

の定める方法とする。

( 1 ）開示の原則 ( 1）開示の原則

医療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人デー 医療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人デー

タ及び第三者提供記録（以下「保有個人データ等j という。）の開示の請求 タの開示の請求を受けたときは、本人に対し、書面の交付による方法等によ

を受けたときは、本人に対し、電磁的記録の提供による方法、書面の交付に り、遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならない。

よる方法等により、遅滞なく、当該保有個人データ等を開示しなければなら

ない。

( 2）開示の例外 ( 2）開示の例外ず『九、、、、一
開示することで、法第33条第2項（同条第5項において準用する場合を 開示することで、法第28条第2項各号のいずれかに該当する場合は、そ

含む。）各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しない の全部又は一部を開示しないことができる。具体的事例は以下のとおりであ
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ことができる。具体的事例は以下のとおりである。 る。

（例） （例）

・患者・利用者の状況等について、家族や患者・利用者の関係者が医療・介｜・患者・科用者の状況等について、家族や患者・利用者の関係者が医療・介

護サービス従事者に情報提供を行っている場合に、これらの者の同意を得

ずに患者・利用者自身に当該情報を提供することにより、患者・利用者と

家族や患者・利用者の関係者との人間関係が悪化するなど、これらの者の

利益を害するおそれがある場合

－症状や予後、治療経過等について患者に対して十分な説明をしたとして

も、患者本人に重大な心理的影響を与え、その後の治療効果等に悪影響を

及ぼす場合

護サーピス従事者に情報提供を行っている場合に、これらの者の同意を得

ずに患者・利用者自身に当該情報を提供することにより、患者・利用者と

家族や患者・利用者の関係者との人間関係が悪化するなど、これらの者の

利益を害するおそれがある場合

・症状や予後、治療経過等について患者に対して十分な説明をしたとして

も、患者本人に重大な心理的影響を与え、その後の治療効果等に悪影響を

及ぼす場合

※個々の事例への適用については個別具体的に慎重に判断することが必要で i※個々の事例への適用については個別具体的に慎重に判断することが必要で

ある。また、保有個人データである診療清報の開示に当たっては、「診療へ｜ ある。また、保有個人データである診療情報の開示に当たっては、「診境

情報の提供等に関する指針」の内容にも配慮する必要がある。 ｜ 清報の提供等に関する指針j の内容にも配慮する必要がある。

［法の規定により遵守すべき事項等］ ｜ ［法の規定により遵守すべき事項等1

• [2f療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有傭人デー I.医療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人デー

之笠の開示の請求を受けたときは、本人に対し、遅滞なく、当該僅査担ム

Zニ之笠を開示しなければならない。また、当該本人が識別される盤査盟

人データ等が存在しないときにその旨知らせることとする。ただし、開示

することにより、法第33条第2項各号のいずれかに該当する場合は、そ

の全部又は一部を開示しないことができる。
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乏の開示の請求を受けたときは、本人に対し、遅滞なく、当該保有個人デ

｝タを開示しなければならない。また、当該本人が識別される保有個人デ

ータが存在しないときにその旨知らせることとする。ただし、開示するこ

とにより、法第28条第2項各号のいずれかに該当する場合は、その全部

又は一部を開示しないことができる。
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. II 1. に記したとおり、例えば診療録の情報の中には、患者の保有個人デ I. II 1. に記したとおり、例えば診療録の情報の中には、患者の保有偶人デ

ータで、あって、当該診療録を作成した産師の保有個人デ｝タでもあるとい iータで、あって、当該診療録を作成した医師の保有個人データでもあるとい

う二面性を持つ部分が含まれるものの、そもそも診療録全体が患者の保有｜ う二膏性を持つ部分が含まれるものの、そもそも診療録全体が患者の保有

髄人データであることから、患者本人から開示の請求がある場合に、その

二面性があることを理由に全部又は一部を開示しないことはできない。た

だし、法第33条第2項各号のいずれかに該当する場合には、法に従い、

その全部又は一部を開示しないことができる。

－開示の方法は、電磁的記録の提供による方法、書面の交付による方法その

他当該個人情報取扱事業者の定める方法のうち本人が誇求した方法（当該

方法による開示に多額の費用を要する場合その他の当該方法によることが

国難な場合である場合にあっては、書面の交付による方法）による。

・医療・介護関係事業者は、請求を受けた箆査個人データ等の全部又は一部

について開示しない旨を決定したときは、本人に対し、遅滞なく、その旨

を通知しなければならない。

また、本人に通知する場合には、本人に対してその理由を説明するよう努

めなければならない（IV1 7. 参照）。

・他の法令の規定により、保有個人データ等の開示について定めがある場合

には、当該法令の規定によるものとする。

｛その他の事項］

・法定代理人等、開示の請求を行い得る者から開示の請求があった場合、原

則として患者・利用者本人に対し保有個人そこ乏笠の開示を行う旨の説明

を行った後、法定代理人等に対して開示を行うものとする。

－医療・介護関係事業者は、保有個人データ等の全部又は一部について開示
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鋼人データであることから、患者本人から開示の請求がある場合に、その

二面性があることを理曲に全部又は一部を開示しないことはできない。た

だし、法第28条第2項各号のいずれかに該当する場合には、法に従い、

その全部又は一部を開示しないことができる。

・開示の方法は、書面の交付又は請求を行った者が同意した方法による。

・医療・介護関係事業者は、請求を受けた保有個人データの全部又は一部に

ついて開示しない旨を決定したときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を

通知しなければならない。

また、本人に通知する場合には、本人に対してその理由を説明するよう努

めなければならない（旦よ立←参照）。

－他の法令の規定により、保有個人データの開示について定めがある場合に

は、当該法令の規定によるものとする。

【その他の事項］

・法定代理人等、開示の請求を行い得る者から開示の請求があった場合、原

郎として患者・利用者本人に対し保有個人データの開示を行う旨の説明を

行った後、法定代理人等に対して開示を行うものとする。

－医療・介護関係、事業者は、保有個人データの全部又は一部について開示し
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しない旨決定した場合、本人に対するその理由の説明に当たっては、文書

により示すことを基本とする。また、苦情への対応を行う体制についても

併せて説明することが望ましい。

｛法別表第二に掲げる法人に関する適用関係］

－法別表第二に掲げる法人については、法第33条の適用が除外され（法第

5 8条関係）、個人情報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみ

なして公的部門における規律。（法第5章第4節第 1款）が適用される（法

第 12 3条関係L

よ立←訂正及び利用停止（法第34条、筆立豆急）

（訂正等）

法第三十四条本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別さ

れる保有個人データの内容が事実でないときは、当該保有借入データ

の内容の訂正、追加又は削除（以下この条において「訂正等j とい

う。）を請求することができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合には、

その内容の訂正等に関して他の法令の規定により特別の手続が定めら

れている場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲内において、遅滞

なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個人データの内

容の訂正等を行わなければならない。

3 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る保有個人デ

ータの内容の全部若しくは一部について訂正等を行ったとき、又は訂

正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その
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ない旨決定した場合、本人に対するその理由の説明に当たっては、文書lと

より示すことを基本とする。また、苦情への対応を行う体制についても併

せて説明することが望ましい。

（新設）

llムー訂正及び利用停止（法第29条、室主♀三塁）

（訂正等）

法第二十九条 a本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別さ

れる保有個人データの内容が事実でないときは、当該保有個人データ

の内容の訂正、追加又は削除（以下この条において「訂正等」とい

う。）を請求することができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合には、

その内容の訂正等に関して他の法令の規定により特別の手続が定めら

れている場合を除き、利用目的の達成に必要な範圏内において、遅滞

なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個人データの内

容の訂正等を行わなければならない。

3 傭人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る保有個人デ

ータの内容の全部若しくは一部について訂正等を行ったとき、又は訂

正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その
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旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知しなければなら

ない。

（利用停止等）

法第三十五条 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別さ

れる保有個人データが第十八条若しくは第十九条の規定に違反して取

り扱われているよ主ι 又は；造二土全の規定に違反して取得されたもの

であるときは、当該保有個人データの利用の停止又は消去（以下この

条において「利用停止等j としづ。）を請求することができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合であっ

て、その請求に理由があることが判明したときは、違反を是正するた

めに必要な限度で、遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等を行

わなければならない。ただし、当該保有個人データの利用停止等に多

額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合で

あって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措量

をとるときは、この限りでない。

3 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個

人データが第二十七条第一項又は第二十八条の規定に違反して第三者

に提供されているときは、当該保有個人データの第三者への提供の停

止を請求することができる。

4 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合であっ

て、その請求に理由があることが判明したときは、遅滞なく、当該保

有髄人データの第三者への提供を停止しなければならない。ただし、

当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場

合その他の第三者への提供を停止することが困難な場合であって、本
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旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知しなければなら

ない。

（利用停止等）

法第三十条本人は、値人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別され

る保有個人データが重土五全の規定に違反して敢り扱われているよ之

又は隻土主全の規定に違反して取得されたものであるときは、当該保

有個人データの利用の停止又は消去（以下この条において「利用停止

等」という。）を請求することができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合であっ

て、その請求に理由があることが判明したときは、違反を是正するた

めに必要な限度で、遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等を行

わなければならない。ただし、当該保有個人データの利用停止等に多

額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合で

あって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置

をとるときは、この限りでない。

3 本人は、億人’情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個

人データが第二十三条第一項又は第二十四条の規定に違反して第三者

に提供されているときは、当該保有錨人データの第三者への提供の停

止を請求することができる。

4 個人清報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合であっ

て、その請求に理由があることが判明したときは、遅滞なく、当該保

有個人データの第三者への提供を停止しなければならない。ただし、

当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場

合その他の第三者への提供を停止することが掴難な場合であって、本
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人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるとき 人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるとき

は、この限りでない。 は、この限りでない。

5 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個 （新設）

人データを当該個人情報取扱事業者が利用する必要がなくなった場

合、当該本人が識別される保有倍人データに係る第こ十六条第一項本

文に規定する事態が生じた場合その他当該本人が識別される保有傭人

データの取扱いにより当該本人の権利又は正当な利益が害されるおそ

れがある場合には、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への

提供の停止を請求することができる。

6 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合であっ （新設）

て、その請求に理由があることが判明したときは、本人の権利利益の

侵害を防止するために必要な限度で、遅漕なく、当該保有個人データ

の利用停止等又は第三者への提供の停止を行わなければならない。た

だし、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供の停止に

多額の費用を要する場合その他の利用停止等又は第コ者への提供の停

止を行うことが圏難な場合であって、本人の権利利益を保護するため

必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでなし冶

7 個人情報取扱事業者は、第一項若しくは第五項の規定による請求に 5 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る保有個人デ

係る保有個人データの全部若しくは一部について利用停止等を行った ータの全部若しくは一部について利用停止等を行ったとき若しくは利

とき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、又は第一項 用停止等を行わない旨の決定をしたとき、又は第三項の規定による請

若しくは第五項の規定による請求に係る保有個人データの全部若しく 求に係る保有個人データの全部若しくは一部について第三者への提供

は一部について第三者への提供を停止したとき若しくは第三者への提 を停止したとき若しくは第＝者への提供を停止しない旨の決定をした

供を停止しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その ときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。

旨を通知しなければならない。
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[ ￥：去の規定により遵守すべき事項等］ ［法の規定により遵守すべき事項等］

・医療・介護関係事業者は、法第34条第2項又は第35条第2項、第4項｜・医療・介護関係事業者は、法第29条第2項又は第30条第2項若しくは

若しくは第6項の規定に基づき、本人から、保有個人データの訂正等、利

用停止等、第三者への提供の停止の請求を受けた場合で、それらの請求が

適正であると認められるときは、これらの措置を行わなければならない0

・ただし、利用停止等及び第三者への提供の停止については、利用停止等に

多額の費用を要する場合など当該措置を行うことが困難な場合であって、

本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるとき

は、この限りでない。

－なお、以下の場合については、これらの措置を行う必要はない。

①訂正等の請求があった場合であっても、（ア）利用目的から見て訂正等が

必要でない場合、（イ）誤りである指摘が正しくない場合又は（ウ）訂正

等の．対象が事実でなく評価に関する情報である場合

②利用停止等、第三者への提供の停止の請求があった場合であっても、手

室生王室の規定に基づき、本人から、保有個人データの訂正等、利用停止

等、第三者への提供の停止の請求を受けた場合で、それらの請求が適正で

あると認められるときは、これらの措置を行わなければならない。

・ただし、利用停止等及び第三者への提供の停止については、利用停止等に

多額の費用を要する場合など当該措置を行うことが困難な場合であって、

本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるとき

は、この限りでない。

－なお、以下の場合については、これらの措置を行う必要はない。

①訂正等の請求があった場合であっても、（ア）利用呂的から見て訂正等が

必要でない場合、（イ）誤りである指摘が正しくない場合又は（ウ）訂正

等の対象が事実でなく評価に関する情報である場合

②利用停止等、第三者への提供の停止の請求があった場合で、あっても、手

続違反等の指摘が正しくない場合 I 続違反等の指掘が正しくない場合

・医療・介護関係事業者は、上記の措置を行ったとき、又は行わない旨を決｜・医療・介護関係事業者は、上記の措置を行ったとき、又は行わない旨を決

定したときは、本人に対し、遅滞なく、その皆を通知しなければならな

い。また、本人に通知する場合；こは、本人に対してその理由を説明するよ

う努めなければならない（IV1 7. 参照）。

【その他の事項］

・医療・介護関係事業者は、訂正等 利用停止等又は第三者への提供の停止

の請求を受けた保有個人データの全部文は一部について、これらの措置を
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定したときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならな

い。また、本人に通知する場合には、本人に対してその理由を説明するよ

う努めなければならない（ill1 3.参照）。

［その他の事項］

・医療・介護関係事業者は、訂正等、利用停止等又は第三者への提供の停止

の請求を受けた保有個人データの全部又は一部について、これらの措置を
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行わない旨決定した場合、本人に対するその理由の説明に当たっては、文 行わない旨決定した場合、本人に対するその理由の説明に当たっては、文

書により示すことを基本とする。その際は、苦構への対応を行う体制につ 書により示すことを基本とする。その際は、苦情への対応を行う体制につ

いても併せて説明をすることが望ましい。 いても併せて説明をすることが望ましい。

－保有個人データの訂正等にあたうては、訂正した者、内容、日時等が分か ・保有個人データの訂正等にあたっては、訂正した者、内容、日時等が分か

るように行われなければならない。 るように行われなければならない。

－保有個人データの字句などを不当に変える改ざんは、行つてはならない。 ・保有個人データの字句などを不当に変える改ざんは、行ってはならない。

［法別表第二に掲げる法人に関する適用関係］ （新設）
' 

－法別表第二に掲げる法人については、法第34条及び第35条の適用が除

外され（法第58条関係）、倍人情報の取扱いについて独立行政法人等によ

る取扱いとみなして公的部門における規律（法第5章第4節第2款及び第

3款）が適用される（法第 12 3条関係）。

1 6. 開示等の請求等に応じる手続及び手数料（法第37条、第38条） 1 2. 開示等の請求等に応じる手続及び手数料（法第32条、第33条）

（開示等の請求等に応じる手続） （開示等の請求等に応じる手続）

法第＝十七条 個人情報取扱事業者は、第コ十二条第二項の規定による 法第三十二条個人情報取扱事業者は、第二十七条第二項の規定による

求め又は第＝十三条第一項（開条第五項において準用する場合を含 求め又は第二十八条第一項、第二十九条第一項若しくは第三十条第一

む。次条第一項及び第三十九条において同じ。）、第三十四条第一項若 項若しくは第三項の規定による請求（以下この条及び第五十三条第一

しくは第コ十五条第一項、第三項若しくは第五項の規定による請求 項において「開示等の請求等」としづ。）に関し、政令で定めるところ

（以下この条及び第五十四条第一項において「開示等の請求等Jとい により、その求め又は請求を受け付ける方法を定めることができる。

う。）に関し、政令で定めるところにより、その求め文は請求を受け付 この場合において、本人は、当該方法に従って、開示等の請求等を行

ける方法を定めることができる。この場合において、本人は、当該方 わなければならない。

法に従って、開示等の請求等を行わなければならない。

2 個人情報取扱事業者は、本人に対し、開示等の請求等に関し、その 2 個人情報取扱事業者は、本人に対し、開示等の請求等に関し、その
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対象となる保有個人データ又は第三者提供記録を特定するに足りる事

項の提示を求めることができる。この場合において、個人情報取扱事

業者は、本人が容易かっ的確に開示等の請求等をすることができるよ

う、当該保有個人データ又は当該第三者提供記録の特定に資する情報

の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければならな

し＼0

3 開示等の請求等は、政令で定めるところにより、代理人によってす

ることができる0

4 個人情報取扱事業者は、前三項の規定に基づき開示等の請求等に応

じる手続を定めるに当たっては、本人に過重な負担を課するものとな

らないよう配慮しなければならない。

（手数料）

法第三十八条 個人情報取扱事業者は、第三十二条第二項の規定による

利用目的の通知を求められたとき又は第三十三条第一項の規定による

開示の請求を受けたときは、当該措賓の実施に関し、手数料を徴収す

ることができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合

は、実費を勘案して合理的であると認められる範囲内において、その

手数料の額を定めなければならない。

（開示等の請求等を受け付ける方法）

令第十二条 法第三十七条第一項の規定により個人情報取扱事業者が開

示等の請求等を受け付ける方法として定めることができる事項は、次

に掲げるとおりとする。

117 

対象となる保有個人データを特定するに足りる事項の提示を求めるこ

とができる。この場合において、個人情報取扱事業者は、本人が容易

かつ的確に開示等の誇求等をすることができるよう、当該保有個人デ

｝タ旦笠亙に資する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措

置をとらなければならない。

3 開示等の請求等は、政令で定めるところにより、代理人によってす

ることができる。

4 個人情報取扱事業者は、前三項の規定に基づき開示等の請求等に応

じる手続を定めるに当たっては、本人に過重な負担を課するものとな

らないよう配慮しなければならない。

（手数料）

法第三十三条 個人情報取扱事業者は、第二十七条第二項の規定による

利用目的の通知を求められたとき又は第二十八条第一項の規定による

開示の請求を受けたときは、当該措置の実施に関し、手数料を徴収す

ることができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合

は、実費を勘案して合理的であると認められる範圏内において、その

手数料の額を定めなければならない。

（開示等の請求等を受け付ける方法）

全筆土全法第三十二条第一項の規定により個人情報取扱事業者が開示

等の請求等を受け付ける方法として定めることができる事項は、次に

掲げるとおりとする。
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一 開示等の請求等の申出先

二 開示等の請求等に際して提出すべき書窟（電磁的記録を含むo~

三十三条第一項及び第三十八条第三項において同じ。）の様式その他

の開示等の請求等の方式

三 開示等の請求等をする者が本人又は次条に規定する代理人である

ことの確認の方法

四 法第三十八条第一項の手数料の徴収方法

（開示等の請求等をすることができる代理人）

令第十三条 法第三十七条第三項の規定により開示等の請求等をするこ

とができる代理人は、次に掲げる代理人とする。

一 未成年者又は成年被後見人の法定代理人

二 開示等の請求等をすることにつき本人が委任した代理人

( 1 ）開示等を行う J晴報の特定

匿療・介護関係事業者は、本人に対し、開示等の請求等に関して、その対

一 開示等の請求等の申出先

二 開示等の請求等に際して提出すべき書面（電磁的記録を含む。筆

十四条第一項及び第二十一条第三項において同じ。）の様式その他の

開示等の請求等の方式

三 開示等の請求等をする者が本人又は次条に規定する代理人である

ことの確認の方法

四 法第三十三条第一項の手数料の徴収方法

（開示等の請求等をすることができる代理人）

令第十一条法第三十二条第三項の規定により開示等の請求等をするこ

とができる代理人は、次に掲げる代理人とする。

一未成年者又は成年被後見人の法定代理人

二 開示等の誇求等をすることにつき本人が委任した代理人

( 1）開示等を行う情報の特定

医療・介護関係事業者は、本人に対し、開示等の請求等に関して、その対

象となる保有個人データ等を特定するに足りる事項の提示を求めることがで i象となる保有個人データを特定するに足りる事項の提示を求めることができ

きるが、この場合には、本人が容易かっ的確に開示等の請求等をすることが｜るが、この場合には、本人が容易かっ的確に開示等の請求等をすることがで

できるよう、当該保有個人データ等の特定に資する情報の提供その他本人の｜きるよう、当該保有価人データの特定に資する 4情報の提供その他本人の利便

利便を考慮した措置をとらなければならない。 を考慮した措置をとらなければならない。

また、保有個人データ等の開示等については、本人の請求等により、盤査 iまた、保有傭人データの開示等については、本人の請求等により、昼査盤

個人データ等の全体又は一部が対象となるが、当該本人の保有個人データ等 i人データの全体又は一部が対象となるが、当該本人の保有個人データが多岐

が多岐にわたる、デーグ量が膨大であるなど、全体の開示等が困難又は非効 iにわたる、データ量が膨大であるなど、全体の開示等が困難又は非効率な場

率な場合、医療・介護関係事業者は、本人が開示等の請求等を行う情報の範 i合、医療・介護関係事業者は、本人が開示等の請求等を行う悟報の範囲を特

屈を特定するのに参考となる情報（過去の受診の状況、病態の変化等）を提｜定するのに参考となる情報（過去の受診の状況、病態の変化等）を提供する
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供するなど、本人の利便を考麗した支援を行うものとする。 など、本人の利便を考慮した支援を行うものとする。

( 2 ）代理人による開示等の請求等 ( 2）代理人による開示等の請求等

保有個人データ等の開示等については、本人のほか、①未成年者又は成年｜ 保有錨人データの開示等については、本人のほか、①未成年者又は成年被

被後見人の法定代理人、②開示等の請求等をすることにつき本人が委託した｜後見人の法定代理人、②開示等の請求等をすることにつき本人が委託した代

代理人により行うことができる。 理人により行うことができる。

[ ￥：去の規定により遵守すべき事項等｝ [ ￥：去の規定により遵守すべき事項等］

・医療・介護関係事業者は、保有個人データ等の開示等の請求等に関し、本｜・医療・介護関係事業者は、保有個人データの開示等の請求等に関し、本人

人に過重な負担を課すものとならない範屈において、以下の事項につい

て、その請求を受け付ける方法を定めることができる。

(7) 開示等の請求等の受付先

（イ）開示等の請求等に際して提出すべき書面の様式、その他の開示等の

請求等の受付方法

（ウ）開示等の請求等をする者が本人又はその代理人であることの確認の

方法

（エ）保有個人データ等の利用目的の通知、又は保存個人データ等の開示

をする際に徴収する手数料の徴収方法

に過重な負担を課すものとならない範囲において、以下の事項について、

その請求を受け付ける方法を定めることができる。

（ア）開示等の請求等の受付先

（イ）開示等の請求等に際して提出すべき書面の様式、その他の開示等の

請求等の受付方法

（ウ）開示等の請求等をする者が本人又はその代理人であることの確認の

方法

（エ）保有個人データの利用目的の通知、又は保有個人データの開示をす

る擦に徴収する手数料の徴収方法

－医療・介護関係、事業者は、本人に対し、開示等の詰求等に関して、その対｜・医療・介護関係事業者は、本人に対し、開示等の請求等に関して、その対

象となる保有個人デ｝タ等を特定するに足りる事項の提示を求めることが｜ 象となる保有個人データを特定するに足りる事項の提示を求めることがで

できるが、この場合には、本人が容易かっ的確に開示等の請求等をするこ｜ きるが、この場合には、本人が容易かっ的確に開示等の誇求等をすること

とができるよう、当該保有個人データ等の特定に資する情報の提供その他｜ ができるよう、当該保有個人データの特定に資する情報の提供その他本人

本人の利便を考慮した措置をとらなければならない。 ｜ の利便を考慮した措置をとらなければならない。

・保有個人データ等の開示等の請求等は、本人のほか、未成年者又は成年被｜・保有個人データの開示等の請求等は、本人のほか、未成年者又は成年被後
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後見人の法定代理人、当該請求等をすることにつき本人が委任した代理人｜ 見人の法定代理人、当該請求等をすることにつき本人が委任した代理人に

によってすることができる。 I よってすることができる。

・匿療・介護関係事業者は、保有個人データ等の和馬目的の通知を求められ！・医療・介護関係事業者は、保有個人データの科用自的の通知を求められた

たとき、又は保有個人データ等の開示を請求されたときは、当該措置の実！ とき、又は保有錨人デ｝タの開示を請求されたときは、当該措置の実施に

施に関し、手数料を徴収することができ、その際には実費を勘案して合理｜ 関し、手数料を徴収することができ、その際には実費を勘案して合理的で

的であると認められる範囲内において、手数料の額を定めなければならな i あると認められる範囲内において、手数料の額を定めなければならない。

し＼0

［その他の事項1

・医療・介護関係事業者は、以下の点に留意しつつ、保有個人データ等の開

示等の手続を定めることが望ましい。

一開示等の請求等の方法は書面によることが望ましいが、患者・利用者等

の自由な請求を阻害しないため、開示等の請求等に係る書面に理由欄を

設けることなどにより開示等を請求する理由の記載を要求すること及び

開示等を請求する理由を尋ねることは不適切である。

一開示等を請求する者が本人（又はその代理人）であることを確認する。

ー開示等の請求等があった場合、主治医等の担当スタッフの意見を聴いた

上で、速やかに保有個人データ等の開示等をするか否か等を決定し、こ

れを開示の請求等を行った者に通知する。

一保有個人データ等の開示に当たり、法第28条第2項各号に該当する可

能性がある場合には、開示の可否について検討するために設置した検討

委員会等において検討した上で、速やかに開示の可否を決定することが

望ましい

一保有個人データ等の開示を行う場合には、日常の墜療・介護サービス提

120 

［その他の事項｝

・医療・介護関係事業者は、以下の点に留意しつつ、保有個人データの開示

等の手続を定めることが望ましい。

一開示等の請求等の方法は書冨によることが望ましいが、患者・利用者等

の自由な請求を阻害しないため、開示等の請求等に係る書面に理由欄を

設けることなどにより開示等を請求する理由の記載を要求すること及び

開示等を請求する理由を尋ねることは不適切である。

一開示等を請求する者が本人（又はその代理人）であることを確認する 3

一開示等の請求等があった場合、主治医等の担当スタッフの意見を聴いた

上で、速やかに保有個人データの開示等をするか否か等を決定し、これ

を開示の請求等を行った者に通知する。

一保有個人データの開示に当たり、法第28条第2項各号に該当する可能

性がある場合には、開示の可否について検討するために設費した検討委

員会等において検討した上で、速やかに開示の可否を決定することが望

ましい

一保有個人データの開示を行う場合には、日常の医療・介護サービス提供
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供への影響等も考慮、し、本人に過重な負担を課すものとならない範囲 への影響等も考慮し、本人に過重な負担を課すものとならない範囲で、

で、日時、場所、方法等を指定することができる。 日時、場所、方法等を指定することができる。

－代理人等、開示の請求等を行い得る者から開示の請求等があった場合、原 －代理人等、開示の誇求等を行い得る者から開示の請求等があった場合、原

員IJとして患者・利用者本人に対し保有傭人データ等の開示を行う旨の説明 則として患者・利用者本人に対し保有個人データの開示を行う旨の説明を

を行った後、開示の請求等を行った者に対して開示を行うものとする。 行った後、開示の請求等を行った者に対して開示を行うものとする。

－代理人等からの請求等があった場合で、①本人による具体的意思を把握で －代理人等からの請求等があった場合で、①本人による具体的意思を把握で

きない包括的な委任に基づく請求、②開示等の請求が行われる相当以前に きない包括的な委任に基づく請求、②開示等の請求が行われる相当以前に

行われた委任に基づく請求が行われた場合には、本人への説明に際し、開 行われた委任に基づく請求が行われた場合には、本人への説明に際し、開

示の請求等を行った者及び開示する保有個人データ等の内容について十分 示の請求等を行った者及び開示する保有個人データの内容について十分説

説明し、本人の意思を確認するとともに代理人の請求の適正性、開示の範 明し、本人の意思を確認するとともに代理人の請求の適正性、開示の範囲

囲等について本人の意思を踏まえた対誌を行うものとする。 等について本人の意思を踏まえた対応を行うものとする。

［法別表第二に掲げる法人に関する適用関係］ （新設）

－法別表第二に掲げる法人については、法第37条及び第38条の適用が除

外され（法第58条関係）、個人情報の取扱いについて独立行政法人等によ

る取扱いとみなして公的部門における規律（法第5章第4節）が適用され

る（法第 12 3条関係）。

1 7. 理由の説明、事前の請求、苦情の対応（法第36条、第39条～第4 1 3. 理由の説明、事前の請求、苦情の対応（法第31条、第34条～笠立

♀三塁） 5条）

（理由の説明） （理由の説明）

法第三十六条 個人情報取扱事業者は、第三十二条第二項、第三十一条 法第二十一条個人情報取扱事業者は、第二十七条第三項、第二十八条

第二項（同条第五項において準用する場合を含む。）、第三十四条第コ 第コ項、第二十九条第コ項又は前条第五項の規定により、本人から求

項又は前条第七項の規定により、本人から求められ、又は請求された められ、又は請求された措置の全部又は一部について、その措置をと
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措置の全部又は一部について、その措量をとらない旨を通知する場合

又はその措置と異なる措震をとる旨を通知する場合には、本人に対

し、その理由を説明するよう努めなければならない。

（事前の請求）

法第三十九条 本人は、第三十三条第一項、第三十四条第一項又は第三

十五条第一項、第三項若しくは第五項の規定による請求に係る訴えを

提起しようとするときは、その訴えの被告となるべき者に対し、あら

かじめ、当該請求を行い、かつ、その到達した日から二週間を経過し

た後でなければ、その訴えを提起することができない。ただし、当該

訴えの被告となるべき者がその請求を拒んだときは、この眼りでな

し、。

2 前項の請求は、その請求が通常到達すべきであった時に、郵達した

ものとみなす。

3 前二項の規定は、第三十三条第一項、第三十四条第一項又は第三十

五条第一項、第三項若しくは第五項の規定による請求に係る仮処分命

令の申立てについて準用する。

（個人情報取扱事業者による苦情の処理）

法第四十条 個人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに慢する苦’情の

適切かっ迅速な処理に努めなければならない。

2 個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の

整備に努めなければならない。

[t去の規定により遵守すべき事項等】

－医療・介護関係事業者は、本人から求められた保有個人データ等の利用目

122 

らない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知す

る還金i主主一本人に対し、その理由を説明するよう努めなければならな

し1。

（事前の請求）

法第三十四条本人は、第二十八条第一項、第二十九条第一項又は第三

十条第一項若しくは第三項の規定による請求に係る訴えを提起しよう

とするときは、その訴えの被告となるべき者に対し、あらかじめ、当

該請求を行い、かつ、その到達した白から二週間を経過した後でなけ

れば、その訴えを提起することができない。ただし、当該訴えの被告

となるべき者がその請求を拒んだときは、この限りでない。

2 前項の請求は、その請求が通常到達すべきであった時に、到達した

ものとみなす。

3 前二項の規定は、第二十八条第一項、第二十九条第一項又は第三十

条第一項若しくは第三項の規定による請求に係る仮処分命令の申立て

について準用する。

（個人情報取扱事業者による苦構の処理）

法第三十五条 傭人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦清

の適切かっ迅速な処理に努めなければならない。

2 個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の

整備に努めなければならない。

【法の規定により遵守すべき事項等］

－医療・介護関係事業者は、本人から求められた保有個人データの利用目的
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的の通知、文は本人から請求された開示、訂正等、矛IJ.. 用停止等において、 ｜ の通知、又は本人から請求された開示、訂正等、利用停止等において、そ

その措置をとらない旨又はその措置と異なる措量をとる旨本人に通知する｜ の措置をとらない旨又はその措賓と異なる措賓をとる旨本人に通知する場

場合は、本人に対して、その理由を説明するよう努めなければならない。 ｜ 合は、本人に対して、その理由を説明するよう努めなければならない0

・霞療・介護関係事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速｜・医療・介護関係事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速

な対応に努めなければならない。また、医療・介護関係事業者は、苦情の

適切かっ迅速な対応を行うにあたり、苦情への対応を行う窓口機能等の整

備や苦情への対応の手順を定めるなど必要な体制の整備に努めなければな

らない。

［その他の事項］

• l2f療・介護関係事業者は、本人に対して理由を説明する際には、文書によ

り示すことを基本とする。その際は、苦情への対応を行う体制についても

併せて説明することが望ましいc

－匿療・介護関係事業者は、患者・利用者等からの苦情対応にあたり、専用

の窓口の設置や主治医等の担当スタッフ以外の職員による相談体制を確保

するなど、患者・利用者等が相談を行し、やすい環境の整備に努める。

な対応に努めなければならない。また、医療・介護関係事業者は、苦情の

適切かつ迅速な対応を行うにあたり、苦情への対応を行う窓口機能等の整

備や苦情への対応の手！療を定めるなど必要な体制の整備に努めなければな

らない

［その他の事項］

・医療・介護関係事業者は、本人に対して理由を説明する際には、文書によ

り示すことを基本とする。その際は、苦情への対応を行う体制についても

併せて説明することが望ましい。

－監療・介護関係事業者は、患者・利用者等からの苦情対応にあたり、専用

の窓口の設置や主治医等の担当スタッフ以外の職員による相談体制を確保

するなど、患者・利用者等が棺談を行いやすい環境の整備に努める。

・医療・介護関係事業者は、当該施設における患者・利用者等からの苦情へ！・霞療・介護関係事業者は、当該施設における患者・利用者等からの苦情へ

の対応を行う体制等について院内や事業所内等への掲示やホームページへ

の掲載等を行うことで患者・利用者等に対して周知を図るとともに、地方

公共団体、地域の医師会や国民健康保験団体連合会等が開設する医療や介

護に関する相談窓口等についても患者・利用者等に対して周知することが

望ましい。

［法別表第二に掲げる法ょに関する適用関係］

123 

の対応を行う体制等について院内や事業所内等への掲示やホームページへ

の掲載等を行うことで患者・利用者等に対して周知を図るとともに、地方

公共団体、地域の医師会や菌民健康保険団体連合会等が開設する医療や介

護に関する相談窓口等についても患者・利用者等に対して周知することが

望ましい。

（新設）
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・法J:l!J表第二に掲げる法人については、法第36条及び第39条の適用が除

外され（法第58条関係）、個人情報の取扱いについて独立行政法人等によ

る取扱いとみなして公的部門における規律（法第5章第4節）が適用され

る（法第 12 3条関係）。

v ガイダンスの見麗し等 N ガイダンスの見直し等

1. 必要に応じた見直し l. 必要に応じた見直し

（略） （略）

2. 本ガイダンスを補完する事例集の作成・公開 2.本ガイダンスを補完する事例集の作成・公開

（略） （略）

}jlj表1 底療・介護関係法令において医療・介護関係事業者に作成・保存が 別表1 医療・介護関係法令において医療・介護関係事業者に作成・保存が

義務づけられている記録例 義務づけられている記録例

（匿療機関等（医療従事者を含む）） （医療機関等（産療従事者を含む））

1 病院・診療所 1 病院・診療所

． 診療録［産師法第24条、歯科医師法第23条｝ ． 診療録【医師法第24条、歯科医師法第23条｝

処方せん［医師法第22条、権科医師法第21条、医療法施行規尉 ． 処方せん｛医師法第22条、歯科医師法第21条、医療法施行規則

第20条、第21条の 5、第22条の 3、第22条の 7] 第20条、第21条の 5、第22条の 3、第22条の 7]

麻酔記録｛医療法施行規則第1条の 10] ． 麻酔記録【医療法施行規則第1条の 10] 

． 助産録［保健姉助産師看護師法第42条｝ ． 助産録［保鍵師助産師看護師法第42条］

． 救急救命処置録｛救急救命士法第46条］ （新設）

． 照射録｛診療放射線技師法第28条］ ． 照射録［診療放射線技師法第28条］

． 診療に関する諸記録 ． 診療に関する諾記録

①病院の場合処方せん（再掲）、手術記録、看護記録、検査所見 ①病院の場合処方せん（再掲）、手術記録、看護記録、検査所見

記録、エックス線写真、入院診療計画書［医療法施行規則第20 記録、エックス線写真、入院診療計画書［医療法施行規則第20
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条］ 条］

② 地域医療支援病院及び特定機能病院の場合 上記①に加え、紹介 ② 地域匿療支援病院及び特定機能病院の場合 上記①に加え、紹介

状、退院した患者に係る入院期間中の診療経過の要約【霞療法施 状、退院した患者に係る入院期間中の診療経過の要約［医療法施

行規則第21条の 5、第22条の 3] 行規則第21条の 5、第22条の 3]

③ 臨床研究中核病院の場合 上記①に加え、研究対象者に対する医 ③ 臨床研究中核病院の場合上記①に加え、研究対象者に対する医

薬品等の投与及び診療により得られたデータその他の記録｛医療 薬品等の投与及び診療により得られたデータその他の記録［医療

法施行規則第22条の 7] 法施行規則第22条の 7]

． 歯科衛生士業務記録［歯科衛生士法施行規則第 18条］ ． 歯科衛生士業務記録［歯科衛生士法施行規則第 18条］

歯科技工指示書［歯科技工士法第 18条、第 19条］ 歯科技工指示書［歯科技工士法第 18条、第 19条］

2 助産所 2 助産所

． 助産録［保健師助産師看護師法第42条］ 助産録｛保健師助産師看護師法第42条］

3 薬局 3 薬局

． 処方せん（調剤した旨等の記入）［薬剤師法第26条、第27条｝ ． 処方せん（調剤した旨等の記入）｛薬剤師法第26条、第27条］

． 調剤録［薬剤師法第28条｝ ． 調剤録｛薬剤師法第28条］

4 衛生検査所 4 衛生検査所

委託検査管理台帳、検査結果報告台張、苦情処理台帳【臨床検査技 委託検査管理台帳、検査結果報告台帳、昔清処理台帳【臨床検査技

師等に関する法害施行規則第 12条第1項第 16号、第12条の 師等に関する法律施行規則第 12条第1項第15号、第 12条の

3 ] 3] 

5～6 （略） 5～6 （略）

（介護関係事業者）※保存が想定されている記録も含む （介護関係事業者）※保存が想定されている記録も含む

（略） （略）

日IJ表 2 医療・介護関係事業者の通常の業務で想定される利用目的 別表2 震療・介護関係事業者の通常の業務で想定される利用自的
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（〈亙療機関等の場合） （産療機関等の場合）

［曹、者への医療の提供に必要な利用目的］ ［患者への医療の提供に必要な利用目的｝

〔医療機関等の内部での利用に係る事例〕 〔霞療機関等の内部での利用に係る事例〕

－当該匡療機関等が患者等に提供する医療サーゼス －当該医療機関等が患者等に提供する医療サービス

－医療保険事務 ・医療保険事務

－患者に係る医療機関等の管理運営業務のうち、 －患者に係る医療機関等の管理運営業務のうち、

一入退院等の病棟管理 一入退院等の病棟管理

一会計・経理 一会計・経理

一医療事故等の報告 一医療事故等の報告

一当該患者の医療サーピスの向上 一当該患者の医療サーピスの向上

〔他の事業者等への情報提供を伴う事例〕 〔他の事業者等への情報提供を伴う事例〕

－当該霞療機関等が患者等に提供する医療サーゼスのうち、 －当該医療機関等が患者等に提供する医療サーピスのうち、

一他の病院、診療所、助産所、薬局、訪関看護ステーション、介護 一他の病院、診療所、助産所、薬局、訪問看護ステーション、介護

サービス事業者等との連携 サービス事業者等との連携

－他の産療機関等からの照会への囲答 一他の医療機関等からの照会への回答

一患者の診療等に当たり、外部の医師等の意見・助言を求める場合 一患者の診療等に当たり、外部の医師等の意見・助言を求める場合

一検体検査業務の委託その他の業務委託 一検体検査業務の委託その他の業務委託

一家族等への病状説明 一家族等への病状説明

－医療保険事務のうち、 －医療保険事務のうち、

一保険事務の委託 一保険事務の委託

一審査支払機関へのレセプトの提出（適切な保険者への請求を含 一審査支払機関へのレセプトの提出

主ι
一審査支払機関又は保険者への照会 （新設）

一審査支払機関又は保険者からの照会への回答 審査支払機関又は保験者からの照会への田答
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・事業者等からの委託を受けて健農診断等を行った場合における、事 －事業者等からの委託を受けて健康診断等を行った場合における、事

業者等へのその結果の通知 業者等へのその結果の通知

－医師賠償責任保険などに係る、医療に関する専門の団体、保険会社 －医師賠償責任保険などに係る、医療に関する専門の団体、保険会社

等への相談又は届出等 等への相談文は届出等

［上記以外の利用自的］ ｛上記以外の利用目的］

（略） （略）

（介護関係事業者の場合） （介護関係事業者の場合）

（略） （略）

別表3 医療・介護関連事業者の通常の業務で想定される主な事例（法令に 別表3 医療・介護関連事業者の通常の業務で想定される主な事例（法令に

基づく場合） 基づく場合）

（医療機関等の場合） （医療機関等の場合）

0法令上、匿療機関等（医療従事者を含む）が行うべき義務として明記 0法令上、医療機関等（医療従事者を含む）が行うべき義務として明記

されているもの されているもの

－医師が感染症の患者等を診断した場合における都道府県知事等への届 －医師が感染症の患者等を診断した場合における都道府県知事等への届

出（感染症の予防及び、感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 出（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 
ノ

条） 条）

・特定生物由来製品の製造販売承認取得者等からの要請に基づき病院等 －特定生物由来製品の製造販売承認取得者等からの要請に基づき病院等

の管理者が行う、当該製品を使用する患者の記録の提供（医薬品医療 の管理者が行う、当該製品を使用する患者の記録の提供（麗薬品医療

機器等法第68条の 22第4項） 機器等法第68条の 22第4項）

－医師、薬剤師等の医薬関係者による、医薬品製造販売業者等が行う医 －医師、薬剤師等の霞薬関係者による、医薬品製造販売業者等が行う匿
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薬品等の適正使用のために必要な情報収集への協力（霞薬品医療機器 薬品等の適正使用のために必要な情報収集への協力（産薬品匿療機器

等法第68条の 2の5第2項）・痘師、薬剤師等の医薬関係者が行う厚 等法第68条の2第2項）

生労働大臣への医薬品等の副作用・感染症等報告（医薬品医療機器等 ・医師、薬剤師等の医薬関係者が行う厚生労働大臣への霞薬品等の副作

法第68条の 10第2項） 用・感染症等報告（医薬品医療機器等法第68条の 10第2項）

·~師等による特定医療機器の製造販売承認取得者等への当該特定医療 －医師等による特定震療機器の製造販売承認取得者等への当該特定震療

機器利用者に関わる情報の提供（医薬品匿療機器等法第68条の 5第 機器利用者に関わる情報の提供（霞薬品医療機器等法第68条の 5第

2項） 2項）

－自ら治験を行う者が行う厚生労働大臣への治験対象薬物の副作用・感 －自ら治験を行う者が行う厚生労働大臣への治験対象薬物の副作用・感

染症報告（医薬品医療機器等法第80条の2第6項） 染症報告（医薬品医療機器等法第80条の2第6項）

－処方せん中に疑わしい点があった場合における、薬剤師による霞師等 ・処方せん中に疑わしい点があった場合における、薬剤師による医師等

への疑義照会（薬剤師法第24条） への疑義照会（薬剤師法第24条）

－調剤時における、患者又は現に看護に当たっている者に対する薬剤師 －調剤時における、患者又は現に看護に当たっている者に対する薬剤師

による情報提供（薬剤師法第25条の 2) による’情報提供（薬剤師法第25条の 2)

・医師が麻薬中毒者と診断した場合における都道府県知事への届出（麻 －医師が麻薬中毒者と診断した場合における都道府県知事への届出（麻

薬及び向精神薬取締法第58条の 2) 薬及び向精神薬取締法第58条の 2)

－保険医療機関及び保険薬局が療養の給付等に関して費用を請求しよう －保険霞療機関及び保険薬局が療養の給付等に関して費用を請求しよう

とする場合における審査支払機関への診療報酬請求書・明細書等の提 とする場合における審査支払機関への診療報酬請求書・明細書等の提

出等（健康保険法第 76条等） 出等（健康保険法第76条等）

－家庭事情等のため退院が困難であると認められる場合等患者が一定の －家羅事情等のため退院が困難であると認められる場合等患者が一定の

要件に該当する場合における、保険医療機関による健康保険組合等へ 要件に該当する場合における、保険医療機関による健農保険組合等へ

の通知（保険医療機関及び保険医療養担当規則第 10条等） の通知（保険医療機関及び保険霞療養担当規財第 10条等）

－診療した患者の疾病等に関して他の医療機関等から保険毘に照会があ －診療した患者の疾病等に関して他の医療機関等から保険医に照会があ

った場合における対応（保険医療機関及び保険医療養担当規則第16 った場合における対応（保険亙療機関及び保険霞療養担当規則第 16 

条の 2等） 条の2等）
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－施設入所者の診療に関して、保険度と介護老人保健施設の医師との間 －施設入所者の診療に関して、保険医と介護老人保健施設の芭師との問

の情報提供（老人保健法の規定による医療並びに入院時食事療養費及 の情報提供（老人保健法の規定による臣療並びに入院時食事療養費及

び特定療養費に係る療養の取扱い及び担当に関する基準第 19条の び特定療養費に係る療養の取扱い及び担当に関する基準第 19条の

4) 4) 

－患者から訪問看護指示書の交付を求められた場合における、当該患者 －患者から訪問看護指示書の交付を求められた場合における、当該患者

の選定する訪問看護ステーションへの交付及び訪問看護ステーション の選定する訪問看護ステーションへの交付及び訪関看護ステーション

等からの相談に応じた指導等（保険医療機関及び保険匿療養担当規則 等からの相談に応じた指導等（保険医療機関及び保険医療養担当規則

第 19条の4等） 第 19条の4等）

・患者が不正行為により療養の給付を受けた場合等における、保険薬局 ・患者が不正行為により療養の給付を受けた場合等における、保険薬局

が行う健康保険組合等への通知（保険薬局及び保険薬剤師療養担当規 が行う健康保険組合等への通知（保険薬局及び保険薬剤師療養担当規

貝lj第7条） 則第7条）

－医師等による都道府県知事への不妊手指又は人工妊娠中絶の手術結果 ・医師等による都道局県知事への不妊手術又は人工妊娠中絶の手術結果

に係る届出（母体保護法第25条） に係る届出（母体保護法第25条）

－児童虐待を受けたと患われる先童を発見した者による児童相談所等へ －児童虐待を受けたと思われる先輩を発見した者による児童相談所等へ

の通告（児童虐待の防止等に関する法律第6条） の通告（児童虐待の訪止等に関する法律第6条）

－要保護児童を発見した者による児童相談所等への通告（児童福祉法第 －要保護児童を発見した者による児童相談所等への通告（児童福祉法第

2 5条） 2 5条）

－指定入院医療機関の管理者が申立てを行った際の裁判所への資料提供 －指定入院医療機関の管理者が申立てを行った際の裁判所への資料提供

等（心身喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等 等（心身喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の匿療及び観察等

に関する法律（霞療観察法第25条） に関する法律（医療観察法第25条）

・裁判所より鑑定を命じられた精神保健判定医等による鑑定結果等のd情 ・裁判所より鑑定を命じられた精神保健判定匿等による鑑定結果等の情

報提供（医療観察法第37条等） 報提供（医療観察法第37条等）
， 

－指定入院医療機関の管理者による無断退去者に関する情報の警察署長 －指定入院医療機関の管理者による無断退去者に関する情報の警察署長

への提供（匿療観察法第99条） への提供（霞療観察法第99条）
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－指定通院医療機関の管理者による保護観察所の長に対する通知等（医 －指定通説医療機関の管理者による保護観察所の長に対する通知等（医

療観察法第11 0条・第 11 1条） 療観察法第11 0条・第11 1条）

－精神病院の管理者による都道府県知事等への措置入院等に係る定期的 －精神病院の管理者による都道府県知事等への措量入院等に係る定期的

病状報告（精神保健福祉法第 38条の 2) 病状報告（精神保健福祉法第38条の 2)

－指定医療機関による都道府県・市町村への被保護者に係る病状報告 －指定医療機関にLる都道府県・市町村への被保護者に係る病状報告

（生活保護法第50条、指定医療機関医療担当規程第7条、第1o, （生活保護法第50条、指定医療機関医療担当規程第7条、第 10 

条） 条）

－病院等の管理者による、原発性のがんについて、当該病院等における －病院等の管理者による、原発性のがんについて、当該病院等における

初回の診断が行われた場合における、都道府県知事への届出（がん登 初回の診断が行われた場合における、都道府県知事への届出（がん登

録等の推進に関する法律第6条） 録等の推進に関する法律第6条）

－専門的ながん医療の提供を行う病院その他の地域におけるがん医療の －専門的ながん医療の提供を行う病院その他の地域におけるがん匿療の

確保について重要な役割を担う病院の開設者及び管理者による、院内 確保について重要な役割を担う病院の開設者及び管理者による、！境内

がん登録事業における層への情報提供等（がん登録等の推進に関する がん登録事業における国への情報提供等（がん登録等の推進に関する

法律第44条等） 法律第44条等

・医療事故が発生した場合の医療事故調査・支援センターへの報告（医 （新設）

療法第6条の 10) 

－産療事故調査が終了したときの医療事故調査・支援センターへの報告 （新設）

（匿療法第6条の 11第4項）

（略） 0法令上、医療機関等（震療従事者を含む）が任意に行うことができる

事項として明記されているもの

－配偶者からの暴力により負傷又は疾病した者を発見した者による配偶

者暴力相談支援センター又は警察への通報（配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律第6条）
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（略）

（介護関係事業者の場合）

（略）

5j!J表4 医療関係資格、介護サービス従業者等に係る守秘義務等

（藍療関係資格）

（略）

0行政機関等の報告徴収・立入検査等に芯じることが間接的に義務づけ

られているもの

－医療監視員、薬事監視員、都道府県職員等による立入検査等への対応

（医療法第25条及び第63条、医薬品医療機器等法第69条、臨床

検査技師等に関する法律第20条の 5等）

－厚生労働大臣、都道府県知事等が行う報告命令等への対応（医療法第

2 5条及び第 63条、医薬品産療機器等法第69条、健療保険法第6

0条、第 78条及び第 94条等）

－指定医療機関の管理者からの情報提供要求への対応（医療観察法第9

0条）

－保護観察所の長からの協力要請への対志（医療観察法第 10 1条）

－保護観察所の長との情報交換等による関係機関相互間の連携（医療観

察法第 10 8条）

－基幹統計調査の報告（統計法第 13条）

－社会保険診療報酬支払基金の審査委員会が行う報告徴収への対応（社

会保険診療報酬支払基金法第 18条）

・モニター、監査担当者及び治験審査委員会等が行う原医療記録の関覧

への協力（医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令第 37条）

（介護関係事業者の場合）

（略）

別表4 医療関係資格、介護サービス従業者等に係る守秘義務等

（霞擦関係資格）

（略）
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［守秘義務に係る法令の規定例］ ［守秘義務に係る法令の規定例〕

（略） （路）

（介護サービス事業者等） （介護サービス事業者等）

事業者等 根拠法 事業者等 根拠法

市町村の委託を受けて要介護認定を 介護保険法第27条第4項 市町村の委託を受けて要介護認定を 介護保険法第 27条第4項

行う者 行う者

各サービス事業所の従業者・職員 －指定居宅サービス等の事業の人 各サービス事業所の従業者・職員 －指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準 員、設錆及び運営に関する基準

－指定介護予訪サーゼス等の事業 －指定介護予防サーピス等の事業

の人員、設備及び運営並びに指 の人員、設備及び運営並びに指

定介護予防サーピス等に係る介 定介護予防サーピス等に係る介

護予坊のための効果的な支援の 護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準 方法に関する基準

－指定地域密着型サービスの事業 －指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する の人員、設備及び運営に関する

基準 基準

－指定地域密着型介護予防サーピ －指定地域密着型介護予防サーピ

スの事業の人員、設備及び運営 スの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型予防サー 並びに指定地域密着型予防サー

ピスに係る介護予防のための効 ピスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準 果的な支援の方法に関する基準

－指定居宅介護支援等の事業の人 －指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準 員及び運営に関する基準
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［守秘義務に係る法令の規定例］

－霊友公護予訪支援等の事業の人

員及び運営並びに指定介護予防

左差等に係る介護予防のための

盈塁的な支援の方法に関する基

準

－指定介護老人福祉施設の人員、

設備及び運営に関する基準

－介護老人保健施設の人員、施設

及び設備並びに運営に関する基

準

－指定介護療養型医療施設の人

員、設備及び運営に関する基準

．特別養護老人ホームの設備及び

運営に関する基準

－介護医療院の人員、施設及び設

備並びに運営に関する基準

0指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（略）

別表5 医学研究分野における関連指針

（削る）

［守秘義務に係る法令の規定例］

－指定介護予防支援等の事業の人

員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する

基準

－指定介護老人福祉施設の人員、

設備及び運営に関する基準

－介護老人保健施設の人員、施設

及び設備並びに運営に関する基

準

－指定介護療養型医療施設の人

員、設備及び運営に関する基準

．特別養護老人ホームの設備及び

運営に関する基準

（新設）

0指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（略）

~IJ表 5 医学研究分野における関連指針

0 fヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針I（平成 16年12月2

8日文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第1号）
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or遺伝子治療等臨床研究に関する指針」（平成31年2月 28日厚生労働

省告示第48号）

0 「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針I（令和3年文

部科学省・厚生労働省・経産省告示第1号）

別表6 UNESC O国際宣言等

（略）
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or遺伝子治療等臨床研究に関する指針J（平成 16年 12月 28 s文部科

学省・厚生労働省告示第2号）

0 「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」（平成26年文部科学

省・車生労働省告示第3号）

別表6 UNESC O国際宣言等

（略）
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別添2

医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス

平成29年4月14日

〈令和4年3月一部改正〉

個人情報保護委員会

厚生労働省
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I 本ガイダンスの趣旨、自的、基本的者え方

1 .本ガイダンスの趣旨

本ガイダンスは、「個人情報の保護に関する法律J（平成15年法律第57号。以下「法」

という。〉を踏まえ、「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則繍〉」

（平成28年姐人情報保護委員会告示第6号。以下「通則ガイドライン」という。〉を基

礎とし、法第6集及び第9条の規定に基づき、法の対象となる病院、診療所、薬商、介

護保際法に規定する層宅サービス事業を行う者等の事業者等が行う個人情報の適正な取

扱いの確保に関する活動を支援するための異体的な留意点・事例等を示すものである。

なお、本ガイダンスは医療・介護関係事業者における実例に照らした内容であるだめ、

本ガイダンスに記載のない事項及び関係条文については通則ガイドライン、「個人情報の

保護に閲する法律についてのガイドライン（外国にある第三者への提供編）J（平成28

年個人情報保護委員会告示第7号〉、「個人情報の保護に関する法律についてのガイドラ

イン（第三者提供時の確認・記録義務編〉」（平成28年個人情報保護委員会告示第8号〉、

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（仮名加工情報・唐名加工情報

編〉」（平成28年個人情報保護委員会告示第9君。以下「仮名加工情報・匿名加工情報

ガイドライン」という。〉及び「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（認

定個人情報保護団体編）J（令和3年個人情報保護委員会告示第7号〉をそれぞれ参照さ

れたい。

2.本ガイダンスの構成及び基本的考え方

個人情報の取扱いについては、法第3条において、「個人情報が、個人の人格尊重の理

怠の下に慎重に取り扱われるべきものであるJとされていることを踏まえ、個人情報を

取り扱う全ての者は、その目的や様態を問わず、個人情報の性格と重要性を十分認識し、

その適正な取扱いを図らなければならない。

医療分野は、個人情報の性震や利用方法等から、法第6条の規定に基づく特に適正な

取扱いの厳格な実施を確保する~要がある分野の一つであることから、各医療機関等に

おける積極的な取組が求められる。

また、介護分野においても、介護関係事業者は、多数の利用者やその家族について、

他人が容易には知り得ないような個人情報を詳細に知りうる立場にあり、医療分野と同

様に個人情報の適正な取阪いが求められる分野と考えられる。

このことを踏まえ、本ガイダンスでは、 j去の趣旨を踏まえ医療・介護関係事業者にお

ける個人晴報の適正な取扱い力河童保されるよう、遵守すべき事項及び遵守することが望

ましい事項をできる限り具体的に示しており、各医療・介護関係事業者においては、法

令、「個人情報の保護に関する基本方針」（平成16年4月2日閣議決定。以下「慕本方

針」という。〉及び本ガイダンスの趣旨を踏まえ、個人情報の適正な取扱いに取り組む~

要がある。

異体的には、医療・介護関係事業者は、本ガイ夕、ンスの｛法の規定により遵守すべき

事項等）のうち、「しなければならない」等と記載された事項については、法の規定によ

り厳格に遵守することが求められる。また、〔その他の事項】については、 j去に基づく義

務等ではないが、達成できるよう努めることが求められる。

1 
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3.本ガイタンスの刻象となる「医療・介護関係事業者」の範囲

本ガイダンスが苅象としている事業者の範囲は、①病院、診療所、助産所、薬局、訪

問看護ステーション等の患者に対し趨接医療を提供する事業者〈以下「医療機関等」と

いう。〉、②介護保際法に規定する賠唱サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着

型サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居唱介護支援事業、介護予防支援

事業、及び介護保険施設を経営する事業、老人福祉法に規定する老人居宅生活支援事業

及び老人補祉施設を経営する事業その他高齢者福祉サービス事業を行う者（以下「介護

関係事業者Jという。〉であって、法第16条第2項に規定する個人情報取扱事業者とし

での規律の全部又は一部の適用を受ける者〈法別表第二に掲げる法人及び独立行政法人

労働者健康安全機構（病院の運留の業務に限る。〉を含む。〉である。ただし、園、地方

公共団体、独立行政法人等、地方独立行政法人が設置する医療機関等又は介護関係事業

者であって、個人情報取扱事業者としての規律の適用を受けない者ち、医療・介護分野

における個人情報保護の精神は同一であることから、本ガイダンスに十分配慮すること

が望ましい。

※ 個人情報取扱事業者としての規律の全部又は一部の適用を受けない者にあっては、

法第2条第11 I員に規定する行政機関等としての規律の適用を受けることとなるため、

個人情報保護委員会が公表する公的部門ガイドライン等ち参照する必要がある。詳細

はEを参照されたい。

また、地方公共団体又は地方独立行政法人が設聾するものについては、デジタル社

会の形成を図るだめの関係法律の整備に関する法律（令和3年法霞第37号。以下「整

備法Jという。〉第51条の規定の施行の臼までは法及び本ガイダンスの適用はないが、

整備法の趣旨に鑑みれば、施行前であっても本ガイダンスに十分配慮することが望ま

しい。

なお、検体検査、患者等や介護サービス利用者への食事の提供、施設の清掃、医療事

務の業務など、監療・介護関係事業者から委託を受けだ業務を遂行する事業者において

は、本ガイダンスのN7.に沿って適切な安全管理措量を講ずることが求められるとと

もに、当該委託を待う医療・介護関係事業者は、業務の委託に当たり、本ガイダンスの

趣旨を理解し、本ガイダンスに沿った対応を行う事業者を委託先として選定するととも

に委託先事業者における個人情報の取扱いについて定期的に確認を行い、適切な運用が

行われていることを確認する等の措置を講ずる必要がある。

4.本ガイダンスの対象となる「個人情報」の範囲

法令上「個人情報Jとは、生害する個人に関する情報であり、個人情報取扱事業者の

義務等の対象となるのは、生惇する個人に関する情報に限定されている。本ガイダンス

は、医膿・介護関係事業者が保有する生君子する個人に関する情報のうち、医療・介護関

係の情報を苅象とするものであり、また、診療録等の形態に整理されていない揚合でも

個人情報に該当する。

なお、当該患者・利用者が死亡レだ後においても、医療・介護関係事業者が当該患者・

利用者の情報を保在している揚合には、漏えい、滅失又は皇室損等の防止のため、個人情
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報と同等の安全管理措置を講ずるものとする。

5.個人情報保護委員会の権限行使との関係

本ガイダンス中、【法の規定！こより遵守すべき事項等）に記載された内容のうち、医療・

介護関係事業者の義務とされている内容を個人情報取扱事業者とレての義務を負う医

療・介護関係事業者が遵守しない揚合、個人情報保護委員会は、法第143条から第1

45条までの規定に基づき、「報告徴収」、「立入検査J、「指導・朗言」、「勧告」及び「命

令」を行うことがある。

また、法第147条第1I頁の規定に基づき、法第143条第1I頁の規定による権限が

個人情報保護委員会から事業所管大臣に委任された揚合には、厚生労働大臣が報告徴収

及び立入検査を行うことがある。

さらに、法第165条及び「個人情報の保護に関する法律施行令J（平成15年12月

1 0日政令第507号。以下「令Jという。〉第38条において、法第143条第 1項に

規定する個人情報保護委員会の権限及び法第147条第1項の規定により事業所管大臣

に委任された権限に属する事務は、個人情報取扱事業者が行う事業であって事業所管大

臣が所管するものについての報告徴収及び立入検査に係る権限に属する事務の全部又は

一部が、（自の法令の規定により地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととされて

いるときは、当該地方公共団体の長等が法に基づく報告徴収及び立入検査を行うことが

ある。

6.医療・介護関係事業者が行う措置の透明性の確保と対外的明確化

法第3条では、個人の人格尊重の理議の下に個人情報を慎重に扱うべきことが指摘さ

れている。

医療・介護関係事業者は、個人情報保護に関する考え方や方針に関する宣言（いわゆ

る、プライバシーポリシー、プライバシーステートメント等〉及び個人情報の取扱いに

関する明確かつ適正な規則を策定し、それらを対外的に公表することが求められる。ま

た、患者等から当該本人の個人情報がどのように取り扱われているか等について知りた

いという求めがあった揚合は、当該規則に基づき、迅速に情報提供を行う等必要な措置

を行うものとする。

個人情報保護に関する考え方や方針に関する宣言の内容としては、医療・介護関係事

業者が個人の人格尊重の理愈の下に個人情報を取り扱うこと及び関係法令及び本ガイダ

ンス等を遵守すること等、個人情報の取扱いに関する規則においては、個人情報に係る

安全管理措置の概要、本人等からの開示等の手続、第三者提供の取扱い、苦情への対応

等について具体的に定めることが考えられる。

なお、利用目的等を広く公表することについては、以下のような趣旨があることに留

意すべきである。

①医療・介護関係事業者で偶人情報が利用される意義について患者・利用者等の理解

を得ること。

②医療・介護関係事業者において、 j去を遵守し、個人情報保護のため積極的に取り組

んでいる姿勢を対外的に明らかにすること。
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7.貰任体制の明確化と患者・利用者窓口の設置等

医療・介護関係事業者は、個人情報の適正な取扱いを推進レ、漏えい等の問題に対処

する体制を整備する!Qfl要がある。このため、個人情報の取扱いに関レ、専門性と指導性

を有レ、事業者の全体を統括する組織体制・賞任体制を構築レ、規則の策定や安全管理

措置の計百立案等を効果的に実施できる体制を構築するものとする。

また、患者・利用者等に対しては、受信時、利用開始時に個人情報の利用目的を説明

するなど、必要に応じて分かりやすい説明を行う必要があるが、加えて、患者・利用者

等が疑問に感じだ内容を、いつでも、気軽に問合せできる窓口機能等を確保することが

重要である。また、患者・利用者等の相談は、医療・介護サービスの内容とも関連して

いる揚合が多いことから、個人情報の取扱いに関し患者・利用者等からの相談や苦情へ

の苅跡等を行う窓口機能等を整備するとともに、その窓口がサービスの提供に関する相

談機能とも有機的に連携した対応が行える体制とするなど、患者・利用者等の立場に立

った対応を倍う必要がある。

なお、個人情報の利用自的の説明や窓口機能等の整備、開示の請求を受け付ける方法

を定める揚合等に当だっては、障害のある患者・利用者等にも配慮する必要があるo

8.遺族への診療情報の提供の取阪い

法は、 OECDS原則の趣旨を踏まえ、生害する個人の情報を適用対象とし、個人情

報の自的外利用や第三者提供に当たっては本人の同意を得ることを原則とレており、死

者の情報は原則として個人情報とならないことから、法及び本ガイダンスの対象とはな

らない。しかし、患者・利用者が死亡した際に、遺族から診療経過、診療情報や介護関

係の諸記録について照会が行われた揚合、医療・介護関係事業者は、患者・利用者本人

の生前の意思、名誉等を十分に尊重しつつ、特段の配慮が求められる。このだめ、患者・

利用者が死亡した際の遺族に対する診療情報の提供については、「診療情報の提供等に

関する指針」（「診療情報の提供等に関する指針の策定について」（平成15年9月12日

医政発第09120,01号〉〉の9において定められている取扱いに従って、医療・介護

関係事業者は、間指針の規定により遺族に対して診療情報・介護関係の記録の提供を行

うものとする。

9.個人情報が研究に活用される揚合の取扱い

近年の科学技術の高度化に伴い、研究において個人の診療情報等や要介護認定情報等

を利用する揚合力吐普加しているほか、患者・利用者への診療や介護と盟行レて研究が進

められる揚合もある。

法及び本ガイダンスは、原則とレて、大学その他の学術研究を目的とする機関等が、

学術研究の用に供する目的をその全部又は一部として個人情報を取り扱う揚合にも適用

される。ちっとも、法は、利用目的による制限〈法第18条〉、要配慮個人情報の取得制

限（法第20条第21頁〉、個人データの第三者提供の制限（法第27条〉等の一部の規定

については、憲法上の基本的人権である「学問の自由」の保障への配慮から、学術研究

目的で個人情報を取り扱う一定の揚合に闘し、個人の権利利益を不当に侵害するおそれ
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がある揚合を除き、例外規定を置いている（IV参照〉。これらの例外規定が適用される揚

合においても、学術研究機関等は、法第59条により、自主的に個人晴報の適正な取扱

いを確保するための措置を講ずることが求められており、これに当たっては、医学研究

分野の関連指針（別表5参照〉とともに本ガイダンスの内容についても留意することが

期待される。

なお、治験及び製造販売後臨床試験における個人情報の取扱いについては、本ガイダ

ンスのほか、医薬品、医療機器等の日質、有刻性及び安全性の確保等に潤する法律（昭

和35年法律第145号。以下「医薬品医療機器等法」という。〉及び関係法令（「医薬

昂の鵠床試験の実施の基準に関する省令」〈平成9年厚生省令第28号〉等〉の規定や、

関係団体等が定める指針に従うものとする。また、震療機関等が自ら研究を実施する揚

合、企業若しくは研究機関から研究を受託して若しくは共陪で実施する揚合又は他の研

究機聞からの求めに応じて研究のために情報提供する揚合における個人情報の取扱いに

ついては、本ガイダンスのほか、別表5に掲げる震学研究分野における関連指針や、関

係毘体等が定める指針に従うものとする。

1 0.遺伝情報を診蟻に活用する揚合の取扱い

遺伝学的検査等により得られた遺伝情報については、本人の遺伝子・染色体の変化に

基づく体質、疾病の発症等に関する情報が含まれるほか、その血縁者に関わる情報でも

あり、その情報は生涯変化しないものであることから、これが漏えいしだ揚合には、本

人及び血縁者が被る被害及び苦痛は大きなものとなるおそれがある。したがって、遺伝

学的検査等により得られた遺伝情報の取扱いについては、 UNESCO国際軍言等（別表

6参照〉、別表5に掲げる指針及び関係団体等が定める指針を参考とレ、特に留意する必

要がある。

まだ、検査の実施に宿意している揚合においても、その検査結果が示す意味を正確に

理解することが困難であったり、疾病の将来予測性に対レてどのように対処すればよい

かなど、本人及び家族等が大きな不安を持つ揚合が多い。したがって、医療機関等が、

遺伝学的検査を行う揚合には、臨床遺伝学の専門的知識を持つ者により、遺伝カウンセ

リングを実施するなど、本人及ひ家族等のJ~＼理的社会的支援を行う脳裏がある。

1 1 .他の法令等との関係

医療・介護関係事業者は、 j[Q]人情報の取扱いにあたり、 j去、基本方針及び本ガイダン

スに示す項目のほか、個人情報保護又は守秘義務に関する他の法令等（刑法、関係資格

法、介護保険法等〉の規定を遵守レなければならない。

また、病院等の管理者の監督義務（医療法第15条の3）や業務委託（医療法第15 

条の3等〉に係る規定、介護関係事業者における傭人情報保護に係る規定等を遵守しな

ければならない。

また、医療分野については、すでに「診療情報の提供等に関する指針」が定められて

いる。これは、インフォームド・コンセントの理意等を踏まえ、医療従事者等が診療情

報を積極的に提供することにより、医療従事者と患者等とのより良い信頼関係を構築す

ることを目的としており、この目的のため、患者等からの求めにより個人情報である診
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療情報を開抗する揚合は、向指針の内容に従うものとする。

1 2.認定個人情報保護団体における取組

法第47条においては、個人情報取扱事業者等の個人情報等の適正な取扱いの確保を

邑的とする業務を行う法人等は個人情報保護委員会の認定を受けて認定個人情報保護団

体となることがでさることとされている。認定個人情報保護団体となる医療・介護関係

の団体等は、傘下の医療・介護関係事業者を対象に、個人情報保護に係る普及・啓発を

推進するほか、法の趣旨に沿った指針等を自主的なルールとして定めたり、個人情報の

取扱いに関する患者・利用者等のだめの相談窓口を開設するなど、積極的な取組を行う

ことが期待されている。
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立 用語の定義等

1.個人情報〈法第2条第1項〉

（定義〉

法第二条 この法律において「1閤人情報」とは、生啓する個人に関する情報であって、

次の各号のいずれかに該当するものをいう。

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図薗若しくは竃磁的

記録（電酪的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式をいう。次項第二号において同じ。〉で作られる記録をいう。以下

問じ。〉に記載され、若しくは記録され、又は音高、動作その他の方法を用いて表さ

れだ一切の事項（個人識別符号を除く。〉をいう。以下問じ。〉により特定の個人を

識別することができるもの（地の情報と容易に照合することができ、それにより特

定の個人を識別することがでさることとなるものを含む。〉

二個人識別符号が含まれるもの

「個人情報Jとは、生容する「個人に関する情報」であって、当該情報に含まれる氏名、

生年月日、その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容

易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができるものを含む。〉、

又は個人識別符号が含まれるものをいう。「個人に関する情報」は、氏名、住所、性別、生

年月目、顔画像等個人を識別する情報に限られず、ある個人の身体、財産、職種、

の属性に関して、事実、判断、評価を表す全ての情報であり、評価情報、公刊物等によっ

て公にされている情報や、映像、音声による情報も含まれ、暗号化等によって秘匿化され

ているか否かを聞わない。

また、例えば診療録には、患者について客観的な検査をしだヂータもあれば、それに対

して医師が行った判断や評価も書かれている。これら全体が患者個人に関する情報に当た

るものであるが、あわせて、当該診療録を作成した医師の側からみると、自分が行つだ判

断や評価を書いているものであるので、医師個人に関する情報とも言うことができる。し

たがって、診療録等に記載されている情報の中には、患者と医師等双方の個人情報という

こ菌性を持っている部分もあることに留意が必要である。

なお、死者に関する情報が、同時に、遺族等の生惇する他人に関する情報でもある揚合

には、当該生害する個人に関する情報となる。

本ガイダンスは、医療・介護関係事業者が保有する医療・介護関係個人情報を対象とす

るものであり、診療録等の形態に整理されていない揚合でも個人情報に該当する。

（例〉下記については、記載された氏名、生年月日、その他の記述等により特定の個人を

識別することがでさることから、個人情報に該当する。

（医療・介護関係法令において墜療・介護関係事業者に作成・保葎が義務づけられ

ている記録慨は別表1参照〉

0医療機関等における個人情報の例
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診療録、処方せん、手術記録、回産録、香護記録、検査所見記録、エックス線写真、

紹介状、退院した患者に係る入院期間中の診療経過の要約、謂剤録等

0介護関係事業者における個人情報の例

ケアプラン、介護サービス提供にかかる計画、提供したサービス内容等の記録、

故の状況等の記録等

2.個人識別符号（法第2条第21頁〉

（定義〉

法第二条

2 この法律において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する文字、番

号、記号その他の符号のうち、政令で定めるものをいう。

一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、

番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別することができるもの

二 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関レ割り当

てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、若しくは電磁的方

式により記録された文字、番号、記号その他の符号であって、その利用者若しくは

購入者又は発行を受ける者ごとに異なるものとなるように割り当てられ、又は記載

され、若しくは記録されることにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受

ける者を識別することができるもの

令第一条個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。〉第二条第二項の政令で定

める文字、番号、記号その他の符号は、次に掲げるものとする。

一 次に掲げる身体の特徴のいずれかを電子計算機の用に供するために変換した文

字、番号、記号その他の符号であって、特定の個人を識別するに足りるものとレて

個人情報保護委員会規則で定める基準に適合するもの

イ 細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名 DNA）を構成する塩基の配列

口～卜（略〉

二～六（略〉

七 次に掲げる証明書にその発行を受ける者ごとに異なるものとなるように記載され

だ個人情報保護委員会規則で定める文字、番号、記雪その他の符号

イ 国民健康保険法（昭和33年法律第192号〉第九条第二項の被保験者証

口 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号〉第五十四条第三

項の被保険者証

ハ介護保模法〈平成9年法律第123号〉第十二条第三項の被保陳者証

八 その他前各号に準ずるものとして個人情報保護委員会規則で定める文字、番号、

記号その他の符号

規則第二条個人情報の保護に関する法律施行令〈以下「令」という。〉第一条第一号の
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個人情報保護委員会規則で定める基準は、特定の個人を識別することができる水準が

確保されるよう、適切な範囲を適切な手法により電子計算機の用に供するために蛮換

することとする。

規則第三条令第一条第七号の個人情報保護委員会規則で定める文字、番号、記号その

他の符号は、次の各号に掲げる証明書ごとに、それぞれ当該各号に定めるものとする。

ー令第一条第七号イ！こ掲げる証明書国民健康保際法（昭和33年法律第192号〉

第百十一条の二第一項に規定する保険者番号及び被保験者記号・醤患

二 令第一条第七号口に掲げる証明書高齢者の医療の確保に関する法律（昭和5ア

年法律第80号〉第百六十一条の二第一項に規定する保険者番号及び被保陳者番苦

三令第一条第七号ハに掲げる証明書同号ハに掲げる証明書の番号及び保験者番号

規則第四条令第一条第八号の恒人情報保護委員会規則で定める文字、番号、記号その

他の符号は、次に掲げるものとする。

一健康保険法（大正11年法律第70号〉第三条第十一項に規定する保険者番号及

び同条第十二項に規定する被保験者等記号・番号

二 船員保険法〈昭和14年法律第73号〉第二条第十項に規定する保股者番号及び

同条第十一項に規定する被保険者等記号・番号

三～四（略〉

五私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号〉第四十五条第一I頁に規定す

る保険者番号及び加入者等記号・番号

六 国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号〉第百十二条のこ第一項に規

定する保験者番場及び組合員等記号・番号

七 地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号〉第百四十四条の二十四の

二第一項に規定する保険者番器及び組合員等記号・番号

）＼～九（略〉

「個人識別符号jとは、当該情報単体から特定の個人を識別できるものとして令に定

められた文字、番号、記号その他の符号をいい、これに該当するものが含まれる情報は

個人情報となる。

具体的な内容は、令第1条及び個人晴報の保護に関する法律施行規則〈平成28年個

人情報保護委員会規則第3号。以下「規則」という。〉第2条から第4条までに定められ

ており、例えば、細胞から採取されたデオキシ1）ボ核酸（別名 DNA）を構成するi益基の

配列、健康保険法に基づく保険者番号や被保険者等記号・醤告など力宅妥当する。

したがって、当該保険者番号及び被保険者番号・記患のいずれもが含まれる情報は、

個人情報となる。

3.要配慮個人情報（法第2条第3項〉
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（定義）

法第二条

3 この法律において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、

犯罪の経歴、犯罪により害を被つだ事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他

の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める

記述等が含まれる個人情報をいう。

令第二条 法第二条第三項の政令で定める記述等は、次に掲げる事項のいずれかを内容

とする記述等〈本人の病置又は犯罪の経歴に該当するものを除く。〉とする。

一 書体障害、知的障害、精神障害℃発達障害を含む。〉その他の個人情報保護委員会

規則で定めるJ~＼畠の機能の障害があること。

二 本人に刻して医師その他医療に関連する職務に従事する者〈次号にあいて「医師

等」という。〉により行われだ疾病の予訪及び車期発見のための健康診断その他の検

査〈同号において「健康診断等Jという。〉の結果

三健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他のJ~＼身の変化を理由とレて、

本人に対して医師等によりj白身の状態の改善のだめの指導又は診療若しくは調剤が

行われたこと。

四 本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、勾留、公訴の提起その他

の刑事事件に関する手続が行われたこと。

五本人を少年法（昭和23年法律第168号〉第三条第一項に規定する少年又はそ

の疑いのある者として、調査、観護の措置、審判、保護処分その他の少年の保護事

件に関する手続が行われたこと。

規則第五条令第二条第一号の個人情報保護委員会規則で定める山皐の機能の障害は、

次に掲げる障害とする。

易体障害者福祉法（昭和24年法律第283号〉別表に掲げる易体上の障害

ニ知的障害者福祉法（昭和35年法律第3ア号〉にいう知的障害

三精神保健反ひ精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号〉にいう

精神障害〈発達躍害者支援法（平成16年法律第16ア号〉第二条第一項に規定す

る発達障害を含み、前号に掲げるものを除く。〉

自 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号〉第四条第

一頃の政令で定めるものによる障害の程度が問項のl寧生労働大臣が定める程度であ

るもの

「要配慮個人情報Jとは、不当な差別や偏見その他の不利益が生じないようにその取

扱いに特に配慮を要するものとして法第2条第3項、令第2条及び規則第5条で定める

記述等が含まれる個人情報をいう。なお、医療機関等及び介護関係事業者において想定

される要配庸個人情報に該当する情報とは、診療録等の診療記録や介護関係記録に記載

された病歴、診療や謂剤の過程で、患者の身体状況、病状、治療等について、医療従事
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者が知り得た診療情報や調剤情報、健康診断の結果及び保健指導の内容、障害（身体障

害、知的障害、精神障害等〉の事実、犯罪により害を被った事実等が挙げられる。

なお、要配慮個人情報の取得や第三者提供には、原則とレて本人間意が必要であり、

法第23条第2項の規定による第三者提供（オブトアウトによる第三者提供〉は認めら

れていないので、注意が必要である。

4.仮名加工情報（法第2条第5項〉

（定義〉

法第二条

5 この法律において「仮名加工情報Jとは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じ

て当該各号に定める措置を講じて他の情報と照合レない眼り特定の個人を識別する

ことができないように個人情報を加工して得られる個人に閲する情報をいう。

一 第一項第一号に該当する個人情報当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除

すること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を砲しない方法により

他の記述等に置き換えることを含む。〉。

二 第一項第二号に該当する個人情報当該恒人情報に含まれる個人識別符号の全部

を削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法

により他の記述等に置き換えることを含む。〉。

「仮名加工情報」とは、個人情報を個人情報の区分に応じて定められた措置を講じて

他の情報と照合しない眼り特定の個人を識別することができないように加工して得られ

る個人に関する情報をいう。

仮名加工情報の加工基準等については、仮名加工情報・匿名加工情報ガイドラインを

参照のこと。

5.瞳名加工情報〈法第2条第6項〉

〈定義〉

法第二条

6 この法律において「匿名加工情報Jとは、次の各号に掲げる個人惜報の区分に応じ

て当該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人

情報を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することが

できないようにしたものをいう。

－ 第一項第一号に該当する個人情報当該個人情報に含まれる記述等の一部を削隙

すること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有レない方法により

他の記述等に墨き換えることを含む。〉。

二 第一項第二号に該当する個人情報当該個人情報に含まれる個人識別符患の全部

を削捺すること〈当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法
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により他の記述等に置き換えることを含む。〉。

「監名加工情報」とは、個人情報を個人情報の区分に応じて定められた措置を講じて

特定の個人を識別することができないように加工レて得られる個人に関する情報であっ

て、当該個人情報を復元して特定の個人を再識別することができないようにしたものを

いう。

匿名加工情報を作成するだめ、個人情報から、当該情報に含まれる氏名、生年月日、

住所等の、特定の個人を識別する情報を取り除く揚合や、顔写真について、一定のマス

キングを行って特定の個人を識別できないよう加工する揚合でも、当該個人情報を規則

で定める基準に従って加工しておらず、当該個人情報を復元することができる揚合には、

匿名加工情報に該当しないため、注意が必要である。

藍名加工情報の加工基準等については、仮名加工情報・匿名加工情報ガイドラインを

参照のこと。

なお、法別表第二に掲げる法人については、雷名加工情報取扱事業者等の義務に関す

る規定（法第4章第4節〉の適用が除外され〈法第58条関係〉、匿名加工情報の取扱い

について独立行政法人等による取扱いとみなして公的部門における規律（法第5章第5
節〉が適用される〈法第123条関係〉。
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ill 本ガイダンスの対象となる事業者の種別と法の適用関係

（適用の特例〉

法第五十八条個人情報取扱事業者又は監名加工情報取扱事業者のうち別表第二に掲げる

法人については、第三十二条から第三十九条まで及び第四節の規定は、適用しない。

2 独立行政法人労働者健康安全機構が行う病院（医療法〈昭和二十三年法律第二百五号〉

第一条の五第一項に規定する病院をいう。第六十六条第二項第三号艶びに第百二十三条

第一頃及び第三I頁において同じ。〉の運営の業務における個人情報、仮名加工情報又は個

人関連情報の取扱いについては、個人情報取扱事業者、仮名加工情報取扱事業者又は個

人関連情報取扱事業者による個人情報、仮名加工情報又は個人関連情報の取扱いとみな

して、この章（第三十二条から第三十九条まで及び第四節を除く。〉及び第六章から第八

章までの規定を適用する。

〈安全管理措置〉

法第六十六条行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい、滅失又は践損の防止その他の

保有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。

2 前項の規定は、次の各告に掲げる者が当該各号に定める業務を行う揚合における個人

情報の取扱いについて準用する。

（略〉

二別表第二に掲げる法人法令に基つ、き行う業務であって政令で定めるもの

三独立行政法人労働者健康安全機構病院の運営の業務のうち法令に基づき行う業務

であって政令で定めるもの

四〈略〉

（適用の特例〉

法第百二十三条独立行政法人労働者健襲安全機構が行う病院の運営の業務における個人

情報、仮名加工情報又は個人関連情報の取扱いについては、この章（第一節、第六十六条

第二項〈第三号及び第四号（同項第三号に係る部分に限る。） Iこ係る部分に限る。〉におい

て準用する同条第一項、第七十五条、前二節、前条第二項及び第百二十五条を除く。〉の

規定、第百七十一条及び第百七十五条の規定（これらの規定のうち第六十六条第二項第

三号及び第四苦（問項第三号に係る部分に限る。〉に定める業務に係る部分を除く。〉扱び

に第百七十六条の規定は、適用しない。

2 別表第二に掲げる法人による個人情報又は匿名加工情報の取扱いについては、独立行

政法人等による個人情報又は瞳名加工情報の取扱いとみなして、第一節、第七十五条、前

二節、前条第二項、第百二十五条及び次章から第八章まで（第百七十一条、第百七十五条

及び第百七十六条を除く。〉の規定を適用する。

（安全管理措置を講ずべき業務〉

令第十八条法第六十六条第二項第二号の政令で定める業務は、次に掲げる業務とする。
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国立研究開発法人情報通信研究機構法（平成十一年法律第百六十二号〉第十九条、眉

立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成十四年法律第百四十五

号〉第十八条、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄麓研究所法（平成十六年法律第百

三十五号〉第十六条又は国立研究開発法人日本医療研究開発機構法（平成二十六年法律

第四十九号〉第十七条の三において準用する補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律（昭和三十年法律第百七十九号〉の規定に基づき行う業務

二～五（略〉

六 I~＼神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平

成十五年法律第百十号〉第二条第四項に規定する指定入院医療機関として同法の規定

に基づき行う業務

七 がん登録等の推進に関する法律（平成二十五年法律第百十一号〉第二十三条第一項の

規定に基づき行う業務

（定義〉

法第二条

8 この法律において「行政機関Jとは、次に掲げる機関をいう。

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。〉及び内閣の所轄の下に置

かれる機関

二 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号〉第四十九条第一項

及び第二項に規定する機関（これらの機関のうち第四号の政令で定める機関が置かれ

る機間にあっては、当該政令で定める機関を除く。〉

三 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十告〉第三条第二項に規定する機関（第五

号の政令で定める機関が置かれる機間にあっては、当該政令で定める機関を除く。〉

四 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条盟びに宮内庁法〈昭和二十二年法律第七十

号〉第十六条第二項の機関並びに内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮内庁法第十

八条第一項において準用する揚合を含む。〉の特別の機関で、政令で定めるもの

五 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の三の特別の機関で、政令

で定めるもの

六会計検査院

9 この法律において「独立行政法人等」とは、独立行政法人遇則法（平成十一年法律第百

三号〉第二条第一項に規定する独立行政法人及び別表第一に掲げる法人をいう。

1 0 この法律において「地方独立行政法人」とは、地方独立行政法人法〈平成十五年法律

第百十八号〉第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。

1 1 この法律において「行政機関等」とは、次に掲げる機関をいう。

一行政機関

二独立行政法人等（別表第二に掲げる法人を除く。第十六条第二項第三号、第六十三

条、第七十八条第七号イ及び口、第八十九条第三項から第五項まで、第百十七条第三項

から第五項まで並びに第百二十三条第二項において同じ。〉

法第2条第9項における別表第一に掲げる法人とは、沖縄科学技術大学院大学学園、
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沖縄撮興開発金融公庫、外国人技能実習機構、株式会社国際協力銀行、株式会社日本政

策金融公庫、株式会社日本費易保険、原子力損害賠償・廃！炉等支援機構、国立大学法人、

大学共同利用機関法人、日本銀倍、日本司法支援センター、日本私立学校撮興・共済事

業団、日本中央競持金、日本年金機構、農水産業協毘組合貯金保険機構、放送大学学圏

及び預金保険機構をいう。

国立大学法人及び医療事業を行う独立行政法人等〈※〉における個人情報の取扱い並

び！こ独立行政法人労働者健康安全機構の行う病院の運営の業務に係る個人情報の寂扱い

については、学術研究機関、医療機関等としての特性を踏まえ、基本的に民間の学術研

究機関、医療機関等と悶様、民間部門における個人情報の取扱いに係る規律が適用され

る。

（※〉国立大学法人、医療事業を行う独立行政法人等とは、法別表第二に掲げる次の

法人をいう。

沖縄科学技術大学院大学学園

国立研究開発法人

国立大学法人

大学共同利用機関法人

独立行政法人国立病院機構

独立行政法人地域医煉機能推進機構

放送大学学冨

他方、独立行政法人等とレての特性を踏まえ、関部請求等に係る制度、行政機関等匿

名加工情報の提供等については、現行の取扱いを維持し、公的部門における規律（法第

5章第 1 節、第75条、第5章第4節及び第5節、第122条第2~員、第 1 25条加び

に第6輩から第8輩まで（第1ア1条、第175条及び第176条を除く。〉〉が適用さ

れる。（法第123条第2項関係〉

（参考〉民間部門、公的部門の機関、法人等の種別と法第4輩及び第5章の主な適用関係

個人情報の取扱 個人情報ファイ 開示、訂正、利用 匿名加工情報に

い等に関する規律 ル簿に関する規律 停止等に関する規関する規律

律

国の行政機関 公的部門の規律 公的部門の規律 公的部門の規律 公的部門の規律

（第6章第2節〉 （第5章第3節〉 （第5章第4節〉 〈第5章第5節〉

独立行政法人等 公的部門の規律 公的部門の規律

（第5章第2節〉 （第5章第3節〉

別表第二に掲 民間部門の規鐸 ※第75条のみ

げる法人及び （第4章〉

（独〉労働者健 （※2) 、

康安全機構（病

院の運営の業務

に限る。〉（※1) 
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個人情報取扱事｜ 民間部門の規律

業者（別表第二に掲｜（第4章〉

げる法人を除く〉

民間部門の規律｜ 民間部門の規律

（第4章〉｜（第4章〉

（※1 ）これらが行う業務のうち政令で定めるものについては、安全管理措置義務（法

第66条〉、従業者の義務〈法第67条〉及び一定の罰則（法第1ア1条及び第1

75条〉について、この表にかかわらず、行政機関に準じた扱いがなされる。（令

第18条関係〉

（※2）第2節中保衛個人データに関する事項の公表等（第32条〉、開示、訂正等及び

利用停止等（第33条～第39条）艶びlこ藍名加工情報取扱事業者等の義務（第

4章第4節〉に関する規定は適用が除外される。〈法第58条関係〉

なお、診療情報の開示に当たっては、「診療情報の提供等に関する指針」の内容

にち配慮する必要がある。
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N 医療・介護関係事業者の義務等

1.医療・介護関係事業者の義務等にかかる各種定義（法第16条〉

( 1 ）個人情報データベース等（法第16条第1項〉、個人情報取扱事業者（同条第2現〉、

個人データ（国条第31頁〉、保有個人ヂータ（同条第4項〉

（定義〉

法第十六条この章及び第八章において「個人情報データベース等」とは、佃人情報を含む

情報の集合物であって、次に掲げるもの（利用方法からみて個人の権利利益を害するお

それが少ないものとして政令で定めるものを除く。〉をいう。

一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成し

たもの

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容男に検索することができるように体

系的に構成レだものとして政令で定めるもの

令第四条法第十六条第一項の利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ない

ちのとして政令で定めるものは、次の各号のいす、れにも該当するものとする。

一 不特定かつ多数の者に販売することを目的として発行されたものであって、かつ、そ

の発行が法又はj去に基づく命令の規定に違反して行われたものでないこと。

二 不特定かつ多数の者により随時に購入することができ、又はできたものであること。

三 生容する個人に関する他の情報を加えることなくその本来の用途に供しているもの

であること。

2 法第十六条第一項第二号の政令で定めるものは、同項に規定する情報の集合物に含ま

れる個人情報を一定の規則に従って整理することにより特定の個人情報を容易に検索す

ることができるように体系的に構成したものであって、目次、索引その他横紫を容男に

するためのものを有するものをいう。

「個人情報データベース等」とは、特定の恒人情報をコンビュータを用いて検索する

ことができるように体系的に構成レた個人情報を含む情報の集合体、又はコンビュータ

を用いていない揚合であっても、紙面で処理した個人情報を一定の規則（例えば、五十

音）II真、生年月日）II買など〉！こ従って整理・分類し、特定の個人情報を容易に検索すること

ができるよう、目次、索引、符号等を｛寸し、他人によっても容易に検索司能な状態に置

いているものをいう。なお、個人情報データベース等に該当しないものとレては、市販

の電話帳や住宅地図などが該当するが、詳細は「通則ガイドライン」を参照されたい。

（定義〉 ,J 

法第十六条

2 この章及び第六章から第八章までにおいて「個人情報取扱事業者」とは、個人情報デー

タベース等を事業の用に供している者をいう。ただレ、次に掲げる者を除く。

一国の機関
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地方公共団体

独立行政法人等

地方独立行政法人

二

三

四

「個人情報取扱事業者Jとは、個人情報データベース等を事業の用に供している者の

うち、国の機関、地方公共闘体、法第2条第9項に規定する独立行政法人等〈別表第2

に掲げる法人を除く。〉及び法第2条第10項に規定する地方独立行政法人を除いた者

をいう。

すなわち、別表第2に掲げられだ国立大学法人、医療事業を行う独立行政法人等は個

人情報取扱事業者に該当する（「E 本ガイダンスの対象となる事業者の種別と法の適

用関係」を参照〉。

ここでいう「事業の用に供している」の「事業Jとは、一定の目的をもって反復継続

して遂行される同種の行為であって、かつ社会通愈上事業と認められるものをいい、蛍

利・非営利の別は間わない。

（定義〉

法第十六条

3 この輩において．「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をい

つ。

「個人データ」とは、「個人情報データベース等」を構成する個人情報をいう。

診療録等の診療記録や介護関係記録については、媒体の如何にかかわらず個人データ

に該当する。

また、検査等の自的で、患者から血液等の検体を探取した揚合、それらは個人情報に

該当レ、利用目的の特定等 （N3.参照〉、利用目的の通知等 CN5.参照〉等の対象と

なることから、患者の同意を得ずに、特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて

検体を取り扱つてはならない。また、これらの検査結果については、診療録等と同様に

検索司能な状態として保荏されることから、個人データに該当し、第三者提供の制摂（N

9.参照〉や開示 CN14.参照〉の対象となる。

〈定義〉

法第十六条

4 この章において「保有個人データJとは、個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、

追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を

有する個人データであって、その荏否が明らかになることにより公益その他の利益が害

されるものとして政令で定めるもの以外のものをいう。

「保有個人データJとは、個人データのうち、個人情報取扱事業者が、開示、内容の

訂正、追加文は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる
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権限を有するものをいう。だだし、その君子否が明らかになることにより、公益その他の

利益が害されるものは除く。

(2）仮名加工情報取扱事業者（法第 16条第51頁〉

（定義〉

法第十六条

5 この章、第六輩及び第七章において「仮名加工情報取扱事業者Jとは、仮名加工情報を

含む情報の集合物であって、特定の（反名加工情報を電子計算機を用いて検索することが

できるように体系的に構成したものその他特定の恨名加工情報を容易に検索することが

できるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの（第四十一条第一項にあ、い

て「仮名加工情報データベース等」という。〉を事業の用に供している者をいう。

ただレ、第二I頁各号に掲げる者を除く。

（仮名加工情報の作成等〉

法第四十一条個人情報取扱事業者は、倣名加工情報（仮名加工情報データベース等を構

成するものに限る。以下この章及び第六章において同じ。〉を作成するときは、（也の情報

と照合しない限り特定の個人を識別することができないようにするために脳要なものと

して個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、個人情報を加工しなければならない。

2～9 （略〉

「仮名加工情報取扱事業者」とは、仮名加工情報データベース等を事業の用に供レて

いる者のうち、国の機関、地方公共団体、法第2条第9現に規定する独立行政法人等〈別

表第2に掲げる法人を除く。〉及び法第2条第10項に規定する地方独立行政法人を除い

た者をいう。

また、法第41条第1項における「作成するときJとは、仮名加工情報として取り扱

う意図をもって個人情報を加工する揚合を意味しており、事業者において、（仮名加工情

報ではなく〉個人情報の取扱いに関する各種義務を遵守することを想定している揚合に

は、仮名加工情報の取扱いに係る規律は適用されない。（その代わりに、個人情報取扱事

業者としての規定を遵守する脳要がある。〉

なお、仮名加工情報を作成すること自体は、当該仮名加工情報の作成の元となつだ個

人情報の取得時にあいてあらかじめ特定した利用目的lこ含まれていなかったとしても、

目的外利用には当たらない。この揚合、元となった個人情報の利用目的が、仮名加工情

報の利用目的として引き継がれることとなるが、仮名加工情報の利用目的を変更した揚

合には、変更後の利用目的について、公表が脳要になる（法第21条第3項、第41条

第41真。〉。

仮名加工情報取扱事業者の定義等については、仮名加工情報・匿名加工情報ガイドラ

インち参照のこと。

(3）匿名加工情報取扱事業者（法第16条第61頁〉
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（定義〉

法第十六条

6 この輩、第六章及び第七章において「雷名加工情報取扱事業者Jとは、監名加工情報を

含む情報の集合物であって、特定の匿名加工情報を電子計算機を用いて検索することが

できるように体系的に構成したものその他特定の匿名加工情報を容男に検索することが

できるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの〈第四十三条第一項におい

て「霞名加工情報データベース等」という。〉を事業の用に供している者をいう。疋だし、

第二項各器iこ掲げる者を隙く。

「藍名加工情報取扱事業者」とは、霊名加工情報データベース等を事業の用に供して

いる者のうち、国の機関、地方公共団体、法第2条第91頁に規定する独立行政法人等〈別

表第2に掲げる法人を除く。〉及び法第2条第10頃に規定する地方独立行政法人を除

いた者をいう。

まだ、法第43条第1I頁における「作成するとき」とは、雷名加工情報として取り扱

う意翻をもって個人情報を加工する揚合在意味しており、事業者において、（匿名加工情

報ではなく〉個人情報の取扱いに関する各種義務を遵守することを想定している揚合に

は、臨名加工情報の取扱いに係る規律は適用されない。（その代わりに、個人情報取扱事

業者とレての規定を遵守する必要がある。〉

なお、匿名加工情報を作成すること自体は、当該種名加工情報の作成の先となった個

人情報の取得時においてあらかじめ特定した利用目的に含まれていなかったとしても、

目的外利用には当たらない。

匿名加工情報取扱事業者の定義等については、仮名加工情報・匿名加工情報ガイドラ

インち参照のこと。

なお、法別表第二に掲げる法人については、匿名加工情報取扱事業者等の義務に関す

る規定（法第4章第4節〉の適用が除外され（法第58条関係〉、匿名加工情報の取扱い

について独立行政法人等による取扱いとみなして公的部門における規律（法第5章第5
節〉が適用される〈法第123条関係〉。

(4）学術研究機関等（法第16条第8項〉

〈定義〉

法第十六条

8 この章において「学術研究機関等」とは、大学その他の学術研究を自的とする機関若し

くは団体又はそれらに属する者をいう。

「学術研究機関等（※1)Jιは、大学その他の学術研究（※2）を巨的とする機関若

しくは団体又はそれらに嵩する者をいう。

「大学その他の学術研究を目的とする機聞苦しくは団体Jとは、国立・私立大学、公
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益法人等の研究所等の学術研究を主たる自的とレて活動する機関や「学会」をいい、「そ

れらに属する者Jとは、国立・私立大学の教員、公益法人等の研究所の研究員、学会の

会員等をいう。

なお、民間団体付属の研究機関等における研究活動についても、当該機関が学術研究

を主たる目的とするものである揚合には、「学術研究機関等」に該当する。

（※1 ）愚立の大学等、法別表第2に掲げる法人のうち、学術研究機関等にも該当す

るものについては、原則として私立の大学、民間の学術研究機関等と同等の規

律が適用される（「m本ガイダンスの対象となる事業者の種別と法の適用関係」

を参照〉。

（※2）「学術Jとは、人文・社会科学及び自然科学盟びにそれらの応用の研究であり、

あらゆる学問分野における研究活動及びその所産としての知識・方法の体系を

いい、具体的活動としての「学術研究」としては、新しい法則や原理の発見、

分析や方法論の確立、新レい知識やその応用法の体系化、先端的な学問領域の

開拓などをいう。
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2.医療＠介護関係事業者における取組

( 1 ）本人の同意

「本人の同意」とは、本人の個人情報が、個人情報取扱事業者によって示された取扱

方法で取り扱われることを承諾する旨の当該本人の意思表示をいう〈当該本人であるこ

とを確認できていることが前提となる。〉。

また、「本人の同意を得〈る〉」とは、本人の京諾する旨の意思表示を当該個人情報取

扱事業者が認識することをいい、事業の性襲及び個人情報の取扱状況に応じ、本人が同

意に係る判臨を行うために必要と考えられる合理的かつ適切な方法によらなければなら

ない。

なお、個人情報の取扱いに闘して同意したことによって生ずる結果について、未成年

者、成年被後見人、被保佐人及び被補助人が判断できる能力を寄していないなどの揚合

は、親権者や法定代理人等から同意を得る似要がある。

【本人の間意を得ている事例〕

事例 1）本人からの同意する旨の口頭による意思表示

事例2）本人からの同意する旨の書面（電磁的記録を含む。〉の受領

事例3）本人からの同意する旨のメールの受信

事例4）本人による悶意する旨の確認欄へのチェック

事例5）本人による同意する旨のホームページ上のボタンのクリック

事例6）本人による同意する旨の昔声入力、タッチパネルへのタッチ、ボタンやス

イッチ等による入力

法は、個人情報の目的外利用や個人データの第三者提供の揚合には、原則として本

人の同意を得ることを求めている。これは、法の基本となるOECD8原則のうち、

利用制限の原則の考え方の現れであるが、医療機関等については、患者に適切な医療

サービスを提供する自的のために、当該医療機関等において、通常脳要と考えられる

個人情報の利用範囲を施設内への掲示（院内掲示〉により明らかにしておき、患者側

から特段明確な反対・留保の意思表示がない揚合には、これらの範囲内での個人情報

の利用について同意が得られているものと考えられる。（IV9. (3) (4）参照〉

また、患者・利用者が、意識不明ではないものの、本人の意患を明確に確認できな

い状態の揚合については、意識の回復にあわせて、速やかに本人への説明を行い本人

の同意を得るものとする。

なお、これらの揚合において患者・利用者の理解力、判断力などに応じて、可能な

限り患者・利用者本人に通知し、同意を得るよう努めることが重要である。

医療・介護関係事業者が要配慮個人情報を書面又は口頭等により本人から適正に臨

接取得する揚合は、本人が当該情報を提供したことをもって、当該医療・介護関係事

業者が当該情報を取得することについて本人の同意があったものと解される。（IV9.

参照〉

(2）家族等への病状説明
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法においては、個人データを第三者提供する揚合には、あらかじめ本人の同意を得る

ことを原則としている。一方、病態によっては、治療等を進めるに当たり、本人だけで

なく家族等の同意を得る脳婁がある揚合もある。家族等への病状説明については、「患者

（利用者〉への医療（介護〉の提供に必要な利用自的」（1V3.(1）参照〉と警えられ

るが、本人以外の者に病状説明を行う揚合は、本人に対レ、あらかじめ病状説明を行う

家族等の対象者を確認し、同意を得ることが望ましい。この際、本人から申出がある揚

合には、治療の実施等に支障を生じない範囲において、現実に患者（利用者〉の世話を

している親族及びこれに準ずる者を説明を行う苅象に加えだり、説明を行う対象を家族

の特定の人に限定するなどの取扱いとすることができる。

一方、意識不明の患者の病状や重度の認知症の高齢者の状況を家族等に説明する揚合

は、本人の同意を得ずに第三者提供できる揚合と考えられる（1V9. (2）②参照〉。こ

の揚合、医療・介護関係事業者において、本人の家族等であることを確認した上で、治

療等を行うに当たり必要な範囲で、情報提供を行うとともに、本人の過去の病歴、治療

歴等について情報の取得を行う。本人の意識が回復しだ際には、速やかに、提供及び取

得した個人情報の内容とその相手について本人に説明するとともに、本人からの申出が

あった揚合、取得した個人情報の内窓の訂正等、病状の説明を行う家族等の対象者の変

更等を行う。

なお、患者の判断能力に疑義がある揚合は、意識不明の患者と同様の苅陥を行うとと

もに、判断能力の回復にあわせて、速やかに本人への説明を行い本人の同意を得るもの

とする。
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3.利用目的の特定等（法第17条、第18条〉

〈利用目的の特定〉

法第十七条個人情報取扱事業者は、個人i清報を取り扱うに当たっては、その利用の目的

（以下「利間目的」という。〉をできる限り特定レなければならない。

2 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する揚合には、変更前の利用目的と関連性を

有すると合理的に認められる範囲を超えて行つてはならない。

（利用目的による制限〉

法第十八条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定によ

り特定された利用目的の達成！こ必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。

2 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を

承継することに伴って個人情報を取得レた揚合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、

承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を

取り扱つてはならない。

3 前二I頁の規定は、次に掲げる揚合については、適用しない。

一法令に基づく揚合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために脳要がある揚合であって、本人の悶意を得る

ことが困難であるとき。

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な背成の推進のために特に脳要がある揚合であっ

て、本人の開意を得ることが困難であるとき。

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある揚合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

五 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である揚合であって、当該個人情報を学

術研究の用に供する目的〈以下この章において「学術研究目的」という。〉で取り扱う

必要があるとき（当該個人情報を取り扱う目的の一部が学術研究自的である揚合を含

み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある揚合を除く。〉。

六 学術研究機関等に個人データを提供する揚合であって、当該学術研究機関等が当該

個人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目

的の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当に慢書するおそれ

がある揚合を除く。〉。
＼ 

( 1 ）利用目的の特定及び制限

医療・介護関係事業者が医療・介護サービスを希望する患者・利用者から個人情報を

取得する揚合、当該個人情報を患者・利用者に対する医療・介護サービスの提供、匿療・

介護保険事務、入退院等の病棟管理などで利用することは患者・利用者にとって明らか

と考えられる。

これら以外で個人情報を利用する揚合は、患者・利用者にとって必ずしも明らかな利
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用巨的とはいえない。この揚合は、個人情報を取得するに当だって明確に当該利用目的

の公表等の措置力宅着じられなければならない。 CN5.参照〉

震療・介護関係事業者の通常の業務で想定される利用目的は別表2に例示されるもの

であり、墜療・介護関係事業者は、これらを参考として、自らの業務に照らして通常脳

要とされるものを特定して公表（院内掲示等〉しなければならない。（N5.参照〉

また、別表21こ掲げる利用目的の範囲については、法第17条第2項に定める利用目

的の変更を行うことができると考えられる。ただし、蛮更された利用目的については、

本人ヘ通知又は公表しなければならない。 CN5.参照〉

(2）利用邑的による制限の例外

医療・介護関係事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで法第17条の規定により

特定されだ利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱ってはならないが

（法第18条第1頂〉、悶条第31頁に掲げる揚合については、本人の同意を得る必要はな

い。具体的な例としては以下のとおりである。

①法令に基づく揚合

医療法に基づく立入検査、介護保険法に基づく不正受給者に係る市町村への通知、

児童虐待の防止等に閲する法律に基づく児童虐待に係る通告等、法令に基づいて個人

情報を利用する揚合であり、医療・介護関係事業者の通常の業務で想定される主な事

例は別表3のとおりである。

根拠となる法令の規定とレては、刑事訴訟法第19ア条第2項に基づく照会、地方

税法第72条の63（個人の事業税に関する調査に係る質問検査権、各種税法に類似

の規定あり〉等がある。

警察や検察等の捜査機関の行う刑事訴訟法第197条第2項に基づく照会（同法第

507条に基づく照会ち同様〉は、相手15に報告すべき義務を課すものと解されてい

る上、警察や検察等の捜査機関の行う任意捜査も、これへの協力は任意であるものの、

法令上の具体的な根拠に基づいて行われるちのであり、いずれも「法令に基づく揚合」

に該当すると解されている。

②人の生命、易体又は財産の保護のために必要がある揚合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき

（例〉

・意識不明で皐元不明の患者について、関係機関ヘ照会したり、家族又は関係者等

からの安否確認に対して！凶要な情報提供を行う揚合

・意識不明の患者の病状や重度の認知症の高齢者の状況を家族等に説明する揚合

・大規模災害等で医療機関に非常に多数の傷病者が一時に搬送され、家族等からの

問合せに迅速に対応するためには、本人の同意を得るための作業を行うことが著

レく不合理である揚合
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③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある揚合であって、

本人の司意を得ることが困難であるとき

（例〉

・健康増進法に基づく地域がん登録事業による国又は地方公共団体への情報提供

・がん検診の精度管理のための地方公共団体又は地方公共団体から委託を受けた検

診機関に対する精密検査結果の情報提供

・児童虐待事例についての関係機関との情報交換

・医療安全の向上のため、院内で発生した医療事故等に関する盟、地方公共団体又

は第三者機関等への情報提供のうち、氏名等の情報が含まれる揚合

・医療機関が以前治療を行った患者の臨床症例に係る個人データを、症例研究のた

めに伯の医療機関に提供レ、当該他の医療機関を受診する不特定多数の患者に対

してより優れた医療サービスを提供できるようになること等により、公衆衛生の

向上に特に資する揚合であって、本人の転居により奇知な連絡先を保有しておら

ず本人からの同意取得が困難であるとき

・医療機関が保有する患者の臨床症例に係る個人データを、有刻な治療方法や薬剤

が十分にない疾病等に関する疾病メカニズムの解明を目的とした研究のために製

薬企業に提供し、その結果が広く共有・活用されていくことで、医学、薬学等の

発展や医療水準の向上に寄与し、公衆衛生の向上に特に資する揚合であって、本

人の転居により有効な連絡先を保有しておらず本人からの同意取得が困難である

とき

④国の機関若しくは地方公共団体文はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す

ることに対して協力する必要がある揚合であって、本人の同意を得ることにより当該

事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

（例〉

・統計法第2条第ア項の規定に定める一般統計調査に協力する揚合

・災害発生時に警察が負傷者の住所、氏名や傷の程度等を照会する揚合等、公共の安

全と秩序の維持の観点から熊会する揚合

⑤個人情報取扱事業者が学術研究機関等である揚合であって、個人情報を学術研究の用

に供する目的（以下「学術研究巴的Jという。〉で取り扱う脳要があるとき〈当該個人

情報を取り扱う目的の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当

に侵害するおそれがある揚合を除く。〉

⑥学術研究機関等に個人データを提供する揚合であって、当該学術研究機関等が当該個

人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該僧人データを取り扱う目的

の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれが

ある揚合を除く。〉

【法の規定により遵守すべき事項等〕
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・医療・介護関係事業者は、個人情報を取り扱うに当たって、その利用目的をできる限

り特定レなければならない。

・医療・介護関係事業者は、利用目的を変更する揚合には、変更前の利用目的と関連性

を有すると合理的に認められる範囲を超えて行つてはならない。

・医療・介護関係事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、特定されだ利用目的の

達成にR要な範囲を超えて個人情報を取り扱つてはならない。なお、本人の同意を得

るだめに個人情報を利用すること（同意を得るために患者・利用者の連絡先を利用し

て電話をかける揚合など〉、個人情報を置名加工情報及び仮名加工情報に加工するこ

とは差し支えない（ただし、法別表第二に掲げる法人については、麗名加工情報取扱

事業者等の義務に関する規定（法第4章第4節〉の適用が除外され（法第58条関係〉、
雷名加工情報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみなして公的部門にお

ける規律〈法第5章第5節等〉が適用される〈法第123条関係〉。〉。

－個人情報を取得する時点で、本人の同意があったにもかかわらず、その後、本人から

利用巨的の一部についての同意を取り消す旨の申出があった揚合は、その後の個人情

報の取扱いについては、本人の悶意が取り消されなかった範囲に限定して取り扱う0

・医療・介護関係事業者は、合併その他の事由により他の事業者から事業を承継するこ

とに伴って個人情報を取得した揚合は、あらかじめ本人の司意を得ないで、承継前に

おける当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を詔えて、当該個人情報を取り扱

つてはならない。

・利用目的の制捜の例外（法第18条第31頁〉に該当する揚合は、本人の陪意を得ずに

個人情報を取り扱うことができる。

（利用目的を変更する揚合の取扱いについてはIV5.を参照〉

｛その他の事項）

・利用目的の制限の例外に該当する「法令に基づく揚合」等であっても、利用目的以外

の目的で個人情報を取り扱う揚合は、当該法令等の趣旨をふまえ、その取り阪う範囲

を真に！必要な範囲に限定することが求められる。

・患者が未成年者等の揚合、法定代理人等の同意を得ることで足りるが、一定の判新能

力を有する未成年者等については、法定代理人等の同意にあわせて本人の同意を得る0

・意識不明の患者や重度の認知症の高齢者などで法定代理人がいない揚合で、緊急に診

療が必要な揚合については、上記（2）②に該当レ、当該本人の個人情報を取り扱う

ことができる。
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4.不適正な利用の禁止（法第19条〉

（不適正な利用の禁止〉

法第十九条個人情報取扱事業者は、違法又は不当な行為を闘喪レ、又は誘発するおそ

れがある方法により個人情報を利用してはならない。

医療・介護関係事業者は、違法又は不当な行為（※1）を闘長レ、又は誘発するおそ

れ〈※2）がある方法により個人情報を利用してはならない。

（※1 ）「違法又は不当な倍為」とは、法〈個人情報の保護に関する法律〉 その他

の法令！こ違反する行為、及び直ちに違法とはいえないものの、法（個人情報の

保護に関する法律〉その他の法令の制度趣旨又は公序畏俗に反する等、社会通

怠上適正とは認められない行為をいう。

（※2）「おそれJの有無は、個人情報取扱事業者による個人情報の利用が、違法又は

不当な行為を助長又は誘発することについて、社会通怠上蓋然性が認められる

か否かにより判断される。

この判断に当たっては、個人情報の利用方法等の客観的な事情に加えて、個

人情報の利用時点における医療・介護関係事業者の認識及び予晃司能性ち踏ま

えるj必要がある。例えば、医療・介護関係事業者が第三者に個人情報を提供し

た揚合において、当該第三者が当該個人情報を違法な行為に用いた揚合であっ

ても、当該第三者が当該個人情報の取得目的を偽っていた等、当該個人情報の

提供の時点において、提供した個人情報が違法に利用されることについて、当

該医療・介護関係事業者が一般的な注意力をちってしでも予見できない状況で

あった揚合には、「おそれ」は認められないと解される。
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5.利用目的の通知等（法第21条〉

（取得に際しての利用巨的の通知等〉

法第二十一条個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した揚合は、あらかじめその利

用目的を公表レている揚合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は

公表しなければならない。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との聞で契約を締結するこ

とに伴って契約書その他の書面（電磁的記録を含む。以下この項において同じ。〉に記

載された当該本人の個人情報を取得する揚合その他本人から富接醤面に記載された

当該本人の個人情報を取得する揚合は、あらかじめ、本人に対レ、その利用目的を明

示しなければならない。ただし、人の生命、易体又は財産の保護のために緊急に必要

がある揚合は、この限りでない。

3 個人情報取扱事業者は、利用目的を蛮更した揚合は、変更された利用目的について、

本人に通知し、又は公表レなければならない。

4 前三項の規定は、次に掲げる揚合については、適用レない。

一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、

財産その他の権利利益を害するあ、それがある揚合

二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業者の権

利又は正当な利益を害するおそれがある揚合

三 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに刻レて協力する

必要がある揚合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該

事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる揚合

［法の規定により遵守すべき事項等］

・医療・介護関係事業者は、個人情報を取得するに当たって、あらかじめその利用目的

を公表しておくか、個人情報を取得した揚合、速やかに、その利用目的を、本人に通

知し、I 又は公表しなければならない。

・利用目的の公表方法としては、院内や事業所内等に掲示するとともに、可能な揚合に

はホームページへの掲載等の方法により、なるべく広く公表する必要がある。

－医療・介護関係事業者は、 受信で患者に保1東証を提出レてもらう揚合や問診票の記入

を求める揚合など、本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する揚

合は、あらかじめ、本人に対し、その利用巨的を院内掲示等により明示しなければな

らない。ただし、救急の患者で緊急の処置が必要な揚合等は、この摂りでない。

－医療・介護関係事業者は、利用目的を笈更した揚合は、変更された利用自的について、

本人に通知し、又は公表しなければならない。

・取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる揚合など利用目的の通知等

の例外に該当する揚合は、上記内容は適用レない。（「利用邑的が明らかJな揚合につ

いてはW3.(1）を参照〉
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【その他の事項〕

・利用目的が、本規定の例外である「取得の状況からみて利用目的が明らかであると認

められる揚合Jに該当する揚合であっても、患者・利用者等に利用目的をわかりやす

く示す観点から、利用目的の公表に当たっては、当該利用目的についても併せて記載

する。

・院内や事業者内等への掲示に当たっては、受｛寸の近くに当該内容を説明しだ表示を行

い、初回の患者・利用者等に対しては、受｛寸時や利用開始時において当該掲示につい

ての注意を促す。

－初診時や入院・入所時等における説明だけでは、個人情報について十分な理解ができ

ない患者・利用者ち想定されることから、患者・利用者が落ち普いだ時期に改めて説

明を行ったり、診療計画書、療養生活の手引き、訪問介護計画等のサービス提供に係

る計画等に個人情報に関する取扱いを記載するなど、患者・利用者が個人情報の利用

目的を理解できるよう配慮する。

・患者・利用者等の希望がある揚合、詳細の説明や当該内容を記載しだ書面の交付（電

磁的方法による揚合を含む。〉を行う。
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6.個人情報の適正な取得、個人ヂータ内容の正確性の確保〈法第20条、第22条〉

（適正な取得〉

法第二十条個人情報収扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得して

はならない。

2 個人情報取扱事業者は、次に掲げる揚合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得な

いで、要配慮個人情報を取得してはならない。

法令に基づくI場合

二 人の生命、皐体又は財産の保護のために必要がある揚合であって、本人の同意

得ることが困難であるとき。

を

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成のために特に必要がある揚合であって、

本人の同意を得ることが図難であるとき。

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある揚合であって、本人の同意を得ることに

より当該事務の遂行に支揮を及ぼすおそれがあるとき。

五 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である揚合であって、当該要配慮恒

人情報を学術研究自的で取り扱う必要があるとき（当該要配慮個人情報を取り扱う

目的の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するお

それがある揚合を除く。〉。

六 学術研究機関等から当該要配慮個人情報を取得する揚合であって、当該要配虐

個人情報を学術研究目的で取得する必要があるとき（当該要配慮個人情報を取得す

る目的の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当に侵害する

おそれがある揚合を除く。〉〈当該個人情報取扱事業者と当該学術研究機関等が共同

して学術研究を行う揚合に限る。〉。

七 当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、学術研究機関等、第五

十七条第一項各患に掲げる者その他個人情報保護委員会規則で定める者により公開

されている揚合

八 その他前各号に掲げる揚合に準ずるものとレて政令で定める揚合

規則第六条法第二十条第二項第七号の個人情報保護委員会規則で定める者は、次の各

号のいずれかに該当する者とする。

一
一一

外国政府、外国の政府機関、外圏の地方公共団体又は国際機関

外国において法第十六条第八項に規定する学術研究機関等に相当する者

外国において法第五十七条第一項各告に掲げる者に相当する者

令第九条法第二十条第二項第八号の政令で定める揚合は、次に掲げる揚合とする。

本人を目視し、又は撮影することにより、その外形上明らかな要配慮個人情報を

取得する揚合

二 法第二十七条第五項各号（法第四十一条第六項の規定により読み替えて適用する

場合及び法第四十二条第二項において読み替えて準用する揚合を含む。〉に掲げる揚
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合において、個人データである要配慮個人情報の提供を受けるとき。

（データ内容の正確性の確保等〉

法第二十二条個人情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、恒人

データを正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当

該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければならない。

む去の規定により遵守すべき事項等】

・医療・介護関係事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならな

し1。

・診療等のために必要な過去の受診歴等については、翼に脳要な範囲について、本人か

ら直接取得するほか、第三者提供について本人の同意を得た者（N9.(3）により本

人の黙示の同意が得られていると老えられる者を含む。〉から取得することを原則と

する。ただし、本人以外の家族等から取得することが診療上又は適切な介護サービス

の提供上やむを得ない揚合はこの限りでない。

－親の同意なく、十分な判断能力を有していない子どもから家族の個人情報を取得して

はならない。ただレ、当該子どもの診療上、家族等の個人情報の取得が~＼要な揚合で、

当該家族等から個人情報を取得することが困難な揚合はこの限りでない。

［要配曙個人情報の取得時における本人の同意について〕

医療機関の受伺等で診療を希望する患者は、傷病の回復等を目的としている。一方、

医療機関等は、患者の傷病の田復等を目的として、より適切な医療が提供できるよう治

療に取り組むとともに、その費用を公的医療保陳に請求する必要が生じる。良質で適正

な医療の提供を受けるためには、また公的医療保険の扶助を受けるためには、医療機関

等が患者の要配慮個人情報を含めた個人情報を取得することは必要不司欠である。

このだめ、例えば、患者が藍療機関の受信等で、問診票！こ患者白昼の身体状況や病状

などを記載し、保膜証とともに受診を申し出ることは、患者自易が自己の婁配膚個人情

報を含めだ個人情報を医療機関等に取得されることを前提とレていると考えられるため、

医療機関等が要配慮個人情報を書面又は口頭等により本人から適正に直接取得する揚合

は、患者の当該行為をもって、当該医療機関等が当該情報を取得することについて本人

の同意があったものと解される。

また、医療機関等が要配慮個人情報を第三者提供の方法により取得した揚合、提供元

が法第20条第2項及び第27条第1項の規定iこ基づいて本人から脳要な同意（要配慮

個人情報の取得及び第三者提供に関する同意〉を取得していることが前提となるため、

提供を受けた当該医療機関等が、改めて本人から法第20条第2項の規定に基づく間態

を得る必要はないものと解される。

なお、地域医療情報連携ネットワークにおいて、他の医療機関に対して照会を行い、

当該他の医療機関が保容及び管理等を行う診療情報等を当該伯の医療機関から直接取得

する揚合〈当該他の医療機関が地域医療情報連携ネットワークの運営主体に対レて診療

情報等の保容及び管理等の取扱いを委託している揚合において、当該地域医療情報連携
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ネットワークの運営主体を介して、当該他の医療機関に対して照会を行い、診療情報を

取得する揚合を含む。〉については、「地域医療情報連携ネットワークにおける同意取得

方法の倒について」（令和2年3月31日伺け厚生労働省医政局総務課事務連絡〉による。

・要配慮恒人情報を取得する揚合には、あらかじめ本人の同意を得なければならない。

ただし、法第20条第21頁各号に定める揚合については、本人の同意を得る必要はな

しし

（例〉

・語、病その他の事態が生じたときに、本人の病歴等を医師や看護師などの医療従事

者が家族から聴取する揚合、法第20条第2項第2号に該当する。

・医療機関が、他の医療機聞から、当該他の医療機関において以前治療を行った患

者の臨床症例に係る個人ヂータを症例研究のために取得し、当該医療機関を受診

する不特定多数の患者に対レてより優れた医療サービス提供できるようになるこ

と等により、公衆衛生の向上に特に資する揚合であって、本人からの同意取得が

困難であるとき、法第20条第2項第3号に該当する。

・児童生徒の不登校や不良行為等について、児童相談所、学校、墜療機関等の関係

機関が連携して対応するために、医療機関等において、他の関係機関から当該児

童生徒の保護事件に関する手続が行われた情報を取得する揚合、法第20条第2

I頁第3号に該当する。

・児童虐待のおそれのある家庭情報のうち被害を被った事実に係る情報を、児藁相

談所、警察、学校、病院等の関係機関が、他の関係機関から取得する揚合、法第

20条第21員第3患に該当する。

・医療機関等や介護関係事業者が警察の任意の求めに応じて要配慮個人情報に該当

する個人情報を提出するために、当該個人情報を取得する揚合、法第20条第2

I頁第4号に該当する。

・易体の不自由な万が医療機関等を受診レ、院内において情報共有するために力ル

テ等に記録した揚合（巴視による取得〉や、畠体の不自由な方の様子が店舗に設

置された防犯力メラに映りこんだ揚合（撮影による取得〉、法第20条第2項第8

皆、令第9条第1I頁に該当する。

－なお、要配慮個人情報を、法第27条第5項各号に定める委託、事業承継又は共同利

用により取得する揚合は、あらかじめ本人の同意を得る必要はない。

【法第20条第2項に違反している事例）

本人の同意を得ることなく、法第20条第2項第7号及び規則第6条で定める者以外

がインターネット上で公開している11害報から本人の信条や犯罪陸等に関する情報を取得

レ、既に保有している当該本人に関する情報の一部として自己のデータベース等に登録

すること。

－医療・介護関係事業者は、適正な医療・介護サービスを提供するという利用目的の達

成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の内容に保つよう努めなけれ

3 3 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



ばならない。

〔その他の事項】

・第三者提供により個人情報を取得する揚合には、提供元の法の遵守状況を確認すると

ともに、実際に個人情報を取得する際には、当該個人情報の取得方法等を確認するよ

う努めなければならない。なお、当該個人情報が適法に取得されたことわ可産認できな

い揚合は、偽りその他不正の手段により取得されだものである司能性もあることから、

その取得を自粛することを含め、慎重に対応することが望ましい。

・第三者提供により他の医療・介護関係事業者から個人情報を取得したとき、当該傭人

情報の内容に疑義が生じた揚合には、記載内容の事実に関して本人又は情報の提供を

行つだ者に確認をとる。

・医療・介護関係事業者は、個人データの内容の正確性、最新性を確保するためN7.

(2）②に示す委員会等において、具体的なルールを策定したり、技術水準向上のた

めの研究の開催などを行うことが望ましい。
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7.安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監醤（法第23条～第25条〉

（安全管理措置〉

法第二十三条個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失文は殻

損の防止その他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなけれ

ばならない。

（従業者の監督〉

法第二十冊条個人情報取扱事業者は、その従業者に倒人データを取り扱わせるに当た

つては、当該個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に苅する必要かつ適

切な監督を行わなければならない。

（委託先の監醤〉

法第二十五条個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する

場合は、その取扱いを委託された個人ヂータの安全管理が図られるよう、委託を受け

た者に対する必要かつ適切な監習を行わなければならない。

( 1 ）医療・介護関係事業者力寄書するべき安全管理措置等

①安全管理措撞

医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は銀損の防止

その他の個人データの安全管理のため、組織的、人的、物理的、及び技術的安全管理

措置等を講じなければならない。また、外国において個人データを取り扱う揚合には、

外的環境の把握を行ったうえで、これらの安全管理措置を講じなければならない。そ

の際、本人の個人データが漏えい、滅失又は按損等をしだ揚合に本人が被る権利利益

の侵害の大きさを考慮し、事業の性質及び個人データの取扱い状況等に起因するリス

クに応じ、必要かつ適切な措置を講ずるものとする。なお、その際には、個人データ

を記憶レた媒体の性質に応じた安全管理措置を講ずる。

②従業者の監督

医療・介護関係事業者は、①の安全管理措置を遵守させるよう、従業者に対レ！白要

かつ適切な監醤をレなければならない。なお、「従業者Jとは、医療資格者のみならず、

当該事業者の指揮命令を受けて業務に従事する者全てを含むものであり、また、雇用

関係のある者のみならず、理事、派遣労働者等ち含むものである。

医療法第15条では、病院等の管理者は、その病院等に勤務する医師等の従業者の

監督義務が課せられている。〈薬局や介護関係事業者についても、医薬日医療機器等法

や介護保隙法に基づく各種サービスに関する人員、設備及び運営に関する基準（以下

「指定基準」という。〉等に同様の規定あり。〉

(2）安全管理措置として考えられる事項

医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの重要性に鑑み、個人データの漏
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えい、滅失又は虫損の防止その他の安全管理のため、その規模、従業者の様態等を勘案

して、以下に示すような取組を参考に、必要な措置を行うものとする。

また、同一事業者が複数の施設を開設する揚合、当該施設問の情報交換については第

王者提供に該当レないが、各施設ごとに安全管理措置を講ずるなど、個人情報の利用目

的を踏まえた個人情報の安全管理を行う。

¢個人情報保護に関する規程の整備、公表

・医療・介護関係事業者は、保有個人データの開示手順を定めた規穂その他個人情報保

護に関する規程を整備し、苦情への対応を行う体制ち含めて、院内や事業所内等への

掲示やホームページへの掲載を行うなど、患者・利用者等に苅して周知徹底を図る0

・また、個人データを取り扱う情報システムの安全管理措置に関する規程等についても

同様に整備を行うこと。

②個人情報保護推進のための組織体制等の整備

・従業者の責任体制の明確化を図り、具体的な取組を進めるだめ、医療における咽人情

報保護に関し十分な知識を有する管理者、監醤者等〈例えば、役員などの組織横断的

な監醤が可能な者〉を定める。又は個人情報保護の推進を圏るための部署、若しくは

委員会等を設置する。

・医療・介護関係事業所で行っている個人データの安全管理措置について定期的に自己

評価を行い、見直しゃ改善を行うべき事項について適切な改善を行う。

③個人データの漏えい等の問題が発生しだ揚合等における報告連絡体制の整備

• 1 ）個人データの漏えい等の事故が発生した揚合、又は発生の可能性が高いと判断レ

だ揚合、 2）個人データの取扱いに関する規程等に違反している事実が生じだ揚合、

又は兆候が高いと判断した揚合における賓任者等への報告連絡体制の整備を行う。

・個人データの漏えい等の情報は、苦情等の一環とレて、外部から報告される揚合も想

定されることから、苦情への対応を行う体制との連携も図る。（IV1 7.参照〉

④雇用契約時における個人情報保護に関する規躍の整備

・塵用契約や就業規則において、就業期間中はもとより離職後も含めた守秘義務を課す

など従業者の個人情報保護に関する規程を整備レ、徹底を図る。なお、特に、医師等

の震療資格者や介護サービスの従事者については、刑法、関係資格法又は介護保険法

に慕づく指定基準により守秘義務規定等が設けられており〈別表4）、その遵守を徹底

する。

⑤従業者に対する教育研修の実施

・取り扱う個人データの適切な保護が確保されるよう、従業者に対する教育研修の実施

等により、個人データを実際の業務で取り扱うこととなる従業者の啓発を図り、従業

者の盟人情報保護意識を徹底する。

－この際、派遣労働者についても、「派遣先が講すべき措置に関する指針」〈平成11年
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労働省告示第138号〉において、「必要に応じた教脊訓練に係る便買を図るよう努め

なければならない」とされていることを踏まえ、個人情報の取扱いに係る教育研修の

実施に配慮する必要がある。

＠物理的安全管理措置

－個人データの盗難・紛失等を防止するため、以下のような物理的安全管理措置を行う。

一入退館（室〉管理の実施

一盗難等に刻する予防対策の実施（例えば、力メラによる撮影や作業への立会い等

による記録又はモニタリングの実施、記録機能を持つ媒体の持込み・持出しの禁

止又は検査の実施等〉

一機器、装置等の固定など物理的な保護

－不正な操作を防ぐため、業務上の必要性に基づき、以下のように、個人データを取り

扱う端末に伺与する機能を限定する。

ースマートフォン、パソコン等の記録機能を有する機器の接続の制限及び機器の箆

新への対応

⑦技術的安全管理措置

－個人データの盗難・紛失等を防止するため、個人ヂータを取り扱う情報システムにつ

いて以下のような技術的安全管理措置を行う。

一個人データに対するアクセス管理 ClDやパスワード等による認証（※〉、各職員

の業務内容に応じて業務上脳要な範囲にのみアクセスできるようなシステム構成

の探用等〉

※認証については、認証の3要素である「記憶」、「生体情報」、「物理媒体Jのうち、

2つの独立した要素を組み合わせて認証を行う方式（二要素認証〉を採用するこ

とが望まレい。

一個人データに対するアクセス記録の保有子

一不正が疑われる異常な記録の寄否の定期的な確認

一個人データに対するファイアウオールの設置

－情報システムへの外部からのアクセス状況の監視及び当該監視システムの動作の

定期的な確認

ーソフトウェアに関する脆弱性対策（セキュリティパッチの適用、当該情報システ

ム固寄の脆弱性の発見及びその修正等〉

⑧個人ヂータの保権

・個人データを長期にわたって保惇する揚合には、保容媒体の劣化防止など個人データ

が消失しないよう適切に保惇する。

－個人データの保荏に当たっては、本人からの照会等に対応する揚合など必要なときに

迅速に対応できるよう、インヂックスの整備など検索司能な状態で保惇しておく。

⑨不要となった個人データの廃棄、消去
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・不要となった個人データを廃棄する揚合には、焼却や溶解など、個人データを復元不

可能な形にして廃棄する。

－個人データを取り扱った情報機器を廃棄する揚合は、記憶装置内の個人データを復元

不司能な形に消去して廃棄する。

・これらの廃棄業務を委託する揚合には、個人データの取扱いについても委託契約にお

いて明確に定める。

(3）業務を委託する揚合の取扱い

①委託先の監醤

医療・介護関係事業者は、検査や診療報酬又は介護報酬の請求に係る事務等個人デ

ータの取扱いの全部又は一部を委託する揚合、法第23条に基づく安全管理措置を遵

守させるよう受託者に対レ、必要かつ適切な監督をしなければならない。

「必要かつ適切な監督Jには、委託契約において委託者である事業者が定める安全

管理措置の内容を契約に盛り込み受託者の義務とするほか、業務が適切に行われてい

ることを定期的に確認することなども含まれる。

また、業務が再委託された揚合で、再委託先が不適切な取扱いを行ったことにより、

問題が生じた揚合は、医療・介護関係事業者や再委託した事業者が藁めを負うことも

あり得る。

②業務を委託する揚合の留意事項

医療・介護関係事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する揚合、以

下の事演に留意すべきである。

－個人情報を適切に取り扱っている事業者を委託先（受託者〉として選定する（受託

者の安全管理措置力九 1少なくとも法第23条で求められるものと同等であることを

確認するため、 N7.(2）の項目が、委託する業務内容に応じて確実に実施される

ことについて、受託者の体制、規程等の確認に加え、必要に応じて個人データを取

り扱う揚所に赴き、又はこれに代わる合理的な方法により確認を行った上で、個人

情報保護に関する管理者、監醤者等が、適切に評価することが望ましい。〉。

・契約において、個人情報の適切な取扱いに関する内容を盛り込む（委託期間中のほ

か、委託終了後の個人ヂータの取扱いも含む。〉。

・受託者が、委託を受けた業務の一部を再委託することを予定している揚合は、再委

託を受ける事業者の選定において個人情報を適切に取り扱っている事業者が選定さ

れるとともに、再委託先事業者が個人情報を適切に取り扱っていることが確認でき

るよう契約において配慮する（再委託の司否及び医療・介護関係事業者への文書に

よる事前報告又は承認手続を求める等の事項を定めることが望ましい。）o

・受託者が個人情報を適切にIf)Zり扱っていることを定期的に確認する。

・受託者が再委託を行おうとする揚合は、医療・介護関係事業者は委託を行う揚合と

同様、再委託の相手方、再委託する業務内容及び再委託先の個人データの取扱方法

等について、受託者に事前報告又は承認手続を求めること、直接文は受託者を通じ

て定期的に監査を実施すること等により、受託者が再委託先に苅レて法第25条に
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基づく委託先の監督を適切に果たすこと、再委託先が法第23条に基づく安全管理

措置を講ずることを十分に確認することが望ましい。再委託先が再／マ委託を行う揚

合以降ち、再委託を行う揚合と同様とする。

・受託者における個人情報の取扱いに疑義が生じだ揚合（患者・利用者等からの申出

があり、確認の~要があると考えられる揚合を含む。〉には、受託者に苅し、説明を

求め、必要に応じ改善を求める等溜切な措置をとる。

＊医療機関等における業者委託に関する関連通知等

上記の留意事項のほか、委託する業務に応じ、関連する通知等を遵守する。

・「医療法の一部を改正する法律の一部の施行について」（平成5年2居15日健政

発第98号〉の「第3 業務委託に関する事項」

・「病院、診療所等の業務委託についてJ（平成5年2月158指第14号〉

(4）医療情報システムの導入及びそれに伴う情報の外部保惇を行う揚合の取扱い

医療機関等及び医療情報を取り扱う介護関係事業者において、底療情報システムを導

入レたり、診療情報の外部保惇を行う揚合には、「窪療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン第5.1版」（令和3年1月29邑医政発第0129第1号〉によること

とレ、各医療機関等において運営及び委託等の取扱いについて安全性が確保されるよう

規程を定め、実施するものとする。

(5）その他

受伺での時び出しゃ、病室における患者の名札の掲示などについては、患者の取り違

え防止など業務を適切に実施する上で脳要と考えられるが、医療におけるプライバシー

保護の重要性に鑑み、患者の希望に応じて一定の配患をすることが望ましい。

じ去の規定により遵守すべき事項等〕

－医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は盟主損の防止そ

の他個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。

・医療・介護関係事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、当

該個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を

行わなければならない。

・医療・介護関係事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する揚合は、そ

の取扱いを委託された個人データの安全管理が園られるよう、委託を受けた者に対す

る必要かつ適切な監督を行わなければならない。

【その他の事項】

・医療・介護関係事業者は、安全管理措置に閲する取組を一層推進するだめ、安全管理

措置が適切であるかどうかを一定期間ごとに個人情報保護対策及び最新の技術動向を

踏まえた情報セキュリティ対策に十分な知見を有する者に事業者内の対応を確認させ

るほか、必要に応じて外部の知見を有する者による確認を受けることで、改善を図る
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ことが望ましい。

ベノ
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8.漏えい等の報告等（法第26条〉

詳細は、別途定める通則ガイドラインを参照のこと。

（漏えい等の報告等〉

法第二十六条個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失、扱損

その他の個人データの安全の確保に係る事態であって恒人の権利利益を害するおそ

れが大きいものとレて個人情報保護委員会規則で定めるものが生じたときは、個人情

報保護委員会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会

に報告しなければならない。だだし、当該個人情報取扱事業者が、他の個人情報取扱

事業者又は行政機関等から当該個人データの取扱いの全部又は一部の委託を受けた

揚合であって、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨

を当該他の個人情報取扱事業者又は行政機関等に通知したときは、この限りでない。

2 前項に規定する揚合には、個人情報取扱事業者（問項ただし書の規定による通知をい

した者を除く。〉は、本人に対し、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当

該事態が生じた旨を通知レなければならない。ただレ、本人への通知が困難な揚合で

あって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、

この限りでない。

（個人の権利利益を害するおそれが大きいもの〉

規則第七条 法第二十六条第一項本文の個人の権利利益を害するおそれが大きいもの

として恒人情報保護委員会規則で定めるものは、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。

一 要配慮個人情報が含まれる個人データ（高度な暗号化その他の個人の権利利益を保

護するために必要な措置を講じだものを除く。以下この条及び次条第一項において同

じ。〉の漏えい、滅失若しくは設損〈以下この条及び次条第一項において「漏えい等J

という。〉が発生し、又は発生したおそれがある事態

二 不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある個人データの漏え

い等が発生し、又は発生したおそれがある事態

三不正の目的をもって行われたおそれがある個人データの漏えい等が発生し、又は発

生したおそれがある事態

四 個人データに係る本人の数が千人を超える漏えい等が発生し、又は発生レたおそれ

がある事態

【法の規定により遵守すべき事項〕

・医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失、設損その他の1［§］人
データの安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいもの

〈要配慮個人情報が含まれる個人データの漏えい等〉が生じたときは、当該事態が生じ

た旨を個人情報保護委員会に報告するとともに、本人への通知を行わなければならない。

具体的な例としては以下のとおりである。
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（例〉

・病院における患者の診療情報や謂剤情報を含む個人データを記録した USBメモリー

を紛失した揚合

・従業員の健康診断等の結果を含む個人データが漏えいレた揚合

・報告及び通知の対象となる事態、報告及び遇知の方法等については、通則ガイドライン

も参照のこと。

－個人データの取扱いを委託している揚合においては、委託元と委託先の双方が個人デー

タを取り扱っていることになるため、報告対象事態に該当する揚合には、原則として委

託元と委託先の双方が報告する義務を負う。

この揚合、委託元及び委託先の連名で報告することができる。なお、委託先が、報告

義務を負っている委託元に当該事態が発生したことを通知したときは、委託先は報告義

務を免除される。

【その他の事項〕

・要配慮個人晴報が含まれる個人データの漏えい等に限らず、医療機関等においてコンビ

ュータウイルスの感染などによるサイバー攻撃を受けだ疑いがある揚合にあっては、「医

療機関等におけるサイバーセキュリティ対策の強化について」（平成30年 10月29臼

医政総発 1029第1号・医政地発 1029第3号・医政研発 1029第1号〉により、直

ちに医療情報システムの保守会社等に連絡の上、当該サイバー攻撃により医療情報シス

テムに障害が発生し、個人情報の漏洩や医療提供体制に支障が生じる又はそのおそれが

ある事案であると判断された揚合には、速やかに当該医療機関等から厚生労働省医政局

研究開発振興課医療技術情報推進室に連絡すること。
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9. jlQ)人データの第三者提供（法第27条〉

（第三者提供の制限〉

法第二十七条個人晴報取扱事業者は、次に掲げる揚合を除くほか、あらかじめ本人の

閤意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。

一法令に基づく揚合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある揚合であって、本人の悶意を

得ることが困難であるとき。

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な青成の推進のために特に必要がある揚合であ

って、本人の同意を得ることが困難であるとき。

四 国の機関若しくは地方公共国体又はその委託を受けだ者が法令の定める事務を

遂行することに対レて協力する必要がある揚合であって、本人の同意を得ることに

より当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

五 当該（巨人情報取扱事業者が学術研究機関等である揚合であって、当該個人ヂータ

の提供が学術研究の成果の公表又は教援のためやむを得ないとき（個人の権利利益

を不当に侵害するおそれがある揚合を除く。〉。

六 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である揚合であって、当該個人データ

を学術研究目的で提供する必要があるとき（当該個人データを提供する目的の一部

が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある

揚合を除く。〉〈当該個人情報取扱事業者と当該第三者が共同して学術研究を行う揚

合に限る。〉。

七 当該第三者が学術研究機関等である揚合であって、当該第三者が当該個人ヂータ

を学術研究巴的で取り扱う必要があるとき〈当該個人データを取り扱う目的の一部

が学術研究目的である揚合を倉み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある

揚合を除く。〉。

2 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに臨

じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとレている

揚合であって、次に掲げる事頃について、個人情報保護委員会規則で定めるところに

より、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くとともに、

個人情報保護委員会に届け出たときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを

第三者に提供することができる。ただし、第三者に提供される個人データが要配慮個

人情報又は第二十条第一頃の規定に違反して取得されたもの若しくは他の個人情報

取扱事業者からこの項本文の規定により提供されたもの（その全部又は一部を複製

レ、又は加工したものを含む。〉である揚合は、この限りでない。

一 第三者への提供を行う個人情報取扱事業者の氏名文は名称及び住所盟びに法人に

あっては、その代表者（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあ

っては、その代表者又は管理人。以下この条、第三十条第一項第一号及び第三十二

条第一項第一号において同じ。〉の氏名

一 第三者への提供を利用巨的とすること。

一 第三者に提供される個人データの項目
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四 第三者に提供される個人データの取得の方法

五第三者への提供の方法

六 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止す

ること。

七本人の求めを受け付ける方法

八 その他個人の権利利益を保護する疋めに必要なものとして個人情報保護委員会規

則で定める事頃

3 個人情報取扱事業者は、前項第一号に掲げる事項に変盟があったとき又は悶項の規

定による個人データの提供をやめたときは遅滞なく、問項第三号から第五号まで、第

七号又は第八号に掲げる事項を変更しようとするときはあらかじめ、その旨につい

て、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、本人に通知し、又は本人が容易

に知り得る状態に置くとともに、個人情報保護委員会に届け出なければならない。

4 個人情報保護委員会は、第二項の規定による届出があったときは、個人情報保護委

員会規則で定めるところにより、当該届出に係る事項を公表レなければならない。前

演の規定による届出があつだときも、同様とする0

5 次に掲げる揚合において、当該個人データの提供を受ける者は、前各項の規定の適

用については、第三者に該当レないものとする。

一 個人情報取扱事業者が利用邑的の達成に必要な範囲内において個人データの取

扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人データが提供される揚合

二合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される揚合

三 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される

揚合であって、その旨並びに共間レて利用される個人データの項目、共同して利用

する者の範囲、利用する者の利用目的並びに当該個人ヂータの管理について責任を

有する者の氏名又は名称及ひ、住所並ひ、に法人にあっては、その代表者の氏名につい

て、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容器に知り得る状態に置いているとき。

6 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する個人データの管理について重任を有

する者の氏名、名称若しくは住所又は法人にあっては、その代表者の氏名に変更があ

ったときは遅滞なく、国号に規定する利用する者の利用目的又は当該責任を有する者

を変更しようとするときはあらかじめ、その旨について、本人に通知し、又は本人が

容易に知り得る状態に置かなければならない。

( 1 ）第三者提供の取扱い

医療・介護関係事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者

に提供してはならないとされており、次のような揚合には、本人の悶意を得るl出1要が

ある。

〈倒〉

・民間保険金社からの照会

患者が民間の生命保険に加入しようとする揚合、生命保険会社から患者の健康

状態等について照会があつだ揚合、患者の同意を得ずに患者の現在の健康状態や
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既往歴等を回答してはならない。

交通事故によるけがの治療を行っている患者に関レて、保験会社から損害保険

金の支払いの審査のために必要であるとして症状に関する照会があった揚合、患

者の同意を得ずに患者の症状等を回答してはならない。

－職揚からの照会

職揚の上司等から、社員の病状に関する問合せがあったり、休職中の社員の職

揚復帰の見込みに関する問合せがあった揚合、患者の悶意を得ずに患者の病状や

回復の見込み等を回答してはならない。

・学校からの照会

学校の教職員等から、児童・生徒の健康状態に閲する問合せがあったり、休学

中の児童・生徒の復学の見込みに関する問合せがあった揚合、患者の同意を得す、

に患者の健康状態や回復の見込み等を回答しではならない。

－マーケティング等を目的とする会社等からの照会

健康食品の販売を目的とする会社から、高血圧の患者の君子在の有無について照

会された揚合や要件に該当する患者を紹介して欲しい旨の依頼があった揚合、患

者の同意を得ずに患者の有無や該当する患者の氏名・住所等を回答してはならな

し，0

(2）第三者提供の例外

ただレ、次に掲げる揚合については、本人の同意を得る必要はない。

①法令に基づく揚合

医療法に基づく立入検査、介護保険法に基づく不正受給者に係る市町村への通知、

児童虐待の防止等に閲する法律に基づく児藁虐待に係る通告等、法令に基づいて個

人情報を利用する揚合であり、墜療機関等の通常の業務で想定される主な事例は別

表3のとおりである。（IV3.(2）①参照〉

②人の生命、畠体又は財産の保護のために脳要がある揚合であって、本人の悶意を得

ることが困難であるとき

（例〉

・意識不明で皐元不明の患者について、関係機関ヘ照会したり、家族又は関係者等

からの安否確認に対してU)j要な11嘗報提供を行う揚合

・意識不明の患者の病状や重度の認知症の高齢者の状況を家族等に説明する揚合

・大規模災害、感染症等で医療機関に非常に多数の傷病者が一時に搬送され、家族

等からの問合せに迅速に対応するだめには、本人の悶意を得るための作業を行う

ことが著しく不合理である揚合
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※なお、「本人の同意を得ることが閤難であるとき」には、本人同意を求めても同

意レない揚合、本人に同意を求める手続を経るまでもなく本人の掴意を得るこ

とができない揚合等が含まれるものである。

③公衆衛生の向上又は児童の健全な青成の推進のために特lこ必要がある揚合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき

（例〉

・健康増進法に基づく地域がん登録事業による冨又は地方公共団体への情報提供

・がん検診の精度管理のための地方公共団体又は地方公共団体から委託を受けだ検

診機関に対する精密検査結果の情報提供

・児童虐待事例についての関係機関との情報交換

・医療安全の向上のため、院内で発生した医療事故等に関する園、地方公共団体又

は第三者機関等への情報提供のうち、氏名等の庸報が含まれる揚合

・感染症患者への対応に当たって、他の患者等への感染を防ぐため、家族等濃厚接触

者の迅速な把曜のために他の医療機関等に対して~要な個人情報を迅速に共有す
ることが非常に童要な揚合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき

・医療機闘が以前治療を行つだ患者の臨床症例に係る個人データを、症例研究のた

めに他の医療機関に提供し、当該他の医療機闘を受診する不特定多数の患者に対

してより優れた監療サービスを提供できるようになること等により、公衆衛生の

向上に特に資する揚合であって、本人の転居により有効な連絡先を保再しておら

ず本人からの同意取得が困難であるとき

・医療機関が保有する患者の臨床症例に係る個人データを、有刻な治療方法や薬剤

が十分にない疾病等に関する疾病メカニズムの解明を目的とした研究のために製

薬企業に提供し、その結果が広く共荷・活用されていくことで、医学、薬学等の発

展や医療水準の向上に寄与し、公衆衛生の向上に特に資することが期待される揚

合であって、本人の転居により有刻な連絡先を保有しておらず本人からの同意取

得が困難であるとき

④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する！也I要がある揚合であって、本人の同意を得ることにより

当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

〈例〉

・統計法第2条第71頁の規定に定める一般統計調査に協力する揚合

・災害発生時に警察が負傷者の住所、氏名や傷の穂度等を照会する揚合等、公共の

安全と秩序の維持の観点、から照会する揚合

⑤学術研究機関等が学術研究目的で個人データを提供する揚合であり、かつ、当該個

人データの提供が学術研究の成果の公表又は教慢のためやむを得ない揚合〈個人の

権利利益を不当に侵害するおそれがある揚合を除く。〉

（例〉

4 6 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



・顔面の皮膚病に関する医学論文において、症例に言及する揚合であって、写真全

体にモザイク処理を施す等の対応をすることにより当該論文による研究成果の公

表の目的が違せられなくなるとき

⑥学術研究機関等が個人データを提供する揚合であり、かつ、当該学術研究機関等と

共同レて学術研究を行う第三者（学術研究機関等であるか否かを問わない〉に当該

個人データを学術研究目的で提供する必要がある揚合（当該個人データを提供する

目的の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当に髄害するお

それがある揚合を除く。〉

⑦学術研究機関等が個人ヂータの第三者提供を受ける揚合であり、かつ、当該学術研

究機関等が当該個人データを学術研究邑的で取り扱う必要がある揚合（当該個人デ

ータを取り扱う目的の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不

当に1墨書するおそれがある揚合を除く。〉

(3）本人の同意が得られていると考えられる揚合

医療機関の受｛寸等で診療を希望する患者は、傷病の回復等を目的としている。一方、

医療機関等は、患者の傷病の回復等を巨的として、より適切な医療が提供できるよう

治療に取り組むとともに、必要に応じて他の医療機関と連携を図ったり、当該傷病を

専門とする他の医療機関の医師等に指導、同書等を求めることも日常的に行われる。

また、その費用を公的医療保険に請求する揚合等、患者の傷病の回復等そのものが

目的ではないが、医療の提供には必要な利用目的として提供する揚合もある。このだ

め、第三者への情報の提供のうち、患者の傷病の回復等を含めた患者への医療の提供

に必要であり、かつ、個人情報の利用目的として院内掲示等により明示されている揚

合は、原則として黙示による同意が得られているものと考えられる。

なお、傷病の内容によっては、患者の傷病の回復等を目的とレた揚合であっても、

個人データを第三者提供する揚合は、あらかじめ本人の明確な同意を得るよう求めが

ある揚合ち考えられ、その揚合、医療機関等は、本人の意思に応じた苅応を行う！必要

がある。

①患者への医療の提供のために通常必要な範囲の利用目的について、院内掲示等で公

表しておくことによりあらかじめ黙示の同意を得る揚合

震療機関の受｛寸等で、診療を希望する患者から個人情報を取縛した揚合、それら

が患者自皐の医療サービスの提供のために利用されることは明らかである。このた

め、院内掲示等により公表して、患者に提供する医療サービスに関する利用目的に

ついて患者から明示的に留保の意思表示がなければ、患者の黙示による陪意があっ

たものと考えられる。 CW5.参照〉

また、

(y）患者への医療の提供のだめ、他の医煉機関等との連携を図ること

（イ）患者への医療の提供のため、外部の医師等の意見・肪言を求めること
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（ウ）患者への医療の提供のため、他の医療機関等からの照会があった揚合にこれに

応じること

(I）患者への医療の提供に際して、家族等への病状の説明を行うこと

等が利用自的とレて特定されている揚合は、これらについても患者の同意があつ

だものと考えられる。

②この揚合であっても、黙示の同意があったと者えられる範囲は、患者のための医療

サービ、スの提供に脳要な利用の範囲であり、別表2の「患者への医療の提供に！必要

な利用目的」を参考に各医療機関等が示した利用目的に限られるものとする。

なお、院内掲示等においては、

(JI）患者は、医療機関等が示す利用目的の中で同意しがたいものがある揚合には、そ

の事項について、あらかじめ本人の明確な同意を得るよう医横機関等に求めるこ

とができること。

（イ）患者が、（JI）の意思表示を行わない揚合は、公表された利用目的について患者の岡

意が得られたものとすること。

（ウ）同意及び留保は、その後、患者からの申出により、いつでも変更することが可能

であること。

をあわせて掲示するものとする。

※上記①の（JI）～（I）の異体側

（倒〉

－他の底療機関宛に発行した紹介状等を本人が持参する揚合

医療機関等において他の医煉機関等への紹介状、処方せん等を発任し、当該書面

を本人が（也の医療機関等に持参した揚合、当該第三者提供については、本人の同意

があったものと害えられ、当該書面の内容に闘し、医療機関等との聞での情報交換

を行うことについて同意が得られたものと考えられる。

－他の医療機関等からの照会に回答する揚合

診療所Aを過去に受診したことのある患者が、病院Bにおいて現に受診中の揚合

で、病院Bから診療所Alこ対し過去の診察結果等について照会があった揚合、病院

Bの担当陸師等が受診中の患者から同意を得ていること力目確認できれば、診療所A

は自らが保帯する診療情報の病院8への提供について、患者の同意が得られたもの

と考えられる。

なお、地域医療情報連携ネットワークにおいて、医療機関が保静及び管理等を行

う診療情報等を、他の医療機聞からの照会を受けて、直接第三者提供する揚合（震

煉機関から地域医療情報連携ネットワークの運営主体に対して診膿情報等の保静及

び管理等の取扱いを委託している揚合において、当該地域医療情報連携ネットワー

クの運営主体を介して、他の医療機関からの照会を受けて、診煉情報等を第三者提

供する揚合を含む。〉については、「地域医療情報連携ネットワークにおける同意取

得方法の例について」（令和2年3月31日伯け厚生労働省医政商総務課事務連絡〉
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による。

－家族等への病状説明

病態等について、本人と家族等に対レ同時に説明を行う揚合には、明示的に本人

の同意を得なくても、その本人と同時に説明を受ける家族等に対する診療情報の提

供について、本人の同意力対号られたものと考えられる。

同様に、児輩・生徒の治療に教職員が｛寸き添ってきた揚合についても、児童・生

徒本人が教職員の同席を拒まないのであれば、本人と教職員を同席させて、治療内

容等について説明を行うことができると考えられる。

③医療機関等が、労働安全衛生法第66条、健康保験法第150条、国民健康保際法

第82条又は高齢者の医療の確保に関する法律第20条、第24条若しくは第12 

5条により、事業者又は保険者が行う健慶診断等を受託した揚合、その結果である

労働者等の個人データを委託先である当該事業者又は保険者に対して提供すること

について、本人の間意が得られていると考えられる。

④介護関係事業者については、介護保隙法に基づく指定基準において、サービス担当

者会議等で利用者の個人情報を用いる揚合には利用者の同意を、利用者の家族の個

人情報を用いる揚合には家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければな

らないとされていることを踏まえ、事業所内への掲示によるのではなく、サービス

利用開始時に適切に利用者から文書により同意を得ておくことが必要である。

(4）「第三者」に該当しない揚合

①他の事業者等への情報提供であるが、「第三者」に該当しない揚合

法第27条第5項各号に掲げる揚合の当該個人データの提供を受ける者について

は、第三者に該当せず、本人の同意を得ずに情報の提供を行うことができる。医療・

介護関係事業者における具体的事例は以下のとおりである。

－検査等の業務を委託する揚合

・外部監査機関への情報提供（（公益財団法人〉日本医療機能評価機構が行う病院機

能評価等〉

・個人データを特定の者との閤で共同して利用するとして、あらかじめ本人に通知

等している揚合

※個人データの共同での利用における留意事項

病院と訪問看護ステーションが共同で医療サービスを提供している揚合など、

あらかじめ個人データを特定の者との聞で共同して利用することが予定されて

いる揚合、 （y）共同レて利用される個人データの項目、（イ）共同利用者の範屈（個

別列挙されているか、本人から見てその範囲が明確となるように特定されてい

る必要がある〉、（ウ）利用する者の利用目的、（I）当該個人データの管理について

費任を有する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の
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氏名をあらかじめ本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態においておく

とともに、共同して利用することを明らかにしている揚合iこは、当該共同利用

者は第三者に該当しない。

この揚合、（JI）、（イ）については変更することができず、（ウ）、（I）については、

本人が想定することが菌難でない範囲内で変型することができ、変更する揚合

は、本人に通知又は本人の容易に知り得る状態におかなければならない。

②同一事業者内における情報提供であり、第三者に該当レない揚合

同一事業者内で情報提供する揚合は、当該個人データを第三者に提供したことに

はならないので、本人の同意を得ずに情報の提供を行うことができる。医療・介護

関係事業者における具体的事例は以下のとおりである。

・病院内の他の診療科との連携など当該医療・介護関係事業者内部における情報

の交換

・同一事業者が開設する複数の施設聞における情報の交換

・当該事業者の職員を対象とレた研修での利用（ただし、第三者提供に該当しな

い揚合であっても、当該利用目的が院内掲示等により公表されていない揚合に

は、具体的な利用方法について本人の同意を得るか（1V3. 参照〉、 1~人が特定

されないよう、匿名加工＇ I育報又は仮名加工情報lこ加工する必要がある en4. 

及びII5.参照〉。なお、法別表第二に掲げる法人については、雷名加工情報取

扱事業者等の義務に関する規定（法第4章第4節〉の適用が除外され〈法第5
8条関係〉、障名加工情報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみな

して公的部門における規律（法第5章第5節〉が適用される（法第123条関

係〉。〉

・当該事業者内で経営分析を行うための情報の交換

(5）その他留意事項

－他の事業者への情報提供に関する留意事項

第三者提供を行う揚合のほか、他の事業者への情報提供であっても、①法令に基づ

く揚合など第三者提供の例外に該当する揚合、②「第三者Jに該当しない揚合、③個

人が特定されないように、監名加工情報に加工して情報提供する揚合などにおいては、

本来必要とされる情報の範囲に限って提供すべきであり、情報提供する上で必要とさ

れていない事項についてまで他の事業者に提供することがないようにすべきである。

特に、医療事故発生直後にマスコミへの公表を行う揚合等については、本人の同意

を得る脳要がある。

（適切ではない例〉

・医師及び薬剤師が製薬企業のMRC医薬品情報担当者〉、医薬品卸業者のMS（医薬

日販売担当者〉等との聞で医薬日の投薬効果などについて情報交換を行う揚合lこ、

必要でない氏名等の情報を削除せずに提供すること。
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じ去の規定により遵守すべき事項等）

・医療・介護関係事業者においては、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データ

を第三者に提供してはならない。なお、（2）の本人の同意を得る!Q;'I要がない揚合に

該当する揚合には、本人の同意を得る脳要はない。

－個人データの第三者提供について本人の同意があった揚合で、その後、本人から第

三者提供の範囲の一部についての間意を取り消す旨の申出があった揚合は、その後

の個人データの取扱いについては、本人の間意のあった範囲に限定して取り扱うも

のとする。

｛その他の事現】

・第三者提供に該当しない情報提供が行われる揚合であっても、焼内や事業所内等へ

の掲示、ホームページ等により情報提供先をできるだけ明らかにするとともに、患

者・利用者等からの問合せがあった揚合に回答できる体制を確保する。

・例えば、業務委託の揚合、当該医療・介護関係事業者において委託している業務の

内容、委託先事業者、委託先事業者との間での個人情報の取扱いに関する取り決め

の内容等について公開することが考えられる。
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1 0.外国にある第三者への提供の制限（法第28条〉

詳細は、別途定める「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（外国に

ある第三者への蝿供編〉」〈平成28年個人情報保護委員会告示第7号〉を参照のこと。

〈外国にある第三者への提供の制限〉

法第二十八条個人情報取扱事業者は、外国（本邦の域外にある国又は地域をいう。以

下この条及び第三十一条第一項第二号において同じ。〉（個人の権利利益を保護する上

で我が匿と伺等の水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を帯してい

る外国として個人情報保護委員会規則で定めるものを除く。以下この条及び間号にお

いて同じ。〉にある第三者（個人データの取扱いについてこの節の規定により個人情報

取扱事業者力宅着ずべきこととされている措置に相当する措置（第三項において「相当

措置Jという。〉を継続的に講ずるために必要なものとして個人情報保護委員会規則で

定める基準に適合する体制を整備している者を除く。以下このI頁及び次項並びに間告

において向じ。〉に個人ヂータを提供する揚合には、前条第一I頁各号に掲げる揚合を除

くほか、あらかじめ外国にある第三者への提供を認める旨の本人の同意を得なければ

ならない。この揚合においては、同条の規定は、適用しない。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定により本人の間意を得ようとする揚合には、個

人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、当該外国における個人情

報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のだめの措置その他当該

本人1こ参考となるべき情報を当該本人に提供しなければならない。

3 個人情報取扱事業者は、個人データを外匿にある第三者（第一項に規定する体制を

整備している者に限る。） Iこ提供しだ揚合には、他人情報保護委員会規則で定めるとこ

ろにより、当該第三者による棺当措置の継続的な実施を確保するために必要な措置を

講するとともに、本人の求めに店じて当該脳要な措置に関する情報を当該本人に提供

しなければならない。

規則第十六条 法第二十八条第一項の個人情報保護委員会規則で定める基準は、次の各

号のいずれかに該当することとする。

一 個人情報取扱事業者と個人データの提供を受ける者との間で、当該提供を受ける

者における当該個人データの取扱いについて、適切かつ合理的な方法により、法第

四章第二節の規定の趣旨に沿った措置の実施が確保されていること。

二個人データの提供を受ける者が、個人情報の取扱いに係る国際的な枠組みに基づ

く認定を受けていること。

〔法の規定により遵守すべき事項等）

・医療・介護関係事業者が、法第28条の規定に基づき、外国にある第三者に個人デー

タを提供する揚合には、法第27条第1項各号（※〉に定める揚合を除き、外国にあ

る第三者ヘ提供することについて本人の同意を得なければならない。

・ただし、次の①又は②のいす、れかに該当する揚合は、園内と同様に法第27条第1I員

柱書の規定に基づく本人同意による第三者提供、又は同条第5項に基づく委託、共開
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利用による提供が珪能である。

ぐE外国にある第三者が、日本と同等の水準にあると認められる傭人情報保護制度を有

している国とレて規則で定める国にある揚合

＠外国にある第三者が、個人情報取扱事業者が講ずべき措置に相当する措置を継続的

に講ずるために~要な体制として規則で定める基準に適合する体制を整備している

揚合

（※〉法第27条第1I頁各号

－法令に基づいて個人データを提供する揚合（第1号関係〉

・人（法人を含む。〉の生命、易体又は財産といった具体的な権利利首が侵醤されるおそれが

あり、これを保護するために個人データの提供が脳要であり、かつ、本人の同意を得るこ

とが匿難である揚合〈第2号関係）

・公衆衛生の向上又はJ白書の発展途上にある児章の健全な脊成のために特に必要な揚合であ

り、かつ、本人の間意を得ることが困難である揚合（第3号関係〉

・国の機関等が法令の定める事務を実施する上で、民間企業等の協力を得る必要がある揚合

であって、協力する民間企業等が当該国の機関等に個人データを提供することについて、

本人の間意を得ることが当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある揚合（第4号関係〉

・学術研究機関等が学術研究目的で個人データを提供する揚合であり、かつ、当該個人デー

タの提供が学術研究の成果の公表又は教慢のためやむを得ない揚合〈（白人の権利利益を不

当に侵害するおそれがある揚合を除く。〉（第5号関係〉

・学術研究機関等が個人データを提供する揚合であり、かつ、当該学術研究機関等と共同し

て学術研究を行う第三者（学術研究機関等であるか否かを問わない〉に当該個人データを

学術研究目的で提供する~要がある揚合（当該個人データを提供する目的の一部が学術研

究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある揚合を除く。〉

（第6号関係〉

・学術研究機関等が個人データの第三者提供を受ける揚合であり、かつ、当該学術研究機関

等が当該個人ヂータを学術研究目的で取り扱う必要がある揚合（当該姐人ヂータを取り扱

う目的の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利筒を不当に侵害するおそれ

がある揚合を除く。〉（第7号関係〉

・上記②個人情報取扱事業者が講す、ベき措置に相当する措置を継続的に講ずるために必

要な体制の基準については、規則第16条に規定されている。

・「適切かつ合理的な方法Jは、個々の事例ごとに判断されるべきであるが、個人データ

の提供先である外Eにある第三者が、我が国の個人情報取扱事業者が講ずべきことと

されている措置に相当する措置を継続的に講ずることを担保することができる方法で

ある~要がある。例えば、次の事例が該当する。

〈例〉

・外国にある事業者に個人データの取扱いを委託する揚合

提供元及び提供先聞の契約、確認書、覚書等
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・契約等に法第4章第1節に関する全ての事項を規定レなければならないものではなく、

実質的に適切かつ合理的な方法により、措置の実施が確保されていればよい。なお、

典型的な事例として日本にある事業者が、外国にある事業者に個人データの取扱いを

委託する揚合を挙げ、外冨にある第三者又は提供冗である日本にある事業者が講ず、べ

き措震の具体例を示すこととする。

・利用自的の特定〈法第17条の趣旨に沿った措置〉

（倒〉委託契約において、外国にある事業者による利用自的を特定する0

・利用自的による制限（法第18条の趣旨に沿った措置〉

〈例〉委託契約において、委託の内容として、外国にある事業者による利用目的

の範囲内での事務処理を規定する。

・不適正な利用の禁止（法第19条の趣旨に沿っだ措置〉

（例〉委託契約により外国にある事業者による違法又は不当な行為を助長レ、又

は誘発するおそれがある方法による利用を禁止する。

－適正な取得（法第20条第1項の趣旨に沿った措置〉

（例〉外国にある事業者が委託契約に基づいて適切に個人データを取得している

ことが自明であれば、不正の手段による取得ではない。

・取得に際しての利用包的の通知（法第21条の趣旨に沿った措置〉

（例〉日本にある事業者から患者に対して利用目的の通知等をする。〈利用目的の

範闘を別表2で示し、院内掲ホ等での公表で差し支えない〉

・データ内容の正確性の確保等〈法第22条の趣旨に沿った措置〉

（側〉委託契約によりデータ内容の正確性の確保等について規定するか、又は、

データ内容の正確性の確保等に係る賞任を個人データの提供元たる事業者が負

うこととする。

・安全管理措置（法第23条の趣旨に沿った措置〉

（例〉委託契約により外国にある事業者が安全管理措置を講ずる冨を規定する0

・従業者の監督。去第24条の趣旨iこ沿った措置〉

（例〉委託契約により外国にある事業者の従業者の監醤に係る措置を規定する0

・委託先の監醤（法第25条の趣旨に沿った措置〉

（例〉委託契約により外国にある事業者の再委託先の監醤に係る措置を規定する0

・漏えい等の報告等（法第26条の趣旨に沿った措置〉

（例〉委託契約により、外国にある事業者において法第26条第 1I頁に定める報

告対象事態が発生した揚合に、日本にある個人情報取扱事業者が個人情報保護

委員会への報告及び本人通知に係る措置を講ずることについて明確にする。

・第三者提供の制限（法第27条の趣旨に沿った措置〉

（例〉委託契約により外国にある事業者からの偶人データの第三者提供を禁止す

る。

・外調にある第三者への提供の制限（法第28条の趣旨に沿った措置〉

（例〉委託契約！こより外国にある事業者からの個人データの第三者提供を禁止す

る。
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－保有個人データに関する事項の公表等（法第32条の趣旨に沿った措賓〉

〈倒〉提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該

当する揚合には、委託契約により、日本にある個人情報取扱事業者が保有価人

データに関する事項の公表等に係る義務を履行することについて明確にする。

なお、提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人データJに

該当しない揚合には、結果として「措置」としての対応は不要である。

・開示。去第33条の趣旨に沿っだ措置〉

〈例〉提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人データJに該

当する揚合には、委託契約により、日本にある個人情報取扱事業者が開示に係

る義務を履行することについて明確にする。なお、提供する個人データが外国

にある事業者にとって「保有個人データ」に該当レない揚合には、結果として

「措置」としての対応は不要である。

・訂正等（法第34条の趣旨に沿った措置〉

（側〉提供する個人データが外国にある事業者にとって「保再個人データJに該

当する揚合には、委託契約により、日本にある個人情報取扱事業者が訂正等に

係る義務を履行することについて明確にする。なお、提供する個人データが外

屈にある事業者にとって「保有個人データJに該当しない揚合には、結果とし

て「措置」としての対応は不要である。

・利用停止等（法第35条の趣旨に沿った措量〉

ゅの提供する個人ヂータが外調にある事業者にとって「保有個人データ」に該

当する揚合には、委託契約により、日本にある個人11育報取扱事業者が利用停止

等に係る義務を履行することについて明確にする。なお、提供する個人ヂータ

が外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該当しない揚合には、結果

として「措置」としての対応は不要である。

・理由の説明〈法第36条の趣旨に沿っだ措置〉

（例〉提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該

当する揚合には、委託契約により、日本にある個人情報取扱事業者が理由の説

明に係る義務を履行することについて明確にする。なあ＼提供する個人データ

が外国にある事業者にとって「保有価人データ」に該当レない揚合には、結柴

として「措置」としての対応は不要である。

・開示等の請求等に応じる手続（法第37条の趣旨に沿った措置〉

（倒〉提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該

当する揚合には、委託契約により、日本にある個人情報取扱事業者が開示等の

請求等に応じる手続を履行することについて明確にする。なお、提供する個人

データが外国にある事業者にとって「保有個人データJIこ該当しない揚合には、

結果として「措霞Jとしての対応は不要である。

・手数料（法第38条の趣旨に沿った措置〉

（倒〉提供する個人データが外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該

当する揚合には、委託契約により、日本にある個人情報取扱事業者が手数料に

係る措覆を履行することについて明確にする。なお、提供する恒人データが外

5 5 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



国にある事業者にとって「保有個人データ」に該当レない揚合には、結果とし

て「措置」としての対応は不要である。

－個人情報取扱事業者による苦情の処理（法第40条の趣旨に沿っだ措置〉

〈例〉提供する個人データが外関にある事業者にとって「保有個人データJに該

当する揚合には、委託契約により、日本にある個人情報取扱事業者が法第40

条に係る義務を履行することについて明確にする。なお、提供する個人データ

が外国にある事業者にとって「保有個人データ」に該当しない揚合には、結果

として「措置」としての対応は不要である。
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1 1 .第三者提供に係る記録の作成等（法第29条〉

詳細は、別途定める「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン〈第三者提

供時の確認・記録義務編〉」（平成28年個人情報保護委員会告示第8号〉を参照のこと。

（第三者提供に係る記録の作成等〉

法第二十九条個人情報取扱事業者は、個人データを第三者（第十六条第二項各号に掲

げる者を除く。略〉に提供したときは、個人情報保護委員会規則で定めるところによ

り、当該個人データを提供しだ年月日、当該第三者の氏名又は名称その他の個人情報

保護委員会規則で定める事項に関する記録を作成しなければならない。だだレ、さ当該

個人データの提供が第二十七条第一項各号又は第五項各号のいずれか〈略〉に該当す

る揚合は、この限りでない。

2 個人情報取扱事業者は、前項の記録を、岩該記録を作成レた白から個人情報保護委

員会規則で定める期間保容しなければならない。

（第三者提供に係る記録の作成〉

規則第十九条法第二十九条第一項の規定による同頂の記録を作成する方法は、文書、

電E盤的記録又はマイクロフィルムを用いて作成する方法とする。

2 法第二十九条第一項の記録は、個人データを第三者（略〉に提供した都度、速やかに

作成しなければならない。ただし、当該第三者に対レ個人データを継続的に若しくは

反復して提供〈略〉したとき、又は当該第三者に対レ個人データを継続的に若しくは

反復して提供すること力目確実であると見込まれるときの記録は、一括して作成するこ

とができる。

3 前項の規定にかかわらず、法第二十七条第一頃又は法第二十八条第一項の規定によ

り、本人に刻する物毘又は役務の提供に関連して当該本人に係る個人データを第三者

に提供した揚合において、当該提供に関レて作成された契約書その他の書面に次条第

一項各号に定める事項力t記載されているときは、当該書面をもって法第二十九条第一

項の当該事項に関する記録に代えることができる。

（第三者提供に係る記録事項〉

規則第二十条法第二十九条第一頃の由人情報保護委員会規則で定める事項は、次の各

号に掲げる揚合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める事項とする。

一法第二十七条第二項の規定により個人データを第三者に提供した揚合次のイか

らこまでに掲げる事項

イ 当該個人データを提供した年月日

口 当該第三者の氏名又は名称及ひ、住所並ひ、に法人にあっては、その代表者（法人

でない国体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管

理人。第十八条の四第一項第三号において悶じ。〉の氏名（不特定かつ多数の者に

対して提供したときは、その旨〉

ハ当該個人ヂータによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに

足りる事項
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二当該個人データの項目

二 法第二十七条第一項文は法第二十八条第一項の規定により個人データを第三者に

提供した揚合次のイ及び口に掲げる事項

イ 法第二十七条第一項又は法第二十八条第一頃の本人の同意を得ている旨

口 前号口からこまでに掲げる事項

2 前項各患に定める事項のうち、既に前条に規定する方法により作成レだ法第二十九

条第一項の記録（当該記録を保葎している揚合におけるものに限る。〉に記録されてい

る事項と内容が同一であるものについては、法第二十九条第一項の当該事項の記録を

省略することができる。

（第三者提供に係る記録の保荏期間〉

規則第二十一条法第二十九条第二項の個人情報保護委員会規則で定める期間は、次の

各号に掲げる揚合の区分に応じて、それぞれ当該各号に定める期間とする。

一 第十九条第三項に規定する方法により記録を作成した揚合最後に当該記録に係

る個人データの提供を行った白から起算して一年を経過する日までの間

二 第十九条第二項ただし書に規定する方法により記録を作成した揚合最後に当該

記録に係る個人データの提供を行った白から起算して三年を経過する日までの間

三前二号以外の揚合三年

( 1 ）記録義務が適用されない揚合

以下の揚合には記録義務が適用されない。

①第三者が法第16条第2項各号に掲げる者である揚合

以下の1）から4）までに掲げる者との聞で個人データの慢受を行う揚合、記録

義務は適用されない。

1 ）国の機関〈法第16条第2項第1号関係〉

2）地方公共団体（法第16条第21貰第2号関係〉

3）独立行政法人等（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号〉第2

条第1I頁に規定する独立行政法人及び法制表第1に掲げる法人〈法別表第

2に掲げる法人を除く。〉をいう。〉（法第16条第2項第3号関係〉

4）地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第11 8号〉第2

条第 1I頁に規定する地方独立行政法人をいう。〉（法第16条第21真第4号

関係〉

②法第27条第 1I員各弓に該当する揚合 CW9.(2）参照〉

個人データが転々流通することは想定されにくいことに鑑み、記録義務は適用さ

れない。

1 ）法令に基づいて個人データを提供する揚合〈第1号関係〉

（例〉

・審査支払機関へのレセブトの提出
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2）人（法人を含む。〉の生命、身体又は財産といった具体的な権利利益が侵害

されるおそれがあり、これを保護するために個人データの提供が必要であ

り、かつ、本人の同意を得ることが困難である揚合（第2号関係〉

3）公衆衛生の向上又はI~＼畠の発展途上にある児童の健全な育成のために特に

必要な揚合であり、かつ、本人の同意を得ることが困難である揚合〈第 3

号関係〉

4）国の機関等が法令の定める事務を実施する上で、民間企業等の協力を得る

必要がある揚合であって、協力する民間企業等が当該国の機関等に個人デ

ータを提供することについて、本人の同意を得ることが当該事務の遂行に

支障を及ぼすおそれがある揚合（第4号関係〉

5）当該個人晴報取扱事業者が学術研究機関等である揚合であって、当該個人

データの提供が学術研究の成果の公表又は教掻のためやむを得ないとき

（個人の権利利益を不当に（墨書するおそれがある揚合を除く。〉（第5号関

係〉

6）当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である揚合であって、当該個人

テ、ータを学術研究目的で提供する~要があるとき（当該個人データを提供

する目的の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当

に侵害するおそれがある揚合を除く。〉（当該個人情報取扱事業者と当該第

三者が共同して学術研究を行う揚合に限る。〉（第6号関係〉

ア〉当該第三者が学術研究機関等である揚合であって、当該第三者が当該個人

テ、ータを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り

扱う目的の一部が学術研究目的である揚合を含み、個人の権利利益を不当

に侵害するおそれがある揚合を除く。〉（第7号関保〉

③法第27条第5項各号に該当する揚合 CN9.(4）参照〉

「第三者に該当レないものとするJとされていることに鑑み、記録義務は適用さ

れない。

1 ）個人情報取扱事業者が利用目的の達成に脳要な範圏内において個人データ

の取扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人ヂータが提供さ

れる揚合（法第27条第51頁第 1号関係〉

（例〉

・検体検査業務の委託その他の業務委託

．保験事務の委託

・事業者等からの委託を受けて健康診断等を行った揚合における、事業者

等へのその結果の通知

－医療機関等の管理運営業務のうち、外部監査機関への情報提供

2）合併その他の事由による事業の京継に伴って個人データが提供される揚合

（法第27条第5項第2号関係〉

3）特定の者との聞で共屈して利用される個人データが当該特定の者に提供さ

れる揚合であって、その旨盟びに共同して利用される個人ヂータの項目、
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共司して利用する者の範囲、利用する者の利用目的並びに当該個人データ

の管理について賞任を有する者の氏名又は名称及ひ、住所盟びlこ法人にあっ

ては、その代表者の氏名について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が

容易に知り得る状態に置いているとき〈法第2ア条第51頁第3号関係〉

④本人に代わって提供している揚合

医療・介護関係事業者が患者・利用者本人からの委託等に基づき当該本人の個人

データを第三者提供する揚合は、当該恒人情報取扱事業者は「本人に代わって」個

人データの提供をしているものである。

したがって、この揚合の第三者提供については、記録義務は適用されない。

〈例〉

医療機関等が患者等に提供する医療サービスのうち、

－他の病院、診療所、肪産所、薬局、訪問看護ステーション、介護サービス事

業者等との連携

• 1也の医療機関等からの照会への回答

・患者の診療等に当たり、外部の医師等の意見・朗言を求める揚合

．審査支払機関又は保険者からの照会への回答

・医師賠償責任保際などに係る、医療に関する専門の団体、保険会社等への相

談又は届出等

⑤本人と一体と評価できる関係にある者に提供する揚合

本人の代理人又は家族等、本人と一体と評価できる関係にある者に提供する揚合、

本人慨に刻する提供とみなし、記録義務は適用されない。

（例〉

・家族等への病状説明

〔法の規定により遵守すべき事項等】

(2）記録義務の適用

( 1 ）に記載したいす、れの揚合にも該当しない揚合で、匿療・介護関係事業者が個

人データを第三者に提供したときは、法令に定める記録の作成及びその記録を保荏し

なければならない。

①記録を作成する方法など

1 ）記録を作成する媒体

医療・介護関係事業者は、記録を、文書、電磁的記録又はマイク口フィルムを用

いて作成しなければならない。

2）記録を作成する方法

医療・介護関係事業者は、原則として、個人データの擾受の都度、速やかに記録

を作成しなければならない。
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3）一括して記録を作成する方法

一定の期間内に特定の事業者との間で継続的に又は皮復して個人データを授受

する揚合は、個々の擾受に係る記録を作成する代わりに、一括して記録を作成す

ることができる。

4）契約書等の代替手段による方法

医療・介護関係事業者が、本人に対する物昂又は役務の提供に係る契約を締結

レ、その契約の履行に伴って、契約の相手方を本人とする恒人データを匿療・介

護関係事業者から第三者に提供する揚合は、その提供の際に作成した契約書その

他の書面をもって個人データの流通を追跡することが可能であるから当該契約書

その他の書面をもって記録とすることができる。

5）代行により記録を作成する方法

提供者、受領者のいずれも記録の作成方法、｛呆杏期間は同一であることに鑑み

て受領者は提供者の記録義務の全部又は一部を代替して行うことができる（提供

者と受領者の記録事項の相違については留意する必要がある。〉。なお、この揚合

であっても、提供者及び受領者は自己の義務が免責されるわけではないことから、

実質的に自ら記録作成義務を果たしているものと陪等の体制を構築しなければな

らない。

②記録事項

1 ）提供者の記録事項

医療・介護関係事業者が、本人の悶意に基づき個人データの第三者提供を行う

揚合は、次の項目を記録しなければならない。

－本人同意を得ている旨

－第三者の氏名又は名称その他の当該第三者を特定できる事項

－個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定できる事

項

－個人データの項目

③記録事項の省略

複数回にわたって悶ー「本人」の個人データの慢受をする揚合において、国一の

内容である事項を重複して記録する脳要はない。既に「11 . ( 2）記録義務の適用」

に規定する方法により作成した記録（現に保惇レている揚合に限る。〉に記録された

事項と内容が同一であるものについては、当該事項の記録を省略することができる。

④（呆寄期間

医療・介護関係事業者は、作成した記録を規則で定める期間保葎しなければなら

ない。保容期間は記録の作成方法によって異なるので留意が必要である。
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記録の作成方法の別 保容期間

契約書等の代替手段による方法に 最後に当該記録に係る個人データの提供

より記録を作成した揚合 を行った日から起算して1年を経過する

日までの間

一括して記録を作成する方法によ 最後に当該記録に係る個人データの提供

り記録を作成した揚合 を行つだ日から起算レて3年を経過する

日までの閏

上記以外の揚合 3年
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1 2.第三者提供を受ける際の確認等（法第30条〉

詳細は、別途定める「（閤人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（第三者提

供時の確認・記録義務編）J（平成28年個人情報保護委員会告示第8号〉を参照のこと。

（第三者提供を受ける際の確認等〉

法第三十条 個人情報取扱事業者は、第三者から個人データの提供を受けるに際して

は、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項の確認を行わな

ければならない。ただレ、当該個人ヂータの提供が第二十七条第一項各号又は第五項

各号のいずれかに該当する揚合は、この限りでない。

ー 当該第三者の氏名又は名称及ひ、住所並ひ、に法人にあっては、その代表者の氏名

二 当該第三者による当該個人ヂータの取得の経緯

2 前項の第三者は、個人情報取扱事業者が同項の規定による確認を行う揚合におい

て、当該個人情報収扱事業者に対して、当該確認に係る事項を偽つてはならない。

3 個人情報取般事業者は、第一項の規定による確認を行ったときは、個人情報保護委

員会規則で定めるところにより、当該個人データの提供を受けた年月日、当該確認に

係る事項その他の恒人情報保護委員会規則で定める事項に関する記録を作成しなけ

ればならない。

4 個人情報取扱事業者は、前項の記録を、当該記録を作成レた日から個人情報保護委

員会規則で定める期間保惇レなければならない。

（第三者提供を受ける際の確認〉

規則第二十二条 法第三十条第一項の規定による悶項第一患に掲げる事項の確認を倍

う方法は、個人データを提供する第三者から申告を受ける方法その他の適切な方法と

する。

2 法第三十条第一項の規定による問項第二号に掲げる事項の確認を行う方法は、個人

データを提供する第三者から当該第三者による当該個人データの取得の経緯を示す

契約書その他の醤酉の提示を受ける方法その他の適切な方法とする。

3 前二項の規定にかかわらず、第三者から他の個人データの提供を受けるに際して既

に前二項に規定する方法による確認（当該確認について次条に規定する方法による記

録の作成及び保荏をしている揚合におけるものに限る。〉を行っている事項の確認を

行う方法は、当該事項の内容と当該提供に係る法第三十条第一頃各号に掲げる事項の

内容が同一であることの確認を行う方法とする。

（第三者提供を受ける際の確認に係る記録の作成〉

規則第二十三条法第三十条第三項の規定による悶頃の記録を作成する方法は、文書、

電磁的記録又はマイクロフィルムを用いて作成する方法とする。

2 法第三十条第三項の記録は、第三者から傭人データの提供を受けた都度、速やかに

作成しなければならない。ただレ、当該第三者から継続的に若しくは反復して個人デ

ータの提供（法第二十七条第二項の規定による提供を除く。以下この条において同

じ。〉を受けたとき、又は当該第三者から継続的に若しくは反復して個人ヂータの提供
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を受けること力t確実であると見込まれるときの記録は、一括して作成することができ

る。

3 前頃の規定にかかわらず、本人に対する物品又は役務の提供に関連して第三者から

当該本人に係る個人データの提供を受けた揚合において、当該提供に関して作成され

だ契約書その他の書面に次条第一項各号に定める事項が記載されているときは、当該

醤菌をもって法第三十条第三項の当該事項に関する記録に代えることができる。

（第三者提供を受ける際の記録事項〉

規則第二十四条法第三十条第三項の個人情報保護委員会規則で定める事項は、次の各

号に掲げる揚合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める事項とする。

一 個人情報取扱事業者から法第二十七条第二項の規定による個人データの提供を受

けた揚合次のイからホまでに掲げる事項

イ 個人データの提供を受けた年月日

口 法第三十条第一環各告に掲げる事項

ハ当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに

足りる事項

二当該傭人ヂータの項目

ホ法第二十七条第四項の規定により公表されている旨

二 個人情報取扱事業者から法第二十七条第一項又は法第二十八条第一項の規定によ

る個人データの提供を受けた揚合次のイ及び口に掲げる事項

イ 法第二十七条第一項又は法第二十八条第一項の本人の同意を得ている旨

口 前号口からこまでに掲げる事項

三（略〉

四 第三者（（由人情報取扱事業者に該当する者を除く。〉から個人データの提供を受け

た揚合第一雪口からこまでに掲げる事項

2 前項各号に定める事項のうち、既に前条に規定する方法により作成した法第三十条

第三項の記録〈当該記録を保容している揚合におけるものに限る。〉に記録された事項

と内容が同一であるものについては、法第三十条第三項の当該事項の記録を省略する

ことができる。

（第三者提供を受ける際の記録の保惇期間〉

規則第二十五条法第三十条第四項の個人情報保護委員会規則で定める期間は、次の各

号！こ掲げる揚合の区分に応じて、それぞれ当該各号に定める期間とする。

一 第二十三条第三項に規定する方法により記録を作成した揚合最後に当該記録に

係る個人データの提供を受けた白から起算して一年を経過する日までの間

二 第二十三条第二項だだレ書に規定する方法により記録を作成した揚合最後に当

該記録に係る個人データの提供を受けた白から起算して三年を経過する日までの間

三前二号以外の揚合三年

( 1 ）確認・記録義務が適用されない揚合
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1 1 .第三者提供に係る記録の作成等（法第29条〉の揚合と同様、①第三者が法第

1 6条第2項各号に掲げる者である揚合、②法第27条第 1項各号に該当する揚合 CN

9. (2）参照〉、③法第2ア条第51頁各号に該当する揚合 CN9.(4）参照〉、④本人

に代わって提供された個人データを受ける揚合、⑤本人と一体と評価できる関係にある

者に該当する揚合は、確認・記録義務は適用されない。なお、具体的事例は、 11.(1)

を参照のこと。

加えて、以下の揚合においても確認・記録義務は適用されない。

⑥受領者にとって個人データに該当しない揚合

提供者にとって個人データに該当するが受領者にとって個人データに該当レない

情報を受領した揚合は、確認・記録義務は適用されない。

⑦受領者にとって個人情報に該当しない揚合

次の事例のように、提供者にとって個人データに該当する揚合であっても、受領

者にとっては「個人情報」に該当しない〈当然に個人データにも該当しない。〉情報

を受領した揚合は、確認・記録義務は適用されない。

［受領者にとって個人情報に該当しない事例〕

（側〉

・提供者が氏名を削除するなどして個人を特定できないようにしたデータの提

供を受けた揚合、

－提供者で管理しているID番号のみが位されたiデータの提供を受けた揚合

じ去の規定により遵守すべき事項等】

(2）確認義務の適用

医療・介護関係事業者は第三者から個人データの提供を受ける際は、当該第三者に

対レて、次のとおり確認を行わなければならない。

①確認方法

1 ）第三者の氏名及ひ、住所盟ひ、に法人にあっては、その代表者の氏名

2）第三者による個人データの取得の経緯

3）法の遵守状況【その他の事項】

藍療・介護関係事業者が、他の事業者から個人データの提供を受ける際には、当

該事業者の法の遵守状況（倒えば、利用目的、開示手続、問合せ・苦情の受信窓口

の公表、オプトアウトによる第三者提供により個人データの提供を受ける際には当

該事業者の届出事項が個人情報保護委員会により公表されている旨など〉について

も確認することが望まレい。

②既に確認を行った第三者に対する確認方法

複数回にわたって同一「本人Jの恒人データの授受をする揚合において、同一の内

容である事項を重複して確認する合理性はないため、既に「¢確認方法」に規定する
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方法により確認を行い、「12. (3）記録義務」 iこ規定する方法により作成し、かつ、

その時点において保容している記録に記録された事項と内容が同一であるものについ

ては、当該事項の確認を省略することができる。

(3）記録義務の適用

また、医療・介護関係事業者は、第三者から個人データの提供を受けたときは法令

に定める記録を作成レ、かつ、その記録を保葎しなければならない。

①記録を作成する方法など

1 ）記録を作成する媒体

医療・介護関係事業者は、記録を、文書、電磁的記録又はマイクロフィルムを用

いて作成しなければならない。

2）記録を作成する方法

医療・介護関係事業者は、原則として、個人データの授受の都度、速やかに記録

を作成しなければならない。

3）一括して記録を作成する方法

一定の期間内に特定の事業者との聞で継続的に又は反復して個人データを授受

する揚合は、個々の慢受に係る記録を作成する代わりに、一揺して記録を作成す

ることができる。

4）契約書等の代替手段による方法

医療・介護関係事業者が、本人に刻する物日又は役務の提供に係る契約を締結

し、その契約の履行lこ伴って、契約の相手方を本人とする個人データを第三者か

ら提供を受ける揚合は、その提供の際に作成した契約書その他の書面をもって個

人ヂータの流通を追跡することが可能であるから当該契約書その伯の書面をもっ

て記録とすることができる。

5）代行により記録を作成する方法

提供者、受領者のいすれも記録の作成方法、保容期間は同一であることに鑑み

て提供者は受領者の記録義務の全部又は一部を代替して行うことができる（提供

者と受領者の記録事現の相違については留意する必要があるo〉。なお、この揚合

であっても、提供者及び受領者は自己の義務が免聾されるわけではないことから、

実質的に自ら記録作成義務を果だしているものと同等の体制を構築しなければな

らない。

②記録事項

1 ）受領者の記録事項

医療・介護関係事業者が、本人の同意に基づき個人ヂータの第三者提供を受け
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る揚合は、次の項目を記録しなければならない。

－本人同意を得ている旨

－第三者の氏名又は名称及び住所並ひ、に法人にあっては、その代表者の氏名

・第三者による当該恒人データの取得の経緯

・個人データによって誠制される本人の氏名その他の当該本人を特定できる事

項

－個人データの項目

③記録事項の省略

複数回にわたって同一「本人」の個人データの授受をする揚合において、悶ーの

内容である事項を重複して記録する必要はない。既に「12. (3）記録義務の適用」

に規定する方法により作成レた記録（現に保脅している揚合に限る。〉に記録されだ

事頃と内容が同一であるものについては、当該事項の記録を省略することができる。

④保容期間

医療・介護関係事業者は、作成した記録を規則で定める期間保容しなければなら

ない。保容期間は記録の作成方法によって異なるので留意が必要である。

記録の作成方法の別 保容期間

契約書等の代替手段による方法に 最後に当該記録に係る個人データの提供

より記録を作成した揚合 を行った日から起算して1年を経過する

日までの間

一括レて記録を作成する方法によ 最後に当該記録に係る個人データの提供

り記録を作成した揚合 を行った日から起算して3年を経過する

日までの閏

上記以外の揚合 3年
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1 3.保有個人データに関する事項の公表等（法第32条〉

〈保有個人データに関する事項の公表等〉

法第五十二条個人情報取扱事業者は、保有個人データに関レ、次に掲げる事項につい

て、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する揚合を含む。〉に置か

なければならない。

一 当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称及び住所並ひ、に法人にあっては、その代

表者の氏名

ニ 全ての保有個人データの利用目的（第二十一条第四項第一号から第三号までに該

当する揚合を除く。〉

三 次項の規定による求め又は次条第一項（陪条第五項において準用する揚合を含

む。〉、第三十四条第一項若しくは第三十五条第一環、第三項若しくは第五項の規定

による請求に応じる手続〈第三十八条第二項の規定により手数料の額を定めたとき

は、その手数料の額を含む。〉

四 前三雪に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確保に関レ必要な

事項とレて政令で定めるもの

2 1国人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目

的の通知を求められたときは、本人に対レ、遅滞なく、これを通知しなければならな

い。だだし、次の各号のいずれかに該当する揚合は、この限りでない。

一 前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな

揚合

二 第二十一条第四項第一号から第三号までに該当する揚合

3 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的

を通知しない旨の決定をしたときは、本人に対レ、遅滞なく、その旨を通知しなけれ

ばならない。

（（呆有個人データの適正な取扱いの確保に関レ~要な事項〉

令第十条 法第三十二条第一項第四号の政令で定めるものは、次に掲げるものとする。

一 法第二十三条の規定により保有個人データの安全管理のために講じだ措置〈本人

の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する揚合を含む。〉！こ置くことに

より当該保有個人データの安全管理に支障を及ぼすおそれがあるものを除く。）

二 当該個人情報寂扱事業者が行う保有個人データの取扱いに関する苦情の申出先

三 当該個人情報取扱事業者が認定個人情報保護団体の対象事業者である揚合にあっ

ては、当該認定個人情報保護団体の名称及び苦情の解決の申出先

【法の規定により遵守すべき事項〕

・医療・介護関係事業者は、保有個人データに関し、（Y)当該個人11育報取扱事業者の氏名

又は名称及ひ、住所並ひ、に法人にあっては、その代表者の氏名、（イ）全ての保有個人デー

タの利用自的（法第21条第4項第1号から第3号までに規定された例外の揚合を除

く。〉、（ウ）保有個人データの利用目的の通知、開示、訂正、利用停止等の手続の方法、
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及び保有個人データの利用目的の通知又は開示に係る手数料の額、（I）法第23条の規

定により保有個人データの安全管理のために講じた措置、 w苦情の申出先等について、

本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する揚合を含む。〉に震かなけ

ればならない。

• (I)に関レ、医療・介護関係事業者は、 N7.に掲げる安全管理措置等を講じている

ことについて、本人の知り得る状態〈本人の求めに応じて遅滞なく回答する揚合を含

む。〉に置かなければならない。

・甚療・介護関係事業者は、本人から、当該本人力常識別される保有個人ヂータの利用目

的の通知を求められたときは、上記の措置により利用目的が明らかになっている揚合

及び法第21条第4項第1号から第3号までの例外に相当する揚合を除き、遅滞なく

通知しなければならない。

・医療・介護関係事業者は、利用目的の遇知をしない旨の決定をしたときは、本人に対

し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。

・法施行前から保有している個人情報についてち同様の取扱いを行う。

｛その他の事項〕

・医療・介護関係事業者は、保有個人データについて、その利用目的、開示、訂正、利

用停止等の手続の方法及び利用目的の通知又は開示に係る手数料の額、苦情の申出先

等について、少なくとも院内や事業者均等への掲示、さらにホームページ等によりで

きるだけ明らかにするとともに、患者・利用者等からの要望により書面を交相したり、

問合せがあった揚合に具体的内容について回答できる体制を確保する。

【法別表第二に掲げる法人等に関する適用関係】

・法別表第二に掲げる法人については、法第32条の適用が除外され（法第58条関係〉、

個人情報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみなレて公的部門における

規律（法第75条〉が適用される（法第123条関係〉。
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＼、

1 4.本人からの講求による保有個人データ等の開示。去第33条〉

（開示〉

法第三十三条本人は、個人情報取扱事業者に対レ、当該本人が識別される保有個人デ

ータの電磁的記録の提供による方法その他の由人情報保護委員会規則で定める方法

による開訴を請求することができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けたときは、本人に対し、問項

の規定により当該本人力宅書求レた方法（当該方法による開示に多額の費用を要する揚

合その他の当該方法による開示が困難である揚合にあっては、書面の交付による方

法〉により、遅滞なく、当該保省個人データを開示レなければならない。ただし、開

示することにより次の各号のいずれかに該当する揚合は、その全部又は一部を開示し

ないことができる。

一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある揚合

二 当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがあ

る揚合

三他の法令に違反することとなる揚合

3 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る保有個人データの全部若し

くは一部について開示しない旨の決定をしたとき、当該保有個人データが葎在しない

とき、文は岡I貰の規定により本人が請求した万j去による関部が困難であるときは、本

人に苅し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。

4 他の法令の規定により、本人に対レ第二項本文に規定する万j去に相当する方法によ

り当該本人が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することとされてい

る場合には、当該全部又は一部の保有個人データについては、第一項及び第二項の規

定は、適用しない。

5 第一項から第三項までの規定は、当該本人力電離別される個人データに係る第二十九

条第一項及び第三十条第三項の記録（その惇否が明らかになることにより公益その他

の利益が害されるものとして政令で定めるものを除く。第三十七条第二項において

「第三者提供記録Jという。〉について準用する。

（第三者提供記録から除外されるもの〉

令第十一条法第三十三条第五項の政令で定めるものは、次に掲げるものとする。

一 当該記録の害杏が明らかになることにより、本人又は第三者の生命、畠体又は財

産に危害が及t:S＼おそれがあるもの

二 当該記録の容否が明らかになることにより、違法又は不当な行為を朗長し、又は

誘発するおそれがあるもの

三 当該記録の葎否が明らかになることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若

しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との

交渉上不利益を被るおそれがあるもの

四 当該記録の杏否が明らかになることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の

公共の安全と秩序の維持に支障が及15＼おそれがあるもの
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（本人が請求することができる開示の方法〉

規則第三十条法第三十三条第一項（同条第五項において準用する揚合を含む。〉の個人

情報保護委員会規則で定める方法は、電磁的記録の提供による方法、書面の交付によ

る乃法その他当該個人情報取扱事業者の定める方法とする。

( 1 ）開示の原則

医療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データ及び第三

者提供記録（以下「保背個人データ等」という。〉の開示の請求を受けたときは、本人に

対レ、電磁的記録の提供による方法、書面の交（寸による方法等により、遅滞なく、当該

保有価人データ等を開示しなければならない。

(2）開示の例外

開示することで、法第33条第2項（同条第51頁において準用する揚合を含む。〉各号

のいずれかに該当する揚合は、その全部又は一部を開示しないことができる。具体的事

例は以下のとおりである。

（例〉

・患者・利用者の状況等について、家族や患者・利用者の関係者が医療・介護サービ

ス従事者lこ情報提供を行っている揚合！こ、これらの者の同意を得ずに患者・利用者

自身に当該情報を提供することにより、患者・利用者と家族や患者・利用者の関係

者との人間関係が悪化するなど、これらの者の利益を害するおそれがある揚合

・症状や予後、治療経過等について患者に対して十分な説明をしたとしても、患者本

人に重大な山理的影響を与え、その後の治療効果等に悪影響を及ぼす揚合

※個々の事例への適用については個別異体的！こ慎重に判断することがR婁である。ま

だ、保有個人データである診療情報の開示に当たっては、「診療情報の提供等に関す

る指針」の内器にも配意する必要がある。

【法の規定により遵守すべき事項等）

. ~霊療・介護関係事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データ等の開示

の請求を受けたときは、本人に苅し、遅滞なく、当該保有個人データ等を開示しなけ

ればならない。まだ、当該本人が識別される保有個人データ等が惇在しないときにそ

の旨知らせることとする。ただレ、開示することにより、法第33条第21頁各号のい

ずれかに該当する揚合は、その全部又は一部を開示レないことができる。

• IT 1 .に記したとおり、例えば診療録のr蕎報の中には、患者の保有個人ヂータであっ

て、当該診療録を作成した医師の保有個人データでもあるというこ面性を持つ部分が

含まれるものの、そもそも診療録全体が患者の保有個人データであることから、患者

本人から開示の請求がある揚合に、その二面性があることを理由に全部又は一部を開
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示しないことはできない。ただし、法第33条第21頁各号のいずれかに該当する揚合

には、；去に従い、その全部又は一部を開示しないことができる。

・開示の方法は、電酪的記録の提供による方法、書面の交伯による方法その他当該個人

情報取扱事業者の定める方法のうち本人力唱青求した方法（当該方法による開示！こ多額

の費用を要する揚合その他の当該方法によることが困難な揚合である揚合にあっては、

書面の交伺による方法〉による。

・医療・介護関係事業者は、請求を受けた保帯個人データ等の全部又は一部について開

示レない旨を決定しだときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければなら

ない。

また、本人に通知する揚合には、本人に対してその理由を説明するよう努めなければ

ならない CW17.参照）o

・他の法令の規定により、保有個人データ等の開示について定めがある揚合には、当該

法令の規定によるものとする。

［その他の事項】

・法定代理人等、開示の請求を行い得る者から開示の請求があった揚合、原則として患

者・利用者本人に対し保有価人データ等の開示を行う旨の説明を行った後、法定代理

人等に苅レて開示を行うものとする。

・医療・介護関係事業者は、保有個人データ等の全部又は一部について開示しない旨決

定した揚合、本人に苅するその理由の説明に当たっては、文書により話すことを基本

とする。また、苦情への対応を行う体制についても併せて説明することが望まレい。

【法別表第二lこ掲げる法人に関する適用関係〕

・法制表第二に掲げる法人については、法第33条の適用が除外され（法第58条関係〉、

個人情報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみなして公的部門における

規律（法第5章第4節第 1款〉が適用される（法第123条関係〉。
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1 5.訂正及び利用停止（法第34条、第35条〉

（訂正等〉

法第三十四条本人は、個人情報取扱事業者に刻レ、当該本人力官識別される保有個人デ

ータの内容が事実でないときは、当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除（以

下この条において「訂正等」という。〉を請求することができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた揚合には、その内容の訂正

等に関して他の法令の規定により特別の手続が定められている揚合を除き、利用目的

の達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当

該保有個人ヂータの内容の訂正等を行わなければならない。

3 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る保有個人データの内容の全

部若しくは一部について訂正等を行つだとき、又は訂正等を行わない旨の決定をした

ときは、本人に対し、遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。〉

を通知しなければならない。

（利用停止等〉

法第三十五条本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個人デ

ータが第十八条若しくは第十九条の規定に違反して取り扱われているとき、又は第二

十条の規定に違反して取得されたものであるときは、当該保有個人データの利用の停

止又は消去〈以下この条において「利用停止等」という。〉を請求することができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた揚合であって、その請求に

理由があることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、

当該保有個人データの利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有個人デ

ータの利用停止等に多額の費用を要する揚合その他の利用停止等を行うことが困難

な揚合であって、本人の権利利益を保護するためR要なこれに代わるべき措置をとる

ときは、この限りでない。

3 本人は、個人情報取扱事業者に対レ、当該本人力常載別される保背惜人データが第二

十七条第一項又は第二十八条の規定に違反して第三者に提供されているときは、当該

保有価人データの第三者への提供の停止を請求することができる。

4 j!QI人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた揚合であって、その請求に

理由があることが判明したときは、遅滞なく、当該保有個人ヂータの第三者への提供

を停止しなければならない。だだし、当該保宵個人データの第三者への提供の停止に

多額の費用を要する揚合その他の第三者への提供を停比することが困難な揚合であ

って、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、こ

の限りでない。

5 本人は、個人情報取扱事業者に刻レ、当該本人が識別される保有個人データを当該

個人情報取扱事業者が利用する脳要がなくなった揚合、当該本人が識別される保有個

人データに係る第二十六条第一項本文に規定する事態が生じた揚合その他当該本人

が識別される保有個人データの取扱いにより当該本人の権利又は正当な利益が害さ

れるおそれがある揚合には、当該保有個人データの利用停止等又は第王者への提供の
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停止を請求することができる。

6 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた揚合であって、その請求に

理由があることが判明したときは、本人の権利利益の侵害を防止するために必要な限

度で、遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供の停止を行わ

なければならない。ただし、岩該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供の

停止に多額の費用を要する揚合その他の利用停止等又は第三者への提供の停止を行

うことが困難な揚合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべ

き描聾をとるときは、この限りでない。

7 個人情報取扱事業者は、第一項若しくは第五項の規定による請求lこ係る保有個人デ

ータの全部若しくは一部について利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行

わない旨の決定をレたとき、又は第三項若しくは第五項の規定による請求に係る保有

個人データの全部若しくは一部について第三者への提供を停止したとき若しくは第

三者への提供を停止しない旨の決定をしたときは、本人に苅し、遅滞なく、その旨を

通知しなければならない。

じ去の規定により遵守すべき事項等】

・医療・介護関係事業者は、法第34条第2項又は第35条第2項、第41頁若しくは第

6項の規定に基づき、本人から、保衛個人データの訂正等、利用停止等、第三者への

提供の停止の請求を受けた揚合で、それらの請求が適正であると認められるときは、

これらの措置を行わなければならない。

－ただし、利用停止等及び第三者への提供の停止については、利用停止等に多額の費用

を要する揚合など当該措置を行うことが困難な揚合であって、本人の権利利益を保護

するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。

－なお、以下の揚合については、これらの措置を行う店I要はない。

①訂正等の請求があった揚合であっても、 CP）利用自的から見て訂正等が必要でない揚

合、（イ）誤りである指摘が正しくない揚合又は（ウ）訂正等の対象が事実でなく評価に関

する情報である揚合

②利用停止等、第三者への提供の停止の請求があった揚合であっても、手続違反等の

指摘が正しくない揚合

・医療・介護関係事業者は、上記の措置を行ったとき、又は行わない旨を決定したとき

は、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知レなければならない。また、本人に通知す

る揚合には、本人に対してその理由を説明するよう努めなければならない（IV1 7. 

参熊〉。

【その他の事項】

・医療・介護関係事業者は、訂正等、利用停止等又は第三者への提供の停止の請求を受

けた保有個人データの全部又は一部について、これらの措置を行わない旨決定した揚

合、本人に対するその理由の説明に当たっては、文書により訴すことを基本とする。

その擦は、苦情への対応を行う体制についても併せて説明をすることが望ましい。

・保有個人データの訂正等にあたっては、訂正した者、内容、日時等が分かるように行
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われなければならない。

・保有個人データの字句などを不当に変える改ざんは、行ってはならない。

（法別表第二に掲げる法人に関する適用関係】

・法制表第二に掲げる法人については、法第34条及び第35条の適用が除外され c去
第58条関係〉、個人情報の取扱いについて独立佐政法人等による取扱いとみなして公

的部門における規律（法第5章第4節第2款及び第3款〉が適用される〈法第123 

条関係〉。
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1 6.開示等の請求等に応じる手続及び手数料（法第37条、第38条〉

〈開示等の請求等に応じる手続〉

法第三十七条個人情報収扱事業者は、第三十二条第二項の規定による求め又は第五十

三条第一項（同条第五項において準用する揚合を含む。次条第一項及び第三十九条に

おいて間じ。〉、第三十四条第一項若しくは第三十五条第一項、第三I頁若しくは第五項

の規定による請求（以下この条及び第五十四条第一項にあいて「開示等の請求等」と

いう。〉に関し、政令で定めるところにより、その求め又は請求を受け付ける万法を定

めることができる。この揚合において、本人は、当該方法に従って、開示等の請求等

を行わなければならない。

2 個人情報取扱事業者は、本人に対レ、開示等の請求等に関し、その苅象となる保有

個人データ又は第三者提供記録を特定するに足りる事項の提示を求めることができ

る。この揚合にあ、いて、個人情報取扱事業者は、本人が容易かつ的確に開示等の請求

等をすることができるよう、当該保有個人データ又は当該第三者提供記録の特定に資

する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければならない。

3 間部等の詰求等は、政令で定めるところにより、代理人によってすることができる0

4 個人情報取扱事業者は、前三項の規定に基づき開示等の請求等に！Rじる手続を定め

るに当たっては、本人に過重な負担を課するちのとならないよう配曙レなければなら

ない。

（手数料〉

法第三十八条個人情報取扱事業者は、第三十二条第二項の規定による利用目的の通知

を求められたとき又は第三十三条第一項の規定による開示の請求を受けたときは、当

該措置の実施に関レ、手数料を徴収することができる。

2 個人情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する揚合は、実費を勘案レ

て合理的であると認められる範囲内において、その手数料の額を定めなければならな

し1。

（開示等の請求等を受け付ける方法）

令第十二条 法第三十七条第一項の規定により個人情報取扱事業者が開示等の請求等

を受け付ける方法として定めることができる事項はよ次に掲げるとおりとする。

一開示等の請求等の申出先

二 開示等の請求等に際して提出すべき書面（竃磁的記録を含む。第三十三条第一項

及び第三十八条第三項において同じ。〉の様式その他の開示等の請求等の方式

三 関部等の請求等をする蓄が本人又は次条に規定する代理人であることの確認の方

法

四 法第三十八条第一I頁の手数料の徴収方法

（開示等の請求等をすることができる代理人〉

令第十三条 法第三十七条第三項の規定により開示等の請求等をすることができる代
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理人は、次に掲げる代理人とする。

未成年者又は成年被後見人の法定代理人

二 開部等の請求等をすることにつき本人が委任した代理人

( 1 ）開示等を行う情報の特定

医療・介護関係事業者は、本人に対レ、開示等の請求等に関して、その対象となる保

有個人データ等を特定するに足りる事項の提示を求めることができるが、この揚合には、

本人が容易かつ的確に開示等の請求等をすることができるよう、当該保有個人データ等

の特定に資する情報の提供その他本人の利便を考慮した措撞をとらなければならない。

まだ、保有個人データ等の開示等については、本人の請求等により、保有個人データ

等の全体又は一部が対象となるが、当該本人の保有個人データ等が多岐にわたる、デー

タ量が膨大であるなど、全体の開示等が困難又は非効率な揚合、医療・介護関係事業者

は、本人が開示等の請求等を待う情報の範屈を特定するのに参者となる情報（過去の受

診の状況、病態の変化等〉を提供するなど、本人の利便を考慮した支援を行うものとす

る。

(2）代理人による開示等の請求等

保有個人データ等の開示等については、本人のほか、①未成年者又は成年被後見人の

法定代理人、②開示等の請求等をすることにつき本人が委託レだ代理人により行うこと

ができる。

じ去の規定により遵守すべき事項等〕

・医療・介護関係事業者は、保有個人データ等の開示等の請求等に関し、本人に過重な

負担を課すものとならない範囲において、以下の事項について、その請求を受け借け

る方法を定めることができる。

(]7）開示等の請求等の受信先

（イ）開示等の請求等に際して提出すべき書面の様式、その他の開示等の請求等の受信

方法

（ウ）開示等の請求等をする者が本人又はその代理人であることの確認の方法

(I）保有個人データ等の利用目的の通知、又は保有個人データ等の開示をする際lこ徴

収する手数料の徴収方法

・陸療・介護関係事業者は、本人に苅レ、開示等の請求等に関して、その対象となる保

有個人データ等を特定するに足りる事項の提示を求めることができるが、この揚合に

は、本人が容易かつ的確に開示等の講求等をすることができるよう、当該保有価人デ

ータ等の特定に資する情報の提供その他本人の利便を考j意した措置をとらなければな

らない。

・保有個人ヂータ等の開示等の請求等は、本人のほか、未成年者又は成年被後見人の法

定代理人、当該請求等をすることにつき本人が委任した代理人によってすることがで

きる。

・医療・介護関係事業者は、保有個人データ等の利用目的の通知を求められたとき、又
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は保有個人データ等の開示を請求されたときは、当該措置の実施に闘し、手数料を徴

収することができ、その際には実費を翻案して合理的であると認められる範囲内にお

いて、手数料の額を定めなければならない。

【その他の事項】

・陸横・介護関係事業者は、以下の点に留意しつつ、保有個人データ等の開示等の手続

を定めることが望ましい。

一開示等の請求等の方法は書面によることが望ましいが、患者・利用者等の自由な請

求を阻害しないため、開示等の請求等に係る書面に理由欄を設けることなどにより

開示等を請求する理由の記載を要求すること及び開示等を請求する理由を尋ねるこ

とは不適切である。

一開部等を請求する者が本人（又はその代理人〉であることを確認する。

一開示等の請求等があつだ揚合、主治医等の担当スタッフの意見を聴いだ上で、速や

かに保有個人データ等の開示等をするか否か等を決定し、これを開示の請求等を行

った者に通知する。

一保背個人データ等の開示に当たり、法第28条第2項各号に該当する可能性がある

揚合には、開示の司否について検討するために設置レだ検討委員会等において検討

した上で、速やかに開示の可否を決定することが望ましい。

一保有個人データ等の間部を行う揚合には、日常の医療・介護サービス提供への影響

等も者慮レ、本人に過重な負担を課すものとならない範囲で、日時、揚所、方法等

を指定することができる。

・代理人等、開示の請求等を行い得る者から開示の請求等があった揚合、原則として患

者・利用者本人に対レ保有個人データ等の開示を行う旨の説明を行った後、開示の請

求等を行つだ者に苅レて開示を行うものとする。

・代理人等からの請求等があった揚合で、①本人による具体的意思を把握できない包括

的な委任に基づく請求、②開示等の請求が行われる相当以前に行われだ委任に基づく

請求が行われた揚合には、本人への説明に際し、開部の請求等を行った者及ひ、開示す

る保有個人データ等の内容について十分説明し、本人の意思を確認するとともに代理

人の請求の適正性、開示の範囲等について本人の意思を踏まえた対応を行うものとす

る。

【法別表第二に掲げる法人に関する適用関係〕

. ）去別表第二に掲げる法人については、法第37条及び第38条の適用が除外され（法

第58条関係〉、個人情報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみなして公

的部門における規律（法第5輩第4節〉が適用される（法第123条関係〉。

7 8 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



1 7.理由の説明、事前の請求、苦情の対応（法第36条、第39条～第40条〉

（理由の説明〉

法第三十六条個人情報取扱事業者は、第三十二条第三項、第三十三条第三I頁（同条第

Ii項において準用する揚合を含む。〉、第三十四条第三頃又は前条第七項の規定によ

り、本人から求められ、又は請求された措置の全部又は一部について、その措置をと

らない旨を通知する揚合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する揚合には、本

人に対し、その理由を説明するよう努めなければならない。

（事前の請求〉

法第三十九条本人は、第三十三条第一項、第三十四条第一頃又は第三十Ii条第一項、

第三項若しくは第直項の規定による請求に係る訴えを提起しようとするときは、その

訴えの被告となるべき者に対レ、あらかじめ、当該請求を行い、かつ、その到達した

日から二週間を経過レた後でなければ、その訴えを提起することができない。ただし、

当該訴えの被告となるべき者がその請求を拒んだときは、この限りでない。

2 前項の請求は、その請求が通常到達すべきであつだ時に、到達したものとみなす。

3 前二項の規定は、第三十三条第一項、第三十四条第一項又は第三十五条第一項、第

三項若しくは第五項の規定による請求に係る仮処分命令の申立てについて準用する。

（個人情報取扱事業者による苦情の処理〉

法第四十条恒人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な

処理に努めなければならない。

2 個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために脳要な体制の整備に努めなけ

ればならない。

じ去の規定により遵守すべき事項等】

・医療・介護関係事業者は、本人から求められた保有個人データ等の利用自的の通知、

又は本人から請求された開示、訂正等、利用停止等において、その措置をとらない皆

又はその措置と異なる措置をとる旨本人に通知する揚合は、本人に対して、その理由

を説明するよう努めなければならない。

－医療・介護関係事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な対応に努

めなければならない。また、医療・介護関係事業者は、苦情の適切かつ迅速な対応を

行うにあたり、苦情への対応を行う窓口機能等の整備や苦情への対応の手順を定める

など必要な体制の整備に努めなければならない。

［その他の事項〕

・医療・介護関係事業者は、本人に苅レて理由を説明する際には、文書により示すこと

を基本とする。その際は、苦情への対応を行う体制についても併せて説明することが

望まレい。

・医療・介護関係事業者は、患者・利用者等からの苦情対応にあたり、専用の窓口の設
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覆や主治医等の担当スタッフ以外の職員による相談体制を確保するなど、患者・利用

者等力対自談を行いやすい環境の整備に努める。

・医療・介護関係事業者は、当該施設における患者・利用者等からの苦情への対陥を行

う体制等について院内や事業所内等への掲示やホームページへの掲載等を行うことで

憩者・利用者等に対して周知を翻るとともに、地方公共団体、地域の医師会や国民健

康保険団体連合会等が開設する医療や介護に関する椙談窓口等についても患者・利用

者等に対して周知することが望まレい。

【法別表第二に掲げる法人に関する適用関係〕

・法別表第二に掲げる法人については、法第36条及び第39条の適用が除外され〈法

第58条関係〉、個人情報の取扱いについて独立行政法人等による取扱いとみなして公

的部門における規律（法第5章第4節〉が適用されるく法第123条関係〉。
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v ガイダンスの見直じ等

1 .脳要に応じた見直し

個人情報の保護に関する考え方は、社会情勢や国民の意識の変化に対応して変化して

いくものと考えられる。このだめ、法及び本ガイダンスや「診療情報の提供等に閲する

指針Jの運用状況等も踏まえながら、本力wイダンスについても脳要に応じ倹討及ひ、見直

しを行うものとする。

2.本ガイダンスを補完する事例集の作成・公開

個人情報保護委員会及び厚生労働省は、医療・介護関係事業者における個人情報の保

護を推進し、医療・介護関係事業者における円滑な対応が図られるよう、本ガイダンス

を補完する事例集を作成し、個人情報保護委員会及び車生労働省のホームページにおい

て公表する。

※「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」に関

するQ&A
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別表1 医療・介護関係法令において医療・介護関係事業者に作成・保容が義務づけられ

ている記録例

〈甚療機関等（医療従事者を含む〉〉

1 病院・診療所

診療録〔医師法第24条、歯科医師法第23条】

－ 処方せん〔医師法第22条、歯科医師法第21条、医療法施行規則第20条、第2

1条の5、第22条の3、第22条の7〕

・ 麻酔記録【医療法施行規則第1条の10〕

． 前産録〔保健師助産師吾護師法第42条】

． 救急、数命処置録【穀倉、救命士法第46条〕

照射録〔診療放射線技師法第28条〕

診慣に関する諸記録

①病院の揚合処方せん（再掲〉、手術記録、香護記録、検査所見記録、エッ
クス線写真、入院診療計画書〔匿療法施倍規則第20条）

②地域医療支援病院及び特定機能病院の揚合上記①に加え、紹介状、退院し
た患者に係る入院期間中の診療経過の要約【医蟻法施行規則第21条の5、
第22条の3〕

③臨床研究中核病院の揚合上記①に加え、研究対象者に苅する医薬品等の投
与及び診療により得られたデータその他の記録【医療法施行規則第22条の
ア】

・ 歯科衛生士業務記録｛歯科衛生士法施行規則第18条〕

・ 歯科技工指示醤〔歯科技工士法第18条、第19条〕 ¥, 

2 朗産所

・ 助産録｛保健師副産師醤護師法第42条】

3 薬局

・ 処方せん〈調剤した旨等の記入〉【薬剤師法第26条、第27条〕

調剤録｛薬剤師法第28条】

4 衛生検査所

委託検査管理台帳、検査結果報告台帳、苦情処理台帳［臨床検査技師等に関する法

律施行規則第12条第1項第16号、第12条の3〕

5 指定訪問看護事業者

訪問看護計画書【指定訪問蕎護の事業の人員及び運醤に関する基準第17条第1

項〕

訪問看護報告書〔指定訪問香護の事業の人員及び運営に関する基準第1ア条第3

1頁〕
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6 歯科技工所

・歯科技工指示書【歯科技工士法第18条、第19条】

（介護関係事業者〉※保容が想定されている記録も含む

1 指定訪問介護事業者

・居宅サービス計画（通称：ケアプラン〉｛指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準第16条】

・サービスの提供の記録（通称：ケア記録、介護日誌、業務日誌〉（指定居宅サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第19条】

訪問介護計画【指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第

24条第1項〕

・苦情の内容等の記録【指定居唱サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準第36条第21頁）

2 指定通所介護事業者

居宅サービス計画〈通称：ケアプラン〉（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準第105条〈準用：第16条〉】

－ サービスの提供の記録（通称：ケア記録、介護日誌、業務日誌〉【指定居宅サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第105条（準用：第19条〉】

・通所介護計画【指定窟宅サービス等の事業の人員、設備及び運蛍に関する基準第

99条第1I頁〕

・苦情の内容等の記録【指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運蛍に関する

基準第105条（準用：第36条第2項〉〕

3 特別養護老人ホーム

行った異体的な処遇の内器等の記録〔特別養護老人ホームの設備及び運営に関す

る基準第9条第2項第2号〕

・入所者の処遇に関する計画〔特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準第

1 4条第1項〕

・身体的拘束等に係る記録〔特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準第1
5条第51頁】

・苦情の内容等の記録［特別養護老人ホームの設備及び運営に閲する基準第29条

第2頃〕
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別表2 医療・介護関係事業者の通常の業務で想定される利用自的

（医療機関等の揚合〉

L事者への医療の提供に必要な利問目的）

〔医療機関等の内部での利用に係る事例〕

・当該医療機関等が患者等に提供する医療サービス

．医療保険事務

・患者に係る医療機関等の管理運営業務のうち、

一入退院等の病棟管理

…会計・経理

一医療事故等の報告

一当該患者の医療サービスの向上

〔他の事業者等への情報提供を伴う事例〕

・当該医療機関等が患者等に提供する藍療サービスのうち、

－他の病院、診療所、回産所、薬局、訪問看護ステーション、介護サービス事業者等と

の連携

－他の医療機関等からの照会への回答

一患者の診療等にさ当たり、外部の医師等の意見・田言を求める揚合

一検体検査業務の委託その他の業務委託

一家族等への病状説明

・医療保模事務のうち、

一保隙事務の委託

一審査支払機関へのレセブ卜の提出（適切な保験者への請求を含む。〉

一審査支払機関又は保瞭者への照会

一審査支払機関又は保険者からの照会への回答

・事業者等からの委託を受けて健康診断等を行った揚合における、事業者等へのその結果

の通知

・医師賠償責任保険などに係る、医療に関する専門の団体、保険会社等への相談又は届出

等

〔上記以外の利用目的】

〔医療機関等の内部での利用に係る事例〕

．医療機関等の管理運営業務のうち、

一医療・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料

一医療機関等の内部において行われる学生の実習への協力

一墜療機関等の内部において行われる症例研究

〔他の事業者等への情報提供を伴う事例〕

・医療機関等の管理運営業務のうち、

…外部監査機関への情報提供
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（介護関係事業者の揚合〉

（介護サービスの利用者への介護の提供に必要な利用目的）

〔介護関係事業者の内部での利用に係る事例〕

・当該事業者が介護サービスの利用者等に提供する介護サービス

．介護保陳事務

・介護サービスの利用者に係る事業所等の管理運営業務のうち、

一入退所等の管理

一会計・経理

一事故等の報告

ーさ当該利用者の介護サービスの向上

〔他の事業者等への情報提供を伴う事例〕

・当該事業者等が利用者等に提供する介護サービスのうち、

一当該利用者に居鴇サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事

業所等の連携（サービス担当者会議等〉、照会への回答

ーその他の業務委託

一家族等へのI~＼皐の状況説明

．介護保険事務のうち、

一保険事務の委託

一審査支払機関へのレセプトの提出

一審査支払機関又は保険者からの照会への回答

・損害賠償保瞭などに係る保隙会社等への椙談又は届出等

［上記以外の利用目的）

〔介護関係事業者の内部での利用に係る事例〕

．介護関係事業者の管理運営業務のうち、

一介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料

一介護保険施設等において行われる学生の実習への協力
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別表3 医療・介護関連事業者の通常の業務で想定される主な事例〈法令に基づく揚合〉

（医療機関等の揚合〉

0法令上、医療機関等（医療従事者を含む〉が行うべき義務として明記されているもの

・医師が感染症の患者等を診断した揚合における都道府県知事等への届出（感染症の予随及

び感染症の患者に対する医療に関する法律第12条〉

・特定生物由来製昂の製造販売京認取得者等からの要請に基づき病院等の管理者が行う、

当該製昂を使用する患者の記録の提供（医薬品匿療機器等法第68条の22第4頂〉

・医師、薬剤師等の医薬関係者による、医薬品製造販売業者等が行う医薬品等の適正使用の

ために必要な情報収集への協力〈監薬品医療機器等法第68条の2の5第2頂〉

・医師、薬剤師等の監薬関係者が行う摩生労働大臣への医薬日等の副作用・感染症等報告〈甚

薬品医療機器等法第68条の10第2頂〉

・医師等！こよる特定匿療機器の製造販売京認取得者等への当該特定匿療機器利用者に関わる

情報の提供〈藍薬品医療機器等法第68条の5第2頂）

・自ら治験を行う者が行う厚生労働大臣への治験苅象薬物の副作用・感染症報告（医薬品医

療機器等法第80条の2第61頁〉

－処方せん中に疑わしい点があった揚合における、薬剤師による医師等への疑義照会（薬剤

師法第24条〉

・調剤時における、患者又は現に看護に当たっている蓄に対する菓宥i師による情報提供（薬

剤師法第25条の2)

・医師が麻薬中毒者と診断しだ揚合における都道府県知事への届出（麻薬及び向精神薬取締

法第58条の2)

・保険医療機関及び保険薬局が癒麓の給伺等に関して費用を請求しようとする揚合における

審査支払機関への診療報酬請求書・明細書等の提出等（健康保際法第76条等〉

・家庭事情等のため退腕力t困難であると認められる揚合等患者が一定の要件に該当する揚合

における、保険医療機関による健壊保険組合等への通知（保険医療機関及び保際医療養担

当規則第1ci条等〉

－診療した患者の疾病等に関して他の医療機関等から保瞭医に照会があった揚合における対

応（保際医療機関及び保険医療養担当規則第16条の2等〉

・施設入所者の診療に関して、保険医と介護老人保健施設の医師との聞の情報提供（老人保

健法の規定による医療並びに入院時禽事療養費及び特定療養費に係る療養の取扱い及び

担当に関する基準第19条の4)

・患者から訪問看護指示書の交｛寸を求められた揚合における、当該患者の選定する訪問看護

ステーションへの交信及び訪問看護ステーション等からの相談に府じだ指導等（保険医療

機関及び保険医療養担当規則第19条の4等〉

・患者が不正行為により療養の給伯を受けた揚合等における、保険薬局が行う健療保険組合

等への通知（保険薬扇及び保険薬剤師療養担当規則第7条〉

・医師等による都道府県知事への不妊手術又は人工妊娠中絶の手術結果に係る届出（母体保

護法第25条〉

・児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者による児童相談所等への通告（児童虐待の
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防止等に関する法律第6条〉

・要保護児童を発見した者による児章相談所等への通告（児童福祉法第25条〉

・指定入院医療機関の管理者が申立てを行った擦の裁判所への資料提供等（1!2i1皐喪失等の状

態で重大な伯害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（監療観察法第25条〉

・裁判所より鑑定を命じられた精神保健判定医等による鑑定結果等の情報提供（医療観察法

第37条等〉

・指定入院医療機関の管理者による無断退去者に関する情報の警察署長への提供（医療観察

法第99条〉

・指定通院医療機関の管理者による保護観察所の長に対する通知等（医療観察法第11 0条・

第11 1条〉

・精神病院の管理者による都道府県知事等への措置入院等に係る定期的病状報告（精神保健

撞祉法第38条の2)

－指定医療機関による都道府県・市開村への被保護者に係る病状報告（生活保護法第50条、

指定医療機関医療担当規程第ア条、第10条〉

・病院簿の管理者による、原発性のがんについて、当該病院等における初回の診断が行われ

た揚合における、都道府県知事への届出（がん登録等の推進に関する法律第6条〉

・専門的ながん医療の提供を行う病暁その他の地域におけるがん医療の確保について重要な

役割を担う病院の開設者及ひ官理者による、院内がん登録事業における国への情報提供等

（がん登録等の推進に関する法律第44条等〉

－医療事故が発生しだ揚合の医療事故調査・支援センターへの報告〈医療法第6条の10) 

・医療事故調査が終了したときの医療事故調査・支援センターへの報告（医療法第6条の1

1第4項〉

0法令上、医療機関等（震療従事者を含む〉が任意に行うこと力Tできる事項として明記され

ているもの

・配偶者からの暴力により負傷又は疾病した者を発見した者による配偶者暴力相談支援セン

ター又は警察への通報（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第6条〉

O行政機関等の報告徴収・立入検査等に応じることが間接的に義務づけられているもの

・医療監視員、薬事監視員、都道府県職員等による立入検査等への苅応（医療法第25条及

び第63条、医薬品医療機器等法第69条、臨床検査技師等に関する法律第20条の5等〉

・厚生労働大臣、都道府県知事等が行う報告命令等への対応（医療法第25条及び第63条、

医薬品医療機器等法第69条、健康保険法第60条、第78条及ひ濡9'4条等〉

・指定匡療機関の管理者からの惜報提供要求への対応（屋療観察法第90条〉

・保護観察所の長からの協力要請への対応（医療観察法第101条〉

・保護観察所の長との情報交換等による関係機関相互間の連携（医療観察法第108条〉

・慕幹統計調査の報告〈統計法第13条〉

・社会保険診膿報酬支払基金の審査委員会が行う報告徴収への対応（社会保険診療報酬支払

基金法第18条〉

・モエタ一、監査担当者及び治験審査委員会等が行う原医療記録の閲覧への協力（医薬品の

臨床試験の実施の基準に関する省令第37条J
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（介護関係事業者の揚合〉

0法令上、介護関係事業者（介護サービス従事者を宮む〉が行うべき義務として明記されて

いるもの

・サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等〈指定基準、「特別養護老人ホームの設備及

び運営に関する基準」〈以下「最僅基準Jという。〉〉

・居宅介護支援事業者等との連携（指定基準、最短基準〉

・利用者が偽りその他不正な行為によって保瞭給付を受けている揚合等の市町村への通知

（指定基準〉

・利用者に病状の急変が生じた揚合等の主治の医師への連絡等（指定基準〉

0行政機関等の報告徴収・立入検査等に応じることが間接的に義務づけられているもの

・市町村による文書等提出等の要求への対応（介護保験法第23条〉

・厚生矧動大臣又は都道府県知事による報告命令、帳簿書類等の提示命令等への対応（介護

保険法第24条〉

・都道府県知事又は市町村長による立入検査等への対応（介護保険法第76条、第78条の

ア、第83条、第90条、第10 0条、第11 5条のア、第11 5条の1ア、第11 5条

の27、第11 5条の33、第11 5条の45の7、旧介護保険法（健康保技法等の一部

を改正する法律（平成18年法律第83号〉附則第130条の2第1項の規定によりなお

その効力を有するちのとされだ同法第26条の規定による改正前の介護保陳j去をいう。〉

第11 2条、老人福祉法第18条〉

・市町村が行う利用者からの苦情に関する一調査への協力等（指定基準、最倍基準〉

・事赦発生時の市町村への連絡（指定基準、最値基準〉
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別表4 医療関係資格、介護サービス従業者等に係る守秘義務等

（医療関係資格〉

資格名 根拠法

医師 刑法第134条第1I頁

商科医師 刑法第134条第1I頁

薬剤師 刑法第134条第1I頁

保健師 保健師同産師看護師法第42条の2

助産師 刑法第134条第1I頁

香護師 保健師助産師看護師法第42条の2

准蕎護師 保健師期産師看護師法第42条の2

診療放射線技師 診療放射線技師法第29条

臨床検査技師 臨床検査技師等に関する法律第19条

衛生検査技師 臨床検査技師等に関する法律第19条

理学療法土 理学療法士及び作業療法士法第16条

作業療法士 理学療法士及び作業療法士法第16条

視能訓練士 視能訓練士法第19条

臨床工学技士 臨床工学技士法第40条

義肢装異土 義肢装異土法第40条

救急、数命士 蚊語、救命士法第47条

言語聴覚土 言語聴覚士法第44条

歯科衛生士 歯科衛生士法第13条の6

歯科技工士 歯科技工士法第20条の2

あん摩マッサージ指圧師 あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律第

ア条の2

はり師 あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律第

7条の2

きゅう師 あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律第

7条の2

柔道整復師 柔道整復師法第1ア条の2

精神保健福祉士 精神保健福祉士法第40条

［守秘義務に係る法令の規定例］

O刑法第134条

医師、薬剤師、医薬品販売業者、同産師、弁護士、弁護人、公証人又はこれらの職に

あった者が、正当な理由がないのに、その業務上取り扱ったことについて知り得だ人の

秘密を漏らしたときは、六月以下の徹役又は十万円以下の罰金に処する。

0保健師助産師醤護師法第42条の2
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保健師、看護師又は准看護師は、正当な理由がなく、その業務上知り得た人の秘密を

漏らしてはならない。保健師、看護師又は准看護師でなくなった後においても、同様と

する。

（介護サービス事業者等〉

事業者等 根拠法

市町村の委託を受けて要介護 介護保険法第27条第41頁

認定を行う者

各サービス事業所の従業者・職 －指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

員 関する基準

・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運

曽盟びに指定介護予防サービス等に係る介護予坊の

ための効果的な支援の方法に関する基準

・指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準

－指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型予防サービスに係

る介護予防のための妨果的な支援の方法に関する基

準

・指定居唱介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準

－指定介護予防支援等の事業の人員及び運営盟びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための矧果的な

支援の方法に関する基準

－指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関す

る基準

・介護老人保健施設の人員、施設及び設備誼びに運営

に関する基準

－指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関

する基準

・特別賞護老人ホームの設備及び運営に関する基準

・介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関す

る基準

［守秘義務に係る法令の規定例］

0指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

第33条指定訪問介護事業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。！

2 指定訪問介護事業者は、当該指定訪問介護事業所の従業者であった者が、正当な理

由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、

9 0 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



見出要な措置を講じなければならない。
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別表5 医学研究分野における関連指針

0「遺伝子治療等臨床研究に関する指針」（平成31年2月28日厚生労働省告示第48号〉

0「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針J（令和3年文部科学省・厚生

労働省・経産省告示第1号〉

別表6 UNESCO国際賞言等

0 「ヒ卜遺伝情報に関する国際宣言」（UNESCO October 16, 2003) 

0「医療における遺伝学的検査・診断に関するガイドライン」（平成23年2月 日本医学

会〉
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